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4 交通戦争への取り組み～途上国に貢献しうる日本の経験と知見

交通事故死亡者数は、全世界で約120万人に上っており、そのうち90％が開発途

上国で起きているといわれています。このような深刻な問題の解決は、少なからず

モビリティ社会を推進してきたわれわれにとって贖罪であると同時に、交通を専門

とする者にとっては与えられた社会的使命ではないかと思います。

㈶国際交通安全学会国際交流部会企画委員会では、当学会における国際交流活動

の在り方をあらためて検討してきました。その結果、「国際交流」を「交流による

諸外国への貢献」ととらえ、日本（IATSS）が学び得た「交通とその安全」に関す

る知見をもって、諸外国のモビリティ社会発展に寄与することを国際交流活動と位

置付けることとしました。そして、交流部会企画委員会として、この位置付けに基

づく具体的取り組みとして、“交通戦争への取り組み～途上国に貢献しうる日本の

経験と知見”を研究プロジェクトとして提案したところ、採択され、本年度 H2296

プロジェクトとして実施した次第です。

H2296プロジェクトでは、現在の開発途上国と同じようにモータリゼーションが

急速に進展し、交通事故の増加が大きな社会問題となっていた日本において、1970

年からの９年間に交通事故死亡者数を半減できた事実に着目し、このときに日本で

実施されたさまざまな取り組みを明らかにすることで、現在の開発途上国で取り組

むべき課題を明らかにできるとの認識に立ち、活動を行いました。具体的には、

1960年代、70年代の「交通戦争」といわれた時代に、第一線で活躍されていた専門

家５名の方にインタビューを行い、その当時立案され、実施された交通安全対策

を、立案に至る背景、実施までの工夫や苦労、解決できなかった課題なども含め

て、掘り下げて伺い、その内容をオーラルヒストリーという形で取りまとめまし

た。このインタビューでは、単に実施された交通安全対策にかかわる経験を整理す

るだけではなく、交通安全対策を進める上で本質的に重要な理念や政策を立体的に

浮き彫りできるよう努めたつもりです。インタビューの内容は多くの示唆に富むも

のでしたが、膨大で、このままでは利用できないと考えられたため、プロジェクト

メンバーの間で、何が交通安全施策を指針する上で重要であったのか、現在交通事

故・死者数の増加が問題となっている開発途上国に移転が可能であるのかなどの観

点から、討議を行い、掘り下げを行いました。同時に、開発途上国での取り組み

にすぐ役立つよう、プロジェクトメンバーが重要と思う事項をキーワードとして抜

き出し、文献や統計資料などの調査結果も加えて、その解説を行いました。また、

このプロジェクトの取り組みを交通事故の増加が大きな問題となっているベトナム

の首都ハノイの関係者に紹介し、適用の可能性と課題を伺い、整理の参考としまし

た。本報告書は、これらの内容を取りまとめたものです。

今回の活動を通じて、1960年代、70年代には、実に多くの取り組みが行われてい

たことに驚かされました。実施された多くの施策も素晴らしいものばかりですが、

それ以上に、交通事故死亡者を減らすために先人がさまざまな知恵を出し、失敗を

恐れず果敢に取り組まれた姿勢に敬服しました。

はじめに
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5はじめに

今回の一番のポイントは、事実として記録されている裏側に踏み込んでその背景

を伺ったことで、そのことによって新たしい知見が得られましたが、大半がインタ

ビューを受けてくださった専門家の記憶に頼っているのも事実です。専門家の皆さ

んもいろいろな資料に当たって事実確認をしてくださいましたし、各プロジェクト

メンバー、担当事務局の方も、可能な限り既存文献や統計資料などに当たって事実

確認に努めてくださいましたが、それでも事実と異なっている記述が含まれている

可能性があります。しかし、たとえ、多少の事実誤認があっても、このような内容

は広く公開すべきというのがプロジェクトメンバー全員の総意であり、このような

形で取りまとめさせていただきました。また、インタビューのお申し出をいただき

ながら、時間の制約上、伺えなかった方々も多く、その点でも聞き取れていない内

容も多々あるかもしれません。もし誤りがあったり、抜けている事実があったりす

る場合は、最終的な取りまとめを行ったプロジェクトリーダーの私の責任に帰すも

のであり、私の力不足であったとご理解いただき、ご容赦願いたいと存じます。

本報告書の内容は、開発途上国における交通安全の取り組みを支援していく上で

大変参考になるものであると確信していますが、実際に支援活動に取り組んでいる

方々に利用していただくためには、さらなる整理が必要であると感じています。ま

た、開発途上国の方々に利用していただくためには、英語あるいは各国の言葉に翻

訳することも必要であると思います。この点に関しては、大変残念ながら、今後の

課題となってしまいました。ぜひ、多くの方の理解を得て、H2296プロジェクトで

得られた知見が、継続的に活用され、次の活動へ展開されていくことを願ってやみ

ません。

最後になりますが、H2296プロジェクトの趣旨にご理解いただき、英断をもっ

てインタビューに応じていただいた佐藤脩氏、三谷浩氏、片倉正彦先生、時﨑賢

二氏、長江啓泰先生、精力的に活動を行っていただいたプロジェクトメンバーの

方々、とくに国際交流部会企画委員会の外からお願いしてご参加いただいた秋山尚

夫特別研究員、木戸伴雄特別研究員、中村文彦会員、法人化の中で苦労しながらも

責任を持ってプロジェクトを支えてくださった事務局の柿沼徹さん、宮地和久さ

ん、佐々淑子さん、そしてとくに、オーラルインタビューをはじめすべての原稿の

作成・校正にご尽力いただいたムーンドッグの細田明子さんに心から感謝する次第

です。

　　平成23年３月27日

H2296プロジェクトリーダー

福田　敦
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第 1 章
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■ 略歴 ■

1951（昭和26）年 国家地方警察 東京都本部

1963（昭和38）年 警視庁 渋谷警察署交通係長

1964（昭和39）年  警察庁 交通局交通指導課

  （全国の交通指導取締の調整作業と交通反則通

告制度制定作業に従事）

1966（昭和41）年 警視庁 交通部交通総務課係長

1973（昭和48）年  警視庁 交通部管理官（任警視）（交通指導官、

交通安全、庶務（予算）担当管理官）

  警察庁 科学警察研究所へ派遣（交通部主任研

究員：研究テーマ「交通指導取締と交通事故の

関係」）

1979（昭和54）年 警視庁 調布警察署長

1985（昭和60）年  警視庁 築地警察署長（任警視正）

1988（昭和63）年 警視庁 第五方面本部長

1990（平成２）年  警視庁 交通部参事官（白バイの効果的運用、

駐車対策の推進、暴走族取締等、責任者）

1991（平成３）年 警視庁退職（任警視長）

  株式会社 千代田、あいおい損害保険会社 特別

顧問（損害保険業務の支援）

  　経験を生かし、ドライバーと職場へ「自動車

運転の責任の重さと気構えの大切さ」について、

通算約400回にわたり交通安全研修会で講演

2010（平成22）年  株式会社 インターリスク総研 交通防災部委託

講師（インタビュー現在）

 国交省：運行管理者資格者（平成15年２月取得）

 日本交通心理学会会員

 日本交通科学協議会会員

・2008（平成20）年２月　ベトナム「ハノイ市交通安全人材育

成プロジェクトに JICA巡回指導調査団員」として交通安

全セミナーへ参加。現地の交通警察幹部に「1970年代日本

における交通戦争への取り組み」について講演。

・ 2009（平成21）年10月　カンボジア「プノンペン市 JICA交

通改善プロジェクト」にて講演。

・ 2010（平成22）年10月　「ウガンダ共和国 JICA交通安全研

修」へ交通安全対策について講演。

佐
さ と う

藤　脩
おさむ

■

2010年 6 月24日（木）
17：00－20：00

八重洲ビル 3 F会議室

■

参加メンバー

福田　敦・加藤一誠・秋山尚夫・木戸伴雄・

白石修士・関根太郎・中村文彦

事務局（宮地・佐々）
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11第１章

4

○交通安全施設への投資(1969年～)

Ｅ１ 第一次交通安全緊急整備５箇年計
画

    1971年～総額1,700億円（従前の3,5倍）

  ・ 信号機の増設など総合規制対策の推進

       (23,000基→58,000基へ2,5倍)
  ・ 幹線道路の交通渋滞緩和対策

・ 裏通り（子供の遊び場・スクール・生活ゾーン）の
総合規制 

                         など3

○第一次交通戦争にどのように対処したか
(1971年~1979年)

☆３Ｅの理念による総合対策の展開

  Ｅ１ 交通安全施設への投資

    △ 総合交通規制対策の推進

  Ｅ２ 運転免許制度の拡充

  Ｅ２ 安全思想の啓発普及        

  Ｅ３ 交通指導取り締りの強化

    △ 交通切符・反則制度の確立

    △ 交通事故原因の究明と対策  など

2

交通事故死者・負傷者の推移

1

 ○ 「交通戦争」といわれた時代                 
の交通状勢

• 1959年から全国の死者数10,000人を突破、
1970年には死者数16,765人（史上最悪）

  しかし 翌1971～1979年の９年間で
       死亡事故半減（1979年死者8,466人）
   
    ※自動車台数1971年2,086万台→1979年3,630万台
      運転免許保有者1973年3,000万人突破
                 1979年4,000万人突破
     

秋山 佐藤さんは警視庁ではずっと私の上司でした。最

終的には交通部参事官をなさいましたが、その間、交通

警察のほぼすべてを経験されています。後でお話がある

と思いますが、全国で交通事故が多発したときに、それ

をどうやって減らそうかという対策をされていました。

私のように技術的なアプローチではなく、交通管理とい

いますか、取り締まりや交通安全教育・指導に取り組ま

れました。また、警察組織の各分野で責任者でもありま

した。私は JICAの仕事でベトナム・ハノイの交通安全

に携わっていましたが、現地では「日本はどうやって交

通事故を減らしたのか」という解決策を渇望していまし

た。以前から佐藤さんがいろいろな資料を集めているの

を知っていましたので、向こうで行うセミナーにお越し

いただきました。カンボジア・プノンペンでのセミナーの

際には、さらに詳しく資料をつくっていただきました。

佐藤 私は1951（昭和26）年に警視庁へ入り、退職したの

が1991（平成３）年です。退職後は損害保険会社に勤め、

企業に対する交通安全教育を行ってきました。その傍

ら、秋山さんとの昔のご縁で、2008（平成20）年にベトナ

ムでセミナーに参加させていただきました。また2009

（平成21）年はカンボジアに行かせていただき、今からご

覧いただく内容を現地で説明しました。私の経歴です

が、東京オリンピックの前、1962～1963（昭和37～8）年

に渋谷署で交通係長をしており、オリンピックのときは

警察庁に２年ほど派遣され交通反則制度立案の作業にも

携わりました。その後、警視庁交通部に戻りましたが、

そのころが交通戦争のピークでした。その後10年間、毎

年死者数が低減しましたが、その間交通部にいましたの

で、今振り返って大変ラッキーでした。秋山さんとのご

縁は1966（昭和41）年からですが、途中、1973（昭和48）年

から科学警察研究所に派遣になり、１年半ぐらいおりま

した。このたび皆さんにいろいろとお話しさせていただ

いたり見ていただいたりできるのは、この科学警察研究

所での経験があったからだと思います。そのときには、

小林實先生にいろいろと教えていただきました。その

後、警視庁に戻りましたが、その後は秋山さんにおっし

ゃっていただいたとおりです。それでは、スライドをご

覧いただきながら説明いたします。

第２回　プノンペン市交通安全セミナー

P1 ▶

1959（昭和34）年に全国で交通事故による死者が１万人

を突破しました。そのころからマスコミを中心に「交通

戦争」という表現を使われ始め、その後十数年間、交通

死亡事故が１万人を超えることになりました。しかし、

1971（昭和46）年から９年間で死亡事故が半減し、死者
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5



12 交通戦争への取り組み～途上国に貢献しうる日本の経験と知見

7

○渋滞解消対策（1965~）
センターライン移動実験

8

○裏通りの交通規制（ＴＵ作戦の展

6

 ○交通警察官の活躍ぶり
     手信号による交通整理 （1960年）

5

○新宿三光町交差点の渋滞（1953年）

8,466人にまで減少させることができました。ただし、

一般的にはこの半減した時期を「交通戦争」として捉え

られていることが多いのではないでしょうか。むしろ、

その時期の手前（昭和30年代から40年代に至る年代）が

「交通戦争」の始まりであり、その時代に注目すること

が必要であると考えます。

P2 ▶

1971（昭和46）年が第一次交通戦争のピークです。また

第二次交通戦争といわれる時代が1988（昭和63）年から始

まっています。

P3 ▶

それでは第一次交通戦争の時代、どのような対処をし

たのかといいますと、いわゆる３Eの理念による総合対

策です。一番効いたのは、交通安全施設への投資です。

また、それまで路線ごと、地域単位ごとに進められてい

た交通規制対策が、総合的に推進されることになりまし

た。それから免許制度も拡充し、さらには地域の皆さん

と一緒に交通安全思想の啓発にも努力しました。当初は

交通安全施設への予算も少なかったので、交通指導取締

を強化せざるを得ませんでした。昭和30年代は取り締ま

り先行の時代でした。しかし昭和40年代に入り、交通切

符・反則制度が確立できました。また、交通事故統計に

よる事故原因のデータ化も可能になりました。その結果、 

総合的な交通事故防止対策を進めることができました。

P4 ▶

1971（昭和46）年の交通戦争ピーク時に、ようやく「第

一次交通安全緊急整備五箇年計画」で安全施設改良の予

算がつきました。その中身はまず信号機の増設、それか

ら幹線道路だけに重点を置くのではなく、裏通りの子ど

もの遊び場、スクールゾーン・生活ゾーンの総合的な規

制。これらが歩行者・子どもの事故防止に非常に効果的

であったと思います。

P5 ▶

1953（昭和28）年、これから事故が増加しようとしてい

るときの新宿三光町交差点の様子です。信号機は一応あ

ります。カンボジアは二輪車が錯綜していますが、こち

らは四輪車が錯綜して混乱した状態です。

P6 ▶

1960（昭和35）年で、都内の交通が少し落ち着いてきた

ときの状況です。信号機はありますが、矢印がないので

右折も左折もうまくこなせません。右左折を誘導するの

は真ん中に立っているお巡りさんです。この交差点を右

へ行くにも左へ行くにも交差点の中心でいったん停車し

て、お巡りさんの指示を待ちます。
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12

○暴走族と二輪車ストップ作戦 （1970~）

11

○白バイ隊員も奮闘（深夜検問）

10

○飲酒・速度違反の取締 （1965~）

9

Ｅ３ 悪質・危険な運転の指導取締強化                  

 △ 白バイの大量導入
           （東京1970~1973年600台）
 △ 交通三悪追放（飲酒・速度超過・無免許）

 △ 公開による一斉取締（警告指導） （1964~ ）
 △ バイク（暴走族）の取締と技術指導

   ・平常時の指導取締のほか、ヘルメットの着用、
             集団走行の禁止、マフラー改造の禁止を徹底
      

P7 ▶

青梅街道のセンターライン移動実験の模様です。秋山

さんが苦労した計画ですが、1965（昭和40）年ごろのセン

ターライン移動による渋滞解消対策です。まだ実験段階

ですから、セーフティコーンの移動は全部手作業です。

渋滞が終わるとコーンを全部手で元に戻しました。

P8 ▶

裏通り対策と子どもの交通事故防止のための「TU作

戦」です。「TU」とは、車が裏通りに入るとそのまま突

き抜けられず、突きあたりで左か右に曲がらないといけ

ない（T）。あるいは裏通りに入っても Uターンして元

の道に戻らなければならない（U）。というように、通

過交通を抑制するために交通規制を行いました。

P9 ▶

取り締まりもただ闇雲にするのではなく、白バイ隊を

投入して悪質な違反車両を取り締まります。また、あら

かじめ広報して一斉に取り締まる方法も実施しました。

このときはできるだけ警告指導で収めるようにしまし

た。一般のバイクにはまずヘルメット着用の指導から始

めて、悪質な集団走行のグループに対してはその行動を

禁止するために法令を改正して厳しく取り締まるなど、

弾力的に対応しました。

P10 ▶

これは風船をふくらませて飲酒運転の取り締まりをし

ている様子です。1965（昭和40）年ごろです。

P11 ▶

これは深夜検問です。夜、白バイ隊を走らせるのは危

険ですから、まずは検問での停止の役割から始めまし

た。悪質なものは追いかけますが、あまり深追いさせま

せん。ベテランの白バイ隊だけは追いかけても良いとい

う資格を設け、受傷防止に努めました。

P12 ▶

全体の中から悪質なものだけを対象に絞り取り締まる

ということにしました。ただ取り締まるだけでなく、同

時に暴走族のグループ解体のため必要な情報を集め、防

犯部少年課にも協力をしてもらって対策を進めました。

P13 ▶

二輪車については、安全指導員の養成とライダーの資

格審査のために、二輪車安全対策協議会が設置されまし

た。その指導員はほとんどがボランティアです。1970

（昭和45）年から始まりましたが、かなり効果がありまし

た。ライダーの講習が終わると「模範ライダー」という

シールを渡します。この協議会は現在も全国組織になっ

ています。
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16

Ｅ２ 指定教習所制度と運転管理者制度
の拡充

さらに、次の制度が合わさり安全運転管理制度が

充実した

  ① 1962~ 指定教習所制度の確立
   ○指導員の資格要件の明確化・シミュレターの採用

 ② 1958~  運行管理者制度の定着
      （自動車運送事業者に管理者を選任）          

 ③ 1965~  安全運転管理者制度の定着
   （車両５台以上保有する事業所に管理者１名選任）

15

Ｅ２・３ 運転者管理システムの構築
 

  ・ 1947年 運転免許制度の定着（行政処分制度）

 ・ 1954年 交通事故事件即決裁判手続 

            （交通事故統計原票の作成）

・ 1964年 交通違反事件迅速処理の交通切符制度  

            ※以上までの原票作成・集計・統計分析は、
                                すべて手作業による。
        ・ 1966年 警察庁コンピュー タシステム導入

・ 1968年 交通反則通告制度・点数制度

  ・1982年以上の制度が統合し管理システムが構築された
              
    

14

E3 重大事故発生時における「事故原因

の究明と抑止対策」への取組み

△警視庁交通部指導官室の活躍

 ・ 総勢5名（警視級管理官）のチーム編成
・担当地区に交通重大（死亡）事故が発生した場合、
直ちに臨場、原因を究明し緊急対策を策定、

                                  総合的な効果につなげる。

13

○二輪車安全指導員の養成と審査 （1970~)

P14 ▶

警視庁交通部長のもとで直轄の指導官室がつくられて

います。私もそのチームに入っていました。重大事故が

発生した場合、まず臨場して実況見分、原因調査をしま

す。具体的には道路形状、ガードレール・チャッタバー

（道路鋲）・デリニエーター（視線誘導標）などの安全

施設も検証し、必要によっては信号機の現示を調整した

り、即効的な対策を検討して交通部から関係機関に具申

するなどします。また、発生件数だけで捉えるのではな

く、とくに重大事故については人的要因、車両の欠陥、

運行管理の実態などを究明し、その背景を探るなどして

全体の対策につなげる努力をしました。

P15 ▶

日本では1947（昭和22）年から免許制度が出来上がって

おり、行政処分もありました。けれども各都道府県でバ

ラバラに行っていたので、全国同等の基準化を図り、免

許制度の統合を確立しました。また交通事故統計原票も

早くからつくりました。それから交通切符制度をつく

り、交通違反の即決制度では、赤切符（交通切符）の３

枚目を統計作業にすぐ回るような工夫をして、それを手

作業でデータ化しました。さらに、軽微な違反について

は交通反則制度（青切符を適用）ができ、昭和50年代か

ら併せて点数制を導入して運転者管理システムを構築し

ました。

以上の制度は、一般の運転者から見ればがんじがらめ

かもしれませんが、これが悪質な運転者を排除するため

には効果的であり、善良な運転者の立場からは公平感が

増すことになり、運転管理制度の高度化を図ることがで

きたと考えています。

また、交通反則通告制度については、刑事処分でなく

行政処分ということで犯罪にはなりません。違反が前科

にならないので国民に受け入れられました。反則金はい

ったん特定財源として国庫に納入され、交通安全施設整

備計画の財源になっています。

P16 ▶

かつては各都道府県でバラバラに教習所を管理してい

ましたが、全国統一を図るためと、施設規模の基準、教

習指導員の資格要件などを定めて指定教習所制度をスタ

ートさせました。その基準をクリアして運営している教

習所を「指定教習所」として指定するなど教習水準の向

上を図りました。また、運輸省では先行して運送事業者

に対して運行管理者制度を定めましたが、自家用車にも

必要だろうということで、1965（昭和40）年に安全運転管

理者制度を立ち上げ、車両５台以上を保有する事業所に
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管理者１名を選任して運転者の管理責任を持たせるとい

う制度をつくりました。安全運転管理者については、毎

年１回、指定の講習を受けることが義務付けられていま

す。この制度は中小事業所の交通事故防止対策に効果が

上がっています。

P17 ▶

次に安全思想の普及です。この「教則」は道路交通法

をわかりやすく編集し、運転者だけでなく、一般市民に

も交通安全の大切さを勉強してもらうという趣旨でつく

られたものです。また、運転免許の学科試験にはこの教

則から出題されることになっています。次に市民参加に

よる啓発ですが、これは交通安全運動の展開として、

「地域交通安全協会」「交通少年団」などの組織化、「交通

安全功労者の表彰」などをしました。これらの方々に交

通安全の思想の啓蒙をリードしていただいております。

P18 ▶

これは警視庁音楽隊の街頭行進で、1955（昭和30）年で

す。ここは町田市のメーンストリートです。上の垂れ幕

には「安全運転速度制限12キロを守れ」とあります。

「速度制限12キロ」の考え方がどこから出てきたのかは

わかりませんが。車道がやっと舗装された状態で路側帯

もありませんから、その当時は10キロでも危険な状態だ

ったのです。

P20 ▶

小学校の校庭にみんなで座って、女性警官が紙芝居を

しています。

P21 ▶

これはだいぶ後のことですが、交通安全協会に「交通

少年団」という組織をつくってパレードをしました。そ

のために団旗もつくりました。

P22 ▶

次はポスターです。時代とともにスローガンもやさし

い表現になりました。警視庁のマスコット、ピーポくん

ですが、彼は頭にアンテナを乗せています。これで市民

の声をよく聞き、何かあったらすぐに飛んで行き、安全

を図ります。右のポスターは「お父さんが模範を示しお

母さんや子どもたちも正しく横断しましょう」というも

のです。

P23 ▶

これはスクールゾーンの「緑のおばさん」です。1959

（昭和34）年です。このころは子どもの交通事故が非常に

増えていたので、この制度は極めて有効でした。教育委

員会にも協力してもらいました。東京都が「緑のおばさ

ん」をアルバイトとして採用しましたが、旦那さんが戦

9
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死した方を優先しました。そういう形で戦争未亡人の生

活を支持し、子どもたちの事故を防止しました。

P24 ▶

交通安全移動教室車です。宝くじ協会からの寄付を受

けてつくられました。

P25 ▶

交通安全協会会員の街頭活動の様子です。上の写真で

はシートベルト、下の写真ではヘルメットの指導をして

います。

P26 ▶

ヘルメットは、1972（昭和47）年に一般道で義務化にな

りました。最初は点数を付加しなかったのでなかなか守

ってもらえず、1975（昭和50）年に行政処分１点減点にし

たら、ようやく着用するようになりました。シートベル

トも同じです。1972（昭和47）年に一般道で義務化になり

ました。けれども実際は、取り締まらないと守りませ

ん。その後、1985（昭和60）年に行政処分点数が付加され

るようになったら、守るようになりました。また、クラ

クションによる騒音公害ですが、ノークラクション対策

を警察全体で取り組みましたがなかなか効果が上がりま

せんでした。しかし、1957（昭和32）年に東京でアジア競

技大会が行われる直前になって、運転者の間に「外国の

10
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人たちが大勢来るのに、今のままではみっともない」と

いう意識が生まれたのだと思います。マスコミの呼びか

けもあって、運転者が一斉に自粛し、騒音が収まりまし

た。

P27 ▶

このように交通警察は試行錯誤しながら活動を展開し

ましたが、その根拠となるのが道路交通法です。1960

（昭和35）年制定の道路交通法が道路交通の安全と円滑を

期するための基盤となっています。それ以前、終戦後す

ぐに道路交通取締法をつくりました。しかし道交法に組

み替えるときに「取締」の二文字を取りました。その理

念は、「交通法規は交通刑法であってはならない」「警察

と市民の信頼関係に基づいた法律でなければならない」

というものです。この理念は現在までずっと続いていま

す。道交法制定の中心となったのは内海倫先生（元警察

庁交通局長）です。

ところで、1957（昭和32）年に当時の石井警察庁長官が

交通警察の基本理念を示しました。しかし交通の指導取

り締まりに対して違反者が反発するケースが多いので、

現場で活動する警察官の間に「取り締まりを強力に実施

しなければ事故は減らない」という意識がありました。

それを抑えるのに警察庁長官が基本理念をさらに強く指

11
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運転免許システムよる交通安全

円滑な交通環境の維持・人命の保護

運転知識・技術 交通知識

取締 自動車保険制度

・教習・実技テスト

・座学・筆記テスト

・交通違反防止

・危険行為の防止

・交通マナーの徹底

・新たな交通状況・法制度      
などの情報提供

・強制加入による事故発生
時の死傷者への経済的補助

免許制度

警察庁運転管理システム

36

  ○交通ルールはなぜ必要か？

① ルールとは、「安全」を守る約束です

② ルールは自分を守るためにあります

③ ルールを大切にする人は、普段から
         モラル・マナーに気を配ります

④ ルールを大切にする人の集まりは、

        安全な社会作りに貢献できます

⑤ ルールを大切にする社会は、国際的に

      文化国家として高い評価を受ける

                   ことができます

35

○人の命の大切さ   （1972~）
     ～交通事故加害者の悔悟の手記

34

☆交通死亡事故死者数、顕著な減少傾向
2001年8.747人～ 2008年 5.155人

  △飲酒運転の厳罰化
    （危険運転致死傷罪の新設） 2001~
  △携帯電話の運転中使用禁止 2011~
△暴走族対策  1988~

   （初心者運転者期間（取得後１年） 制度新設） 

  △違法駐車対策（使用者責任の強化）2006~

                        など

                      

示し、その後、道交法が制定されました。制定後も警察

官の反発があったようですが、何とか警察と市民の信頼

関係を大切にした法律の運用が行われてきました。

P28 ▶

交通警察についての考え方は、「市民の交通安全を願

って活動に当たること」と、「市民の方々が自ら安全な

行動に努めるよう指導する」こと。これが基本的な活動

理念です。

P29 ▶

現在の警視庁前にある交通事故表示板です。ここには

「昨日の死亡事故１件」と表示されています。市民と警

察の接点をここに求めています。警視庁だけでなく、ど

この交番の前にも管内の事故件数が出ています。そうす

ると、管内の交通安全に興味がある方が毎朝散歩に来ら

れて「昨日は死亡事故が１件出たのか、残念だ」という

ような会話がなされ、警察官とのコミュニケーションも

図れます。素朴なやり方ではありますが、現在も続行し

ています。

P30 ▶

左側は現在のお巡りさん、これはお馴染みの姿かもし

れません。右は終戦の年で、子どもたちと手をつないで

道路を渡らせてあげています。現在も警察のイメージと

して大事にしていきたい姿です。

P31 ▶

東京オリンピックで案内をする警察官です。当時、交

通警察官になりたいお巡りさんがたくさんいました。な

ぜかというと「ヘルメットが格好いい」からなのです。

カンボジアの交通警察官も、東京のお巡りさんのように

ヘルメットを被って頑張ってもらったらどうかと思い、

この写真をお見せしました。

P32 ▶

これはプノンペンでも行っているようですが、模範ラ

イダーと白バイ隊とのコミュニケーションです。

P33 ▶

1988（昭和63）年ごろ、再び交通事故による死亡者が１

万人を上回りました。経済成長の影響があると思いま

す。また、日本の交通社会における市民の甘い意識もあ

ると思います。それから、日本ではまだまだ「人の命の

大切さ」についての倫理観が低いのではないかとも思い

ます。

P34 ▶

1996（平成８）年ごろになると1万人を下回るようにな

り、その後、2001（平成13）年以降の飲酒運転の厳罰化、

危険運転致死傷罪の制定があって、顕著な減少傾向が出
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てきました。飲酒運転については、日本社会の飲酒に甘

い風潮もあって、取り締まりも甘かったようです。管

内の人が酔っ払って何かしても、駐在のお巡りさんが

「次、気を付けろよ」と注意してそれで終わっていたと

いう話を聞いたことがありました。従来、交通人身事故

事件には刑法の「業務上過失傷害致死罪（罰則懲役上限

５年）」が適用されていました。しかし「過失といえど

も加害者が果たす責任の度合いが軽い」という世論が高

まり、2007（平成19）年に「自動車運転過失致死傷罪（罰

則懲役上限７年）」が新設され適用されるようになりま

した。ところで、その手前、2001（平成13）年に「危険運

転致死傷罪」が制定されていましたが、故意犯としての

挙証が難しいためか、あまり適用されていません。

また、運転中の携帯電話の使用禁止、これもなかなか

守られなかったのですが、行政処分点数を１点から２点

にしたらようやく使用中の事故が減りました。それか

ら、暴走族対策です。初心者運転者期間を設定して、

「初めての免許取得後１年間以内に暴走行為をすると免

許取り消しにされる」ことになったら、ようやく暴走族

が沈静化しました。次に1990（平成２）年、道交法が改正

され違法駐車の取り締まりが強化されました。これは私

が退職する手前の時期で、白バイ隊も取り締まりを行い

ました。「なぜ白バイが違法駐車を取り締まるのか？」

と言われたこともありましたが、都内の幹線道路の渋滞

がかなり解消されました。

P35 ▶

市原刑務所に「つぐないの碑」があり、受刑者は毎朝

ここに挨拶し、反省します。『贖いの日々』は市原刑務

所に入所中の受刑者の作文を提供していただいて、東京

の交通安全協会が編集して、交通安全の啓蒙に役立てて

います。現在も続けられています。

P36 ▶

カンボジアでは免許証もなく、道交法も2008（平成20）

年にできたばかりです。ですから「交通ルールはなぜ必

要か？」と聞かれました。そこで「ルールを大切にする

社会は国際的に文化国家として高い評価を受けることが

できる」などについて、まとめて答えました。

P37 ▶

また、プノンペンでは免許制度を今ようやく準備して

いるところなので、このような制度が必要であることを

説明しました。

P38 ▶

免許証はなぜ必要か、という質問については、「交通

弱者をいたわる」「命の大切さ」を学ぶことについて、

13
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7

○1969年（昭和44年）警視総監の苦悩

6

○1968年（昭和43年） 道路問題の引き金に～

5

○1966年（昭和41年） まさしく交通戦争

4

1963年（昭和38年）
○東京五輪へ突貫工事（赤坂見附付近）

とくに強調しました。

第２回　プノンペン市交通安全セミナー（その他）

P1 ▶

これは先ほど説明したノークラクション道路のネオン

です。東京・数寄屋橋脇のビルにネオンが取り付けられ

ましたが、その後クラクションによる騒音が沈静化し撤

去されました。交通公害はクラクションの騒音から始ま

りました。渋滞もそうですが、クラクションも公害と捉

えられました。

P2 ▶

1961（昭和36）年、狛江市の多摩川土手の踏切で小田急

線の電車とダンプカーの衝突事故がありました。ダンプ

カーは厳しい労働条件で運送をしていますから、ノルマ

を果たすため一般の交差点や踏切でもろくに一時停止な

どしません。本件の場合の踏切に遮断機はなく一時停止

標識のみ。それでダンプカーが停止せずに通過しようと

して衝突しました。これが交通戦争の始まりのころの典

型的な情景です。

P3 ▶

オリンピック前の首都高建設の突貫工事の現場です。

日本橋の上を首都高が覆いかぶさる計画には、市民から

多くの批判が上がっていました。工事渋滞への対策もな

く、事故対策も二の次の状況です。このころから交通戦

争に突入し、さらに増幅したということでしょうか。

P4 ▶

ここは赤坂見附です。歩行者がいても関係ない。警備

員が立っているわけでもない。警視庁が指導して、事故

防止のための警備員が道路工事の脇に立ったり、ライト

を設置したりするようになったのは昭和50年代になって

からです。それまではほとんど手つかずでした。道路工

事の穴に人が落ちる事故もときどきありました。

P5 ▶

これは交通戦争の悲惨な状況です。愛知県で園児が保

母さんに連れられて道路の脇を歩いていたら、ダンプカ

ーが突っ込んで、保母さんを含む９人がいっぺんに潰さ

れボロキレのようになってしまいました。

P6 ▶

岐阜県の国道で観光バスが飛騨川に転落し、23人が亡

くなりました。道路構造令が1970（昭和45）年にできまし

たが、そのきっかけになりました。こういう犠牲がない

と、しっかりした取り組みがなされませんでした。

P7 ▶

都内では、この年（1969（昭和44）年）既に45人の子ど
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21第１章

もが交通事故で亡くなっていましたが、秋の交通安全運

動の期間に入っても一日４名（大人）の犠牲者が出たの

で、秦野警視総監は交通安全運動を延長しました。交通

安全運動を延長したのは後にも先にもこのときだけでし

た。その期間中、道路で遊んでいる子どもたちに「お母

さんにこれを持って行きなさい」とチラシを配りまし

た。レター作戦という大変地道なやり方ですが、何とか

事故の多発にストップをかけようと努力をしました。

P8 ▶

それまでは「道路は車が走るためにある」という時代

が続いてきましたが、これからは「人優先を大事にしよ

う」という考え方が生まれ、東京の銀座通りをはじめい

くつかの繁華街の道路で歩行者天国を始めました。これ

は初日の様子です。真夏の暑い日に何万人も来ました。

先ほど申し上げた「警察と市民の接点を大事にする」と

いう意味もありました。

P9 ▶

一方、41系統あった都電が昭和40年代にほとんど廃止

されました。今残っているのは１系統だけです。都電か

ら地下鉄に変更するという、東京の交通の一大変革期で

した。都電が最高時は毎日160万人も利用して、人々の

足となっていたことはあまり考慮されていません。なぜ

都電が廃止になったか、誰も反対する人はいなかった

のか調べましたが、廃止に反対という人はほとんどいま

せんでした。というのも、交通渋滞の元凶だったことが

ひとつ。いまひとつは、料金をあまり値上げしなかった

ため都営交通の経営が苦しくなったためといわれていま

す。このような経営的な問題もあり、識者も「都電廃止

やむなし」という意向でした。非常にもったいないと私

は今でも感じています。

P10・11 ▶

1965（昭和40）年に巣鴨のとげぬき地蔵商店街の前を走

る都電です。1983（昭和58）年にはとげぬき地蔵にお参り

するお年寄りも横断歩道橋を渡らなければならないよう

になりました。

P12 ▶

暴走族追放のために、交通安全協会が集まって街の公

園に暴走族反対の看板塔を設置しました。

P13 ▶

交通安全啓蒙スローガンも、時代を感じさせます。昭

和40年代までは「スピードは控え目に」「騒音防止」「そ

んなに急いでどこへ行く」というように、ハード面を強

調しています。昭和50年代からは「お先にどうぞ あり

がとう」「やさしさと思いやりの運転を」「ゆとり、さわ

11

巣鴨とげぬき地蔵のお参りも
横断歩道橋を渡って（昭和58年3月）

10

巣鴨地蔵堂前を走る都電
（昭和40年3月）

9

交通渋滞の元凶視された都電
大塚車庫付近（１６系統）～昭和43年廃止

8

  ○ 1970年8月（昭和45年）東京・銀座
     歩行者天国始まる
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22 交通戦争への取り組み～途上国に貢献しうる日本の経験と知見

やかマナー」となり、時代の変化を反映しています。

P14 ▶

大分県日向市の81歳の方が交通安全功労の最高の賞を

警察庁長官から授与されました。地域の交通安全に貢献

される方々にとっては、これらの表彰が大きな生きがい

となっていました。地元でも称賛され、地方紙に掲載さ

れました。

P15 ▶

ゼロの形をした枠に星が12個ついていますが、各警察

署にゼロの枠を最初に配り、月間の死亡事故がゼロだと

交通部長から星が１個授与されます。12カ月死亡事故が

ゼロだと、星が12個ついた枠がひとつ出来上がります。

２年で二つ、３年で三つできます。３年連続というのは

あまりありませんが、1978（昭和53）年に麹町警察署が

達成しました。警察署も喜びますが、地元が非常に喜ん

で、さらに地域の安全活動に活躍していただきました。

官民一体の姿です。

P16 ▶

内海先生がこのような考え方をいろいろな文献に記述

しておられます。これが交通警察の考え方の基本であ

り、現在も引き継がれています。

佐藤 以上が2009（平成21）年にプノンペン市における交

通安全セミナーで紹介したスライドですが、プノンペン

では、私の説明が終わると副市長が立ち上がり、スライ

ドをもう一回繰り返して見せながら、「日本でもこれだ

け頑張ったんだ」という趣旨の演説を、延々と30分もし

ていました。しかし、その光景を見て逆に感じたこと

は、日本では現在交通事故の発生は「交通戦争」といわ

れた時代よりだいぶ低減しているものの、いまだにルー

ルやマナーをまったく守らず事故を起こす運転者が多く

いますから、国民一人ひとりが「ルールの大切さ」「免

許証の大切さ」を考え直す。また「交通戦争」時代に

「無から有」を生んで努力した過去を振り返り、原点回

帰して将来に向けて国全体の安全意識をなお一層高める

ことが必要ではないかということです。

　次に、「交通戦争」のペーパー1についてご説明しま

す。このペーパーは全日本交通安全協会「交通安全ちょ

っと昔の物語」の１ページをコピーしたものです。「交

通戦争」という言葉がマスコミを中心として使われ始め

たいきさつと、当時の交通情勢が簡潔にまとめられてい

ます。

　ところで、1988（昭和63）年以降、再び交通事故の死者

数が１万人を超えました。この事態を捉えてマスコミを

16



23第１章

はじめ社会一般では「第二次交通戦争」と呼ぶようにな

りました。その呼び方は交通事故死者数１万人をひとつ

の基準にして「交通戦争の再来」という表現を用いたよ

うに思えてなりません。交通事故死者数が１万人になろ

うがなるまいが、現在でも交通事故は多発しています。

ですから日本の交通社会では今でも「交通戦争」という

文字を消してはならないと思っています。

　「交通戦争」という言葉が使われ始めた1959（昭和34）

年ごろから、国内ではいろいろな取り組みがなされてき

ましたが、その時代、「交通戦争」といわれ大変だとい

う事態になっても、国全体として対策が総合的に取り組

まれていなかったのではないかと感じています。

　次は「交通安全対策基本法」2について若干説明いた

します。1960（昭和35）年に道交法が制定されましたが、

これが新しい時代の始まりです。道交法が制定されても

国民に交通安全の意識がすぐには浸透しにくく、全体的

にはやはり「道交法の理念」に必ずしも添わない形で取

り締まり対策を先行せざるをえなかったという時代が続

きました。それは社会全般に「交通事故防止は警察にお

まかせ」という風潮があったためとする記録もありま

す。

　後に1966（昭和41）年に交通安全施設等整備事業五箇年

17

 ◎「自動車優先」から

     「人優先」の社会をめざして
   

   ○ 人・車・道路（環境）の調和

  ～なにより大切なのは

     「市民のモラル」と「マナー」の高揚

16

□ 交通警察についての考え方
（1957~  ）

① 交通は市民の社会生活そのものであること

② 交通法令は生活のルールを定めたものであること

③ 交通は国民の協力のうえにおいてのみ秩序が維
持されるものであること

④ 交通警察は市民の立場にたって活動すること

⑤ 交通違反や交通事故は、社会生活で生まれるリ
スク（社会病）である

⑥ リスクは各自で抑制され、とりわけ悪質危険なドラ
イバーは交通社会から排除されなければならない

計画が策定され、道路管理者と警察が協議して、信号

機、交通管制センターなどが設置され、予算もつきまし

た。そこで、いわゆる「３Eの理念」による対策が総合

的に進められるようになりました。その結果、交通事故

の死者数が減少するようになりました。

　国全体でひとつの方向にまとまったのは1970（昭和45）

年からです。この年に制定された交通安全対策基本法に

基づいて、交通安全基本計画が策定されました。しかし

この計画による対策は交通戦争といわれる時代の真っ

ただ中の1971（昭和46）年になって、ようやく始まりま

した。これは５年単位で目標を設定し計画が進められ

ます。1971（昭和46）年から1975（昭和50）年が「第一次計

画」ですが、最終年度の1975（昭和50）年には、歩行中の

交通事故死者数を半減させる目標を立てました。8,000

人だったのを4,000人以下にしようというものですが、

幸い、1975（昭和50）年の歩行中の交通事故死者数は3,732

人に減少しました。しかしこの8,000人という数字は、

1970（昭和45）年の歩行中の交通事故死者数5,939人を参

考にせず、推計値で8,000人にしました。その推計値と

比較して半減です。しかし目標を立てた以上、達成でき

たのは幸いでした。「第二次計画」は1976（昭和51）年か

ら1980（昭和55）年です。このときは、過去の最高値、

1970（昭和45）年の交通事故死者数16,765人を半分にする

ことで進められ、その結果、1980（昭和55）年の交通事故

死者数が8,760人になりました。残念ながら半数には若

干届きませんでした。しかしその前年、1979（昭和54）年

は8,466人でした。「第三次」「第四次」「第五次」、この

15年間は目標値に到達していません。「第六次」になっ

て、ようやく1997（平成９）年の目標値１万人から9,640

人に減り、何とか面目が立ちました。2001（平成13）年度

からの「第七次」は1979（昭和54）年の死者数8,466人よ

り減少させるという目標値を立て、2005（平成17）年に

6,871人に減少しました。「第八次」は2010（平成22）年ま

での計画ですが、交通事故死者数5,500人以下という目

標値を立て、ようやく達成されようとしています（2010

（平成22）年中死者数4,863人）。また「第七次」からは負

傷者数を減少させるという目標を加えることにして、負

傷者数100万人以下を目標としましたが、「第七次」の最

終年の2005（平成17）年中では115万人余にとどまりまし

た。しかし「第八次」においても死傷者数を100万人以

下にするという目標を立て、2008（平成20）年は95万人、

2009（平成21）年は91万人にまで減らすことができまし

た。

　それまで数値目標を掲げ、毎回の達成を目指してきた

のですが、「第八次」になってようやく基本理念を掲げ

ました。「交通事故のない社会を目指し、人優先の交通

安全思想の再構築」です。またテーマのひとつに「国民
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24 交通戦争への取り組み～途上国に貢献しうる日本の経験と知見

自らの意識の改革」を挙げています。その対応策とし

て「行政・地域・職域組織が役割分担して安全で安心な

交通社会の形成に積極的に関与していくような仕組みづ

くりが必要である」としています。以上のテーマを読み

取ってみたところ、国が交通安全を唱える言葉としては

やや力強さに欠けていると受け止めるのは私だけではな

いと思います。第八次計画においては数値目標が達成し

たのですから、「すべての国民が人の命の大切さを強く

認識して、さらに基本理念達成のために行動すべきであ

る」というような強い呼びかけをしてもても良いのでは

ないかと考えるところです。

福田 警察には戦前から交通部門の部署がありました

か？

佐藤 警察庁に交通局ができたのは1962（昭和37）年で

す。

木戸 昭和30年代の道路工事の現場は、今の東南アジア

と一緒ですね。あのような感じだったのかとショックを

受けました。

福田 いろいろな対策がなされていましたが、これらは

当時の交通部の方が考えてなさっていたのですか？

秋山 そうです。交通警察は、現場で国民と向き合って

いるので、一番効果があったのだと思います。

福田 警視庁交通部指導官室で総勢５名でやっていたと

いうのは、いつごろですか？

佐藤 1975～1976（昭和50～51）年です。

福田 そこでは、事故があると出掛けて行って分析され

たのですか？

佐藤 自動車事故対策センターのはしりです。現場から

いろいろな状況・原因を検証し、それをデータ化して次

の対策に生かすという努力がなされました。事故対策は

現場からという気概で臨場しました。

加藤 どのような内容をデータベースに入れるのです

か？

佐藤 道路形状・安全施設の状況、車両の損傷、当事者

の行動形態、事故原因などです。さらに現象面だけでな

く、本件事故がどうして起こったか、その背景を探るこ

とで、道路構造の改善、裏通り規制の見直し、事業所の

運転者管理の改善などの対策にも結びつけます。その中

には指導官による現場検証から得られた問題点を加味す

ることで、即効的な方策を実行に生かすことができたも

のと考えています。

　また警察庁にコンピューターが入ったのは1966（昭和

41）年です。それまでは交通事故統計原票、交通切符や

反則切符のデータを手作業で集計していましたが、コン

ピューターが導入されたときに累積されていた記録をす

ぐにデータベース化することができました。当初は交通

事故件数の特徴を分析するぐらいでしたが、その後さら

に進歩して、昭和50年代からは統計分析と現場からの実

証とを併せた科学的な分析が得られるようになりまし

た。

福田 いろいろな対策をとる中で、日本が手本にした国

はありますか？

佐藤 イギリス、アメリカ、欧州各国です。竹岡さん

（警視庁交通局交通規制課長）の記録には、「ロンドン警

察庁の署長室の席の後ろには、管内の地図が張ってあ

り、死亡事故は赤、重傷は黄色、軽傷は青色とピンを刺

して交通事故分析図（ピンマップ）をつくり対策を立て

ていた」という話が紹介されています。その後、日本の

警視庁をはじめ全国の警察署で採用されました。これも

極めて初歩的な作業ですが、ほとんどの対策が初歩的な

形から進められました。

白石 トロリーバスはいつごろなくなったのでしょう

か？

佐藤 東京のトロリーバスは1953（昭和28）年から1968

（昭和43）年まで運行していました。都電も荒川線を残し

て1968（昭和43）年に廃止となりました。

福田 路面電車の事故は多かったのですか？

秋山 1968（昭和43）年ごろまで歩行者事故がとても多

く、なおかつ単独事故が多かったのです。調べてみると

「安全島」での事故。あそこにドーンとぶつかる単独事

故が多い。ですから「安全島」ではなくて「危険島」で

す。電停が真ん中にあり、歩行者は横断しなくてはいけ

ないため、事故が多かったのです。先ほどの歩道橋の話

と連動していて、道路を都電が走らなくなったので歩道

橋がつくられるようになりました。都電が走っていたら

電停があるため歩道橋にしても意味がない。下を通らな

いといけませんから。今になってみると、あんなに使い

やすい路面電車をなぜやめてしまったのかという話にな

りますが、当時は本当に邪魔だったと思います。銀座通

りは片側二車線の真ん中に都電の軌道があるので、電車

が来ると一車線しか使えなくなる。右折はできないです

し。都内の至る所が長い間右折禁止だったのは、都電の

影響です。私が警視庁に入った東京オリンピックのころ

は、歩行者の事故を減らそうと大騒ぎしていました。

白石 確か、オリンピックの翌年、1965（昭和40）年には

アメリカで、戦争で死んだ方より交通事故で死んだ方の

ほうが多くなり問題になりました。

佐藤 日本では、歩行者の事故が非常に多く、毎年全体

の事故の40％以上発生していました。これは世界一で

す。その原因のひとつは、歩車道の区別のある道路の割

合が少なく、道路環境がじゅうぶんでないないことにあ

ります。今でもあまり変わらない状況です。

福田 交差点の渋滞の様子を見ると、免許制度ができた
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ころには交通安全や交通ルールをわからずに運転してい

たのでしょうか？ 

佐藤 ルールができていても、道路利用者全体に周知す

ることが難しく、知っていても自分の権利を優先するド

ライバーが多かったからです。

秋山 免許を取るのに、まだ教習所のシステムがなかっ

たでしょうから、最初はどうしたのでしょう。免許を取

れれば良いということですかね。

佐藤 「交通三悪」は「飲酒」「スピード」「無免許」と

いわれていましたが、「無免許」の取り締まり件数はあ

まり多くありませんでした。しかし、その時代、砂利運

搬の需要が激増したのに、大型車の運転を教える教習所

が少なかったこともあり、資格が取れないドライバーが

無免許でダンプカーを運転して重大事故を起こすことが

社会的に強く非難されたため、「無免許」を「三悪」に

加えたようです。

白石 私の父は戦争中に軍隊で運転していたので、帰っ

て来てそのまま運転していました。

佐藤 軍隊で経験があれば、経過措置のようなことにな

っていました。プノンペンと同じです。プノンペンで

は、指導員より一般のライダーのほうが運転がうまいと

いう話を聞きました。

秋山 教習所のシステムを考えた人はすごいですね。企

業として成り立つ仕組みをつくり、そこに職業ができ、

そこできちんと教育が受けられる。

福田 どこかが指導してやらせたのですか？

佐藤 民間で始まりました。免許制度は全国統一ではあ

りませんでした。それぞれで始めたのを各自治体で管理

していました。全国で統一させるのに何年かかかりまし

た。

福田 そのころ、免許証は誰が発行していたのですか？

佐藤 都道府県の公安委員会ですが、その基準が全国で

統一されていませんでした。

秋山 教習所で教習を受けた証明があると、実地試験免

除になる仕組みはお互いに良いですね。その流れを誰か

がつくったのでしょうね。

白石 車を運転する技術と交通法規を知っているのとは

また違いますね。

木戸 タイの運転手もルールは知りませんでした。「あ

の標識は何？」と聞いても「うーん……」と言っていま

した。ルールを知らなければモラルまでいきません。

佐藤 教習所協会は公益法人ですが「運転者教育は公教

育でなければならない」と強調する識者がおられます。

もっと以前から教習所の運転教習は「公教育」という視

点でドライバーに安全意識（モラル・マナー）をきちん

と教えていたらと思います。

秋山 今、そのように切り替えようとしている人がいま

す。教習所で安全教育をしようとしています。

佐藤 自動車教習事業は収益事業であり公益事業ではな

いとの解釈もあり、現在は株式会社となっているところ

もあります。

白石 地域の安全クラブのようになると良いですね。ヨ

ーロッパでは、自動車好きの人たちが集まって自動車ク

ラブをつくっています。やはり自発的なのが良いです。

福田 ラオスのヴィエンチャンには教習所がたくさんあ

ります。あれは日本人が始めたのでしょうか。

木戸 私立ですか？

福田 そうです。教習所がたくさんあり、日本ほど立派

ではありませんがきちんと実技と教科を教えます。1カ

月ぐらい毎日１時間ずつの講習です。自前のシミュレー

ターもあります。シミュレーターといっても、車の椅子

を外して組み立てたようなものですが。重機やトラック

もありました。日本の教習所によく似ているので、日本

で見たのを真似して始めたのだと思います。東南アジア

では、あんなにきちんと教習所があるのはラオスだけで

す。

木戸 ハード面をどうこう言うより、利用者の教育が大

きいですね。人間教育が一番の原点のような気がしま

す。

秋山 交通整理のお巡りさんの写真をお見せしました

が、あれも安全教育のひとつです。日本橋交差点の「髭

のお巡りさん」など、一種のコマーシャルのようなもの

だと思います。また最近になって、「警察官を交差点に

立たせろ」と言われるようになりました。何十年か前に

戻ったのではないかと思います。ベトナムでも言ってき

ましたが、ただ立っているのではなく、安全教育、歩行

者の保護も含めて警察官の仕事です。ベトナムでは、黙

っているとポケットに手を突っ込んでボケーッとして

います。「立っていろと言われたから」と。ひどいとき

は、「停止線を守らせろ」と上司に言われたので、5 cm

車体が出ているだけでも捕まえる。その間に歩行者が信

号を無視していても何も言わず、ひたすら停止線をオー

バーしている車だけを捕まえます。それはまずいです

ね。日本で最初のころにやっていた交通整理を参考にし

てほしいと思います。

佐藤 2010（平成22）年から、都内100カ所で交差点に警

察官が立ち警笛を鳴らしています。それが警告にもなり

ますし、コミュニケーションにもなります。原点回帰で

すね。昔はそれで何とかうまくいっていました。ところ

があるとき、「警笛を始終鳴らされるのでうるさい」と

近所の人が言い出し、止めてしまいました。

福田 タイではお巡りさんが朝晩の交通整理をします

が、日本でいう盆暮れには、うまいお巡りさんのところ

にみんながプレゼントを置いていくんです。交通整理の

01_01_佐藤.indd   25 11.3.30   3:46:49 PM

19
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うまいお巡りさんの足元は山のようになります。下手な

人のところには置きません。

木戸 先ほど佐藤さんのお話で「ヘルメットが格好い

い」と交通警察官になる人が増えたとありましたが、そ

ういう意識がタイでもあれば良いですね。

白石 日本のように車が進化すると、車内と周りが遮断

されるようになりコミュニケーションが取りにくくなり

ます。昔は三角窓で、方向指示機も外に出るものがあり

ました。

福田 「緑のおばさん」や「交通少年団」がなくなった

のはいつごろですか？

佐藤 「緑のおばさん」は、まだ実施しているところも

あります。母の会や PTAでも行っています。「交通少年

団」は東京では現在でも活動しています。

秋山 今はボランティアですが、昔は職業婦人でした。

木戸 「緑のおばさん」が戦争未亡人だったのは初めて

知りました。

秋山 ベトナムでその話をしました。あそこはベトナム

戦争でハンディキャップを負った人たちがたくさんいま

す。「緑のおばさん」のいわれをお話ししたところ、わ

れわれがモデル対策をやっていたデウホテル前の交差点

で、ボランティアの人たちを集めて交通整理を試しにや

っていました。

佐藤 ボランティアで交通整理を好きな人がいますが、

それが危ない。その人を見回りに行かなければならない

のです。先日も、どこかで事故がありました。

秋山 ボランティアも度が過ぎるとそうなりますね。

福田 バングラディシュのダッカでは、棒を持ったおじ

さんが立っていて、言うことを聞かないと車を棒で叩く

のです。運転手に「あれは何だ？」と聞いたら「ボラン

ティア」だと。

白石 バングラディシュは二輪車が多いのですか？

福田 二輪車ではなく三輪の力車がものすごく多いで

す。それと自動車です。一時期は警察官の言うことをま

ったく聞かないので、水色のヘルメットを被った軍人が

機関銃を持って交差点の真ん中に立っていました。お巡

りさんがいても４方向から入ってくるのです。４方向か

ら入ると動きませんので、どうにもならなくなって。一

時期に比べたら今はだいぶ良くなりましたが。

加藤 経済成長すると、時間の価値も人の価値も高くな

ります。昭和30年代の高度成長のときに、死亡の価値

や「事故は損が大きい」ということを、国民が気付いた

り、気付かせたりしたのでしょうか？

佐藤 いろいろな記録や文献を見ても、負の現象に対し

て国民から「やめてくれ」というような声が大きく上が

ったという記録はありません（一部大学の研究グループ

の発表はありますが）。経済優先ですから。高度経済成

長を支えた日本の産業、その中に自動車産業があり、昭

和30年代から家庭に車が入り始めました。自動車産業が

率先して事故が起きないように安全学校をつくったりも

していますが、政府に乗り込んで行って「自動車が増え

すぎるから少し抑えよう」ということを誰かが言った記

録はありません。1960（昭和35）年から1970（昭和45）年ぐ

らいまで、車がどんどん増えました。一時は景気が悪く

なったのと、国内に車がかなり出回ったため、国内では

売れにくくなりました。その時期にアメリカをはじめ欧

州に輸出が進んだことで自動車産業がもった。しかしア

メリカへの輸出が多くなり、アメリカの自動車産業を圧

迫するようになった。そのためアメリカから「排ガス規

制の基準」を厳しくされました。その時期には日本から

の輸出に歯止めがかかったのですが、日本の自動車産業

は非常に有能で、クリアしてしまいました。その後、ア

メリカへの輸出は伸びました。日本でも自動車産業に経

済成長を背負ってもらって景気を維持できたことで、政

府は自動車の生産を抑制するような政策はとらなかった

ようです。

　そのような国内事情もあって、自動車台数が増え続

け、一方では道路事情がじゅうぶん改善されないまま

の状態が続き、交通事故が激増しました。交通対策に

は「３Eの原則」によるという理念は存在していました

が、まったくアンバランスなまま自動車社会が発展して

しまいました。

　先にもお話ししたところですが、昭和40年代までは

「事故防止対策は警察におまかせ」という風潮もあり

交通取り締まり先行の時代で推移しました。「３Eの原

則」のもうひとつの柱は「安全教育の啓蒙」です。警察

も地域、教育機関と連携するなど努力したのですが、国

民全体の安全意識の向上がいまひとつ遅れ、実態として

は道交法の趣旨・理念とかみ合わず、矛盾が生じていま

した。

　一方では「取り締まりが多すぎる、控え目にしろ」と

いう市民の声が高くなったので控え目にし始めたら、や

はり事故が多くなった現実の姿もありました。

白石 大阪万博のあたりが、戦後が終わった感じなので

すか？ 戦後といいますか、焼け野原からやっと日本ら

しさが出てきたと思われるのは何年ぐらいでしょうか？

佐藤 1955（昭和30）年ぐらいですね。その前にもだいぶ

良くなっていましたが、経済状態が良くなって街が活発

になってきたのはそのぐらいではないでしょうか。

白石 そのころから交通行政の質が変わっていったので

すか？

佐藤 そのとおりです。道路交通法ができたのは1960

（昭和35）年ですが、これは取締法でした。しかしそれで

は将来、警察が浮き上がってしまうということで、「取
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締」を外した。これは大変な明察であったと思います。

現実として交通事故が増え続けている状況の中で、現場

の警察官には「取り締まりをしなければ事故は減らな

い」という意識が強く、「取締」を外すとか「もっと市

民に安全の意識を持ってもらう気遣いをしろ」とか言わ

れても、職業意識は簡単に変わらなかったようです。そ

の背景には、「３Eの原則」のうち、国民に対する「交

通安全の意識の浸透」が遅れた環境のまま、自動車が激

増するというアンバランスの状態が生じたことがあるも

のと思われます。

白石 東京オリンピックも関係がありますか？ 「世界

にお披露目する」という気持ちがあったのでしょうか？

世界中の方が日本にやってくるときに、「何だ、これ

は？」と思われないように。

佐藤 そうですね。その助走がノークラクションです。

あのときはアジア大会がありました。それをステップに

して東京オリンピックにつなげました。警視庁交通部長

の記述にもありますが、幸いアジア大会のときに運転者

からの反発はありませんでした。ドライバーの自主参加

なのです。現在のシートベルトでも、自分の意志でシー

トベルトをきちんと締めるのが大切と考えます。

福田 長官から警察の方々へはどういう形でお話をされ

たのですか？

佐藤 当時の石井警察庁長官が「理念はこうだ（前述）」

ということ、「現場の警察官はよく理解して堪えてく

れ」という指示を一度ならず何回も出しました。

秋山 1971（昭和46）年から第一次交通安全基本計画が始

まりましたが、それ以前、1967（昭和42）年から1970（昭

和45）年までの３カ年で、安全施設整備事業に600億円の

予算がついています。そのうちの大部分が歩道橋やガー

ドレールで、１割ぐらいが信号。しかし600億円は、当

時の貨幣価値からすると結構な額だと思います。よくそ

の予算がついたと思いますが、「政府が決定し予算措置

することにした」としか書いていません。いくら、オリ

ンピックを契機に日本が良くなって右肩上がりになった

とはいえ、大変だったと思います。ベトナムやカンボジ

アでなぜできないかというと、そこです。お金がないで

すから。頼りは先進国のお金です。やはり日本は金持ち

だったのかな、と思います。

白石 日本は戦争に負けても技術力があり、例えばエン

ジンでも、良い材料と燃料さえあればすぐに世界一のエ

ンジンができました。戦後、流通が良くなっていろいろ

な物が手に入るようになると、経済も急に上がったので

はないでしょうか。

秋山 しかしいきなり600億円の枠ですから。３カ年だ

と年間200億円ですか。

木戸 これは日本だけで調達したのでしょうか？

加藤 道路財源の可能性はありますね。

佐藤 1954（昭和29）年から始まった数次の「道路整備計

画」は、年々増加する自動車のガソリン税を特定財源と

して事業を拡大しました。交通安全施設整備計画の予算

は、当初は自動車重量税の一部が充てられましたが、

1969（昭和44）年からは反則切符で徴収される財源が充て

られることになりました。

加藤 反則金が施設整備になるということは、広義の受

益者負担ですね？

佐藤 交通安全基本計画ができてから、各省庁の政策の

連携が密になりました。その前はバラバラでした。交通

安全基本計画が「第七次」になったときに、省庁の改変

があり内閣府ができました。それで基本法に基づいて全

国の連絡調整がきちんとできるようになりました。それ

で事故が減り始めたという見方もあります。やはり指揮

棒を振る人は必要です。警察も、世論を意識しての活動

が大切ですから、簡単には取り締まり強化や法律強化は

できません。飲酒運転にしても、なかなか厳格な取り締

まりや法令改正ができませんでした。それと省庁同士で

は、今でも縦割りの様子が残っているのではないでしょ

うか。

福田 日本の省庁は ASEANの国から交通安全対策を受

けても二の足を踏みます。「うちだけではできません」

と。例えば国交省でも「交通安全はうちでは受けきれま

せん」という話に必ずなります。

佐藤 指導官室にいて現場に行くとき、当時の建設省の

出先になっている工事事務所の方にもおいでいただくわ

けです。「どうですか？」と聞くと、もちろん意見を言

ってくれますが、一介の警察官の意見を取り入れて改良

してくれます。そんな時代がずっと続いていました。も

ちろん重要な道路改良などについては別に公式の場で協

議はしますが。

福田 タイには省庁が全部呼び集められて戦略室という

のがあります。津波が起きるまでは交通安全が最優先テ

ーマでした。みんな首相の前では良い顔をしたいため

「うちはこれをやります」と手を挙げますが、誰も調整

できずにただ手の挙げ合いで終わってしまいます。それ

が毎月続き、手は挙げますが結局できません。具体的に

いうと、交通事故のデータベースはアジアではまったく

できません。タイには IDがあるので、死亡のデータは

厚生省が全部持っています。警察は事故のデータを持っ

ているので、突き合わせれば全部わかるはずです。それ

はお互いにわかっているのですが、そこで「誰がお金を

出すのか？」となります。どうすればいいかはみんなわ

かっているのですが、予算がないのでできません。

佐藤 日本では1962（昭和37）年に自動車保管場所法がで

きました。その際、誰がリードするか、どこが責任省庁
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になるかということが検討されました。しかし車庫証明

を出すのには、やはり手足のある警察じゃないとやり

きれないという話になり、やむを得ず警察庁が受けるこ

とになったという富永元警察庁交通局長の記述がありま

す。

木戸 理念を持った識者がいて統率をとったのは立派で

した。

福田 こういう背骨をつくる人がいなければ、入れ物ば

かり真似してもどうしようもないですね。理念をつくる

人がいないと、日本のものを持って行っても制度だけ真

似しても、仕方がないです。

佐藤 昭和30年代は取り締まり先行の時代でした。1966

（昭和41）年にようやく警察庁にコンピューターが入りま

した。それが今まで手作業で積み重ねていたのをデータ

化するようになりました。いろいろな記録を見ると、昭

和40年代はエンジニアリングの時代だという受け止めの

ようです。まさしくそのとおりで、交通安全施設整備計

画も、科学的に計画・実行されたと思います。安全運転

管理システムや反則切符もそうです。1966（昭和41）年に

システム化されてから、きちんとした組み立てができま

した。そういう意味で、昭和40年代はエンジニアリン

グの時代でした。昭和50年代からは、総合対策の時代だ

と捉えて良いのではないかと思います。基本法ができ、

総合交通規制が方針付けされ、それまでは個々に裏通り

対策や幹線道路対策をしていましたが、国交省にも入っ

てもらって警察でも総合交通規制の方向付けができまし

た。

　発展途上国にどのようなものをテキストとして持ち込

むか、これは難しいと思います。昭和40年代のエンジニ

アリングが構築されてきた時代のものを、途上国にいき

なり持ち込んでもどうだろうかという感じがします。ベ

トナムにも、ホンダから寄贈された立派な白バイが10台

ほど置かれていました。ところが実際には、日常の取り

締まり活動には使いきれていません。たまたまどこかの

要人が見えていて、その先導は見事にやっていました

が。レッカー車も置いていましたが置きっぱなしです。

現地の警察官からいろいろと意見を聞きましたが、まず

「物が欲しい」「お金が欲しい」という話が出ます。ハノ

イでは総括のセミナーもしましたが、そのときはそれぞ

れの部署の幹部が経験、意見の発表をしていました。そ

こで、問題点の捉え方、方策の組み立て方を丁寧に教

えられれば「物が欲しい」「お金が欲しい」だけではな

く、何とか方向付けができるのではないでしょうか。

プノンペンでも、PIPというプロジェクトにメンバーと

して加えてもらい話しましたが、やはり交差点改良な

ど、とにかく形を仕上げないといけない。というのも、

JICAの計画に沿った答えを出さなければならないこと

もあるようです。本当は、警察官の教育ためのプロジェ

クトが必要なのだと思います。交差点改良をして信号機

をつけても、市民にはなかなか守ってもらえません。よ

ほど訓練しないといけません。近年、警視庁 OBの野
や

内
ない

茂
しげる

さんが現地で交通警察官を熱心に教育しました。その

結果、プノンペンの主要交差点で朝のラッシュ時に、立

派に交通整理ができていて渋滞をうまく解消していまし

た。信号機のセットだけでなく、警察官がきちんと交通

整理できれば、もっと効率化が図れると思います。そう

いう形が一番効果的だという気がします。

　プノンペンでは、大型車進入禁止を既に行っているの

でびっくりしました。市の人が考えたようです。昭和50

年代に東京でも行いました。

福田 バンコクでは大々的に進入禁止にしています。輪

数によりますが。四輪以上の大型車は、朝晩はまったく

入れません。六輪、十輪の大型車になると、夜中以外ま

ったく入れないという規制をしています。一度、タンク

ローリーが渋滞中にひっくり返って道路が火の海にな

り、大量に死者が出たので、それが一番の契機ではない

かと思います。

佐藤 東京の場合、昭和30年代には大型車を進入禁止に

していませんでした。オリンピックの前に道路をつくり

ホテルをつくる。めちゃくちゃでした。そこで大型の規

制もできなかったという経緯があります。

秋山 ハノイもホーチミンも、そういうことは先にやっ

ています。東京の場合は、今やろうと思っても物流の必

要性が都心にあるのでできません。昔のほうが規制はで

きましたよね。アジアでは都心部にトラックが入らなく

て済むような環境があります。だいたい、道路がめちゃ

くちゃなので入れません。プノンペンもハノイも、あ

んな道路でトラックが走ったら大変なことになってしま

います。狭いしバイクが多いのでますます混乱してしま

う。

福田 バンコクは規制をかけたので、物流事業者は規制

の範囲外に出て行ってしまいました。最初はいろいろと

問題があったのですが、規制の縁のところにみんな立地

して、中に入ってこなくなりました。だんだん、デリバ

リーの小さなトラックが、そこから積み替えて入ってく

るようになってきました。10年ほどでそのように変わっ

ていきました。街の中にあったトラック事業者は、商売

にならないので自主的に出て行ってしまいました。

加藤 例は悪いのですが、飲酒運転が厳しくなってから

郊外の飲み屋が潰れたように、規制が産業の盛衰を決め

るような気がします。

福田 自転車の問題ですが、歩道走行にはどういう経緯

でなったのですか？

佐藤 1978（昭和53）年ですね。
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福田 今は車道走行に戻そうと、みんな苦労していま

す。トラックやダンプカーのせいでそうなったのです

か？

佐藤 車道を自転車が通る場合、車に押しやられて危険

がいっぱいです。そのための死亡事故が多発しました。

そこでやむを得ず1978（昭和53）年に法改正して、歩道に

上がっても良いことにしました。ところが問題は、表示

標識をどうやってつけるかです。2008（平成20）年から自

転車対策が変わりましたので、標識・表示を増やし始め

ましたが、視認性がじゅうぶんでなく問題が残っている

ようです。結局、日本という自然の多い国土に道路網を

拡大したことが問題でした。申し訳ないのですが、自動

車を増やしすぎました。道路は本数が増えても安全環境

は整わないということです。私が住んでいる狛江でも、

ときどき自転車で散歩しますが、危険を承知で通らなけ

ればならないところが何カ所かあります。狛江市長が

「道路を考える会」を開いたときに、市長にお話ししま

したが、やはりそこも縦割りなのです。「あれは都道で

すから」と。「東京都にお願いはしていますが」とおっ

しゃっていました。根っこはその辺にあると思います。

白石 交通特区のようなものを申請して、そこの地域だ

け実験的にできるといいですよね。

佐藤 それはできると思います。鎌ヶ谷市では、住民が

立ち上がって行動し成功しているようです。通りぬけの

トラックを締め出して平穏な市街地になりました。

秋山 先ほどの自転車の歩道通行についてですが、私は

当時交通規制課にいたので、直接の当事者でした。1970

～1971（昭和45～6）年。自転車のいろいろな問題が出て

きてどうしようもなくなり、結局は暫定的にしようとい

うことになりました。その時点で自転車道の検討をきち

んとすれば良かったのですが、道路行政の中ではとて

もそちらまで手が回らなかったのでしょう。だから後回

しになってしまいルールがメチャメチャになってしまっ

た。当時は考えもつかなかったのだと思います。取りあ

えず緊急措置的にするのみ。歩道橋もそうです。あれは

立派な仮設構造物だったのが、いつの間にか永久構造物

になってしまいました。

佐藤 渋谷に自転車だけの専用レーンが新しくできまし

た。ところがたまに行っても、１台も自転車が通ってい

ません。

白石 今は携帯電話を操作しながら歩く人もいますし

ね。

福田 この辺は日本ではうまくいかなかったので、向こ

うに持って行くときに要注意というのは、最初から言っ

ておかないといけませんね。

秋山 同じ轍を踏むな、と。

木戸 同じ轍を踏むなという部類のものは、ほかにもあ

りますか？ 途上国に持って行くときに、日本のこれは

どうもまずかったというもの。

佐藤 日本からノウハウを持って行くとしたら、まずは

日本の交通戦争時代の反省点をきちんと出さないと、受

け入れてもらえないかもしれません。

木戸 自転車も含めてですね。そういうものがまだいく

つかあるのでしょうか。

佐藤 ひとつはバイク・自転車対策ですね。

秋山 歩道橋もそう。今ハノイで一生懸命取り付けてい

て、それも日本がお金を出していますから。

加藤 東京では歩道橋をなくしていっていますよね。

秋山 一度つくってしまったものは、よほどのことがな

いと無理です。

加藤 ほかに反省点は何ですか？

福田 信号機が多すぎる。日本には至る所に信号機があ

るような気がします。

佐藤 信号機はなければないで事故は起きなかった例が

あります。４～５年前に大阪市街でかなり大きな停電が

あったとき、夕刻から夜間にかけてでしたが、１件も事

故がなかったという記事が新聞に出ていました。

白石 最近、ラウンドアバウトにして信号機をつけない

交差点も出てきていますね。

佐藤 カンボジアはフランスの植民地だったので、それ

が残っているところもあります。形をつくらなくてはい

けないという努力も必要ですが、現地の文化をそのまま

残すという視点も大事です。

福田 ヴィエンチャンの自動車教習所で唯一感心したの

は、ラウンドアバウトの通行法を教えていたことです。

壁に絵が描いてあり、ロータリーコースをどうやって通

行するかを教えていました。三枝のロータリーで角度が

浅いと結構事故が多いです。四枝ならまだ良いのです

が。

白石 優先順位は教えないとわかりませんからね。

福田 よほど交通量が増えない限りは、ロータリーで処

理できます。

佐藤 信号機をつけすぎない、ということですね。

秋山 確かにそれはそのとおりですが、信号機をつける

とみんなが喜びます。警察署長の功績は自分の管内にい

かに信号機をつけるかということでしたから。

佐藤 昭和40年代には、信号機がセットされたとき、地

域の人が集まって点灯式をやりました。

秋山 火入れ式ですね。

木戸 それで代議士が「これは俺が言ったからついた」

と。

佐藤 政権党以外の党の人でも「俺がつくった」と言い

ます。
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 財団法人 国際交通安全学会 評議員
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福田 現在、ベトナムなどの東南アジア諸国で、諸先輩

が交通安全に携わりご活躍されています。「日本は一体

何をやってきたのか？」と現地で聞かれたときに、伝え

るべき材料をつくっておきたいということになりまし

た。そこで今回このようなプロジェクトを立て、1970年

代の交通事故死亡者数が１万人以上だったときに、諸先

輩がどのようなことをしてきたのかを整理したいと考え

ています。お話を聞きながら、場合によってはそこから

重要な項目を抜き出して英語や現地語にして、最終的に

は配布できるように進めています。前回は佐藤脩さんに

お話を伺いました。われわれの知らなかったことがたく

さんあり、非常に参考になりました。とくに交通安全

施設の整備等につきまして、びっくりするような額の予

算がついて、その中で施設整備が進められたのが大きか

ったと伺いました。本日は、交通安全施設整備の観点か

ら、当時実際になさっていた方にお話をお聞きしようと

いうことになりました。

　三谷さんには昔のことを思い出していただきながら、

裏話のようなことも聞かせていただきたいと思います。

とくに、誰がこのような発想を持っていたのだろうか、

と。この時代に600億円という予算がついていますし、

今から見ますとかなり先進的な取り組みもなされていま

す。これは一体どなたの発案だったのか。また一方でう

まくいかなかったことも含めまして、ご存じであればそ

のあたりのことも伺いたいと思っております。最初はご

自由にいろいろとお話しいただいて、後半は伺ったこと

の中から質問をさせていただきます。

三谷 国際交通安全学会（IATSS）には、30年以上前から

大変お世話になっており、恩返しの意味もあって今回の

お話をお受けしました。それからもうひとつ、今回の

お話の内容は、内部的には意見交換をしたことはあっ

ても、外部ではあまり語っておりませんので、これから

日本の道路交通問題の取り組みを背負っていただく方々

に、記録としてお話しさせていただくのは大変ありがた

いと思います。まず、ざっくばらんに、私の経歴からお

話ししたいと思います。

　私は大学を出て、建設省では技系官僚として道路整備

事業をずっと担当してまいりました。1958（昭和33）年に

建設省に入省し、現場勤務を専らとしておりましたが、

どういうわけか1969（昭和44）年に道路局企画課勤務を命

ぜられました。その担当は道路に関する交通安全、技術

基準、その他もろもろです。「もろもろ」というのが道

路整備に関する、ほかの課に属さない技術課題でした。

例えば、自転車道法の制定に基づいて自転車道路を整備

する課題も担当しました。とくに、道路整備のバイブル

ともいわれた道路構造令、これは道路の構築に関する技

術基準の集大成ですが、この大改正もすべてを担当させ

ていただきました。さらに、道路交通に関連した課題も

いろいろ担当いたしました。まだ三十代半ばで、体力も

充実しており骨の髄までこき使われて、これらの事業の

処理業務を務めました。「交通安全世界の願い」が私の

原点で、生涯を通じた天職として勤めていきたいと思っ

ていたこともあります。

　交通安全というのは、どういう箇所にどのような施策

を講じるのかを決めるのが最も肝要です。当時から、

交通安全では３つの“E”が大事だと言われています。

道路交通は「人」と「車」と「交通環境」の３つ要素

が重なって成り立ちます。したがって、「人」と「車」

と「交通環境」について、どのように対応していくかを

考えなくては、交通事故の減少には至りません。すなわ

ち、人に対しては交通安全教育“Education”を行い、

車に対しては安全な走行を担保する車両や装備を開発、

設置し、そして交通流には的確な規制“Enforcement”、

さらには的確な交通工学“Engineering”の判断に基づ

いた交通環境の改善です。この “Engineering”を駆使

して交通環境を改善するのが、私の担当業務でした。

　今では４つの“E”と言われています。４番目の“E”

は交通事故者に対する緊急医療“Emergency”であった

と記憶しております。

　 IATSSの30年史の発刊に当たって、当時の理事から

一人１ページずつ書くように要請され、書いたのが「交

通安全世界の願い」1です。私が交通安全担当課長補佐

に就任した1969（昭和44）年は、自動車交通が日々伸びて

いて、交通事故の発生は毎年史上最悪を更新し、新聞を

見るのが怖いという時代でした。ここに書いてあります

ように、1970（昭和45）年に交通事故死亡者数が16,715人

となりました。昨今は四千数百人ですから今では考えら

れない数字ですが、とにかく史上最悪の記録で、そのた

め「交通安全事業を至急実施すべし」というのが世論で

した。その少し前、1966（昭和41）年に、３つの“E”の

うちのひとつ“Engineering”、つまり交通環境を改善す

るために、交通安全施設等整備事業の第一次三箇年計画

が始まりました。私がそれを引き継いだような格好で、

1969（昭和44）年に企画課の課長補佐として勤め始めたわ

けですが、折しも毎日、交通事故死亡者数史上最悪の記

録更新が続いており、居ても立ってもいられなくなった

状態だったことを思い出します。

　交通安全施設等整備事業という企画は、私の先々代の

課長補佐が始めました。日本の交通事故で問題なのは当

時「交通弱者」といわれていた歩行者と自転車、この事

故が非常に多いことです。確か当時は、歩行者事故が交

通事故死亡者のうちの35～37％を占め、自転車に乗って

いる人が12～13％。合わせて死亡者の約５割が「交通弱

者」。したがって、まず「交通弱者」のための交通環境

01_02_三谷.indd   35 11.3.30   3:29:53 PM

29



36 交通戦争への取り組み～途上国に貢献しうる日本の経験と知見

の改善、整備をしなければならないことになり、そのこ

とが当時、爆発的に整備された歩道橋となって出てきた

のです。しかしこれについては賛否両論がありまして、

「日本の街の美観を一番害するものは、あの醜い歩道橋

だ」とか。また、渡るのにエネルギーを使うのでくたび

れる。それで、歩道橋があるのに下を横断した人がひか

れたとか、横断中の児童が柵に頭を挟んで取れなくなっ

たとかという、まったく考えられない事故もあり、評判

が悪かったのですが、それでも6,000橋ぐらいの歩道橋

を整備しました。しかし歩道橋の整備は進んでも、肝心

の歩道の整備はほとんど進みませんでした。あのころは

歩道の整備といっても白線を引いただけのものもあり、

そもそも歩道の基準も確立されていませんでした。1970

（昭和45）年に道路構造令が大改正され、急速な歩道の整

備に適用されました。これも私が担当しました。

　話が前後しますが、1970（昭和45）年には「自転車道

法」が制定されました。「日本にも自転車の時代がく

る」と。そのころ自転車は世界的には相当普及していた

のですが、日本では乗っている人が少なかった。自転車

が乗れるような所がないということで、今では考えられ

ないのですが「太平洋を全部一貫して行けるような自転

車道をつくろう」と、各地で大規模自転車道の整備を始

めました。歩道にも区画線を引いたり、あるいは構造物

で分離して自転車が通れる基準を決めたりしたのはちょ

うどこのころです。

　交通安全事業の財源について若干触れますが、交通違

反をしますと罰金を払います。これは交通反則金と言い

まして、一部は交通安全施設等整備事業にも充当されま

す。しかし直接充当すると、施設整備をしたいから、あ

るいは交通信号を付けたいから交通反則金を取るのか

と非難される恐れもありますので、別の会計で整理され

ています。一部は交通反則金も充てられますが、道路管

理者の事業は道路整備五箇年計画の一環として実施して

いますので、後で悪名高くなった道路特定財源によりま

す。ただ財源は潤沢で、「とにかく交通事故を減らすの

だったら、三谷君の言うとおり、いくらでも金はつけて

やる」と言われたぐらい、財政当局も好意的でした。

　交通安全事業で一番大事なのは（これは交通安全事業

以外のどんな事業でも同じですが）、どのような箇所に

どのような事業を実施するのがベストかを判断すること

です。これが決まらないとダメなので、交通安全事業を

やるべき箇所を決める「危険区間の選定」が最初の課題

です。日本には今、100万 kmぐらいの道路があります

が、どの箇所でも交通安全事業をやるわけではありませ

ん。どういう箇所や区間に交通安全事業が必要なのか、

例えばどの箇所に歩道橋が必要なのかという判断が重要

なのです。これには専門家、技術者、われわれも頭をひ

ねりました。外国でも同じで、危険箇所（Black Spots）

と言いますが、これをどう選別するかが非常に重要で、

ここでは事故率という考え方が基本です。つまり、自動

車の走行台１億台 km当たりにどのくらいの死傷者が発

生しているかを示す指標です。これがある基準値以上の

箇所は、道路環境の改善を応急的に実施しなければなら

ない。これがまさに“選択と集中”であり、一番大事な

基本です。

　私より一年先輩の越正毅先生に、学生時代からずっと

お世話になりまして、交通安全問題についてはずいぶん

ご指導いただきました。とくに私は行政官として、どう

いう所に交通安全施設を整備すべきかという“選択と集

中”についてはずいぶん検討を重ね、その結果、危険区

間の選定についての論文で1975（昭和50）年にドクターを

授与されました。そのように、まじめに交通安全という

ものに取り組んで、私の天職にしようと思っていたとい

うことです。

　交通安全事業では事故率いくら以上の危険な区間のこ

とを「指定区間」と呼んでいます。この区間について

は、交通安全施設等整備事業を実施していかなければな

りません。それでは、どのような事業を実施するのか。

先ほど「弱者対策」と簡単に言いましたが、その基準が

確立していないため、いろいろな箇所に歩道橋をつくっ

たりします。しかし予算も限定されていますから、本当

に必要な箇所にだけ整備するべきです。歩道について

も、どのような区間に整備するかが重要ですが、歩行者

が一日に150人以上通る所に設けることにしました。全

国のデータを収集し分析して、歩行者数の平均値と分散

から、全体の何割の区間を選別に含むべきかといういろ

いろな検討の結果、歩道を設ける設置基準をつくりまし

た。

　1970（昭和45）年に史上最悪の16,715人の死亡者が出ま

して、今後二度とこのような悲しい思いをしたくない

と、翌年から第二次五箇年計画が始まりました。そこで

予算が大幅に拡大しました。危険区間について交通事故

対策を緊急にしなければならないという考えで、積み上

げ計算の結果がそのまま予算として認められました。そ

のときに、これだけの交通事故対策を講じていくので大

きな目標を掲げようと、警察庁の交通規制課の担当補佐

と「交通事故を半減する」ということでどうかと相談し

ておりました。ところがこの宣言文があれよあれよとい

う間に独り歩きして、世に出て行ってしまいました。

　交通安全事業の実務担当は交通警察と道路管理者で、

全体としての調整役が総理府にある交通安全対策室でし

た。したがって、交通安全対策の総括責任者は総理府総

務長官であり、鹿児島県出身で当時税制の大家であった

山中貞則総務長官が「交通事故半減は最高のメッセージ
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だ」と国会で宣言したのです。後に参議院議員から国土

庁長官として令名をはせた井上孝氏が、当時私の上司の

道路局企画長でした。井上課長が「三谷君、君は交通事

故を半減すると言っているが、本当に減るのか？ 減ら

なかったらどうするのか。覚悟はできているのか。将来

真っ暗だぞ」と。私も「減らしてみせます」と言いなが

らも実際は半信半疑でした。しかしこのスローガンは実

現し、おかげで私も役人生活を最後まで勤めることがで

きたのだと思います。

　紆余曲折はあったのですが、「交通事故の半減」のス

ローガンどおり、交通事故は1970（昭和45）年以降、今日

に至るまでどんどん減っています。この成果は世界中の

関係者に広く知られることになり、当時、私のところに

フランスからテレビのインタビュー依頼が来たことも

あります。PIARC（Permanent International Association 

of Road Congress）―世界道路協会―、これは世界の約

120カ国の道路局長がメンバーとして参加し、諸施策に

ついて意見交換、調査検討する世界最大の道路・交通に

関する非政府組織（NGO）ですが、私はアジア人として

初めてこの会長を、４年間務めました。国際会議を通じ

て、世界の著名な第一人者とも知り合いましたが、当時

フランスの首相秘書官をしていたクリスチャン・ジロ

ンドウ氏が、「日本では交通事故を減らすと言っている

が、どのような施策で進めているのか」と外務省を通じ

て日本の政策を尋ねてきました。日本では交通弱者対策

を主眼としておりましたが、パリにはほとんど歩道が付

いており、またフランスでは乗車中の自動車事故が多く

て、歩行者の事故はあまり多くない。したがって、フラ

ンスはシートベルト着用の義務化を徹底しました。フラ

ンスと日本の道路局との間で日仏道路交流会議というの

がありまして、その報告書には「日本の交通事故削減が

参考になって、われわれもずいぶん勉強した」と出てい

ます。

　フランスは集中的な交通安全対策として、シートベル

ト着用を徹底しました。昨今は日本でも後部座席のシー

トベルト着用も義務化されましたが、フランスではシー

トベルトをしていないと本当に警察官に捕まります。私

もフランスでやられたことがあります。それぐらい徹底

して、この施策のおかげで事故が減っていきました。西

ドイツでも同様に交通安全対策に力点を置き、われわれ

から何年か遅れて急速に交通事故が減っていきました。

1970（昭和45）年からの日本の交通事故削減は、全世界に

影響を及ぼしたのではないかと、私は自負しています。

　交通事故対策の事業方針の優先付けは難しいもの

です。危険区間をどう選んでどのような事業をやる

かが基本であることは当然でしょうが、日本の交通

安全は警察の取り締まりが非常にしっかりしていて、 

“Enforcement”がすごく効いているので、中国や東南

アジアで日本方式を踏襲させても、果たしてどれぐらい

効くのかは、私にも自信がありません。私も中国には何

回か行っていますが、身の毛のよだつ街路の横断や「そ

このけそこのけ車が通る」という感じで、まさに昭和20

年代の日本です。「なぜ日本人は信号が赤だと横断しな

いのか？ そこが一番日本人のわからないところだ」と

いう人にどう説明するのか、なかなか大変だろうと思い

ます。タイやほかのアジア諸国で、交通安全対策につい

ていろいろと講演したこともありますが、果たしてどの

程度取り入れてもらえているのかは知りません。道路交

通を組み立てる一大要素であるドライバーや一般道路利

用者の、教養、挙動、文化、認識度の異なる国での安全

対策は、模索も大変でしょう。

　それはともかく、今も道路管理者が事業を実施するに

当たっては、まず「選択と集中」を考えます。危険交差

点の選別であるとか、あるいは危険区間の選別の考え方

は、今もまったく同じです。後年、首都高速道路公団

にも勤務しましたが、その間交通安全対策にもいろいろ

と配意して、少しは役に立ったかなという自負もありま

す。とはいえ交通事故をゼロにすることはできないと思

いますが……。

　イギリスでも、数式を用いて交通事故をどれぐらいに

減らすのかという具体的な数字を掲げています。しか

し、私は将来の事故者数を具体的な目標数として掲げる

提言を、イギリスの先生の講演で聴きましたが、そのと

おりになるものかなと疑問でした。この手の話はずいぶ

ん越先生とも議論しましたし、越先生も交通安全施設等

整備五箇年計画の IATSSとしての提案書を出されると

きに、ずいぶん苦労されたと推察します。

　日本道路交通情報センターがどのような環境のもとに

設置されたのか、というご質問があらかじめあったもの

ですから、慌てて矢代理事長に資料を送ってもらいまし

た。私の記憶を掘り起こしてみますと、設立の一番のき

っかけは1968（昭和43）年の飛騨川事故です。国道41号線

上に土砂が崩壊・堆積し、突っ込んだバスが転落して

死傷者事故が発生しましたが、当時は利用者に対して情

報を伝える手法がまったくありませんでした。したがっ

て、道路交通に関して警察の交通規制の情報や道路工事

による通行情報を出すべきじゃないか、との声が上がり

ました。さらに1970（昭和45）年に大阪万博が開催され周

辺道路が大混雑するだろうから、利用者に対して渋滞情

報などを出さないとダメだろうとの意見があり、その前

にも警察庁と建設省が各々でやってはいたのですが、

1970（昭和45）年１月１日に大合併して、設立したのが今

の日本道路交通情報センターの生い立ちです。

福田 自転車に関してですが、結果的に歩道に乗せるよ
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うになってしまいましたが……。

三谷 1970（昭和45）年の「自転車道法」は議員立法でし

て、議員が独自に「夢があるからつくろうじゃないか」

とつくったのですが、これはどちらかというとレクリエ

ーション用の自転車道をつくろうという発想でした。だ

から、「太平洋を全部、自転車道でつなごう」とか、そ

ういうことだったのです。最近になってまた、国土交通

省が自転車道の整備を進めたいと提言しています。去年

からパリ市内の歩道上に自転車を通すようにしたので、

その施策に強く刺激をされていますが、自転車はやはり

交通機関としては事故を起こし、パリでも問題になって

います。それを日本のような狭い歩道で、歩行者と共存

させて通すというのは、問題があるでしょう。そうはい

っても現実とのはざまで、警察当局も大変苦労されてい

るのではないでしょうか。道交法上、車道を通すのか歩

道を通すのか、どちらが安全かということですね。

福田 一番重要な「危険区間の選定」はどこで決められ

たのですか？

三谷 私の前任の渡辺修自氏、その前の廣川氏から初め

て聞いたのですが、彼らが原型は考えたようです。経済

協力開発機構（OECD）のシンポジウムでも取り扱ったこ

とがありますし、どこでも道路の危険区間をどう選別す

るかは永遠の課題です。道路関係の技術会議にはよく出

てきます。だけど私は、ほかの道路整備のプライオリテ

ィのつけ方よりも、理屈としては割合しっかりしている

と思います。道路の事故率をグラフにして、どれぐらい

にすると標準偏差値に入るかということで危険区間を選

びます。しかし、交差点の選別が非常に問題です。危険

な交差点についての選別基準があるのでしょうか？ ど

この交差点が危ないということがわかっても、どうや

って直せば良いのかは「道路技術者として頭をひねって

しっかりやれ」としか言いようがありません。交差点改

良のマニュアルはもちろんあります。右折車線をどう設

置するのかとか、視距はどう確保するのか等が定められ

ています。先生方もいろいろと指摘されています。し

かし、どれを見ても「現状に即すると適用がうまくいか

ない」「効果が思うように出ない」などという課題があ

ります。日本では、道路管理者は既存のロータリー、い

わゆるラウンドアバウトを撤去する方向で進めてきまし

た。ところがイギリスなどではいまだに全部残していま

す。信号交差点よりもラウンドアバウトのほうが絶対に

安全だと彼らは言いますし、データもあるのでしょう

か？

　交通安全は各国にとって大きな課題であり、PIARC

の技術委員会リポートによく記述されていますが、自然

死以外の死亡者数の区分で、１位は戦争による死亡者が

占め、交通事故による死亡者数は９位ぐらいだったの

が、2020年には３位になるだろうと記載されています。

PIARCでも『Traffic Safety Manual』を出しています。

アジア、アフリカ、どこに行ってもセミナーの課題はほ

とんど９割が交通安全の関連です。開発途上国で関係者

が何を一番知りたいかといいますと、「たわみ性舗装」

という課題もさることながら、人が死なないようにする

にはどうするかです。

福田 1965（昭和40）年ごろの交通事故のデータ、危険区

間を選定するデータというのは「交通事故原票」から取

ったのですか？

三谷 まだ交通事故総合分析センター（ITARDA）が無

い時代ですから、必要なデータの収集に苦労しました。

マクロ的な分析に、われわれが最も入手しやすく利用で

きるデータは、５年ごとに実施している全国道路交通情

勢調査です。しかしこれは、とくに交通事故対策を目的

にしたものではありませんので、活用にも限度がありま

す。例えば、危険な交差点という「点」に関するデータ

は含まれておらず、個別に収集し分析する必要があり、

その方策を確立するためにずいぶん苦労しました。交通

警察が事故ごとに書き入れている事故原票は、個人情報

のこともあり道路管理者として見るわけにいきません。

しかし県の道路維持課を通じて、どのような事故が起こ

っているかの関連データを取ったことはあります。道路

管理者の持つ交通情報データと、交通警察の事故のデー

タを共用して利用するというのが、交通事故総合分析セ

ンターの設立目的のひとつのきっかけですから、今では

かなり進んでいるのではないでしょうか。しかしあまり

にもデータを集めると、要素がたくさんあって統計分析

のお化けみたいになってしまい、結局よくわからなく

なります。「エイヤ」の判断は結構合っていて、誰かに

「お前はどこが危ないと思うか？」と聞くのが良いのか

もしれません。「土地の古老に聞いて５人以上が危ない

と言う所を選べ」とか、そういうものが当たっているの

です。とくに防災対策の必要箇所などは、そうだと思い

ます。結局は「俺は子どものときから見ているが、雨が

降るとあそこが危ない」という指摘が一番合っているら

しいのです。

木戸 「現場の警察官に聞け」と言いますからね。今の

お話に関係していますが、危険区間を選定して何をやる

か決めていきますよね。最初は歩行者や自転車が日本全

体で５割だったのでそちら側に行こう、と。例えば150

人／日だったら歩道をつけようという施策を行うわけで

すね。次は何をやるかとか、歩道のほかにどんな施策が

あったのですか。

三谷 道路管理者が行う事業には、一種事業と二種事業

があります。一種というのは道路本体にかかわる改築事

業です。これは道路そのものの改築です。例えば歩道と
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か自転車道の設置。交差点改良を行う。バス停もありま

す。バスが止まるために車道を広げ、その余地を確保

することなどですね。これらを一種事業と呼びます。二

種事業というのは、道路の付属物を設置する事業のこと

で、案内、警戒標識、道路照明、視線誘導標、ガードレ

ールなどです。

　そうすると、交通安全施設等整備事業によるものだけ

ではなく、道路整備そのものが交通安全事業ではないか

というところに行ってしまいます。始めから危険な道路

をつくるわけはありませんから、構造基準で歩道は何

m幅、車線、路肩、中央分離帯をつくって、バス停も

つくって、安全な視距も確保します。当たり前ですが、

これが交通安全事業そのものなのではないか。それで

は、交通安全施設等整備事業とは何かということになる

と、安全の観点から、既存の欠陥道路に対する応急的な

改善事業です。そのため、道路の新設事業と補助率が違

っております。このような応急的な処置ですので、必ず

しも道路構造令に規定されている基準に合わない事業も

やることができます。例えば、本来は歩道を２mにし

なくてはいけないのですが、既にある三間（約5.45m）幅

の旧道に歩道を設ける場合には、75 cm幅の歩道をつけ

る。それでもつくって良い。それが交通安全施設等整備

事業です。

　ご質問の事業の「順番」ですが、これは大事ですが難

しいことで、間違いない順番は、私にもわかりません。

何から手を付けるかは、各々の道路における道路管理者

の判断に任せています。ですから標識なんかには設置基

準があるのですが、どこの県に行っても、自分がどの方

向に走っているのかわからないことがよくあります。私

は首都高速道路公団に勤務しているとき、よく担当者に

文句を言っておりました。標識がたくさんあって何が書

いてあるのかわからないので、止まったらやっと読めま

したが、これは安全を欠く行為でした。

　事故が発生すると、交通警察から「何か処置をしろ」

と指摘されるので、すぐに「注意」などを示す標識を立

てたがります。そうすると標識ばかりが増えるので、か

えって効果が出ない。私は標識１本を立てるときには、

必ず撤去の１本を選べと言っておりました。それでもな

かなか減らせられないですね。

　確か前警視総監がイタリアで勤務されていた折、何万

kmも運転してきた経験を踏まえ、首都高速道路で「あ

の合流部はおかしい、改良できないか」と貴重なアドバ

イスをいただき、ずいぶん直しました。なかなか良い判

断をされていました。やはりしょっちゅう運転されてい

る方が判断するのが良いですよ。反発する者もいました

が、私はありがたく受け取りました。このような視線が

一番正しいと思いました。

　ドイツでは道路をつくって供用する前に、必ず民間非

営利団体（NPO）のツーリングクラブに当該道路を何日

間か運転させて、ユーザーの目で見て標識を立てるよう

にしています。ドイツの道路で実際に運転すると、交差

する道路との優先順位ががっちりしていて、交差道路に

近づいても優先順位の標識を認知するとまったく徐行し

ませんし、「ちゃんと標識にそう書いてある」と言うの

です。この徹底した標識順守の精神は文化であって、日

本人にはあれはできないと思います。やはり日本の交通

ルールでは、人が歩いていたらスピードを落とせと言い

ますよね。

関根 先ほどの、危険区間のお話を非常に興味深く聞か

せていただきました。まったく無いところからデータを

取りまとめるとすると、どれぐらいの規模から取りかか

るのが良いのでしょう。例えば県ベースでやるのか、市

町村ベースでやるのか。

三谷 日本には100万 kmの道路がありますが、ほとん

どは市町村道です。国道はせいぜい10万 kmです。直轄

で管理している国道は、その半分くらいです。直轄国道

であっても、今のようにデータが完全にあるわけではな

いのですが、通達を出すと１カ月後には必要なデータは

ほぼ入手できました。問題は市町村道です。とくに大規

模農道なんていうものは、まったくデータがありませ

ん。大規模農道には信号がありませんから、いくらでも

飛ばしても良い感じで、事故がものすごく多い。「あれ

は道路法の道路じゃないから、道路交通法は守らなくて

も良い」とか、それは噓だと思いますが、そんなことを

言う人もいます。

　データを取るのに、私はずいぶん忙しい思いをさせご

迷惑を掛けました。今はあそこまでやっているかどうか

わかりませんが、あのころは、そのぐらい交通事故への

注目が高かったですね。

関根 ほかの国に対しては、最初から全部システムが出

来上がっているのを「ハイ、どうぞ」と言っても、うま

くいかないと思います。

三谷 今のようにコンピューターが普及していない時代

ですから。コンピューターが無いと本当に大変ですよ

ね。

福田 佐藤さんのお話では、交通事故の分析には早めに

コンピューターが入って使われていたということでした

が、やはり優先度が高かったんですね。

三谷 私たちはコンピューターが無くて、タイガー計算

機を使っておりました。

　交通安全の話というのは興味が高くて、後藤田警察庁

長官のときに、「中では誰も文句が言えない」と言って

いました。道路標識令は道路管理者と警察が協議して決

めるわけですが、例えば交差点箇所を表示する模様と色
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について、局長を通り越して、長官から直接指示があっ

たという話もありました。それぐらい関心があったよう

です。国会でも道路交通法の審議の折は、座っていらっ

しゃいました。なお、道路交通法の法令審査は道路局と

警察の交通局が連名で受けます。警察側は、警察庁長官

と交通局長と担当課長が３人で出席され、何かあったら

３人のうちのどなたかが答弁しているんですよ。道路管

理者側は道路局長一人ですから、難しい答弁も一人で何

とか答弁しておりました。

　私は建設省職員の中でも、交通問題を通じて警察とお

付き合いが多かった一人ですが、警視総監から危機管理

官を務められた安藤忠夫さんが交通局の幹部でいらっし

ゃって、年中侃々諤々の議論をしました。首都高速道路

に唯一の交通信号が美女木に設置されていますが、設置

の可否について折衝が半年以上かかり、決着しました。

これも安全性の確保が最大の焦点です。まったく問題な

く、ほっとしています。

一ノ瀬　私は環境系が専門ですが、道路の緑化と安全の

関係で、もし何かあれば教えていただきたいのですが。

三谷 私が理事をしていたとき、首都高速神奈川１号横

羽線の横浜地区については、狭い余地を活用してグリー

ン化を行いましたが、それが安全にどのような効果があ

ったかについてはデータを持ち合わせていません。先日

完成した大橋ジャンクションでは、かなり環境向上のた

めの施策を取り入れましたね。ランプ走行の交通安全面

も検討したのですが、それでも先日、走行中の車が事故

を起こしたと聞きました。道路をつくる人と維持管理す

る人が組織的に違うので、その連携が極めて大切です。

　先ほどドイツの例を申し上げましたが、道路をつくっ

たら供用する前にツーリングクラブに道路標識の設置な

ど、安全面についてチェックしてもらっています。あの

システムは有効だと思います。道路をつくる人は一生懸

命つくる。その成果物を維持管理の部署が引き取るわけ

ですが、当然ながら安全確保の責任を持つ維持管理部

門としては、心配が絶えません。「これで大丈夫か？」

「若干視距が足りないのではないか？」とか。私は大橋

ジャンクションでも、「視距をもっと余裕を持たせたほ

うが良いのでは？」と、見学の際にコメントしました。

実際には、同意見がほかの方からもあり、かなり直し

たようです。箱崎ジャンクションではやたらと標識があ

るので、「こんなに多くの標識が必要か？」と尋ねたと

ころ、案内していた担当者が私に「あなたは標識をすべ

て見て運転しているんだ。自分は慣れているので、見た

ことがない」と率直な答弁をしていました。現場で常駐

しているスタッフには、一般ドライバーの視線が失われ

る。これではダメです。常に初心に帰った視線で、標識

設置を評価するのが基本的な姿勢です。

一ノ瀬　海外で聞いたことがあるのですが、街路樹にぶ

つかって亡くなる方がいて危ないという話。日本でもそ

ういうことがあって木が切られるとか、そういうことが

議論の俎上に載ることはあるのですか？

三谷 私の知っている限りでは、日本ではそうやって木

を切った例はありません。道路をつくるから切ったとい

うことはあるでしょうが、安全のために切ったというこ

とはないのではないでしょうか。安全性に問題があるか

どうかは、現場でしっかり見極めるべきでしょうが。

中村 警察サイドの方々と連携していくということにつ

いて、下の世代がやっていく上で、こういうことがキー

ポイントだとか、こういうところがやはり難しいだと

か、そういうお話があればお願いします。

三谷 大変なのは、雪が降った後の処理です。首都高速

道路では、雪が降ると当然走行をストップするわけで

す。止めるのは簡単です。雪が降っているから止める。

ところが事後、もうそろそろ交通開放しても良いじゃな

いか、というのは交通警察の判断によります。しかし交

通警察の判断といっても、誰が判断するのか。具体的に

言うと、出先の誰かが「うん」と言わないと、組織に連

絡をしてもダメなんですよ。確かにこの判断は難しく、

開放後にスリップ事故があったりすると、警察のほうも

責任を問われるので、どうしても判断が遅れて屋上屋を

架すことになります。利用者からのクレームは猛烈で

す。難しくてもしっかりした判断基準が必要となるでし

ょう。

　また、走行中に乗り上げた枡蓋が飛んでほかの車に当

たり、不幸な死亡事故が発生しました。道路管理者とし

て瑕疵担保になるかどうかだったので、土木研究所で車

を走らせて、枡蓋が果たして飛ぶかという実験も行いま

した。飛ばした車の走行状況などにもよりますが、この

想定外の事故に対しても、道路管理者としては万全を期

して、絶対に飛ばない形式の新型の枡を開発し、すべて

直しました。

　阪神大震災のとき、予算委員会に呼ばれて「仮に東京

であのような地震が発生したら首都高速道路はどうなの

か？」という質問を受けました。私は「耐震構造に万全

を期している」と答えました。しっかり準備する必要が

あるのは、地震直後の道路上の車に対する対応指針でし

ょう。車に乗っていて地震がきたら、「まず止まってく

ださい」「ラジオを聞いてください」「車から離れるとき

には鍵をかけないでください」。降雪時もそうですが、

ほとんどのドライバーは動けなると車に鍵をかけて降り

てしまいます。実際に、雪で交通不能となったときにも

鍵をかけて車を高速道路上に放置し、ほかの車に大迷惑

を掛ける不届きなドライバーもよくいるのです。しか

し女房にも文句を言われたことがありますが、首都高速

01_02_三谷.indd   40 11.3.30   3:29:54 PM

34



41第１章

道路上には、１kmおきに避難階段が備えてあり、緊急

のときは一般街路に脱出できるのですが、パニックの中

で、全員が安全に降りられるような構造だろうか？ 確

かに今の私だったら大変でしょう。

　フランスとイタリアを結ぶモンブラントンネルで火災

事故が発生し、大勢の死亡者が出て長大トンネルでの緊

急時の安全対策に大きな衝撃を与えました。それに並行

して、フランスとイタリアを結ぶフレジスという長大ト

ンネルがあります。フランス側の出口付近に、火災発

生時の緊急救出の方法をスタッフが訓練するための施設

があります。この訓練センター内には、トンネルの中で

ドライバーが火災に遭遇したらどのようにして脱出する

かを、シミュレーションを使って模擬経験を経て学べる

施設があります。たまたま国際会議の現場見学の一環と

して見学しましたが、誠に印象深いものがありました。

トンネル内部に似せてつくった施設の中で行うシミュレ

ーションの訓練プログラムには、いろいろなランクがあ

ります。われわれには、最も軽微な火災が発生した場合

のケースで訓練を体験させてくれました。それでも煙が

もうもうと発生し、視界は無くなり、阿鼻叫喚の状況が

設定されます。しかし煙は地面からある空間をあけて漂

い、われわれは、教官の指示に従って床に体を横たえ、

匍匐前進すると視界が確保でき脱出ができます。この施

設では、段階ごとのカリキュラムをつくり、欧州各国に

呼び掛けて訓練者を養成しているとのことです。緊急時

の避難訓練などは日本でもやりますが、ここまで徹底し

た訓練はしていません　欧州では、モンブラン火災事故

を機に、そういう訓練は徹底していました。

中村 アジアに向けて、というのがこのプロジェクトの

課題ですが、私の関心は、それぞれの国の役人やエンジ

ニアの意識を果たして上げられるかどうかです。お付き

合いされてきた中で、何か可能性はありますか？

三谷 ベトナムで高速道路を整備しようとするプロジェ

クトが進んでおり、国土交通省がハノイで主催したセミ

ナーに講師として先般参加した折、交通安全の重要性に

も触れました。十数年前以来、２回目のハノイ訪問です

が、相変わらず市内の交通は圧倒的に二輪車が多いで

す。ただ最近、二輪車利用者にもヘルメット着用を義務

付けました。やはり交通安全の自覚が出てきたのでしょ

う。フランスにおけるシートベルト義務化に通じるもの

があります。中国・北京では、二輪車の登録を認めてい

ません。そのため、北京市内ではまったく二輪車を見た

ことがありません。二輪車の車両登録は、別の地域です

るしかないと聞きました。かつて北京は自転車天国でし

たが、今は自動車交通の普及が圧倒的です。二輪車の登

録を認めない施策は、やはり交通安全重視からでしょう

か。それでは交通安全に関して何をなすべきか、日本の

技術移転はどうすべきかと言われると、これだというの

は私もノーアイデアですが……。中国人ドライバーに、

「自分ではなくほかの歩行者のことを考えろ」という教

育をどうやってしましょう。

福田 ハノイではいまだにヘルメットの着用率は95％以

上。最近はリボンを付けたりしておしゃれなヘルメット

がたくさん売られています。今のお話に関連しますが、

オーストラリアやイギリスでやっている“Road Safety 

Auditors”、これは一種の商売ですが、タイなどいろい

ろな所の役人が３日間ぐらい行って、Certificateを貰っ

てきて、それを飾る。３日間ぐらいでわかったら世話無

いと、私は思うのですが。交通安全というものが、人の

命にかかわっているという意識なく、少し間違った意味

で捉えられているような気がします。

三谷 Auditorsというのは PIARCの技術委員会リポー

トでもよく出てきました。ニュージーランドの局長が

言い出して始まりました。オーストラリアではみんな

Audit、Auditですね。そういうもので証明書を出して、

というのがまさにアングロサクソンのうまいところです

ね。

福田 アジアでもある程度道路ができていますが、既存

の道路を第三者が見て危ないと言っても、それを誰が

予算措置して誰が責任を持って直すのかは疑問です。

開業前に見て事前に危ない所をきちんと直すというこ

とをするべきだと思います。何となく“Road Safety 

Auditors”といったものだけがアジアで流行ってしまっ

て、非常に危ない感じがします。

三谷 中国のセミナーでもそういう話がすごく多かった

です。日本こそ交通事故が減ったので、日本の文化がそ

のまま伝わるかはわかりませんが、中国に何をしたら良

いかというのをしっかり考えないといけません。

福田 日本ではなぜ“Road Safety Auditors”をやらな

いのかを行政の方に聞くと、「そんなのは普通に、当た

り前にやっていることだから」と。

三谷 しかし、Auditとは言わないまでも、建設から管

理に道路を引き渡して一般に利用されるときに、これで

安全で問題ないかをきちんと検証する仕組みについて、

制度化も含めて方法論を確立しておくべきです。一般的

に、わが国においてはやはり担当業務は建設部門が一番

で、管理部門は次善とする風潮があり、いかに交通安全

に取り組むかという、かつてのパッションが弱くなって

きた感じがします。したがって、新道路を交通開放前に

しかるべき知識を備えた者がしっかり評価して対処する

システムは拡充すべきです。先ほどアングロサクソン方

式について指摘された先生のご懸念はわかりますが、こ

れが Auditの考え方でしょう。

木戸 昔は車の時代で、「どんどん道路をつくっていこ

01_02_三谷.indd   41 11.3.30   3:29:55 PM

35



42 交通戦争への取り組み～途上国に貢献しうる日本の経験と知見

う」という時代でした。今の東南アジアに道路が足りて

いるのか足りていないのかよくわかりませんが、もし足

りないから道路をつくるとして、時代が変わって環境問

題が厳しくなることを考えると、昔と同じようなルール

で道路をつくっていっても良いのでしょうか。それとも

もう少し変えてつくらなければならないのでしょうか。

三谷 中国では、8.5万 km高速道路を策定し、猛烈な

ピッチで整備を進めています。ほとんど民営化方式を活

用し、その成果は目を見張るものがあります。計画では

大都市を結び、縦断、横断、環状ネットワークを構成し

ています。大規模なトンネル、揚子江に架ける橋梁等も

着々と整備しており、日本からの技術移転も目覚ましい

ものがあります。ただ今後、平野部から山岳地域への延

伸区間は、費用的かつ技術的な課題、さらに経済効果の

面から大変だろうと思います。もはや世界第二の自動車

王国ですから。国際会議でもその建設工事の成果がよく

発表されますが、資金調達や経済分析、償還について

は、あまり論文として出てきません。交通安全対策も、

対象国民の社会経済状況、文化・気質の把握が必要で、

結局、それぞれの国に合った手法を確立していくしかな

いでしょう。

木戸 先ほどのお話で、日本の教育や“Enforcement”、

それに文化は、そのまま途上国へ持って行っても通用し

ないのではないかということでしたが、そういうことは

まだほかにありますか？ 日本ではうまくいったけれ

ど、それをそのまま持って行くのにはちょっと疑問符が

付くというものは？

三谷 ただ、中国は技術的には進歩しており、先年、ト

ンネル技術に関する北京での国際セミナーに呼ばれまし

たが、日本の技術書類が全部中国語に翻訳され、販売さ

れていました。佐藤さんのお話を聞きたかったのは、プ

ノンペンはどうだったのかな、と。向こうはどういうふ

うに受け取っていただいているのでしょうか。

福田 やはり、そのままは難しいということと、強くお

っしゃっていたのは「理念、背骨を入れないといけな

い。表面だけの技術を持って行くのではなくて、きちん

と交通安全の考え方を根付かせる必要がある」というこ

とでした。

三谷 さらに、日本では“Emergency”、緊急医療が発

達しており、その成果が極めて大きいのです。交通局統

計と厚生省統計との差で伺うことができます。まさに成

熟しています。

　施策は何をするにしても費用対効果が大事です。この

施策を実施すると亡くなる人が５人減るが、それにはい

くら投資すべきか？ この課題については、外国ではよ

く研究されていますが、日本ではすぐに「人の命は地球

より重い」が出てきて、費用対効果の検討はせいぜい負

傷者に対してでしょうね。だから、投資の優先度決定に

使えないのです。安全施設の効果について無数に論文は

ありますが。

　首都高速道路公団の地下トンネル技術は「すごい技術

だから世界に売りたい」と言う人もいますが、１m当

たり１億円かかる技術なんて売れません。これが3,000

万円でつくると言えば、買う人がいるのでしょうが。例

えば越先生が委員長で開発し首都高速道路に使った脱硝

装置がありますが、これは電気集塵機を活用して排ガス

の不純物を吸収する施設です。確かに効果はしかるべき

ですが、セットとしては売れないと思います。「それで

人間が何人助かるの？」という議論が要るでしょう。そ

こをどうするのか。交通事故を貨幣価値でどう見るのか

に関しては、日本ではじゅうぶん進んでいません。

福田 1996（平成８）年につくられた道路の費用便益のマ

ニュアルは、森杉先生たちが携わりましたが、当時2,800

万円と出したら安すぎると怒られました。「ドイツやフ

ランスやオーストラリアでは２億円もするのに、日本人

はたった3,000万円なのか」と言われました。最近改訂

されて、２億何千万円かになったと思います。当時確

か、保険業組合の費用で算定したところ、支払われてい

るのが3,000万円弱ということだったんですね。

中村 保険業界がデータをオープンにしてくれるので。

ヨーロッパでもそれを使っているという話がありまし

た。それをアジアでいうと……。

福田 下手すると50万円とか……。やはり日本のものは

高いです。私も JICAのプロジェクトでチェンマイに信

号機をひとつ入れましたが、警察庁が日本の信号機をそ

のまま入れたいと言うので、社会実験として１基入れま

した。日本の警察庁仕様でつくりましたから、フル仕様

で１基3,000万円。住電が独自の仕様でつくったのが300

万円ぐらいですが、それぐらいじゃないととても入らな

い。日本の技術は素晴らしいのですが、なかなか難しい

です。勝手に仕様を変えてつくると警察庁に怒られます

から。

三谷 そこが日本の特徴ですね。外国だったら勝手にラ

ンクを下げるのでしょう。

木戸 車も途上国向けの安いものを開発して出すでしょ

う。だからわれわれの安全施策も、それに見合ったもの

を……。

梶河 仕様の差というのは、皆さんもう知っていますよ

ね。見た目は安くても、足し算していくと最後は一緒に

なるというのは。車でも、ヨーロッパ製はほとんどそう

です。イタリアなんて、リアシートとウインドーの上げ

下げのレギュレータもオプションですから。足し算した

ら結構高い値段になります。

　先ほど危険区間の特定のお話がありましたが、交差点
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に手を付けられなかったのは……。

三谷 いやいや、手は付けましたよ。交差点改良という

のは一種事業の中にあります。しかしどのように改良す

るのかというのが難しい問題です。危険区間というの

は、一定の区間内でどのぐらい死傷者が出るかを割った

数字で決めます。車が百万台 km走行したらどれぐらい

事故が起こるか、ということです。それを200とかいう

数字（事故率）で出します。ところがそれは“死傷者数”

という“絶対値”ではありません。だけど「絶対値でや

ったほうが良い」と言う人がいます。つまり「事故率が

300」とかいうのと「５人死んだ」というのとでは、や

はり「５人」というほうがわかりやすいという説です。

よく言われるように、「３人以上死亡事故が発生した区

間は対策をやれ」とか、そういうほうがわかりやすいの

ではないかという議論がずいぶんありました。交差点は

面倒なので「１年間に３件事故が起こった交差点は全部

見直す」というほうが楽なのではないか。その交差点に

おける右折左折等の交通流のデータを収集して、この交

通流と事故件数の関係を調べて特定の数値化を図る方式

と、事故の絶対値と、どちらが選別基準として適してい

るのかという課題です。今はかなり絶対値による判断に

頼っているのではないでしょうか。

　首都高速道路はクローズドサーキットですから、事故

の原因等については把握しやすいです。人間も歩いてい

ないし、交通量もだいたい一定ですから、事故の件数お

よび種別がわかれば、危険区間の選別が可能です。しか

し、積み荷が重酸素で走行中に爆発したなどの、想定

外の事故もあります。高速道路は事故率が８分の１とい

われています。だから高速道路のほうが安全ではないか

という意見もありますが、事故の内容が深刻です。日本

道路交通情報センターのニュースを聞いていていると、

東名高速でいつも込んでいるのは「○○バス停を先頭

に ･･････」、あるいは「○○トンネル入り口」と情報を

発していますが、あれは当たり前です。交差点、トンネ

ル、それから何％以上の勾配区間になると走行車両のス

ピードが落ちてくるというのは、交通工学上当然のこと

です。事前にわかっていてながら、なぜか対応していな

い。これは、ある意味では道路管理者の責任です。首都

高速道路公団に勤務して、このような特定の勾配が続く

区間には登坂車線を設けるべきであると検討し、実施し

ました。意外と構造基準の例外規定が問題で、例外を適

用して逃げ込むと欠陥は必ず現れます。こういう区間が

渋滞の温床になります。

関根 事故率が数字になりやすくて基準をつくりやすか

ったというお話でしたが、長い期間の中で乗用車が流行

ってきたとか、オートバイの数が減ってきたとか、いろ

いろと状況が変わってくると思いますが、そのあたりの

キーワードで構造を変えようという試みはあったのです

か。

三谷 二輪車の走行が極めて多い区間に、ある種の構造

検討をしたことはあるかもしれませんが、私は実例を思

いつきません。

関根 これから東南アジアが二輪車からどうシフトする

かどうかわかりませんが、ある程度将来を予想しないと

いけないと思います。

三谷 予想がつきませんね。例えばホーチミンがこれか

らどうなるかは。私は今年、10年ぶりに行きましたが、

少し交通状況が改善されたのではないでしょうか。

福田 以前、中村先生とプロジェクトを一緒にやってい

ましたが、オートバイに下手すると３～４人乗っていま

す。自動車換算係数が0.2ぐらいなんです。車１台に５

台ぐらい入っていますから。これが乗用車になったら何

が起きるか。とてもじゃないが道路空間が足りないので

はないかと思います。空港からハノイの街に行くのに何

時間もかかるとか、昔のバンコクのようなことが起きか

ねません。

関根 東南アジアに限らず、先進国でも EVが流行って

くると、加速性能が普通のエンジン車と違うので、混合

すると最初は危ないです。メーカーは考えていると思い

ますが。EVのほうが最初の起動トルクが高いので、加

速が良いのです。高度道路交通システム（ITS）で衝突防

止が標準になっていれば良いのですが。

中村 教え子がスリランカで都市高速道路をつくるプロ

ジェクトをしていますが、首都高速道路の建設や情報や

維持管理の技術をアジアに持って行くということが、こ

れからいろいろな形で出てくると思います。大陸の場

合、ゆったりつくるので東京とは違ってくると思います

が。

三谷 タイの都市高速道路の整備に、首都高速道路公団

の技術がかなり導入されたのではないでしょうか。た

だ、現行の有料道路システムは想定外でした。でも、バ

ンコクの都市交通は良くなりましたね。

　 IATSSとして究極の目的は、交通安全を東南アジア

に対してやりたいということですか？

福田 そうです。ベトナムでは警察の学校も出来上がっ

て、ラオスにも日本の先輩方が行っていろいろと指導さ

れています。しかしテキストというか、お話しする材料

がそろっていないので、例えば私が「日本では何をした

のか？」と聞かれても包括的に説明するべき材料が無い

ものですから、ぜひ今回のお話をまとめて、日本が何

をしたのかを知っていただけるようなものをつくりた

いというのが大きな目的です。先ほどの“Road Safety 

Auditors”ではありませんが、怖いのは見てくれのとこ

ろだけ真似されてしまうことです。
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三谷 まさにアングロサクソンが一番やりやすいし、自

己満足に陥るところ。お抱え外国人の発想ですね。

福田 あれで食べている人たちもたくさんいるのではな

いでしょうか。

中村 しかしわれわれはそうなってはいけませんね。

福田 聞くところによると、オーストラリアでは３つの

大学が競って商売しているんです。３日間の講習料で80

万円ぐらい取られるんですよ。３日間ぐらいで交通安全

のことがわかったら世話無い、そんなのは無理だと思う

のですが。先ほどおっしゃっていた、交差点が危ないと

いうことがわかったとして、一体どうするのかとか、そ

れは相当ご経験のある人でないとできませんね。

三谷 交差点改良はどうするべきかという課題について

のマニュアル本はあります。ただ残念なことに、今の国

交省で交通安全を天職として一生懸命やろうという人は

少ないのではないですか。

福田 世界では毎年120万人が交通事故で亡くなってい

て、ASEANだけでも５万人ぐらいです。タイが結構高

くて、人口あたりの死亡率でいくと、日本の３倍ぐらい

です。マレーシア、ベトナムが2.5倍ぐらい。ラオスは

低いと思っていたのですが、首都のビエンチャンだけで

いくと日本の2.5倍。ものすごく急速に事故が増えてい

ます。ビエンチャンには自動車教習所があるにもかかわ

らず、赤信号の無視がすごいですよ。

一ノ瀬　死亡率は日本の一番ひどいときと同じぐらいで

すかね。何もしないとこれぐらいになるという「閾値」

があるのでしょうか。

梶河 私は交通戦争という以前に、身近な友達が亡くな

りました。未舗装の道を10ｔぐらいの砂利トラが爆走す

るわけです。それで学校の朝礼では「みんな気を付けま

しょう」と言われました。交通事故が身近な話で、砂利

トラには近寄らないという意識はありました。そういう

ときに、国道１号線に突然歩道橋ができました。誰も渡

りそうもない所に。だけどみんな下を行っちゃいます。

宮地 学問に根ざしていない側から、ひとつ教えていた

だきたいのですが。産業用の自動車、貨物輸送があり、

その後自家用車が出てきます。これは贅沢モビリティ

で、カブに３人乗りするよりはるかに贅沢なモビリティ

であり、本人たちもそれが自慢になる。そういうもの

を手にするのはかなりの高コストの負担に耐えられる人

で、日本でいうと100万円で買える車があるのに1,000万

円払うような人たちが、アジア諸国にいるわけですよ

ね。道路そのものを彼らの負担でつくっていくという考

え方はありうるのでしょうか。

福田 そんなことを言ったら、選挙でまず負けちゃいま

す。

宮地 既存の道路に、本来想定していない数の、あるい

は密度の自家用車が一気に入っていくことで、プロテク

ションを持っていない歩行者と二輪車のユーザーが犠牲

になっていくというのは、日本と同じプロセスのような

気がします。そうであれば、後から入ってくるのがわが

物顔にならないために、あるいは後から入ること自体

を、費用を適正に設定することでバランスが取れないの

かと、疑問を感じます。今、東京の都心でわざわざ自家

用車を持つ人はそれだけのコストを払うのと同じような

形がありうるのかどうか。

福田 これは中村先生の考え方があるかと思いますが、

ハノイは整備の速度が速いので、公共交通が整う可能

性があります。人口がまだ250万人ぐらいしかいません

が、いずれ1,000万人ぐらいになるでしょう。そうなる

段階で公共交通がかなり整備される可能性があるので、

バイクから自動車にいかないかもしれません。

中村 うまいこと、地下鉄や幹線的なバスと二輪車で収

まるようなシナリオでいく可能性があると読んでいま

す。

宮地 ドア・トゥ・ドア・トランスポートというのがモ

ーターサイクリングで、そこから先はシェアドトランス

ポート（乗り合い）にうまくつなげられないかな、と思い

ます。四輪車は必ず駐車スペースを要求しますし、路肩

の駐車車両が歩行者と二輪車を道路中央に押し出す傾向

は絶対的に避けられません。

福田 ベトナムは可能性があるでしょうが、バンコクは

もう無理ですね。車によって都市圏が広がっていますか

ら。車をやめろと言うと、移動できなくなります。

梶河 先ほどお話がありましたが、1971（昭和46）年に始

まった第二次交通安全施設等整備事業五箇年計画に入る

ときの交通安全対策事業の実施において、ラウンドアバ

ウトを廃止する方向に動いたのですか？

三谷 日本では、ラウンドアバウトより信号機付き交差

点が安全だと、あまりきちんとした議論なしに信号機付

き交差点を増やしたのでしょう。ラウンドアバウトは今

ほとんど消えたのではないですか。

梶河 名古屋大の中村英樹さんが必死になって復活させ

ようとしています。

三谷 ヨーロッパにいた人はみんな、ラウンドアバウト

が良いと言います。

福田 日本はラウンドアバウトの真ん中に何か建ってい

なかったのですか？ タイはモニュメントがあるので、

どかせられないですよね。

三谷 日本では、ラウンドアバウトに町のシンボルのモ

ニュメントを建てるという文化は尊重されません。

私はパリに住んでいましたが、パリで免許証を取る

と最初に教えられるのは右側優先という概念です。つ

まり、「ほかの車にぶつけるときは右側にぶつけろ。そ
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うすると保険が下りる」。右が優先です。要は、交通で

の優先を順守することが極めて大事です。ラウンドアバ

ウトは、この優先走行を徹底しないと通れません。例え

ば、パリの凱旋門の周辺を走るときには、この右優先を

順守しないと通れません。日本は信号過信です。何でも

信号という感じでしょう。サンフランシスコにも、まっ

たく信号が付いていません。パラオは、日本が統治して

いたときの信号が今は全部無くなりました。

　日本ではやはり「信号機をつけてくれ」というのは多

いですよ。よっぽどのことがないと、一度つけると取れ

ません。

木戸 「やめて事故が起きたらどうする？」というのが

ありますから。

福田 信号は無いほうが気を付けるのですが。

木戸 ロータリーをなくすときに、先輩から「容量を増

やすためには信号整理のほうが良い」と教わった気がし

ます。

三谷氏による追加コメント

　アジア諸国に対して、日本としてどのような交通安全

対策を指導すべきかという課題は、なかなか難しいです

が、あえて言えば以下が私の感想です。

１． 交通事故は、道路交通が起因、したがって、当該国

の文化、民度、経済社会の環境が大きく影響。

２． そのため安全対策は、その国情に適した方式を考え

ることが肝要。

３． 第一に事故の現況、特徴を把握。そこから分析、方

向性を模索。教育、制度、対策事業、いろいろな部

門にもよるが。

４． 私の専門でいえば、安全対策としての交通環境の改

善は、多発地点の「もぐら叩き」以外にないので、

「選択と集中」の施策を確立し実施する。技術上の

個別の改善対策と技術移転は、有用。

５． やはり安全対策の総合判断ができる専門家は養成す

べし、となると悔しいが“Audit”方式はわかりや

すい。

６． フランスのシートベルト、ベトナムのヘルメットの

ように対策を一点集中型に絞るほうが広がりやすい

のでは。

７． なお PIARCで国際的な検討していますので参考資

料入手されたら。ネットで入手可能。交通安全技術

委員会の日本の担当は、元田岩手県立大学教授で

す。聞かれてみたら。
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55第１章

福田 本日はありがとうございます。過去には先輩方が

IATSSとしての国際的な活動をいろいろとなさっていま

したが、国際交流委員会の企画部会の中であらためて何

かできないかと思い、研究プロジェクトに応募すること

になりました。とくに最近は秋山さんを中心として、過

去に日本で交通安全に尽力された諸先輩が、定年を迎え

られた後、ベトナム、タイ、ラオス、カンボジアあたり

で JICAのプロジェクトとしてマスタープランをつくっ

たり、お巡りさんを指導したり、施設整備を進めたりし

ています。その中で、日本がしてきた経験を伝えていく

努力をなさっているのですが、きちんと整理されたもの

が無いのではないかという認識です。

　交通事故が増えていったのはもっと前でしょうが、

1970（昭和45）年をピークにそれからの５年間で交通事故

が半分になったというのは、世界的に見てもすごいこと

です。そこで、当時第一線で活躍なさっていた方にお話

を伺い、どういうことがあったのかというだけではな

く、誰がどんなことを考えてどうやって進んでいったの

だろうか、そのあたりをぜひ勉強させていただこうと思

っています。

　これまで佐藤脩さん、三谷浩さんから、それぞれ警察

と道路管理者というお立場でお話を伺いました。今回、

片倉先生には、研究というフィールドから、そのあたり

がどうだったのかというお話を伺います。われわれはこ

れをまとめまして、インタビュー集と併せてキーワード

を抜き出したものを整理し、何がしかの形を日本語で、

その後できればキーワード集を外国語にしたいと考えて

います。

　今回は、ほかでは言えないようなこともお聞かせいた

だければと思います。どうしてこのような研究をなさろ

うと思ったのか、また研究でなさったことがどのように

実務に反映されていったのかということを、お伺いでき

ればと思っています。

片倉 研究の立場といっても、木戸さんや秋山さんはよ

く知っていると思いますが、私はエンジニアで、たまた

ま大学に行っただけなのです。トラフィックエンジニア

リングというのは、昔の伊吹山さんや塙さんの本にもあ

るように経験工学であって、応用するのが問題です。

　東南アジアの開発の参考になるようにするという趣

旨は非常に良いのですが、実は先ほど見てもらったも

の（IATSS Research 1986 SPECIAL ISSUE）も、日本の交

通事故が急激に減ったのでそれを評価して参考にしても

らおうと、IATSSの10周年記念計画でつくりました。私

は中枢にいなかったので詳細はわかりませんが、日本語

で書いたものはボツになりました。これは私の憶測です

が、IATSSも財団法人で主務官庁などがありますから、

言いにくいところは言えなかったのではないでしょう

か。それで出したのがこの英語版（IATSS Research 1986 

SPECIAL ISSUE）です。これはいろいろな所に配られ

て、海外である程度評価されました。越正毅先生が委員

長でこれをまとめられましたが、各委員の個人的な意見

が強かったことなどもあって、なかなか議論ができなか

ったのが事実だと思います。

　交通安全施策の評価に関しては、角本良平さんが書い

ている「カウンターメジャーについての評価」というも

のもありますし、官庁が整理してはいます。しかし日本

研究の方法 

本研究では，いろいろな交通安全施策全体を，
道路環境，車両および運転者，事故被害者の観点から評価するため，

交通事故総合分析センターの事故統計データから，

・ 昭和45年（交通事故死者数最大）から平成15年までの

１．道路種別別・道路形状別・事故類型別・昼夜別 死亡事故件数，死傷事故件数

２．第１当事者の運転経験別・当事者車種別・事故類型別・昼夜別  死亡事故件数，死傷事故件数

３．第２当事者の年齢層別・当事者車種別・昼夜別  死者数，死傷者数

・昭和45年から平成14年までの「交通統計」

を基礎として，経年変化グラフにより安全施策の影響を分析した．

研究の目的 

交通事故発生状況に関して

どのような交通安全施策が策定，実施され，
それらがどのような成果を挙げたのか？

既存の文献や統計データを基に，
総括的に整理，評価を行う．

今後の交通安全施策のあり方について考察する．

研究の背景 
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のやってきたことが総括されているかというと、私はさ

れてないと思います。なぜなら、自分のやったことは良

いことしか言いません。ですから、「日本の経験が良か

ったからこれをやれ」と言うだけではダメだと私は思い

ます。日本のやったことを反面教師の材料として提供す

るのは非常に良いと思います。確かに事故を半減させ相

当な成果を上げたのは事実です。しかし、われわれの立

場から見て、できていないところもあります。国は公共

的なことを悪くは言えません。佐藤脩さんも「道路交通

取締法から道路交通法になったのが良かった」と言って

いて、確かにそれはそうでしょうが、しかし私たちの感

覚では「取締法」がなおまだ効いているわけです。長い

間そういうイメージがありました。建設省も道路をつく

ること、お金を使うことが目的でした。だから、本当は

どうだったのかということが問題になります。

　1970（昭和45）年より前、第一次交通戦争のときにかな

りの準備はしていました。1970（昭和45）年の第一次交通

計画基本法で予算が付いたので、いろいろなことをやり

始めました。お金の力はすごいのです。けれどもその前

に、かなりのことは準備できていました。それが一気に

動いたのが1970（昭和45）年以降だと思っています。

　交通安全への一番の対策は、歩車分離です。しかしそ

れは本当でしょうか？ 「やれ」とは言っても、そんな

ことができるのか？ というのが問題です。やるべきだ

とは思いますが……。

　それから、都市交通と都市間交通とは違います。そ

れをきちんと認識してやったほうが良いと思います。

皆さんは東南アジアの都市交通を「悪い、悪い」と言

います。確かに信号も少ないし歩行者は勝手に道路を渡

っていて危ないのですが、便利さからいえばどちらが良

いかはわかりません。最近、埼玉大学の久保田尚先生が

“Shared Space”の概念を挙げています。私はプノンペ

ンに行ってそう思ったのですが、確かに事故は起こりま

すが重大事故は起こりません。それに便利です。

　昔は歩行者やら、荷車やら、何もかも一緒に道路を使

っていましたが、問題にはなりませんでした。問題はモ

ラルと教育です。分離していくと、自分を主張するよう

になります。皆さんは分離信号が良いと言いますが、完

全分離は無理です。技術者の立場としては、歩行者と

自転車を分離させたいでしょう。しかし歩行者と自転車

を分離すれば、自転車がスピードを出して事故を起こす

と思います。高速の自動車と歩行者を一緒にするという

のはもともとおかしいので、そのあたりをどうするか、

というのはあります。必ずしも日本のやり方や西洋のや
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57第１章

り方が良いとは限らないのではないかと最近考えていま

す。日本や西洋の高度な技術発展は本当に良いのか、だ

んだん不幸になってきているのではないかと思います。

東南アジアの今のやり方のどこをどう直すかというの

を、偉そうに言うことがあるのかな、という気がしてい

ます。それが初めに言っておきたいことです。

　これ（IATSS Research 1986 SPECIAL ISSUE）は、技術

的な観点と安全施設の問題が主体でした。私が思うに一

番抜けているのは総括で、良いことしか書いていませ

ん。制度設計に関しては、例えば「道路交通取締法から

道路交通法になったので良かった」と書かれており、

制度の問題については誰も文句を言っていません。確か

に少しずつは良くなりましたが、悪い面がたくさん残っ

ています。例えば交通信号は、ハード技術としてはとて

も優秀ですが、赤信号でも矢印が出ていたら行っても良

いとか、右折矢印だと Uターンはできないから違反だ

とか、変な制御をする信号をつくっているのは日本だけ

です。道路交通法も改正と言っていますが、決して改正

ではなく追加修正しかしていません。改正、改正と年中

言っていますが、それなら本当に改正してほしいです。

警察庁科学警察研究所（科警研）もいろいろなことを検討

し、提案されてきましたが、警察庁はうまく利用してき

ませんでした。

　これ（IATSS Research 1986 SPECIAL ISSUE）で私が担

当したのは、３章の「EVALUATION OF MAIN TRAFIC 

SAFETY MEASURES」です。前書きにありますが、

1983（昭和58）年に道路経済研究所でオピニオンリーダー

といわれる人たちにアンケートを出して、評価してもら

いました。結果の分析は、東京大学の生産技術研究所で

行いました。こんなに交通事故を減らしたのは、何が効

いたのかという評価が主体です。次のページに点数と順

位があります。６つのカテゴリーに分けると、安全施設

をつくったのが一番効いたというのが全員の一致すると

ころです。これは東南アジアも同じだと思います。交通

規制が２位。６つに分けて点数を付けていくと、安全施

設を整備していったのが大きかったというのが、衆目の

一致するところですが、これは主観的評価です。角本さ

んも書いていましたが、安全施設をまとめて定量的に評

価するのは難しいのです。結局は主観的評価にならざる

を得ない。ここでも主観的意見をアンケートとして取り

ました。しかしほとんど意見は一致しました。これはこ

の当時のことで、今はまた違うと思います。角本さんの

論文を見ると、古い時代は救急医療が遅れているという

ことです。今はだいぶ進みました。今日はそのあたりの
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こともお話ししたいと思います。それから、将来何が欲

しいかというのもこのアンケートでは聞いています。安

全施設もそうですが、人間への対策が重要ではないか、

ということではなかったかと記憶しています。私もそう

思います。自動車の車両安全はずいぶん進みました。い

まや免許制度も含めて、教育が大切なのではないかと私

は思います。

　この後、道路経済研究所で、これも越先生の提案です

が、歴史的評価をし直したのが、これから示すもので

す。越先生はやはりエンジニアですし、技術的、定量的

にきちんと評価したいというのが大きくあったのです

が、この本（IATSS Research 1986 SPECIAL ISSUE）の２

章のように、経済的にとか、社会的にとか、違うアプロ

ーチがあるのではないかと私は思いました。安全施設の

評価をするのはまだ技術的にやりやすいのですが、それ

でも個別の安全施設の評価はできません。なぜかという

と、安全対策は単体でやるわけではないので、実験がで

きません。交差点の安全対策は、あれもこれもやるので

どれが効いたかわかりません。どれがどのぐらい、とい

うデータが無いのです。そういったことで、社会的、経

済的に評価するチャンスがありませんでした。

道路交通安全施策の歴史的評価及び 

今後のあり方に関する研究

片倉 自動車事故というのは、基本的には走行台 kmに

比例します。ほかにも踏切の事故などいろいろあります

が……。研究のやり方とはいっても、膨大な資料から引

っ張り出すのは大変で、苦労しました。越先生は割合簡

単に、「計算機に入れればできるだろう」と考えていた

ので参ったのですが……。要するに、いろんなデータか

らグラフをつくって考えました。

研究結果概要 ▶

　1970（昭和45）年がピークで、ここからいろいろなこと

をやっていったのですが、それ以前のことは参照してい

ません。しかしなぜ予算がついたかを分析すると、昭和

30～40年代にダンプカーやトラックが増えて事故が増え

ました。だから今の東南アジアもそうですが、事故を減

らす前の雰囲気をつくったといいますか、その辺を研究

されると良いのではないかと思います。1970（昭和45）年

から急激に事故が減ったのですが、これは施設整備が大

きかった。ここでは車両単独と人対車両の減少が非常に

大きくて、この後も減っていきました。最初は安全施策

が非常に効果的でしたが、ここ十数年は効果がありませ
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ん。最近はまた減ってきていますが……。

道路交通事故発生状況の推移 -１ ▶

　以前は道路種別別にやっていなかったのですが、分類

できるところでやってみました。上級道路と下級道路と

分けてやると何かがわかるのではないかとやってみたと

ころ、多少結果が出てきました。市町村道での事故が比

較的多くなっています。

道路交通事故発生状況の推移 -２ ▶

　道路形状別では単路部で死亡事故が減っています。東

南アジアではまだ単路部が増えているのではないです

か。全体的には交差点での死亡事故の構成率が増えてい

ます。

道路交通事故発生状況の推移 -３ ▶

　交差点が問題で、追突や出合い頭の事故が増えていま

す。死亡事故では人対車両と車両単独が減っています。

しかし出合い頭は減りません。人間の事故が多かったと

いうのが、減る影響となっています。

道路交通安全施設整備の推移 -１ ▶

　安全施設が急激に増えています。とくに実線標示（ロ

ード・マーキング）が非常に効果があったのではないか

というのがわれわれの考えです。しかしそれを実証す

ることはできません。実線標示でどこがどう減ったか

とか、道路種別別にどれだけかということがわかりませ

ん。データであるのは合計だけなので、なかなかわかり

ません。いつどこでやったかとか、消えたかというのは

わかりません。ただし、われわれもどこかで実験しまし

た。甲州街道で路面標示が消えているときとちゃんとあ

るときに、どのぐらい流れ方が違うかとか、走りやすく

なったかとかを調べたことがあります。

道路交通安全施設整備の推移 -２ ▶

　伸び率で見るとわかりやすいのですが、最初の10年で

急激に伸びています。1983（昭和58）以降は伸び率が減っ

てきました。

昭和45年以降の主要な安全施策 ▶

　これは参考に。しかしこれ以前のことをきちんとまと

めたほうが良いと思います。これで見ると、1970（昭和

45）年以降は大したことをしていません。1970（昭和45）

年に第一次交通安全基本計画をつくるにあたって、それ

以前にいろんなことをやっています。たいていのことは

1970（昭和45）年までに出来上がっているのです。

　1971（昭和46）年に高速道路でのヘルメット着用義務

化。1972（昭和47）年に自転車の歩道通行可、これが問題

なのですが……。1975（昭和50）年に大型自動二輪車運転

免許試験強化。1978（昭和53）年に自転車横断帯の標識・

道路交通環境に関する安全施策-３  
       道路照明 
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標示。1979（昭和54）年に日本坂トンネル火災死亡事故、

これで車両保安基準が改正されました。車両に対して

は、ほかにもいろんなことがあったと思います。

　とくに平成になってからは大したものは無いです。

1989（平成元）年には車両保安基準の見直し勧告がありま

すが、この辺では事故が増えたものですから。1991（平

成３）年には救急救命士制度が開始され、ここから救急

が進んでいきます。2002（平成14）年の危険運転致死傷

罪、これはかなり影響がありました。

交通安全状況の時代区分 ▶

　1970（昭和45）～1980（昭和55）年に、総合的にいろい

ろやったので事故がどんどん減っていきました。1980

（昭和55）年になると、レベルが水平になり行き詰まって

しまいました。1985（昭和60）年ごろからはバブル景気で

自動車の走行台 kmが増えたので、死亡事故が増えまし

た。バブルが崩壊して走行台 kmが減ったので死亡事故

は何とかなりましたが、安全対策そのものはお金が無い

ので遅れました。その後「第二次交通戦争」といわれる

時代になり、新聞などでも「交通事故を減らせ」と書か

れるものですから、減らすようにやってきました。主に

死亡事故に対してばかり一生懸命やっているのが平成の

このころです。

道路交通環境に関する安全施策 -１　交通信号整備 ▶

　信号機の整備については、一番効果があったと見て

います。信号機数の伸びが緑色です。全道路の死亡事

故と交差点の死亡事故がだいたい同じパターンをして

います。ここから、ほとんどは交差点の問題だというこ

とがわかります。だからいろんな所で交差点改良を行っ

ているのですが、事故の多い所、交通量の多い所に信

号機をつけるので、減るのは当たり前だという議論もあ

ります。しかし信号機当たりの事故は非常に減っていま

す。信号機の無い交差点では死亡事故が伸びていますか

ら、これは信号機の影響が大きいのではないかというの

が私の結論です。死亡事故には信号機は確かに効果があ

りました。このグラフの結論にあるように、無信号交差

点に比べて信号交差点の事故発生レベルの低下が大きい

です。事故類型別に見ると信号交差点で出合い頭事故が

減るはずで、これはいろいろな本に書かれています。分

析すると、信号は出合い頭の事故をなくします。理論的

にはゼロにならないといけないのですが、そうはいかな

い。それに構成率からは減っていません。無信号交差

点で出合い頭は増えていますが、ほかは減っています。

信号機をつけると出合い頭は減りますが、追突は増えま

す。それから、人対車両も減ります。
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61第１章

　死亡事故の割合も、信号交差点では結構大きい。だか

ら、信号交差点での出合い頭の事故は死亡事故件数の割

合が高くなります。それはそのとおりで、信号無視でぶ

つかったら、かなりのことになります。要するに人間の

問題で、信号機をつけたから事故が無くなるというのは

理想論で、無くなるわけではないということが言いたい

のです。

道路交通環境に関する安全施策 -２　歩道整備 ▶

　歩道整備もデータが無くて、５年ごとになっていま

す。一般国道の歩道は伸びています。市町村道は伸び率

が少ないです。人と車両の事故をクリアに出すために、

「対背面通行中事故」つまり人の後ろから当たる事故を

見てみました。そうすると、1980（昭和55）年までは全体

で減り、それ以降は上級道路では減っていますが、市町

村道では増加傾向にあります。というのは、市町村道で

は歩道の整備が少ないですから。それが道路別に見てみ

るとよくわかります。

道路交通環境に関する安全施策 -３　道路照明 ▶

　次に照明です。実はこれはよくわかりません。走りや

すくはなりました。サービスレベルは良くなりました

が、安全対策として効果があったかというと、古いデー

タでも、正確には効果が出ていません。ほかの文献で見

ても、照明の効果があったというのは、なかなか定量的

に表されていません。予算がついたためどんどん取り付

けてサービスは上がりましたが、事故に対する照明の効

果というのは不明です。これは昼夜別にデータを取って

います。市町村道では昼に事故が多いというのは、夜あ

まり自動車が走っていないということです。

道路交通環境に関する安全施策 -４　防護柵 ▶

　防護柵が増えて事故は減っていますが、上級道路でよ

り減っています。ということは、それだけ防護柵が上級

道路で進められているのではないかということです。

車両に関する安全施策 -１　大型貨物車 ▶

　大型貨物車の、とくに左折事故です。これは1977（昭

和52）年に左折巻き込み事故がニュースになって、問題

になりました。大型車の左折巻き込み事故がほかの車両

に対してどのぐらいの割合があったのかを示したのがこ

のグラフです。1979（昭和54）年に大型貨物車の車両構造

基準を強化してから、かなり減りました。これ以前よ

り、この後のほうがいろんな車両の安全整備が進んだと

思います。ただ、普及したかどうかが問題ですが……。

　今の ITSだとか UTMSだとかは、本当にできるのか

というのも含めて、そんなことはやらなくても良いので

はないかという気もします。道路産業が儲かりますの
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で、ITSにお金を使うのも良いのですが、考える必要が

あります。

車両に関する安全施策 -２　自転車 ▶

　自転車は保有台数が本当に増えています。その割には

事故が増えていません。1972（昭和47）年に自転車が歩道

通行可となり、それ以降死傷者数は増えていますが死者

数は減っています。保有台数の伸びから見ると、自転車

は安全になったと言えます。それから、自転車乗車中の

致死率も減っています。自動二輪車も、一時は暴走族が

増えて問題になりましたが、最近は乗車中の致死率が減

ってきています。歩行中も減っています。これは、平成

からかなり整備が進みました。

車両に関する安全施策 -３　衝突安全対策 ▶

　シートベルトは1986（昭和61）年に着用を義務化したら

乗車中の致死率が下がりました。だいぶ前からシートベ

ルトはありましたが、みんな装着しませんでした。でも

義務化して装着するようになったら、確かに減りまし

た。それからヘルメット。自動二輪車乗車中の減少傾向

が大きいです。ヘルメットの義務化によって頭部損傷が

減ったので、これも非常に効果がありました。

人間に対する安全施策 -１　安全キャンペーン ▶

　交通安全運動をやると守るのでとても良い、という話

です。だからといって、外国でもそうなるかというと、

わかりませんが。確かに交通安全運動を実施している期

間は事故が減ります。

人間に対する安全施策 ▶ -２　交通安全教育

　これはとても面白くて、６歳以下はとてもまじめなの

で死者数が減りました。ところが高齢者が減らなかった

もので、第四次交通安全基本計画で初めて高齢者に対す

る安全教育が推奨されました。歩行中と自転車乗車中の

年齢層別百万人当たりの死者数を見ると、６歳以下と高

齢者は減っていますが、青少年は減りません。

 人間に対する安全施策 ▶ -２　運行管理者・安全運転

管理者制度

　それから、安全運転管理者制度というのができまし

た。これも効果がありました。しかし営業用乗用車の事

故率は増えています。管理者がいないタクシー会社が増

えたのかもしれませんが、分析できていません。営業用

バスや貨物など、大きな所は安全運転管理者制度をつく

ったので、かなり減っていることは確かです。

人間に対する安全施策 -３　救命救急士制度 ▶

　救命救急士制度ができて、救命救急士が増えた1996

（平成８）年ごろから致死率が減っています。最近はもっ

と減っているかもしれません。

まとめ ▶

　最初の10年間は交通事故が非常に減りました。信号整

備の効果があったことは確かです。しかし近年は、出合

い頭の事故の比率が増えて、重大事故につながっていま

す。

　歩道整備はできる所にやっているのであって、できな

い所に流行りません。国道では必要の無い所にまで歩道

が整備されている部分があります。歩道を整備するな

ら、自転車道をつくったほうが良いのではないかと思う

場所がいくらでもあります。全然要らない所につくって

いるのが、日本のおかしいところです。全体的には、歩

道整備すると確かに良くなるのですが、どこでやるかが
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問題です。

　大型貨物車に対する施策は、確かに効果がありまし

た。最近のスピードリミッターについては、今調査中で

す。これもある程度は効いていると思います。シートベ

ルトとヘルメットも確かによく効きました。一番問題な

のは、人間を対象とした施策です。ここには出していま

せんが、初心者運転者期間制度も多少は効果があったの

ではないでしょうか。

今後の課題 ▶

　日本のやってきたことは、1970（昭和45）年までに制度

を整備し、1970（昭和45）年以降、それに基づいてジャン

ジャンやって、10年間でかなり事故を減らしました。そ

の後は経済状況の変動などがありましたが、それなりに

効果があったといえます。あとは人間に対する施策です

ね。運転免許ももう少し厳しくしたほうが良いのではな

いかという気がします。

人間に対する安全施策 -１　安全キャンペーン（補足） ▶

　キャンペーンも効果はあります。しかしこういうもの

は、データがチョコチョコとしか無いので分析ができま

せん。

片倉 さらにオフレコの話ですが、警察庁のレポートは

良いことしか書いていません。昔の警察庁の偉い人は非

常によくやったので、だからこそ自信を持って言えるの

です。『道路交通政策史概観』という立派な分厚い本が

ありますが、あれを見ると良いことしか書いていませ

ん。しかし「これが良いからお前の所もこれをやれ」と

威張れるものでもないという気がします。先ほど述べた

信号の問題などがその例です。

　運転免許制度は非常に進んで、指定教習所などいろい

ろなことをしましたが、交通安全協会は先日、仕分けの

対象にされていました。

　警察は司法と行政と両方あります。法律、制度をつく

るのは公安委員会、取り締まりは警察。建前は一応分け

ていますが、計画するのは公安委員会で実施するのはお

巡りさん。今は良くなりましたが、以前は駐車場の管理

などで食い違いが生じていました。駐車してはいけない

所に駐車させてしまったり、駐車しても良い所を駐車禁

止にしたり……。最近はだいぶ、制度で良くなりました

が、法律上の難しい問題があって、今でもいろいろと問

題があります。事故統計も良くなって、できてはいます

が、追加、追加で増えてしまって使い勝手が悪い。建前

上は誰でも統計の活用ができるのですが、お金がかかっ

てできません。

　この本（IATSS Research 1986 SPECIAL ISSUE）の２章

の Section２は読んでもらったほうが良いです。これは

まとまっているのではないかと思います。

　建設省も要らない所にもお金をかけています。例えば

第二東名は過大な計画となっている一方で、外環のよう

に過小需要予測となっているところがあります。たくさ

んできる所は増やし、できない所は減らしたりしてい

て、いい加減です。

　あと、縦割りの弊害はいろいろなところにあります。

東南アジアも縦割りの弊害がずいぶんありますし、取り

締まりの問題もあります。どうしても取り締まりは警察

に頼らないといけません。そのときにどうするかが問題
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です。

福田 常々思っているのですが、海外で交通安全の学会

に出ると、ほかの国では大学で交通安全について研究し

ている所がたくさんあります。それに比べて日本にはほ

とんどありません。

片倉 大変な割には、成果が出てこないのです。コンピ

ューターをいじってデータを取っても、何も出てこない

こともあります。

福田 日本では、機械工学も含めて交通安全について研

究している人がほとんどいません。問題はデータです

か？

片倉 ひとつはデータ。定量的に評価できない。科学的

に扱えないのです。交通工学自体もそうで、交通計画の

ほうは論文を書けます。経済予測と同じで、予測は当た

りません。

秋山 福田先生がおっしゃっているのは、アジアも含め

てですか？

福田 アメリカやヨーロッパは、当然多いです。最近は

アフリカでもアジアでも、交通安全を専門にしている先

生が多くいます。

片倉 最近は多いのですが、見ていると少し違います。

やはり論文になる研究しかしていません。統計を処理し

て云々という研究が多いようです。日本で研究されて

いないのは、データのアクセスが悪くて苦労するからで

す。外国はもう少しアクセスが良いですから。

福田 そうすると、越先生などは仕方なくやっていたの

でしょうか？

片倉 越先生は技術的な観点で研究していました。ペー

パーワークよりもむしろ何か役に立つことをやろうとい

うことでした。交通事故の予測も手伝いましたが、当時

は、私は嫌だなと思いながら手伝っていました。角本さ

んの論文を読んでみたら、あと10年後には何人ぐらいに

なる、というのがあって当たっていました。増えるとい

うのと、半分に減るというのがあって、実際は16,000人

が8,000人ぐらいになりました。あんなものは、エイヤ

でやっていましたよ。結局は台 kmに比例するというこ

とです。遭遇率の問題ですから。

　先ほどは触れませんでしたが、車両相互事故は車の走

行台 kmの二乗に比例する格好になります。そこのとこ

ろをもう少し、地域別などいろいろな角度から分析でき

ないかとやってみたのですが、なかなかうまくいきませ

んでした。

木戸 先生は規格構造と事故について研究なさっていた

と思いますが、研究者でもあり技術者としての良心でな

さっていたのですか。

片倉 あれは、私がというより村上さんなどが首都高の

データでもって道路線形と安全等の問題を分析したいと

いうことで実施しました。今は常識ですが、下りで急カ

ーブは事故につながります。要するに視距と速度の問題

です。線形の関係も設計においてはあまり利用されてい

ません。道路構造令も手伝ったのですが、出してもみん

な特例でやってしまいます。中央道でも時速80km規制

にしていますが、あの線形では時速100kmでもいいの

です。しかし時速80km規制にしなければならない所も

つくられてあります。そうすると、最低限の所に沿って

決めるので、全部時速80kmということになります。け

れども本当はそうではありません。計画するときはその

論理でも、規制はまた別の話です。ここまでの区間は時

速何 kmで走っても良い、としなければいけないと思い

ます。

　プライマ・ファーシー（prima facie《法律》〈ラテン

語〉事実などが証拠を必要としないほど明らか）という

考え方で、要するに安全だったら捕まえなくても良いの

です。アメリカなんて、裁判で「これは安全だった」と

いうことを裁判官が認定すれば、スピード違反で捕まっ

ても罰金を取られないことがあるようです。

　取り締まりのための取り締まり、規制のための規制で

はダメです。しかし現実は違います。白バイがトラック

の陰に隠れて走っていて、急に出てきて捕まえるのを見

たことがあります。最近は違うと思いますが……。

　道路技術者そのものがそうで、道路構造令に合ってい

れば良い、という考え方です。設計区間でそういうふう

に決められているから、と。しかし良いものが良いとは

限らないのです。良い所に急に悪いものが出てくるの

で、そこで事故が起きます。事故多発地帯はだいたいそ

うで、それまでが良い線形だったのが急に悪くなるので

すが、法律上は全然間違ってないのです。

木戸 とくに約束事は無いのですが、首都高ができた当

時、出口をどこの交差点をつけるかが、結構問題になり

ました。そういうこともなさっていたのですか？ 変な

くっつけ方をしてはいけないというのは、とくに道路構

造令にはありません。そういうノウハウがそこで止まっ

てしまって、もしどこかで同じようにやろうと思っても

知っている人が少ないのです。

片倉 昔の技術者はいろいろ知っていました。今は、何

のためにどうなっているかということを考えないでやっ

ているので、道路設計で悪いものがたくさんあります。

安易にトンネルをつくったり長大橋梁をつくったりもし

ますが、どちらが良いかきちんと計算しない。遅い車の

ために登坂車線をつくって道路を広げたほうが安いかも

しれません。乗用車としては問題ないのですから。遅い

車のためなら、長大橋梁や長大トンネルをつくったりし

ないで、地形に合わせて道路をつくれば良いわけです。

そんな比較設計なんてしませんから。「ここは設計速度
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80kmだから、このぐらいの線形でこれぐらいでつくら

ないといけない」とやっています。それで、できてから

「これで良いですか？」「これ、どうしましょう？」とな

るのです。

　交通運用上では、できてしまった道路を後で尻ぬぐい

させられています。例えば、仙台バイパスでは斜め交差

点がたくさんできてしまいました。もう少し考え方があ

ったのではないか、と思ったりもします。東京の郊外で

も、現道があるのにそんなことはお構いなしでつくって

しまったりします。新宿副都心も良い設計と威張って

いますが、私から見たらひどい設計です。なぜ立体交差

なのか、不便で仕方がない。歩行者にも自動車にも不便

で、格好いいだけ。あれは完全にアクセスロードなの

に、立体交差の必要があるのでしょうか。景観上は良い

のですが。駐車場も入り口と出口が違うので、自分がど

こに出てきたかわかりません。ああいうアクセスロード

は平面交差じゃないといけません。先ほども言いました

が、分離が必要なときは絶対分離。混合したほうが良い

場合も、スピードの違うものを混合させない。そういう

意味で、日本や西洋がやってきたことを総括する必要が

あります。

秋山 それでも、事故は減りました。そうすると、東南

アジアの人たちは、なぜ減ったのか？ と聞きます。片

倉先生はご不満でしょうが、当時の人たちが汗を流して

やったことがあったのではないでしょうか。

片倉 確かにありました。ただ、日本と同じことを押し

付けるのではなく、悪かったところを直して出せば良い

のです。

秋山 片倉先生から見て、これだけは誇りを持って胸を

張って成果として出せる、というものは無いのでしょう

か。

片倉 例えば最初に言った、安全施設、とくにマーキン

グなどは出せると思います。ただ、マーキングのやり方

も、日本のやり方よりケチをしても良いのかな、とは思

いますが。

秋山 マーキングのときは私もその最中におりました。

われわれの若いころは自分たちでやらなくてはいけなか

ったので、いろいろと考えました。今のお話を聞いてつ

くづく思うのは、そのときの熱い思いがそのまま継続し

なかったということです。いつの間にかマニアックにな

ってしまって、「本を見ればいいや」とか、そういう世

界に陥ってしまいました。私が警視庁に入ったのは1966

（昭和41）年ですが、その前から数は少なくても一生懸命

考えている人はいました。「マーキングと言われてもわ

からない、材質だってわからない」というところから始

まり、世の中に普及しようと思ってやっていったわけで

す。引き方だってこれで良いのか……、とやっていた最

中に私は入ったのだと思います。

片倉 だから、その経験が良いのです。自分で考えてや

れば良いのですよ。「こうやりなさい」ではなく。

秋山 IATSSの目標である、「日本はこういうことをや

ったんですよ」ということを言おうとすると何を言うべ

きでしょうか？

片倉 だから、そういう話をしたほうが良いのです。自

分たちで考えてやったということを。

木戸 1970（昭和45）年からハード面の予算をつけて事

故を減らしていきましたが、その前が大切だというこ

とは、今まで誰もおっしゃっていませんね。そういえ

ば、私もそこは全然調べていませんでした。具体的には

どんなことを1970（昭和45）年以前にやっていたのでしょ

うか。どのような下地があったのでしょうか。教育です

か？ 危機感ですか？

片倉 危機感ですね。新聞でも「交通戦争」が取り上げ

ていました。実際に、国道で車を走らせているとダンプ

カーが事故に遭っているのをよく見ましたから。道路も

狭くて屋根すれすれに走っていたりしました。

　ある意味では、免許を取ればそれで OKにしてしまっ

ているところがあります。道路構造令の、法律さえ守れ

ば良いというのと同じ論理です。本来、安全は自分ばか

りでなく他人の都合も考えて努力しなければなりませ

ん。むしろ昔の、あまり法律が決まっていないときのほ

うが、ちゃんとやっていました。小型船舶も、誰も免

許を持っていなくても、航行規則はみんな先輩から教わ

っていました。自動車の免許制度もそう。東南アジアで

も、これは法律化しないといけないよ、というところま

でいっていないのではないでしょうか。今どうなってい

るかということと、民度に合わせないといけないと思い

ます。

秋山 片倉先生は交通安全の研究は嫌で仕方がなかった

とおっしゃいましたが。

片倉 交通安全の分析は、嫌というかくたびれる仕事で

した。

秋山 その中でも興味のあることがあったのでしょう

か。

片倉 幾何構造とか道路設計は面白かったです。

　ついでに信号のことを言いますと、モロッコで日本み

たいにファーサイド（far side）につけたほうが横から見

えて良いだろう、と助言したりしています。日本も今ま

ではそうだったのですが、これからは必ずしもそうでは

ない。ニアサイド（near side）で、見えないほうが良いの

です。自分の真向かいの信号だけ見えれば良いのに、ひ

とつの信号であっちからもこっちからも見えるようにし

ようというのが、お金の無い所の発想です。日本も以前

は信号の存在を目立たせるために背面信号板なんていう
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ものもありましたから。日本はお金ができて、ファーサ

イドにもニアサイドにもゴチャゴチャつくるようになり

ました。ファーサイドだと横から信号を見てパッと走っ

て行ってしまいます。歩行者が信号を横から見えるよう

にしたのは日本の失敗。ニアサイドにして、自分の対面

する信号だけを守るということにしたほうが良いです。

歩行者絶対優先とするならば、横をチラチラ見て行って

しまうとか、歩行者はそれを見ないと行けないとか、そ

ういった話はおかしくて、歩行者は歩行者の信号だけ見

るべきです。信号は、渡りだしたらもう見えないほうが

良い。青になったら、自信を持って渡れば良い。日本

でも、お金が無いときはひとつの信号でいろんなことを

済まそうと思っていたのです。道路管理者はそのあたり

のことを全然わかっていません。標識もそうですが、信

号をどこにつけるかということを、道路管理者が知らな

い。エンジニアがいない。「ここにつけなさい」という

発注元がきちんとわかっていないのが問題です。

　カーブミラーも、メンテナンスしていないから「アサ

ッテ」の方向を見ているものもあります。愛知県警だっ

たと思いますが、マニュアルをつくって、カーブミラー

はどこからどこまで見えるようにする、ということをき

ちんとやっている所もあります。そのあたりは、人を育

てるのが大事です。

福田 越先生は交通事故の研究についてどう思われてい

ましたか？

片倉 最近は、「ITSで何とかなる。何とかしなければ

……」という言い方をしていました。「もうちょっとデ

ータを分析しろ」と何度も言われました。

秋山 1970（昭和45）年より前の統計はかなりラフで、記

録も少ないですから。

片倉 軽自動車の台数がわからないとか、事故データも

逆転しているとか、怪しいのがたくさんあって、あまり

出したくないのです。

　日本は確かによくやったのですが、相手の国の事情

に合わせる方法にしたほうが良いと思います。私は

“Shared Space”にすごく興味があります。ヨーロッパ

でも、中世の都市はそうです。ドイツのローテンブルク

などは、車で入れる時間が決まっています。車はゆっ

くり走れるところがミソで、ゆっくり走れないのは入っ

てきてはいけません。私は完全に規制してしまうのには

反対ですが、都市においてドア・トゥ・ドアはある程度

あきらめなければなりません。全部ではなくても時間帯

によって。けれどもアメリカはそうではありません。ド

ア・トゥ・ドアを理想としています。それを日本も真似

しました。

　武蔵野市や杉並区などは、道路を広げさせないで一方

通行にしたりして、車の通行を規制していますが、住民

はみんな自宅に駐車場があります。車を通さないように

するなら要らないのではないか。あそこだったら、外環

道をつくってその下を全部駐車場にして、付近の住民は

そこに自動車を置いて自転車やシャトルバスを使えば、

こんなに便利なことはありません。

　車両のことで言えば、衝突防止装置は良いのですが、

何でもかんでもオートマチックにしたら人間は要らなく

なります。ロボットに運転させれば良いのですから。

　運転免許の講習では、時速100kmで100m、時速80km

で80mの車間距離なんてバカなことを教えて、外国に

も輸出しています。中国でも同じマーキングをしていま

す。あんなものはナンセンスで、世界的には２秒ルール

です。前の車との間を２秒開ければ良い。前の車がある

点を通ってから、２秒で通るという教育をすれば良いの

です。時速100kmだったら本当は60mで良い。100m開

けるから間に入ってきてしまうし、交通量も減ります。

　徳岡謙侍さん（交通工学研究会　徳岡基金遺贈者）のと

ころでつくった物差しを、警察学校でたくさん配りまし

た。みんな「これは良い」と言うのですが、使っていま

せん。あれは大変詳しくできていて、滑り摩擦係数が

どれぐらいとか、時速何 kmだとどれぐらいの車間距離

が必要かというのが、すぐにわかる計算器（LV早見表　

Length：制動停止距離　 Velocity：走行速度）でした。

そう考えると、交通安全協会はあんな変な車間距離の考

え方を一生懸命宣伝する必要はないと思うのですが、言

いやすかったのでしょう。覚えやすいですから。

　そんなに精度は良くなくて良いので、前車との距離を

測定できる装置を付けてほしいです。自分の速度がわか

って相手との距離がわかって、２秒以上か２秒以下かが

わかれば良いのです。１秒以下になったらダッシュボー

ドのパネルが赤になり、0.5秒以下になったら音を出し

て警告する。普段はグリーンで……。それぐらいだった

ら安くできそうです。トラックにはスピードリミッター

と安全装置を付けてもらいたいのですが、自動車全部に

付けるのは無理ですから。走っていると、後ろにべった

りくっついてくる人がいます。そうかと思うと渋滞でも

車間が開いている人もいます。停止車両だろうと壁だろ

うと、自分の車と障害物との距離を……。精度はそんな

に必要なくて、気が付けば良いのです。それでもぶつか

る人はぶつかりますが、少なくとも警告するように。ス

イッチは切られないように、かつやさしく知らせる、そ

んなものは安くできそうです。今の自動車のダッシュボ

ードはだいたい緑できれいにできています。それが赤に

変わればすぐにわかりますから。

白石 恐らく、テクノロジーの問題ではなく、それをど

のように使うべきかという運用面の問題です。

片倉 安くしようという概念は、公共事業にはありませ
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ん。いかにお金を使うかとか、利潤を上げようかと考え

ます。

秋山 どうやったら、研究者の思いを現実のものに実現

させられるか、ですね。ある意味、日本は反面教師かも

しれません。なぜデータが出てこないのかとか、そうい

う話がありますね。

片倉 日本ではそうだったから、向こうではうまくやり

なさい、ということです。

秋山 うまくやるといっても、どうやったらうまくやれ

るかわからないわけですから。

片倉 秋山さんが歯ぎしりして悔しい思いをしたことを

教えてあげれば良いのです。「これはもうちょっと任せ

てもらえばうまくやったのに……」ということを。お金

だけではなくて、権限にしても。交渉しに行かなければ

ならなかったりしたことがあると思います。

福田 アジアでもアフリカでも、交通安全について研究

する人が増えましたが、できることだけやる人が増えて

います。先日の三谷さんのインタビューのときも話題に

出ましたが、“Road Safety Auditors”なんていう制度が

できて、役にも立たない証明書を貰って壁に飾って自慢

しますが、現場には出て行かない。何となく、そういう

のが横行してしまって、昔の日本のように現場をよく見

てやるという人が育っていないという気がします。

片倉 日本では、現場の人が一生懸命やりましたよ。

秋山 片倉先生にも教えてもらいながら、横断歩道と停

止線の間の距離をみんなで考えました。「本当に２mで

良いのか」とか。そういう話をどうやって彼らに伝えた

ら良いのかというのが、私の課題です。なぜそういうこ

とに飛びついてくれないのか、といつも思っています。

片倉 国によるのかもしれません。

　やはり都市交通と都市間交通との区別。必ずしも分離

道路である必要はありません。四車線も六車線も要らな

いけど、線形が良くて必要な所に分離帯や路肩をきちん

とつくる。都市交通はそこの住民がスピードを出さない

ようにする。

　どこの国でも、偉い人たちはお金を持っているし特権

階級ですから。日本では警察の人が、それなりに考えて

一生懸命やりました。

福田 秋山さんは、何か問題があったとき上司から「先

生方のところへ行って聞いて来い」と言われたのです

か？

秋山 そうですね。はっきり言って、自分たちは何をや

ったら良いのかわからなかったですから。「越先生に相

談して来い」とか。片倉先生にも、藁にもすがる思いで

相談しに行きました。

片倉 面白かったね、一生懸命やって。

中村 当時、アメリカやドイツの資料を参考にされたの

ですか？

片倉 あまり参考にはしていません。線形についてはド

イツが進んでいましたが、あまりドイツ語は得意ではな

いので。でも、基本的にはドイツの線形。あれは村上さ

んとか岩間さんとかがやっていたので、教えてもらいま

した。

　当時、道路交通管理便覧をつくったのに利用され

ていません。それから AIM（Accident Investigator's 

Manual）なんて翻訳したのに全然使ってくれていません。

中村 今、われわれがアジアに向けている思いと、当時

アメリカが日本に向けた思いと、ずれているのか同じな

のか。その差が今日、わからなくなりました。

秋山 片倉先生までの人たちがすごかったと思うのは、

メインはアメリカだと思いますが、アメリカそのものの

ことは無理だときちんと書いて、やっていたとところで

す。私のわずかな経験ですが、東南アジアでは、日本の

ものを輸入して、国に合わせて変えていこうなんていう

感覚は、残念ながらありません。それをどうしたら良い

のか。ですから、先ほどの片倉先生の話はまったくその

とおりで、日本以上にはっきりとした縦社会ですから、

政府の誰かが「やれ」と言えばやります。それしかな

い。私などが片倉先生の話を「ハイ、わかりました」と

聞いていたようなのとは違いますから。

木戸 例えば幅員が狭くなるときに歩道をどうしようと

いうことがありました。アメリカの教科書を取り寄せて

みると1/3×速度×シフト量（縮小幅）などと書いてあり

ますが、そのまま日本に流用するとものすごく長さを取

るからどうしよう、とか。初めて日比谷に歩行者用信号

をつけたときも、どういう出し方をしたら良いのかわか

らない。ハンドブックを見ると、今と違って渡り切る長

さで点滅を出している。そうすると全然守ってくれなく

て、日本的に直したり……。アメリカのものを参考にし

ながらも、日本に導入するときにはどう変えるべきか、

悩んでいました。

中村 今の東南アジアの40代ぐらいのエンジニアや研究

者が、当時の先生方のように熱く動けば良いのですが。

木戸 われわれはあのころ、20代でした。

片倉 今の東南アジアの研究者は最先端の研究しかしま

せん。だから、トップとつながる実務レベルの役人をど

うやって教育するか。ベトナムでもバングラディシュで

も、必要のないことを一生懸命研究しています。ITSと

か……。びっくりしてしまいます。

白石 先日、1960（昭和35）年ごろの雑誌を見ていたら、

戦後間もなく自動車技術会が立ち上がって海外で見てき

たことを載せていました。

片倉 情報が発達しすぎているので、「自分で工夫し

ろ」というより持ってきたほうが早いのです。「何とか
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しなければいけない」ということを考えないのです。

白石 やはり、東南アジアなら東南アジアの国が自ら人

を送りこんでいかないと、押し付けでやってもうまくい

かないと思います。

福田 一部の先生は気付いて怒っていますが、コンサル

タントは何もできません。CGできれいに絵だけつくっ

ても何にもならない。実際にエンジニアリングをわかっ

ている人が誰もいません。

片倉 上層部の役人なりエンジニアなり、意識を持った

人が、自分たちの所を育てなくてはいけません。見てい

ると、そういう連中はお金になることばかり考えていま

す。日本がどんなことをやってきたか、どういう苦労を

したかを知らせることです。認めてくれないと仕方がな

いのですが。

秋山 先ほど、仙台バイパスの話がありましたが、仙台

バイパスのあの交差点は４～５カ所全部がそういう状態

で、毎回、宮城県の交通事故のワーストを占めていま

す。明らかに、信号機を１基つけてきちんと表示すれば

半分ぐらいは減るだろうと思えるのですが、どう説明し

てみても、警察も道路管理者もわからないみたいです。

片倉 やはり、赤信号で青矢印があるのはおかしいで

す。「止まれ」「行け」どっちだ？ となる。おかしいと

いうことをおかしいと思わない人ばかりです。慣れてし

まいますから。

秋山 そういうことが、日本国内にはまだたくさんあり

ます。

片倉 道路交通法は、抜本的に改正しないと……。追加

ではなく改正してほしい。だからラウンドアバウトもで

きないのです。

　自分で考えるように仕向けるのは難しいです。経験で

だんだん直ってくるのでしょうか。

　スピードを上げるようになったら事故が増えます。私

たちの世代はまだ荷車があった時代で、自転車が欲しく

て仕方がなくて、そのうちバイクに乗りたい、その次に

自動車に乗りたい、と思いました。若者はみんな自動車

に乗りたかった。そういうふうに一斉に自動車に向かう

ときにどうするか。やはり免許制度をしっかりすること

かな、と思います。本当は日本も免許制度をやり直した

ほうが良いと思います。日本では、一度事故を起こして

もすぐ取れますしね。同じ人が何度も事故を起こしてい

ます。ソフトに対するお金のかけ方、例えば免許制度、

保険制度、取り締まり、そのあたりのノウハウ、日本の

経験は良い面も悪い面も伝えてほしいと思います。小型

船舶も、なぜ免許制度になったのかといえば、水上バイ

クで若者が普通の遊泳者にぶつかるからです。漁師がそ

んなことをするわけがない。免許をやってルールを教え

るというのは、それはそれで良いのですが。

福田 東南アジアでは、率でいえば日本の2.5～３倍も

交通事故で亡くなっているので、交通安全について「重

要だ」とは言っていますが、誰がやるのか……。みんな

騒いで政策を議論しますが、実際に担う人がいません。

片倉 外国から「問題だ。危ないからやれ」と言われて

いるだけなのではないでしょうか。裸で気楽に暮らして

いたのに着物を着ろと言われているようなもの、クーラ

ーなんて無かったのに便利だからと買わされるようなも

ので、自分たちが必要でつくったものではないのです。

　これ（IATSS Research 1986 SPECIAL ISSUE）をよく読

んでみると、越先生の言いたいことがわかります。もう

少し、1970（昭和45）年以前のことを調べる必要がありま

す。社会的な問題、費用対効果とか。実務的というより

社会的機運です。ですから、10年間で急激に下がって中

だるみしたというのも機運。もうマスコミが何も言わな

くなってしまいましたから。その前はダンプカーがどう

のとワイワイ言われていたのですが。

秋山 「第一次交通戦争」なんて、バーンとキャンペー

ンをされたから、真剣になってやったのでしょうね。そ

のうちの何人か、きちんとやろうとした人がいたのでし

ょう。

白石 1970（昭和45）年は、ちょうど大阪万博の年です

ね。日本の戦後の姿が固まってきたときでししたから、

いろんな政策がありましたよね。

秋山 事故は何年か遅れて効果が出てきますから。

白石 オリンピックから万博にかけて、どれだけ日本列

島が改造されたか。

片倉 みんな一生懸命やっていたということです。

福田 皆さん、当時は忙しすぎてあまり記憶が無いとお

聞きしました。やはりそういう感じだったのですか。

秋山 歩道橋についていつもここで話していますが、

1968（昭和43）年ごろは１年間に都内で300橋でした。300

橋をつくるなんて、どうやってそんなお金を持ってきた

のかな、と思います。10橋ぐらいだったのが、いきな

り300橋ですから。今の中国の高速道路みたいなもので

す。道路もそうですが、いきなりそんなお金を、誰が持

ってきたのかも含めて不思議です。

福田 ある程度地道にやっていって、あるときから減り

始めるというのを言わなくてはいけませんね。

白石 ベビーブーマーの人たちが一斉に免許を取りだす

ころですよね。

参考資料

IATSS Research 1986 SPECIAL ISSUE –Review on Road 

Safety in Japan–, International Association of Traffic and 

Safety Sciences, 1986.
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71第１章

時﨑 お配りした年表1は、1947（昭和22）年から1982（昭

和57）年までをまとめたものです。警察庁は、以前は国

家地方警察本部といいました。1947（昭和22）年に警察法

ができ、内務省が解体されて警察が独立しました。その

歴史があるので、年表を1947（昭和22）年からとしていま

す。私は1951（昭和26）年に国家地方警察本部（警察庁）

に入庁しました。1982（昭和57）年で終わっているのは、

私がこの年に警察庁を辞めて民間に移ったためです。

　私が奉職したころはまだ終戦後の混乱が抜けておら

ず、交通どころではないという感じでした。交通課とい

うものはなく、警邏交通課といっていました。しかも警

備部です。交通というのは警備の一部で、人が集まった

り何かが集まったりすると警備をしなければいけませ

ん。車両も少なくて、走っているのは駐留軍のジープと

か、駐留軍の家族の乗用車とか、あとはオート三輪のよ

うな粗末な車でした。まだ木炭車のようなものもありま

したので、交通の体を成していなかったころだと思いま

す。

　私は偶然、警邏交通課に入ってしまいました。たまた

ま警邏交通課の人が辞めて、そこが空いたためです。警

察官としてではなく事務官で、一般職員でした。技術職

員でもありません。技術職員としては、私と同時に入っ

た尼崎さんという方がいました。東工大を出られた後、

戦争中は軍で燃料関係をなさっていました。終戦後に戻

って来られて、自動車会社などを転々とされていまし

た。警察庁科学警察研究所（科警研）に学友がおられま

して、そのころ GHQから「交通という部署があるのに

なぜ技術者がいないのか？ 技術者を入れろ」というサ

ゼスチョンがありましたので、ちょうど良いということ

で入られて、ずいぶん活躍されました。他省庁との関係

ですとか、警察官の教養ですね。技術的な教養というの

が全然できていなかったものですから、そういったこと

で貢献されました。

　当時、交通は専ら「冷や飯食い」でした。係長や主任

の交通の教養をやるにしても、教養課というものがあり

まして、こちらで日程を決めても全然入る余地がありま

せん。刑事とか警備とかが優先で、都合の良い時期や場

所はみんなそちらに取られてしまいます。われわれは梅

雨の時期とか、遠い場所とか、そういう割り当てでした。

　私は専門も何もありませんでしたが、統計をやらされ

ました。そろばんとタイガー計算機と計算尺ぐらいで、

統計をつくることになりました。統計も、交通事故だけ

ではありません。交通には、「交通事故」のほかに「交

通違反」がありますが、「送致」のほか「説諭」という

のもありました。私も子どものときに自転車の二人乗り

をしていると、お巡りさんに捕まって「名前は？ 学校

は？」と聞かれて、手帳に書かれました。それで「今後

はしないように」と言われましたが、そういうのが「説

諭」です。軽い処分、無罪放免のような形です。それら

の報告が県から上がってきたものを、そろばんを使って

集計します。私は警察庁に入って初めてそろばんという

ものを握ったので、四苦八苦しました。

　それから、「免許統計」というものがありました。免

許人口や行政処分です。各県から報告が来るので、それ

を集計します。そのほかにも、災害があると警備部警邏

交通課が担当していましたので、水害や地震があると、

記者クラブから記者が飛んで来て電話を占領してしまい

ます。被害の状況を聞いて、すぐに本社に電話で報告す

るので、電話がみんな占領されてしまって、こちらが使

えない状態でした。

　そのほかにも、駐留軍関係という厄介なものがありま

して、駐留軍の交通事故の統計を取らなくてはならない

のです。駐留軍も結構事故を起こします。その数字を毎

月、GHQに持って行きました。交通の担当部署は憲兵

司令部です。そこに毎月報告しなければならなかったの

です。

　それにまだ厄介なものがありました。自治体警察とい

うのは、例えば横浜市警察とか、警視庁です。しかし自

治体警察もできないような田舎については、国から人を

やって国が面倒を見ます。それが国家地方警察です。多

摩のほうなどは警視庁から外れていまして、そういう所

はみんな国家地方警察ということです。その報告が別々

に来ます。自治体警察と国家地方警察、それらを合わせ

ないといけません。そろばんもろくにできませんから、

非常に厄介でした。私が入ったときには警邏交通課には

６、７人しかいませんでした。警部が２人、技官１人、

あとは警部補と私と、もう一人は通訳の人。GHQから

司令というかサゼスチョンというか、「こうやれ、ああ

やれ」とうるさく言われるのですが、そういう文書が来

ると訳さなければならないので、翻訳できる人がいまし

た。

　当時は一人一党です。法令係、免許係、取締係……。

規制と法令はだいたい一緒でした。ひき逃げ事犯なども

結構ありましたから、そういうのを検挙したりします。

当時は、交通というのは地方のもので「交通は地方に任

せておけ。われわれがやることではない」という風潮で

した。ですから広域交通ではなく、地域交通といいます

か。車も少なかったですし、そんなに長距離を走るよう

な車もあまりなかったのだろうと思います。交通という

のは、そういうふうに割と軽く見られていました。７人

ぐらいしかいなかったので、一人一党。それで「七人の

侍」なんて後年言われたこともありました。そういう状

態がかなり長く続き、交通課になっても人を増やしてく

れませんでした。けれどもその間、警視庁でも組織の改
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正がずいぶんあって、だんだん交通が伸びて人数が増え

ていきました。われわれにはどちらかというと、「交通

は警視庁のものを勉強すれば良い」というような、逆の

発想がありました。だから警視庁の人を呼んでは、いろ

いろと聞きました。それが1951～1953（昭和26～28）年で

す。

　自治体警察は、市町村が費用を出さないといけないの

ですが、これはアメリカの真似です。アメリカは市町村

で警察を持っています。警察は公安といっていました

が、公安というのはアメリカの“Public Safety”（公衆

安全）の訳です。例えば、神奈川県はギャンブルが多か

ったものですから、警察が現金輸送の警備をしていまし

た。しかし1954（昭和29）年ごろには、「自治体警察はや

めよう」ということになりました。給料も、私は月に２

回に分けてもらっていて、私が入ったときは月給が4,900

円でした。すぐに、6,000円ぐらいに上がりましたが。

当時は人事院ができて、どんどん「民間に追いつこう」

という時期です。私が入ったときにも、友達が「こんな

安い給料ではやっていけないから、辞めて民間に行く」

と言って辞めました。それで私はその後釜に座ったわけ

ですが。当時は民間からの誘いも多くて、公務員を引き

抜くというが多かったのです。そういう状態で自治体警

察が潰れまして、国が全部の指揮を執る形になり、それ

から交通も少しずつものが言えるようになりました。会

議でも交通だけの会議をもって方針を立てるようになり

ました。そういうのは1954（昭和29）年以降です。ですか

ら、交通の歴史はまだまだ短いのです。

　そのころ国連の標識もボチボチ出てきまして、GHQ

を通じて加入するかしないか、という問題もありまし

た。しかし、とても標識どころではないという感じでし

たので保留になりました。原動機付自転車が出てきたの

がこのころです。本格的に二輪車タイプになってくる

と、分けて考えなければならないので、一種と二種を分

離しました。このころはまだ運転は許可制で、免許試験

はありませんでした。講習を受ければ乗って良いという

ことでしたので、非常にゆるかったです。

　1956（昭和31）年には自動車損害賠償保障法というのが

できたり、二種免許ができたりして、自動車の数も、自

動車の使い方・種類も増えてきました。このころワトキ

ンス調査団（高速道路調査団）が来まして、日本の道路

はこれから工業が進展する国にしては最悪で、「信じが

たいほど悪い」という評価が新聞に大きく出た記憶があ

ります。私どもの立場では、「交通事故が多いのは道路

が悪いからで、もっと道路を良くすれば交通事故は減る

はずだ」と主張しました。責任回避のような話ですが、

そう言うと当時の建設省は非常に喜んで、「もっと警察

のほうから道路が悪いと言ってくれ。そうすると予算が

つくから」と言っていました。

　1957（昭和32）年ごろ、警視庁に交通情報センターをつ

くりました。都内で渋滞が増えてきたので、渋滞情報を

流したり渋滞統計を取ったりしようということになりま

した。当時の渋滞情報というのは、確か“信号待ち”で

した。「現在、この交差点は信号待ち○回です」という

ことで、今のように何 km並んでいるということではあ

りません。近所に派出所がある所は良いのですが、ない

所では交差点近所にあるタバコ屋の人にときどき見ても

らうよう頼みました。そのころから、地点感応式の信号

機とか、ループコイル式感知器を道路に埋めて情報を取

るとかが、段階的に進行していきました。

　当時、警察庁には保安局というのはありましたが交通

局はありませんでした。保安局というのは今の生活安全

局ですが、その中のひとつが交通課でした。交通は冷遇

といいますか、あまり重要視されていませんでした。部

屋がなかったので、終業後にダンス教室をしたり映画を

したりしていた昔の人事院ビルの大きな講堂をベニヤ板

で仕切って、そこに保安局のひとつの課として交通課を

つくりました。当然冷房も、暖房もありませんでした。

当時、人事院ビルの裏は米キャンプ（ワシントンハイ

ツ）でしたが、そこの優雅な生活と比べて情けない状況

でした。

　1958（昭和33）年ごろから準備はしていた現行の道路

交通法が1960（昭和35）年にやっとできました。前の道

路交通取締法では、目的に円滑がなくて危険防止だけ

でした。ここにきてやっと円滑が入ってきました。これ

は非常に大きな出来事でした。それまでは、取り締まり

とか、何かが起こったらそこで罰するとか、そういうの

が警察の仕事だと思っていたのが、交通を円滑に流す

というのが入ってきました。後に公害なども入りました

が、このときはセンセーショナルで新聞にも書かれまし

た。私も「新聞に載せるから道交法の図解をしろ」と新

聞社から言われ、麹町のクラブで缶詰にされて図解しま

した。その後だんだん交通が高度になり、機械・器具が

出てくるので、そういうものをいくら説明してもわかっ

てもらえません。後年大蔵省主計局に折衝に行った折、

「どういう仕組みになっているのか？ もっとわかりや

すく説明しろ」と言われ、今日行って話したことを明日

も行って話さないといけませんでした。私も考えまし

て、大きな紙に図解して持って行きましたら「非常にわ

かりやすい。これはいい。これからも図解して持って来

い」ということで、「交通というものには図解がいい」

と認識されました。今もやっています。交通の政策、仕

組みなどの図解は多くなりました。それで予算が取りや

すくなりました。

　1959（昭和34）年、科警研に交通部ができました。科警
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研自体ができたのはもっと前、1948（昭和23）年ごろで

す。ようやく交通部ができたので、交通の技術的な研究

をしてもらおうと、警察庁からも「こういう研究をして

ほしい」という要望を出しましたし、交通部の自主的な

研究もありました。警察庁から頼んだものに関しては、

われわれも一緒に実験しました。一番盛んだったのは、

1975（昭和50）年ごろだったと思います。それまで交通は

物理部門に入っていました。交通事故が起こると、証人

として裁判所に呼ばれて「このぐらいのスピードで走る

と、本当にこうなるのか？」と聞かれるので、科警研の

担当者が行って説明して納得してもらいます。そういう

役目ばかりでした。交通部ができてからは、もっと自由

闊達に研究ができるようになりました。

　委託研究も多くて、日本自動車工業会（自工会）とか

自動車会社とか、そういったところから研究依頼があり

ました。私たちも手伝いましたが、警察庁の立場ですの

で主な仕事は予算措置です。お金をもらってくるほう。

また、実験の場ではお弁当を運んだりして、いろいろと

便宜を図ります。外に出ますと、今のように電柱もあま

りない時代ですから、近所の家から電気を借りたり水を

もらったり、そういう便宜を図らないと実験がスムーズ

にいきません。それも仕事のうちです。実験が終わると

手土産を持ってお礼をしに行きました。

　道交法が成立したころから、内閣の閣僚懇談会ができ

たりして、政府の動きが活発になりました。このころか

ら各省庁の担当者が、あまり個々にやらないで、協力・

協調してやろうではないかという雰囲気ができてきまし

た。もっとも、交通事故もうなぎ上りに増えていました

ので、これは政府の方針でもあり、各省庁の推進力にも

なっていました。

　1962（昭和37）年ごろになりますと、警察庁にやっと交

通局ができましたが、交通企画課と交通指導課の二課だ

けでした。私はまだ統計をやっていましたが、部屋がな

いので局長室を仕切って入れられました。規制は交通指

導課が担当していました。交通企画課のほうは法律関係

や免許関係を担当していました。保安局から分かれて交

通局という新しい局ができて、ようやくちょっと胸を張

れるようになりました。このころから駐車場問題が出て

きて、保管場所法もでき、駐車の取り締まりも盛んにな

りました。交通量も増えたので事故も増え、交通警察官

が足りないので１万人増やしたいということになりまし

た。しかし１万人の根拠資料をつくらなければなりませ

ん。まだ信号機がないので、どのぐらい交差点があって

警察官を何人張りつければ良いか調べろと各県に指示し

て、それを集めました。全国でだいたい100万交差点あ

りました。その中で交通整理するのはどれぐらい、と数

字をつくりまして、１万人に都合よく合わせました。

　このころから運輸省、建設省、自治省との人事交流を

しようということになりました。警察庁には、今の防衛

省から来た人もいました。補佐クラスでした。交通指導

課には技術的な重みがあるものですから、補佐と係長の

二人が来ました。

　1964（昭和39）年にはオリンピックが開催されるので、

「今の標識ではみっともない」という意見があり、「国連

からも勧告が来ているし、変えよう」ということになり

ました。そこで、各国日本領事館・大使館に外務省から

文書を流してもらって、世界各国から標識の資料を集め

ました。外国からはしょっちゅう外務省に文書が送られ

てくるので、その中に警察宛の標識一覧表を入れてもら

いました。また、国連の標識も参考にしながら、どうい

うものにしたら良いかを検討しました。「標識は万人が

見るもので、誰でも見てわかるというのが標識の本来の

目的なので、オープンにしよう」と、案ができると各県

の代表者や学識経験者と一緒に会議をしました。中には

労働組合の幹事、とくに運輸関係ですね、そういうとこ

ろから反対されると困るので、一緒に検討会をしまし

た。何が一番有効かを考えましたが、実物をつくるに限

ります。そのころは協力してくれるメーカーもありまし

たので、そういうメーカーに頼んで、実物と同じものを

つくりました。大きさは60cmですが、まだアルミでは

なくて鉄板なので重い。その上に印刷をかけて、会議ご

とに並べてアピールするわけです。それぐらいやらない

とダメですね。日にちが迫っていて、1964（昭和39）年に

はオリンピックが開催されますから、その前年の暮れに

は全部取り換えないといけないので、いろいろな手段を

使いました。各県にも「そのころには準備しろ」と言い

ましたが、「お金がない」などと文句を言ってくるとこ

ろもありました。首都高１号線が1964（昭和39）年に開通

しましたが、開通前に標識の視認検査をするのに新旧の

標識を立てて、アンケートを採りました。まだ供用して

いないのですが、無理やり頼み込んで走らせてもらい、

時速何 kmで走るとどのぐらいから見えたとか、そうい

う実証的なこともして新旧比較をしました。それで何と

か1963（昭和38）年３月には仕上がりまして、標識令の改

正をしました。これが本当に大変な仕事でした。昔は土

曜日が半ドンでしたが、残業して夕方まで仕事を必死に

なってやりました。やはり、ああいった目に見えるもの

には、一生懸命になります。「これが実現したら……」

という生きがいを感じました。

　このときに標識はまるっきり変わりました。あると

き、各県の担当課長以上の人を呼んで、「これに決める

から準備しろ」と言ったのですが、会議が終わった後で

一番前に座っていた大阪の交通課長がツカツカと私ども

のところに寄ってきまして、「君たち若い者がこういう
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ことをやるから、われわれが苦労するんだ。地方のこと

を考えろ」と言われまして、びっくりしました。それだ

け、警察は「金なし」でした。

　これでようやく交通が芽を出したかな、というのが

1964～1965（昭和39～40）年です。オリンピックも無事に

終わりまして、そのころの標識が全国で３万本だったか

30万本だったか、忘れましたがそんなものでした。今は

900万本ですね。標識標示主義になって、増えました。

すごい変わり方だと思います。当時は標識を立てるお金

がありませんでしたから。踏切の×印を、今は鉄道会

社で立てますが、戦後は道路管理者と警察庁との共同

管理でやっていました。それを「どんな所にも立てろ」

と GHQから命令されたのです。司政官は地方にもあち

こち行きますので、命令するわけです。それで市長さん

たちは慌ててやるのですが、「材料がない」と言うので

業者に頼んだら、あるところで柱に社名を書いてきまし

た。「それはけしからん」と取らせましたが。GHQは

「どんなに狭い踏切にも立てろ」と言うのです。アメリ

カでは、鉄道と道路の交差、踏切があまりないので、踏

切が怖いらしいのです。駐留軍の家族が踏切で事故に遭

ったこともあります。そういうことから絶対命令で、幅

員がわずか２～３mの踏切があちこちにあるのですが、

そういう所にも「立てろ」と言うので、地方では大変苦

労したようです。

　このころから、交通事故の分析というのが台頭してき

ました。安全施設の設置前・設置後の調査と統計を盛ん

にやって、データをずいぶん集めました。何をやったら

一番効果があるかとか、どういう設備でやったら良いか

というのを統計から割り出します。警察が信号機を建て

れば良いのか、道路管理者が交差点改良をすれば良いの

か、一時停止の標識だけで間に合うのか、そういうこと

を事細かにやりました。各県からずいぶん資料を集めま

したが、集計するのが大変でした。それで、建設省も一

緒にこういうことをやっていこうではないかということ

で、事故分析官を各県に配置しました。あまり小さい県

にはいませんが、中ぐらいから大きな県には、分析官と

して建設省から技官を出してもらって、２年ぐらい出向

します。その分析官が、事故が起こると現場に飛んで行

って現場を調査して「ここは何をしたら良いか」を計画

して上申する。そういう風潮が定着してきまして、これ

でいこうということになりました。

　1965（昭和40）年には、次年から安全施設整備事業をし

ようではないかということになりました。事故リストを

基準にして、指定した路線に対して補助をしました。こ

れは特定事業といいますが、県で独自にやるのは地方単

独事業です。これらを分けまして、特定事業には国から

補助を出す。その代わり、決めたとおりにやらなければ

ならない。それが1966（昭和41）年からの交通安全施設等

整備事業に乗っかりました。区間を決めて、何県では指

定道路区間がどのぐらいで、どのぐらいの事業が必要。

信号機をどれぐらい、交差点改良をどれぐらい、歩道を

どれぐらいつくるかを計画するという形です。これは非

常に良い方法だったと思います。このころは割と景気が

良かったようで、大蔵省も納得して「お金を出しましょ

う」ということになりました。それまでは地方によって

勝手なことをするとか、お金がないからやらないとかバ

ラバラでしたが、このころから地方のインフラ整備が進

んでいきました。

　警察官の気質のひとつとして、功名心が強いというこ

とがありますので、一生懸命やります。「あなたの担当

したこれは、これだけ効果があった」というのを褒めて

あげると非常に効きます。だから、担当者は地方も含め

てとても一生懸命やっていました。それで、交通専門で

やっていこうという人が府県でも増えて、交通畑という

のができてきました。昔は交通整理がうまいとか、そん

な程度だったのですが、だんだんそういう雰囲気ができ

てきて、今もそれは続いています。

　特定事業は、半分は国の補助、半分は地方の負担でや

ります。しかし地方単独事業のほうは、「お金がない」

と言うので考えまして、「お金がなければ、地方債をや

れ」と県の担当者に入れ知恵して、地方債でお金をつく

っていきました。それと同時に、反則制度ができて「収

納した反則金をどうするか」ということが問題となり

ました。罰金は国庫に納めるのですが、「反則金って何

だ？」ということになりました。警察がやると、「警察

はお金を取るために取り締まりをするのか」と言われる

ので、自治省の管轄にしました。われわれが、県の人口

や自動車台数や事故件数などを調べて、「こういうふう

に分配してくれ」と自治省に言いました。自治省でもプ

ラスアルファの何かがあったのでしょうが、今も財源的

にはそれが効いているのではないかと思います。最初は

使い方がわからないので、間違ったものにも使われまし

た。横断歩道で子どもが渡るときの旗をたくさん買うと

か。２、３年で落ち着いてきて、だんだん定着してきま

すときちんと使えるようになりました。今のところは、

交通は潤沢とはいえないまでも、ある程度は潤っている

のではないでしょうか。反則金を還元して使えるのは良

いことではないかと考えています。交通安全に使うので

すから。

　1967（昭和42）年には交通局にようやく規制課ができ、

規制が独立しました。私は規制課に入りましたが、その

前に標識をやったときに、事務官から技官になりまし

た。こちらは警視庁のように現場がありませんから、い

つも警視庁の人には押し切られました。現場を持ってい
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ると強いです。われわれは机上の空理論ですから迫力が

ない。予算で締め付けるしかないので。交通に財源がで

きたので、規制にもかなりお金をかけられました。この

ころ、規制というのは標識・標示が主体でした。これに

は県本部長や署長の告示が必要なので面倒なのですが、

いろいろなことができるということで進められました。

　1968（昭和43）年には、道路整備五箇年計画もだいぶ進

んできたので、舗装化が進みました。1955（昭和30）年ご

ろまでは地方の道路はひどかったです。「ここは“えく

ぼ道路”といいます」とか言うわけです。凸凹で飛んだ

り跳ねたり。普通車は走れませんから、県本部でも県内

を回るのにジープを使いました。私もジープに乗せられ

て視察に回った覚えがあります。バスの後ろにつくと、

すごい砂塵で目も開けていられない状態。とにかくひど

い状態だったのが、だいぶ解消されました。幅員も広げ

れば良かったのでしょうが、結局幅員は伸びませんでし

た。舗装だけで精いっぱいだったのでしょう。今では幹

線道路で舗装されていない所はないはずです。田舎の山

里の道でも舗装されていますから。舗装が進捗したとい

うのは良いことですが、事故も増えました。

　1968（昭和43）年には都市総合交通規制も出しまして、

一生懸命県に指示をして、会議もずいぶんやりました。

このころ科警研と一緒に、信号表示で黄色信号の後に全

赤表示にする実験もしました。当時は「なぜ全赤なの

か？ 一斉にみんな止めるのはおかしい」と言われまし

た。今は定着して誰も不思議がりませんが、当時は不思

議だったのです。都市総合交通規制というのは、やると

あちこちで「この県がやったのならうちもやる」と言い

出します。西日本は大阪府警を、東日本は警視庁を見な

がらやる傾向がありました。東京と大阪は勢力圏がある

ようで、大阪では青点滅なんていって、黄色になる前に

青で点滅させましたら、ほかが真似していました。「青

点滅は危ないからやめろ」ということで、全赤になりま

したが。西と東の言い分が分かれるようなこともありま

した。

　学童の安全を守るスクールゾーン規制が、都市総合交

通規制のはしりかもしれません。1968（昭和43）年に、飛

騨川で観光バスが転落して死傷者が出ました。交通情報

が悪かったのもありますが、そういう規制も重要じゃな

いかという話がありました。一方、大気汚染がありまし

た。警視庁でも、交差点で警察官が倒れるということが

ありました。当時の国会で、社会党の土井たか子さん

が「誰が一番被害を受けているのですか？ 歩行者です

か？ 車ですか？」と質問したら、警察庁交通局長が

「いいえ、警察官です。警察官が交差点に立っていて、

一番被害を受けています」と答えたら、キョトンとされ

たという笑い話があります。

　警視庁の津田交通部長はなかなか積極的な人で、TU

規制だとかいろいろなことをなさいました。ひとつのブ

ロック地域から車を幹線に追い出してそこの平穏を守ろ

う、という思想でされたのですが、なかなかこれも難し

いことです。規制というのはなかなか難しくて、地元が

納得しないとできません。

　私は1970（昭和45）年に管制官として福岡に出されまし

た。1969（昭和44）年ごろから、交通は管理するものとい

うのが警察庁の主流になり、「管理するためには交通管

制をやろう」ということになりました。1971（昭和46）年

の第一次五箇年計画から交通管制が入ったのですが、福

岡がその前にやりたいと手を上げました。「交通情報セ

ンターをつくるのであれば補助をする」というのがあり

ましたから、東京、愛知、京都、福岡で、交通情報セン

ターと信号の面制御を併せて、交通管制センターにしよ

うということになりました。

　なぜ福岡がそのように頑張ったのか。福岡の知事はも

ともと革新系でした。炭鉱があって炭鉱労働者が騒ぐか

らなのですが、石油が台頭して炭鉱が衰微していき、労

働関係の勢力が弱まってきたところで、保守系の知事が

生まれたのです。ここで何かを見せなければならないと

張り切って、「警察でも何か考えろ」と言われたらしい

のです。それで「交通管制をやります」と請け負ってし

まったわけです。しかし福岡にはそういう人がいないの

で本庁から人を寄越してくれというので、私が指名され

ました。家族のこともあるので単身赴任で行こうと思っ

ていましたが、まだ子どもたちが小学生だったので、一

緒に福岡についてくることになりました。

　管制の仕事というのは、やったことがないので誰もわ

かりません。情報と信号制御とを合わせるのですが、信

号の面制御は NECのコンピューターを使って銀座でや

ったのがうまくいったもので自信をつけていました。当

時は小糸工業や信号器材や京三製作所なんていう、鉄道

の踏切や警報器をやっていた会社が交通に乗り出してき

たわけです。それから、松下、住友、立石などの大きな

電機メーカーが入ってきて研究してくれ、そのおかげで

私も助かりました。

　私は福岡に行ってから、管制を勉強しました。それま

で福岡の知事は革新系でしたから、警察に予算をつけて

もらえず、信号機はみんな機械式のものでした。電子式

のものはまだありませんでしたが、付加装置で信号機を

動かすという方法をメーカーが考えてくれたので、制御

器のそばに付加装置を設置して動かしました。管制セン

ターから信号機を動かすのは電話回線ですから、電話線

を引っ張ってこなくてはならなかったので、電電公社の

支局がある熊本まで行って折衝しました。200本も300本

も１カ所に引いたことがないので本社に聞かないといけ
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ないとか、散々すったもんだして、ようやく250本ぐら

い引いてもらいました。初めてでしたからどうしたら良

いかわからず、実験のようなもので、成功するかしない

かわからず、毎日が針のむしろでした。

　「監視テレビをやれ」と言われたのですが、当時は屋

外にテレビカメラはありませんでした。今でこそたくさ

ん、屋外に監視用のテレビカメラがありますが、あのこ

ろは「屋外にテレビなんて、バカなことができるか」と

いう時代。電電公社では、証券情報を流すのに銀行など

に線を引っ張ったことはあったのですが、それ以外はや

ったことがないので「負担金を出せ」というわけです。

そんな予算はないので困ったと思いましたが、いろいろ

と調べたら「国」という名目が入ったらタダになるので

す。それで、「ここに管制センターというものをつくる

のだが、これは福岡県だけのものではなく、何年か先に

は全国にできてそれらがつながり、最終的には国が支配

する」と、多少誇張も入っていましたが説明し、負担金

を払わなくて済みました。本庁の通信の方にも一緒に電

電公社に行ってもらったりしてお世話になり、何回か東

京と福岡を往復してやっとめどがつきました。お金はす

ごくかかりました。線は電電公社持ちですが、機材はこ

ちら持ちですから。それに、ケーブル50mごとに中継

機がないとダメだというのです。端子ボックスを置くの

ですが、これを壊されては困るというので、ひとつの筐

体の観音開きの片側に電電公社のマーク、もう片側に警

察のマークをつけました。それがはしりで、どこの県で

も監視テレビをつけられるようになりました。自前では

とても引けませんでした。

　1970（昭和45）年には、東京では歩行者天国ができまし

た。これも地元の説得は大変だったと思います。都心部

では綿密に交通規制をして、どこを通っても標識が立っ

ているという状態でした。あのころは標識が増えすぎ

て、「見苦しいので小さくしろ」という意見があり、通

常は60cmですが45cmや30cmの小さい標識ができまし

た。やはり視認性の問題など、いろいろありますからま

た元に戻りましたが。同じ年に大阪が一方通行をやりま

した。

　1971（昭和46）年になって福岡の管制センターを運用す

るための人員を選定しました。できるだけ理数系に明る

い警察官を配備するのに苦労しました。警察には割とい

ろんな学校を出た人がいて、工業学校を出た人もいる

し、中には九大の数学科を出た人もいる。学歴を調べて

配置をだいぶ考えました。その年、次年度の予算を取り

に正月に警察庁詣でをしました。年末に概要の内示があ

るのですが、年が明けるとはっきりします。配分がどう

なるかどこの県でも気になるので、私のほかにも来てい

る人がいました。そうしたら、北九州の管制センターに

予算がついたのです。２、３年後だと考えていたので

すが、県の本部長も張り切っているし、やらざるを得な

い。予算が決まってから、私も北九州に行きました。北

九州も大きい市ですから、北九州市警察部がありその中

に交通部がありました。もっとも、県警本部の支配下に

はありましたが。そこの人がちょうど、本庁出向の方

で私のよく知っている人だったものですから、建物の予

算は出ましたが場所がないと相談しました。福岡の管制

センターも中央署の上階の道場を改造してつくりました

が、重いものを入れるため強度が足りないということ

で、だいぶ苦労しました。北九州のほうでは、戦災で焼

けた被服廠跡が空き地になっていて、そこは国有地だか

ら何とかなるだろうということで、折衝しました。そ

こにつくる段取りはつけましたが、３分の２しか建てら

れませんでした。あとの３分の１は予算がなくてつくれ

なかったのと、機械的にも初年度は間に合うということ

で。しかし今後拡張するときに機械が入らないと困るの

で、一方の壁をコンクリートブロックにして建物を拡張

できるようにしました。

　そのころ本庁では都市総合規制政策が盛んで、「福岡

でも何かやれ」と発破をかけられました。北九州には、

小倉のあたりでうまい具合に格子的な市街路になってい

る所があって、路面電車がある幹線道路が２本走ってい

ます。ところが電車まで一方通行するわけにはいかず、

電車だけ交互通行しながら一方通行にしました。北九州

市は説得しましたが、後でタクシーの運転手から恨まれ

ました。急いだせいで地元説得が不十分でした。規制す

るときは、必ず地元説得をします。主だった人を集めて

趣旨を説明し、納得してもらって規制するのですが、こ

れがあまりじゅうぶんではありませんでした。電車を残

したというのが禍根を残したような感じです。起終点の

電車の発着があって、これが微妙です。自動的に、電車

が通るとバチッと切り替わるようなスイッチをつけてい

るのですが、それが幹線の中にも入るし一方通行の中に

も入るので、西日本鉄道に説得しに行きました。秒単位

の話し合いをしましたが、ふたを開けたらうまくいかな

くて、渋滞してしまいました。あれは私もだいぶ怒られ

ました。そのあたりの詰め方が甘かったな、と思いま

す。北九州市に住んでいないので、あまりよくわからな

いのです。北九州市の担当者からは「警察は規制をする

が、規制なんて一時的なもので、われわれは永久的な街

路形成をしているのだから」と文句を言われました。わ

れわれは「あんたたちがきちんとやらないから、一時し

のぎの規制をやらないといけないんじゃないか」と言い

返したりして、ずいぶん議論をしました。後には仲良く

なりましたが。議論をすると仲良くなります。

　1972（昭和47）年には中央線変移とスクランブル交差点
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を福岡と北九州でやりました。スクランブル交差点は割

と好評でした。これは宣伝も行き届きましたし、地点で

すから警察官の配置がうまくいったのです。警察官が指

導しますから。しかし路線など区間があるものは、その

間に商店街があったり看板やいろいろな障害物があった

りします。

　あのころは超音波とループ式の車両感知器が混在して

いました。北九州は超音波にしたのですが、ポールを立

ててアームを出して感知器をつけて動かしてみても、ど

うもおかしい箇所がある。見てみると、ボックスの中が

腐っていました。近くにベニヤ板の工場があっていろい

ろな薬品を使うので、蒸気の中に気化した薬品が混じっ

て機器に影響を与えていたようです。知らずに、蒸気が

出ているほうに向けてやってしまったのです。慌てて場

所を変えました。また、ポールを立てたときに、「うち

の車が出入りできなくなった」とか、「ここは官民境界

がこうで……」とか言われました。河川敷には構築物を

建ててはいけないのですが、やってしまって後で大目玉

を食いました。そういうことを、綿密にやらないとうま

くいかないと思いました。だけどそのときは、手が足り

なかったりして、どうしても見逃しがあるものです。

　「コミュニティをまもる道路標識」2という文章は、 

日本サイン・デザイン協会から標識のデザインが良いと

いうことで賞をもらった際に、「日本サイン・デザイン

年鑑」に何か書いてくれと言われて書きました。東京都

で「クワイエットゾーン規制」や「ランチタイムプロム

ナード規制」をしたときに、警視庁が独自にいろいろな

標識をつくりまして、各県が真似してやったのが割と好

評だったものですから、それも含めて書いたものです。

福田 戦後すぐの標識というのは、GHQから指導はあ

ったのですか？

時﨑 いいえ、あまりありませんでした。「日本の標識

で良いが、われわれにもわかるようにしろ」とは言われ

ました。日本語の下に英語を入れるようにという指示は

ありました。標識はいろいろと変わりました。標識の様

式は国際的にもいろいろあります。ヨーロッパは陸続き

ですから、絵だけでわかります。アメリカはどういうわ

けか絵はなくて文字だけです。最近、国連標識を意識し

て併用していますが。「絵ではわからない」と言われる

と困るので文字で書いているのでしょう。

福田 路面標示も同じころですか？

時﨑 路面標示はうんと遅れています。路面標示が定着

したのは1960（昭和35）年ごろからです。舗装していない

とできませんから。それまでも、県ではいろいろやって

いました。それもまた、東日本は警視庁がやったものを

真似るし、西日本は大阪府警がやったものを真似るので

す。画期的だったのは、ペイントからメルト式になった

ことです。それで長持ちするようになりました。私が入

ったころはしょっちゅう引いていました。石油缶に入っ

たペイントを、警察官と安全協会の人が協力して引いて

いました。

福田 メルト式に変わったのはいつですか？

時﨑 安全事業が始まった1966（昭和41）年、あのときに

メルト式で単価を決めたので普及しました。「これには

ペイントは含みません。メルト式の算定です」と入れた

ので、ほとんどメルト式になりました。

福田 ああいった仕事をする会社は、どういう人が始め

たのですか？

秋山 例えば警視庁の担当者が退職した後、経験を生か

して新しくできた会社に入ってやり始めたというところ

があります。要するに、非常に現場的なところから出発

しています。その後、標識・標示業協会だとか、基準を

つくるとかいう中で、時﨑さんが苦労されたのです。

時﨑 全国道路標識・標示業協会の設立は私が担当しま

した。

　建設省では、地方にも国費が充当される道路が結構あ

るわけです。ところが警察庁にはなくて、全部県にいき

ます。だから本庁が持っているものはありません。本庁

が設置する、というものが何もないのです。やはりその

辺は苦労します。ヒアリングでも、最初のうちは建設省

と警察庁の蜜月時代でした。建設省にも係官がいて、ヒ

アリングされるほうも、県の道路の担当者と警察とが両

方来て、ヒアリングしました。いつの間にかそれもすた

れましたが。私が本庁に戻ったのは1974（昭和49）年です

が、もうなくなっていました。警察は警察だけ、と固ま

ってしまいました。

福田 オリンピックの前の1963（昭和38）年に標識を付け

替えたということでしたが、その費用はそれぞれの自治

体が負担したのですか？

時﨑 そうです。あれは予算がなくて、完全にやったの

は警視庁ぐらいではないでしょうか。３年間の猶予期間

を置きましたが、そのうちに安全事業も始まりましたの

で、それで何とかできるようになりました。反則金が安

全事業に使えるということになりましたので、大きかっ

たのです。だいぶ助かったのではないでしょうか。

秋山 東京オリンピックがあったので、東京都はお金を

持っていたのです。だから、警視庁はできても、大阪は

できなかったのだと思います。

時﨑 大阪は、大阪万博でやっと花開いたといいます

か、標識も一新したのではないでしょうか。

福田 情報センターがタバコ屋さんから情報を得ていた

のは、いつごろまでですか？

秋山 情報センターが交通管制センターになるまでは、
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基本的にはそうやっていました。ですから、交通管制セ

ンターという名前になったのは、コンピューターで制御

し始めて情報が自動的に数字になったからこそ。それま

でも、警察は無線を持っているので、パトカーや白バイ

から情報を取れないことはなかったのです。

福田 情報センターで集めた情報はどなたがどういうも

のに使われていたのですか？ ラジオなどで流していた

のですか？

秋山 ラジオですね。私が入ったころは渋滞する箇所は

決まっていて、「京葉道路の日発前交差点」などいくつ

かの交差点だけラジオで言っていました。私もこの仕事

を始めたばかりなので興味があって、「日発前交差点っ

てどんな所だろう？」と。そんなにあちこちの情報は取

れなかったんですよね。

福田 今のラジオ放送と同じような感じですか？

秋山 形はできていました。あれは警視庁の中でやって

いて、庁内にラジオのブースがありました。

時﨑 各県がどうだったかは知りませんが、福岡は皮切

りだったものでいろいろな問題が起こりました。日本道

路情報センターと契約をしないといけないのですが、県

の会計は「うちから情報をやるのに、なぜお金を払わな

いといけないのか？」と言うわけです。「そうではなく

て、あれは県警に代わって情報センターが広報してくれ

るのだからお金を払わないといけないんですよ」と。

中村 福岡の管制センターというのは、福岡県全体です

か？

時﨑 いいえ、福岡市内です。

中村 それで、その後北九州市にもできるわけですね。

時﨑 そうです。次年度にまさか北九州の管制センタ

ーに予算がつくとは思っていませんでした。「なぜだろ

う？ 困らせるためかな」と思いました。

関根 標識を一斉に変えた後、実際の交通参加者は混乱

しなかったのですか？ 周知期間が長かったのですか？

時﨑 混乱は聞いておりません。かえって、標識が増え

たということでうまくいったのではないでしょうか。県

のほうでも PRしていますから。しかし、心配は心配で

した。文字では書いていないものですから。一番心配し

たのは右折禁止です。昔は右折禁止は右折矢を消す表現

でネガティブでした。それを矢印で行ける方向を指示す

るようになったので、「あれでわかるかな？」と。今ま

での標識、とくに規制標識には、ああいうポジティブな

ものがなかったので。もうひとつは駐車禁止。あんなも

のでわかるのかな、とわざわざ「駐」という文字を白抜

きで入れたりしました。

秋山 私は1964（昭和39）年に運転免許を取りましたが、

周りを見ても相当早いほうでした。私にしても、車を使

おうと思ったわけではなくて、単に免許を取っただけで

す。ということは、その段階で車を使っているのはプロ

のタクシーの運転手とかトラックの運転手とか。少し前

までのベトナムみたいで、非常に特殊な人たちだったの

で、標識に対しては受け入れられる素地はあったのでは

ないでしょうか。今のように国民総免許時代だったら大

変でしょう。

時﨑 安全協会にいたときには、一般の人たちからいろ

んな質問の電話が来ました。「警察庁にかけたら良いじ

ゃないか」と思いましたが、やはり直接はかけづらいの

でしょう。中には酔っぱらってかけてくる人もいて、

「５角形の変な標識は何だ？ あんなもの前からあった

か？ わからないじゃないか」とか。

　質問では免許関係が面白かったです。外国にホームス

テイか何かで娘さんが行っていて、母親が留守番をして

いるわけですが、「娘の免許が切れるのだが、自分が代

わりに行っても良いだろうか？」と電話がきたので、

「帰ってきてから手続きすれば大丈夫ですから」と答え

ました。

福田 交通安全協会はいつごろできたのですか？

時﨑 あれはアメリカの制度です。“Safety Association” 

ですね。その制度を日本でもやったらどうか、というの

があったのでしょう。交通には民間の協力団体が必要だ

ろう、と全日本交通安全協会は1948（昭和23）年にできま

した。昔の警視庁の真ん中に塔があって、そこに東京交

通安全協会の事務所がありました。東京の交通安全協会

が先にできて、全日本交通安全協会は遅れてできまし

た。

福田 そのあたりは、アメリカの真似ですか？

時﨑 真似というか、アメリカからの指示がありまし

た。

秋山 可変標識だとかいろいろな標識が出てきました

が、そういったものはどのように変遷していったのでし

ょうか。先日ベトナムに行ってきたのですが、バスレー

ンの「字幕式」にとても興味があるようでした。日本で

は何十年も前にやられていたことですが、どなたがどの

ように発想したのでしょうか。

時﨑 可変標識は、県が手動式のものをかなり前からや

っていたようです。例えば夜間の速度と昼間の速度は変

えるべきだといわれておりました。差し込み式、回転式

など、いろいろな変え方があります。専ら、警察官が現

場に行って手動で切り替えていました。交通管制センタ

ーが集約的に標識の切り替えを自動で行う体制ができて

から、本格的に自動化するようになりました。既に欧米

ではそういうものがありました。ドイツのアウトバーン

では大掛かりにやられていました。三角柱を並べてそれ

を回転させると、３種類の表示ができるのです。主にス
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ピードをコントロールするためだったと思います。あと

は、駐車関係の切り替えがありました。日本では実行で

きませんでしたが、ナンバープレートの下一けたが偶数

か奇数かで乗り入れを決めるというのもあります。そう

いった切り替えは、補助板でやっている所と、回転式で

スリットの中に納めてしまう所があります。

　日本では路側に立っている標識は回転式にしまして、

大きいものは字幕を巻き上げる方式にしました。大きい

ものは規制もでき、いろいろなスローガンも表示できま

すから、中央でコントロールするものとして盛んに行わ

れました。ほとんどの県が採用して、字幕の巻き上げを

しています。

秋山 ということは、管制センターができたたからこ

そ、自動化してできるようになったということですか？

時﨑 そういうことです。見ながら変更できるとか、ボ

タンでできるとか、一括して管理できるというのがミソ

でした。一時はたくさんつくりましたが、機械ですから

外部に設置しますと故障が起きますし、紫外線で色が変

わります。そういうことでなかなか管理しづらいので

す。また、運転者は学習しますから、一度見れば慣れて

しまって、普通の標識で対応できるのではないかという

考え方もありました。そういうことで、管理の観点から

一時よりは下火になりました。字幕式は今もやっており

ますが、路側式の小型のものは、今はほとんどありませ

ん。私どもも一生懸命仕様書をつくりしました。電源は

太陽電池です。鳥が留まらないように針を立てたりしま

した。

秋山 標識には色の指定がありますね。私が日本交通管

理技術協会に入ったときに、標識・標示業協会の人が私

のところに来て、「新しい標識を提案したのだが、仕様

が合わないために採用されない」と言っていました。光

を集める粒子を持った標識で、蓄光するので吹雪の中や

薄暗い所でも見えやすい標識でしたが、色度が合わない

のでダメだということでした。しかし、字幕式の可変標

識は果たして色度が合っていたのかな？ と思います。

当時は標識の仕様がきちんと決まっていたのでしょう

か？

時﨑 あまりシビアではなかったと思います。内照式

と、外部から光を当てる反射式と、２つありました。色

については「青は青に見えれば良いではないか」という

ことでした。

秋山 私も、時﨑さんなどからそう教えていただいてい

たのでそう思っていたにもかかわらず、とても厳しい指

示があったものですから、ぜひ今日お聞きしたかったの

です。結局その新しい標識は宙に浮いたままです。それ

を使えば、内照式にしなくても蓄光できて具合が良いの

ですが。当時、時﨑さんが交通規制課でチェックされて

いたときは、そんなに厳しくなかったのではないかと思

います。

時﨑 反射式は工場生産ですから、厳密に色の管理をし

ました。しかし大型のものは手づくりで統一することが

困難でしたから、目をつぶっていたところもあります。

反射式に関しては、非常に厳密に色などを規定し、ライ

トで反射したときの色と、自然光で反射したときの色を

決めました。工場生産ですと、そこで決めればそのとお

りにやれますから。

白石 それは、偽物を防ぐという意味もあったのです

か？

時﨑 それもありました。輝度と色度、両面からがっち

り決めました。私がいたときに、耐用期間も決めようと

思っていました。使っていると色があせたりしてきます

から、どの程度輝度が落ちたら取り換えるというのも決

めたかったのですが、そこまでできないうちに辞めてし

まいました。だいぶ見えにくくなっている標識も立って

います。取り締まりをするわけですから、「標識が見え

たか、見えなかったか」「何の標識だったか」というこ

とで、罰則にかかわってきます。それによって運転者に

不利益がかかることになりますから、そうならないよう

に決めたかったのです。字幕式のものがあっても、添加

式・路側式の標識はつけます。いつ故障するかわからな

いので、字幕式は担保になっていません。色が違うなど

と文句を言う人もいますから。

秋山 「出ていなかったじゃないか」とか「見えなかっ

た」と言う人のために、もともとの標識はきちんとある

のですね。

時﨑 そうです。財源的にも、交通反則金を特別交付金

にして交通安全施設に充てるというのを、私たちがいる

ときに固めました。今はそれが崩れているようですが。

反則金はいったん自治省に移して、あるガイドラインに

基づいて配分しました。

福田 そもそも日本の標識は、どこの国を真似したので

しょうか？

時﨑 1963（昭和38）年に標識令の大改正がありました。

準備期間が１年しかなかったものですから目が回りまし

たが、各国の例や歴史を調べました。標識というのは歴

史が古く、自動車がない時代からあったという話です。

日本は日本なりに、神社に「下馬」というのがあります

が、あれも標識です。そういうのがひとつの歴史になる

のではないかと思います。それから発展して、何らかの

方法で見せれば言うことは聞くだろうから規制しようと

いう考え方です。

　私の調べたところ、アメリカが早かったようです。

「Keep Right」がまず標識として出ました。アメリカは

文字式です。多民族国家ですから、絵だといろいろな見
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方ができてしまうようです。絵は万国共通かと思いまし

たが、そうもいかないようです。例えば病院の印（警戒

標識）は赤十字ですが、中東では十字架が宗教的に敵の

印になりますから、病院の印は三日月です。文字で書い

ていればはっきりしますから、「書いているのになぜ守

らないのか」と言うことができます。アメリカの警察は

捕まえるのが仕事です。良いか悪いかの判断をしたりし

ません。捕まえて署に連れて行って、署内で担当者が尋

問して決めるわけです。

白石 アメリカの標識は、各州での違いはないのです

か？

時﨑 多少はありましたが、ほとんどは共通です。国内

統一の車両法典のようなものがありました。州をまたい

で交通しますから。州独自のものもあったようですが、

ほとんどは統一されていました。標識一覧表を集めるの

に難しかったのは、ロシアです。当時はソ連ですが、も

のすごく粗末な一覧表で、紙質も悪くガリ版刷のような

ものでした。色もお粗末で、軍事力はありますが社会的

なものはまだまだだな、と思いました。

福田 日本でも県ごとにいろいろな標識があったようで

すが、いつごろ全国で統一したのでしょう。

時﨑 県ごとというのはなかったですね。1922（大正

11）年にだいたい標識が決まったので、それ以降は統一

されていました。明治にはあったかもしれません。何し

ろそのころは、交通というのがあまりありませんでした

から。歩行者と牛馬車・荷車ぐらいのものです。どうし

ても東京が中心になりますから、東京のものを真似しま

す。ですからその辺は楽だったのではないでしょうか。

ヨーロッパのように各都市があって、それぞれにお城が

あって独立しているような感じではないし、アメリカの

ように各州が確立しているわけではありませんから。交

通の面では統一を取るのが楽だったと思います。

白石 右ハンドル、左ハンドルが混在していて困ったと

いうことはありませんか？

時﨑 それは聞いたことがありません。結構事故は多か

ったようですが。運転免許も曖昧でしたから。免許証は

木の鑑札で各県バラバラだったようです。標識はそうで

もなくて、東京や大阪の真似をしていたようです。

秋山 私もぼんやりと記憶していますが、標識は木の柱

でしたね。

時﨑 はい、四角い木の柱です。柱に四角い板を釘で打

ち付けていました。鋼管になったのはいつだったでしょ

う。1960～1961（昭和35～36）年ごろではないでしょう

か。

秋山 やはり、あちこちにたくさんつくらないといけま

せんから。

　国連標識になってから、右折禁止は行く方向を示して

いますね。その前は、行ってはダメなことを表示してい

ました。その抵抗感はありませんでしたか？

時﨑 それは難しかったです。というのは、昔の日本の

道交法は取締法ですから、とにかく制限禁止が主たる役

目でした。今は円滑も入っていますから、円滑のために

何かをするということはありますが、昔はとにかく安全

であれば良いという思想ですから、「禁止」か「制限」

かでした。それで、「右折を消す」という形で、否定す

るのが原則的な形でした。規制には、肯定的な形「～せ

よ」というのがありませんでした。「～するな」という

のが原則です。それと、困ったのが「進入禁止」です。

「進入禁止とは何だ？ 車が走っているではないか」

と。それで「あれは一方通行の出口なんですよ」と教え

なければなりませんでした。

秋山 今でも、民間の駐車場は出口を進入禁止にしてい

ますね。

時﨑 ヨーロッパではほとんど進入禁止と青の白抜き矢

印の指定方向外進行禁止だけではないでしょうか。その

ほうがわかりやすいのです。しかし、なかなか納得しな

い人もいまして、この２つには困りました。

　それから駐車禁止。「あれがなぜ駐車禁止なのか？」

と言われました。「やはり“駐”の文字を入れないとい

けない」と。しかし文字は徹底的に廃止する方針でし

た。運転者は免許を取るときに、必ず試験をしますか

ら、標識は知っているはずです。ところが、歩行者横断

禁止や全面通行止めは文字を書いてあります。あれは歩

行者も見るものですから、守れない可能性があります。

だから文字を入れなければならないということで、妥協

案で入っています。

福田 アメリカが文字式だったのに、日本はなぜ文字を

廃止したのですか？

時﨑 アメリカも国連標識の影響を受けて、併用が多い

です。図柄も文字も入れています。図柄で表すというの

は、日本は最初、イギリスが手本だったのではないでし

ょうか。日本の交通はイギリス式で左側通行ですから。

アメリカのものを真似たのは信号機だけです。

　占領されて、どうしてもアメリカ式にしなければなら

なかったのは、警戒標識だけです。黄色い菱形で、図柄

が入っていますね。あれはアメリカ式で、日本は昔はヨ

ーロッパ式の三角形でした。それではわからないとアメ

リカに言われたのです。警戒標識は非常に熱心でした。

規制はあまり守りませんでしたが。しかし、踏切は怖か

ったらしく、鉄道は絶対に鉄道優先で止まってくれませ

んから、踏切の標識を至る所につけるように言われまし

た。２mぐらいの幅員の道路でも、「車が通れる踏切は

全部立てろ」と。

秋山 それまでの日本には踏切の標識はなかったのです
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か？

時﨑 あることはありましたが、そんなにはありません

でした。アメリカは鉄道が少ないですから。アメリカの

田舎出身の兵隊がくると、鉄道なんかわからないので

す。運転はできるけど、交通のことなんか全然知らない

という人もいますから。

　信号機をアメリカから輸入したのは1928～29（昭和３

～４）年ごろで、最初に立てたのは日比谷の交差点です。

秋山 タイでもベトナムでもそうですが、最初に入って

きた国のものをそのまま使います。

時﨑 1935（昭和10）年の施政四十周年記念台湾博覧会が

あったとき、私は台湾にいて小学生でした。私は生まれ

も育ちも台湾です。そのとき、初めて信号機が街の真ん

中の交差点に立ちました。信号が変わるときにはいちい

ちベルが鳴ります。お巡りさんがついて、手動で変える

のです。行灯式で、青と赤の灯火が入っていました。珍

しいものですから、みんな信号機の見物に行きました。

そのころ東京には既に電気式の信号機がありました。こ

れは東京では1930（昭和５）年に初めて設置されました。

アメリカのレイノルズという会社が持ち込んだらしいで

す。

白石 鉄道信号と関係はあるのですか？

時﨑 やはりありますね。運輸省の方や鉄道関係の方と

折衝したことがありますが、踏切のすぐ側に交差点のあ

る所がありますが、あれが厄介なのです。踏切は踏切で

遮断したり開けたりしますし、信号機は信号機で勝手に

やるしで、踏切に車両を送り込んでしまったりするよう

な危ない面があるので、一体化しなければならないので

す。列車の「接近信号」というのがあります。それを受

けて踏切が作動します。「その信号を、道路の信号にも

くれ」と言ったのですが、なかなかくれませんでした。

「それじゃあ、こっちで取る」ということで、音響の感

知器を鉄道の外側につけて、列車が来るのを感知しよう

としました。そんな乱暴なことも考えました。

　今でも鉄道は強いです。「鉄道が先。道路は後からで

きたから」という思想です。「列車は大量輸送機関で重

要。車は遠慮して走らないといけない」という思想がい

まだにあると思います。

福田 路面表示は、舗装が普及し始めてから入るように

なったのですか？ その前はどのようにしていたのです

か？

時﨑 塗装は舗装していないとダメですよね。ただ、道

路に鋲を埋め込むというのはありました。アルミの板を

敷くというのもやったらしいのですが、長持ちしないの

です。昔はラインと鋲を併用したりしていました。

秋山 アスファルトコンクリートは黒いので、普及して

から標示が生きてきましたよね。ホワイトセメントのコ

ンクリートだと、見えませんから。

時﨑 沖縄では困りました。今はあまりそういう舗装が

なくなりましたが、沖縄は砂が珊瑚砂で白っぽいので

す。いくら白いラインを引いても白は見えません。今は

良くなったようです。

福田 ラインを引くような会社というのは。

時﨑 信号器材からではないでしょうか。

秋山 信号器材は、もともと鉄道信号の会社ですね。

時﨑 レールは金属なので膨張したり伸縮したりしま

す。信号器材は、レールとレールの間をつなぎ電気を流

す接着剤を発明した会社です。それで道路にも乗り出し

てきました。道路のペイントを、刷毛で塗るタイプでは

なく、メルト式で冷えると固まるタイプにしました。こ

れだと長持ちします。北海道はそれでももたなくて、ス

パイクタイヤやチェーンで削られます。今はそうでもあ

りませんが、昔は冬でも道路が削られて砂塵が上がって

いました。昭和30年代の終わりごろの道路整備計画は舗

装から始まりました。

秋山 そういった技術は、外国から持ってきたのでしょ

うか？

時﨑 アメリカのワトキンス調査団に、日本の道路は信

じがたいほど悪いと言われたので、発奮したようです。

建設省が頑張って、道路整備の長期計画をつくりまし

た。ですから、外国から言われるとやる気が起きるよう

です。自発的にはなかなかやらない傾向があります。今

の標識に大改正したのも、オリンピックが契機です。ス

ローガン国民なので、何かないとなかなか発奮しないの

です。

福田 アジアを見ても、APECの会議などがあると道路

が良くなって、ラインが引かれたり信号機がついたりし

ます。

秋山 マーキングの技術は、日本で考えられたものです

か？

時﨑 信号器材がやり始めたのですが、チームをつくっ

て順序立てて作業していきます。ここで交通規制をして

交通を止めて、設置したらどんどん進んでいき、乾いた

所から規制を解除していく、という設置工事の管理を発

明しました。そうすると効率的にできます。

秋山 ハノイで、真夜中に作業の立ち合いをしたことが

ありますが、めちゃくちゃでみんな勝手にやるものだか

ら、危なくて見ていられないのです。

時﨑 昔、ペイントを手で引いていたときは、必ずお巡

りさんが２～３人ついて交通整理をしていました。それ

が、業者だけでできるようになりました。しかも、乾く

のが早いのです。その塗料を開発したのが信号器材で

す。それをほかの会社も真似るようになり、今はほとん
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どがそれです。

秋山 みんな、信号器材からの暖簾分けですか？

時﨑 そうです。特許を持っているかどうかはわかりま

せんが。何年ごろでしたか、線引きの技能士をつくろう

としたことがありました。初めは全国標識・標示業協会

が自主的に始めました。後に国家試験になりました。

「資格を持っていれば雇う」などと雇用も生まれます

し、技術的な向上にもなります。

秋山 路面標示の作業班の班長は大変なもので、職人技

でできてしまうのです。水糸１本できちんと形ができま

す。「これからどうするのだろう？」と20～30年ぐらい

前に思っていました。技能士というのがまさしくそうだ

ろうと思いますが。

時﨑 線引きは二通りありまして、ひとつは一般のペイ

ント（液体ペイント）を噴射して、ラインをつくりま

す。大型車に材料を積み込んで、噴射しながら引いてい

きます。あれは早いです。もうひとつは、メルト式の手

引きです。これもなかなか早くて、「うまくやるものだ

な」と思います。２つの方式で、それぞれに技能士の試

験をします。

白石 あるときから、すごく反射率が良くなったような

気がします。

時﨑 あれは、ガラスビーズです。やり方が２つあっ

て、後からガラスビーズを吹き付けるやり方と、混入さ

せるやり方です。今は混入させるほうが多いです。混入

させると少々ペイントが摩耗しても下からビーズが出て

きて光ります。今はもちも良くなりました。

白石 日本独自の技術なのでしょうか。

秋山 同じような機械はありますが、日本特有の丁寧さ

があります。

白石 東南アジアでも、白線にガラスビーズは入ってい

るのですか？

秋山 最近は入っています。しかしベトナムは全然ダメ

です。暑さの問題もありますが、引いてもすぐにはがれ

てしまうそうです。ですから、それぞれの国に合った材

質を考えなければなりません。キクテックがジャカルタ

でやっていますがきれいです。相当考えたそうです。

時﨑 道路に埋め込むインターロック式というのもあり

ます。

秋山 ベトナムでは、半年ぐらいで消えてしまいます。

メルト式なのですが。

時﨑 道路の舗装の問題もあるのでしょう。

秋山 そういう意味では、日本のものを持って行っても

ダメで、向こうでつくらなければいけません。

時﨑 施工業者も今はほとんど技能士が入っているよう

です。合格率は約70％だそうです。技能試験と学科試験

がありますが、学科試験でかなり落ちるようです。私は

学科試験の問題作成の委員でしたが、委員は「みなし公

務員」で、試験問題を漏らすと公務員法で罰せられま

す。

佐々 舗装以前に、アルミ板や鋲で表示をしていたのは

どうやっていたのですか？

時﨑 アルミ板についてはよくわかりません。私も聞い

た話なのですが、舗装以前は、運動会で校庭に白線を引

きますが、あれでやっていたようです。粉と溶かしたも

の両方あって、溶かしたものが主流です。消えるのです

が、交通量も少なかったものですから、消えたら引きに

行っていました。一日に何回もやっていたようです。

佐々 車線ですか？ それとも停止線ですか？

時﨑 当初は停止線なんてありませんでした。横断歩道

が一番多かったのです。路面電車の乗降客がバラバラと

横断するので、最初は白線２本の「電車路線横断線」と

いう名前で、「横断歩道」という名前ではありませんで

した。そのうち交差点に警察がついて、「この線の中で

渡れ」ということになりました。最初は２本の線を引

くだけで、消えたらまた引いていました。運動会のとき

に、教師が線の引き直しをしていますが、あれと同じこ

とをしていました。

　舗装になってからは、国の補助が出るようになりま

した。わずかですが、欲しいという県には補助してあ

げていました。石油缶に塗料が入っていて「TRAFFIC 

PAINT」といっていましたが、普通の液状のペイントで

す。それを何缶という予算の立て方です。信号機はいち

いち、場所と交通量、交通事故数を添えて申請し、その

申請書を審査します。年に十数基でした。

　当時、秋田県の本部長が「わが県には信号機がないか

らぜひ１基欲しい。秋田県の子女が東京に集団就職した

ときに、初めて信号機を見たら困るから、教育用に欲し

い」と言ってきました。今から考えると噓のような話で

す。

福田 そのころは県の予算ではなく、国がつけていたの

ですか？

時﨑 国の補助と寄付がありました。信号機に「誰それ

寄贈」と書いてあるのを見たことがあります。信号柱に

鋳込んでいるから消えないのです。

秋山 石原知事になってから、「標識の裏に広告をつけ

て金を取れ」と言われまして、断るのに大変苦労しまし

た。

時﨑 昔は交通量もありませんでした。終戦間際に私は

中学生でしたが、みんな召集されて警察官が少なくなっ

てしまったので、交通整理をやらされました。ヘルメッ

トと雑囊を肩にかけて、ゲートルを巻いて、交差点の真

ん中に木箱を持ってきてやりました。怖かったです。人

や車がよく従ってくれたと思います。
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秋山 信号など技術的なことに対しては GHQからアド

バイスはありましたか？

時﨑 とくにありませんでした。信号機などの技術の人

はいなかったのではないでしょうか。そういう人は来な

かったのでしょう。何か言われたという話は聞いていま

せん。

白石 信号機の制御の仕方というのは、ルールがかなり

前からあるのですか？

時﨑 科警研でつくったソフトがあります。信号機の発

展の仕方というのは、最初は点からです。そのうち系統

式で線を、次に面をやります。面はいっぺんにできませ

んから、線が中心です。あちらの交通量はないがこちら

はある、というときにはこちらを重点的にします。それ

から、交通の流れがどのように変わるかということを調

査して、信号機のパラメータを切り替えます。また、必

要箇所ごとに車両感知器を置いて計測しています。Aの

ブロックと Bのブロックでやっていたら、それを合わ

せた ABブロックにするとか、いろいろな方式がありま

す。信号機は流すだけではなく、わざと流れを止めて、

溜めたのをいっぺんに吐き出すと効率よくはけます。中

央のコンピューターが止まると、一次・二次のフェール

セーフがありまして、単純なもので間に合わせます。私

がいたときはそうでしたが、今はもっと高度化している

かもしれません。

　私が福岡で担当したときは、まだ車両感知器が初期の

ループ式でした。ループコイルを道路に埋めるのです

が、切れたりしてよく故障していました。そのうち超音

波で感知する形になりました。今は光でやっているの

で、あまり支障がなくなったようです。ループ式は、舗

装をはがしてループをつないで機能を回復させないとい

けませんでした。

白石 そういった考え方が入ってきたのはオリンピック

のあたりですか？ それとももっと前ですか？

時﨑 もっと後で、昭和40年代です。交通渋滞が増えて

どうしようもないということで。そういったロジックを

いろいろと考えたのでしょう。そのときは松下、立石、

住友電工、日本信号、京三製作所、小糸工業、この６社

が中心でした。だいたいどこも同じような考え方でし

た。私はコンピューターのプログラムの講習までさせら

れました。今はそんなことしませんが。福岡ではずいぶ

ん警察官の要員を集めました。とくに工業学校出身者な

どを中心に、警察官を集めました。

白石 プログラムは警察の方が考えたのですか？

時﨑 いいえ、そうではありません。そんな難しいプロ

グラムはできません。当時は、コンピューターも大きく

て熱を持つので、コンピューター室には空調がありまし

た。そのころは警察の屋舎では空調などありませんか

ら、管制センターに涼みに行こうなどと言っていまし

た。

関根 1964（昭和39）年ごろには、二輪車と自動車の保有

台数がトントンぐらいですね。ここからひっくり返りま

す。

福田 これまで３人の方々にお話を聞いていますと、

1970（昭和45）年には死亡者がピークを迎えて、５年間で

半分に減らしたけれども、その前から対策を始めていた

のではないかということでした。

時﨑 前から下地はありましたね。事故が増えている危

機感はありました。それで内閣府が動いてくれましたか

ら。交対本部ができるなど、後押ししてくれたのが大き

かったです。

福田 始まりは、道交法ができたあたりでしょうか。

時﨑 道交法が一番効いたのかもしれません。

秋山 そのころに銀座の裏通りで一方通行が始まってい

ますから。私の先輩で、「とにかく一方通行だけは全部

やった」という人がいました。

時﨑 1971（昭和46）年に、警視庁交通部長が福岡の管制

センターを見学しに来ました。完成式典には高橋さんと

いう警察庁交通局長も来ました。私は説明係で、面目を

果たしました。

秋山 管制センターは、東京・愛知・京都・福岡からで

すか？

時﨑 そうです。

福田 面制御というのは、どこかを真似したのですか？

時﨑 面制御らしきものは、外国にもありました。

秋山 越先生や塙先生が研究するのに私も訳させられま

した。シカゴの何とか方式というのとか。どういうもの

か、全然想像がつかないので困りました。

時﨑 あまり規模の大きなものは聞いたことがなくて、

小区域ですね。あまり大きくなると、交通の質も違って

くるのかもしれません。越先生などには、理論的な面で

助けてもらいました。

秋山 警察庁には科警研があったので、ある意味ではオ

リジナルな、日本的なシステムなんです。ただ、お金が

潤沢ではなかったので「失敗したな」と思うのがいろい

ろとあるのですが。車両感知器を、お金がなくて多車線

道路でも１カ所にしかつけなかったんです。

時﨑 ループコイルには参りました。しょっちゅう切ら

れてしまって。いかに日本の道路の舗装がいい加減かと

いうことがわかりました。

福田 制御を始められたときは、協力会社と一緒に開発

をしたのですか？

秋山 交通工学研究会が発足したころで、トヨタが寄付
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してくれた３億円で調査研究会をつくって、広域制御方

式のスペックをつくって、都心の300交差点でやりまし

た。松下、住友、立石の３社の人たちが手弁当でみんな

参加してくれました。

時﨑 業者がああいうふうにやるというのは、今は難し

いでしょうね。よくやってくれました。業界の人も、熱

心にやっていました。

秋山 やっぱり“明るい未来”がありましたから。

福田 まだ日本信号はなかったのですか？

秋山 後発です。

時﨑 日本信号は、沖縄でよくやってくれました。沖縄

の返還のときは、私は折衝係で大蔵折衝にいつも行かさ

れました。いつ呼び出しがかかるかわからないので、残

っていないといけないのです。

　だけど、私は割と運が良かったです。それまで一度も

沖縄には行っていませんでした。補佐以上がようやく行

けるぐらいですかね。だから沖縄のことを知らないんで

すよ。大蔵省通いというのがあって、そのときは風呂敷

に資料をどっさり用意しておくんです。使うのはほんの

一部ですが。それを持って行って、熱心にやっている姿

勢を見せないと、なかなか納得しません。当時の主査の

人は、沖縄から大蔵省に戻ってきたばかりの人で、私よ

りよく知っているわけです。

福田 標識のように、路面標示についても世界中のもの

を集められたのですか？

時﨑 路面標示は集めなかったです。せいぜいイギリス

とかアメリカとかですね。路面標示は、いろんなことを

していますね。日本でもいろいろやりました。だいたい

警視庁が、警察庁の決めたもの以外をするわけです。と

くに自転車マークは警視庁独自です。標識令で決めたも

のではないんです。路面標示の自由性は、時間がたつと

消えるので、試験的にやれるというのが大きいです。

秋山 あんまり勝手なことをやるものだから、「法定外

標示は禁止」と出ました。法定外標示で許されるのはこ

れとこれ、などと枠をつくられてしまいました。それで

も懲りずにやっているところはやっているのですが。

時﨑 それから、最初に評判が良くて後で悪くなったの

が歩道橋です。あれは最初、ものすごく評判が良かった

のです。「これなら絶対事故にならないから、これで行

こう」と。しかし後で評判を落としました。千葉県だっ

たと思いますが、病院のすぐそばで、病人は渡れない。

また、渡るのを見られるのが嫌だと言うのです。とくに

女性は、「あんな所を渡っているのを見られるのが嫌だ

から、信号機をつけてくれ」と。それでだんだん信号機

に代わっていきました。歩道橋設置は、よほどでない限

りストップしているのではないですか。

秋山 1966（昭和41）年に交通安全施設等整備事業に関す

る緊急措置法が出て、お金がつきました。あのころ、私

は警視庁に入ってすぐで右往左往していましたが、箇所

づけをするんです。要するに整備事業を採択する基準

を決めるのですが、こちらも現場を見ているわけではな

いし、事故のデータも何もない。横断歩道をつけようと

か、信号機をつけようとか決めていくのですが、警察庁

のほうで集めて、全体から合うものに配分していくわけ

です。お聞きしたかったのは、私たちはいい加減な基準

で上げていたのですが、どうやって配分したのですか？

時﨑 それは秘中の秘です。しかしやはり「エイヤ」と

いうのもあります。後で県のほうで「これはやらないと

いけないのですか？」と言われたこともあります。

秋山 東京は人口が１割でしょう。だから上司には、

「１割を目安にして何かつくれ。それに上乗せして出す

んだぞ」などと言われました。

時﨑 なかなか難しいですね。47都道府県ありますか

ら。かなり「エイヤ」です。だから出てきたものの２割

減とか……。

秋山 つくづく思うのが、なぜそれでできたのかという

と、“バラ色”の人生が見えていたんだと思います。

福田 額がドンと増えたわけですからやるほうも大変で

すね。

時﨑 積み上げですよ。５カ年の積み上げです。だけ

ど、達成率というのがありまして、最初は70％ぐらい

で、完全消化できませんでした。でも５カ年ですから、

初年度が低かったら翌年増やすということができます。

慣れるにしたがって、足りなくなってきます。最初はや

はり思い切ったことはやれないのではないでしょうか。

　建設省と公安委員会との予算を比較しますと、公安委

員会のほうは概算を100万円単位で出すわけです。でも

あるとき建設省とけたが合っているので、「よく合った

な」と思っていたら、向こうは億単位だったということ

がありました。やはり違いますよね。向こうは大掛かり

ですから。

　歩道の設置なんか、やらなければいけないという至上

命令がありましたから。やたらとどこにでもつくってし

まって、後で地元との調整がつかなかったこともありま

す。段差があってと困るとか、人がやっと通れる所にガ

ードレールをつくってしまってすれ違えないとか。

　無理したところもありましたが、インフラとしてはよ

く整備したのではないでしょうか。信号機もずいぶん増

えましたから。インフラ整備をしないと事故は減りませ

ん。これがだんだん効いてくるわけです。

福田 交通事故分析官のお話で、建設省の技官の方が分

析する際には警察と連携していたのですか？

時﨑 分析官というのは警察のほうがつくったものです
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が、該当する人がなかなかいないのです。警察には技術

屋がいないので。それで、建設省に人を出してもらいま

した。

秋山 警視庁でもそうでした。私が所属した交通企画調

査室長は建設省からお見えになっている方でした。警視

庁や大阪、福岡、そういうところにはいるんです。今も

その名残は継続しています。

時﨑 私が福岡に行ったときも、建設省から派遣された

分析官がいて、一緒に仕事をしました。

秋山 ひとつには交通安全施設等整備事業をお互いにち

ゃんとやろう、ということです。このころはお互いに仲

が良かったものですから。２代目の警察庁の規制課長が

建設省出身の玉田さんという方でした。塙先生は道路公

団の課長として行きましたし。それで、交通事故調査原

票なんかをちゃんと整備しました。

時﨑 私ども係長クラスでも、話し合いなどで行ったり

来たりを緊密にやっていました。何か対策をすると、こ

れはどちらがやるという取り合いがあるんです。それ

で、「死者を一人寄越せ」とか。信号機がなかったから

事故が起こったのであって、信号機をつければなくな

る、とかそういう取り合いです。死者の取り合いなん

て、初めてやりました。

福田 いつごろからそうではなくなったのでしょうか。

時﨑 ６、７年ぐらいしか続かなかったと思います。そ

れぞれに力がついたということではないでしょうか。

秋山 私が入った警視庁交通企画調査室も、1971（昭和

46）年に６年で終わってしまいました。警視庁の場合、

建設省からの人事もそこで止まってしまいました。廣川

さんから始まりましたが、４代で終わってしまいまし

た。後になって考えてみますと、警察も知恵がついてき

たのと、公害問題が非常に微妙な影をあちこちに落とし

たのではないでしょうか。道路管理と交通管理とどちら

にしようかとか、そういうことで、ある意味の主導権争

いといいますか。

時﨑 運輸省も公害関係に乗り出してきましたし。

秋山 だんだん、どちらがやっても良いようなグレーゾ

ーンが出てきました。

時﨑 その辺から離れていったような感じはします。本

当に残念です。

秋山 情報提供の問題とかもあったと思います。

事故分析官についてですが、私が入ったのは警視庁交通

企画調査室というところで、建設省から出向してきた方

が室長で、そこで事故分析をしていました。そもそもの

動機づけといいますか、人事としては思い切った話だっ

たと思いますが。

時﨑 警察は、交通技術者を養成しませんでした。秋山

さんのような方がたくさんおられたら良かったのです

が。純粋な交通技術者を養成しませんでしたが、養成し

ようという気構えはありました。科警研に交通部を設け

て養成し、各県に帰して活動してもらうという考えでし

た。警視庁には、警視クラスで科警研に行きました。そ

れで警察の交通技術をボトムアップしようとしたのです

が、なかなかうまくいきませんでした。

　福岡では、私の後の後が科警研の西田さんですが、そ

れまでは警察の技術者といえば鑑識と通信だけでした。

交通は通信機器を扱うことがだんだん増えていきて、通

信の技術者を交通と交流させようという動きがありまし

た。県でそういう人がいないというのは、通信は国（警

察庁）の機関だけだからです。各県の警察本部に通信部

はありますが、みんな国家公務員で、名前だけが便宜上

県警です。今もそういう体制だと思います。終戦後、軍

の通信関係技術の人が、電電公社と警察の二手に分かれ

たようです。

秋山 今は携帯電話を使える夢みたいな時代ですが、昔

は外に電話するときには「警察電話でなければダメ」と

言われました。23区内は良いのですが、ほかの所にかけ

るときは、警察を通じて話さなければなりませんでし

た。例えば横浜市の担当者と話す場合、神奈川県警本部

に電話して、回してもらうのです。しかし間に１回入る

ものだから、音声が小さくなって不便でした。

時﨑 鉄道と警察には、専用回線がありました。本当は

一般には使えません。公用にしか使えないので、必ず

「公用ですか？ 私用ですか？」と聞かれました。

秋山 私の上司は事故分析官制度で建設省から出向して

こられた方でしたから、とても勉強になりました。しか

し1971（昭和46）年に警視庁では制度が途絶えました。片

や交通管制センターが整備され、今の通信の人たちのポ

ストができました。だんだん警察も意識が高まって、事

故分析官制度のようなものが必要なくなってきたのでは

ないでしょうか。管制センターを整備したことによって

自前の技術者が育ってきています。当時、事故分析官制

度をつくって外から技術者を入れたけれども、事故が減

るにつれて目的意識が薄れ、交通安全施設も行き渡り、

片や管制センターができて技術的なことはそちらででき

るようになりました。

福田 制度は完全になくなったのですか？

秋山 なくなってはいません。役割が変わってきている

のです。

時﨑 当時は、人事交流で建設省から人をたくさん入れ

ていました。

秋山 交通事故が多くなったため、警察庁でも建設省で

も「何とかしなければ」ということになったのではない

でしょうか。

福田 道路整備が進んでいったのと関連しているのでし
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ょうか？

秋山 誰か、「あのとき実はこう考えたのだ」という人

がいれば良いのですが。

時﨑 内海さんの『道路交通政策史概観』に書いている

のではないですか。あのころ盛んに県との会議をやって

いました。

秋山 そうです。事故分析官会議というのをやっていま

した。私も事前・事後調査などをやって論文を書かされ

ました。それも私が係長になったあたりから形を変え

てしまいました。そのときに警視庁にきていた４人の方

は、全員局長になりました。

時﨑 みんな、エリートの方々でした。地方に行った人

もそうです。しかし、警察官を使うのは大変だったと思

います。コツが要りますから。

　われわれがよく勉強したのは、技術書院の「交通工学

シリーズ」です。伊吹山さん、星野さん、越さんなどが

書かれ、33冊出ています。1966（昭和41）年から1970～

1971（昭和45～）6年までシリーズが出ていまして、各県

ではこれで勉強しました。理解しやすいように書かれて

います。

福田 立派ですよね。この当時にどうしてできたのでし

ょう？

秋山 日本は偉大なのです。最初からこういうことがで

きたのですから。

時﨑 このころいっぺんに、噴き出したように、人間工

学やら交通心理学やらが出てきて、勉強しきれませんで

した。

秋山 事故発生状況図は、私は手書きで書きました。ま

だコンピューターがありませんから、指定100交差点の

事故原票から記録しました。

時﨑 会議のときには、大きな紙に書いて説明させられ

ました。

福田 そうやって説明して、どこを改良するか決めるの

ですね。

時﨑 こういうものが、各国で必要かもしれませんね。

手引書といいますか、要員の養成ができるものが。

福田 ここが日本のすごいところですね。アジアでは噴

き出してくるというのはないですよね。

秋山 私がいつも思っているのはそこです。40～50年前

の日本と同じだといっても、ポテンシャルが違います。

塙先生や越先生がアメリカに留学したときのお話をお聞

きすると、大変なことだったようです。水杯を交わして

行ったと言っていました。

福田 短期間にこれだけの本を書けるほどの蓄積ができ

たのはすごいですね。

時﨑 実施上の留意事項が書いてありますから、担当者

向きですね。

福田 昔のほうが哲学があります。ですから、昔の本を

教科書で使うのをやめられないのです。

時﨑 反則金が、交通安全の交付金になったのは良かっ

たです。これは法律でも配分することに決まりましたか

ら。これがなかったら、今ごろ困ったでしょうね。

秋山 これを考え出した人というか、そういった雰囲気

はすごいです。いくら罰金ではないとはいえ、吸い上げ

たものを自分たちの勝手に使うわけにはいかないので、

遍く交通安全のために回そうという考えですね。

時﨑 還元しようというのが良かったですね。ああいう

考え方は、ほかの国にはないでしょう。恐らく日本だけ

ではないでしょうか。

福田 誰が考えたのでしょう。

時﨑 誰が考えたのかは私にもわかりませんが、上層部

でしょうね。久本交通局長なんかが考えたのかなと思い

ます。

秋山 要は、警察が「うん」と言わないと通りませんか

らね。自分のところで汗を流したものがほかに行くので

すから。

時﨑 あれで標識や信号機の調査費まで出ましたから。

安全施設だけではなく、安全教育にも使われました。や

はりものをつくるというのは、施設の維持管理が大変で

す。

　北九州の管制センターができたときに、後の維持管理

をどうしようかということで、課長と二人で上京したこ

とがあります。交通管制施設協会をつくったので、それ

に任せるかどうか。結局は、設置業者の下請けに頼んだ

のではないでしょうか。

福田 外国だと、お巡りさんが取ってしまう場合もあり

ます。そういうことは、日本ではなかったのですか？

財源がないときには、こういった反則金の仕組みは良い

のですが。

時﨑 日本の警察官は武士の流れですから。「武士は食

わねど高ようじ」で、あの思想が延々と残っていたので

はないでしょうか。警察は民事関係にはタッチしません

よね。だから金は一切受け取らない。外国ではそうはい

かないですよね。

　それと、当時は業界の協力も良かったですよね。今の

ような雰囲気だったらできなかったでしょう。ちょっと

何かすると疑われますから。あのころは喜んで業者がや

ってくれましたから。やはり喜んでやってくれると、何

かしてあげたいですよね。

　いきなり1970（昭和45）年からあったわけではなくて、

やはり伏線がありました。そう急にはいかないですね。

秋山 予算という感覚は警察にはほとんどないので、予

算を取って仕事をするなんていう仕組みはないのです。
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事業官庁ではありませんから。

時﨑 40年前は、信号機は県から補助の申請が来まし

た。その前から科警研の信号設置基準、運用マニュアル

をつくっていましたので、それを元にしていました。信

号機は一件ごとの審査なので、自分の郷里だと「やっ

てやろうかな」とか。福岡では寄付信号機が多かったで

す。有力者が名前を彫った信号機を寄付するのです。

秋山 今でも仕組みとしてはできないことはありませ

ん。ただ、後の管理がややこしい。維持管理費が出てこ

ないので。ただ、当時は予算がなかったので、そういう

のが多かったのです。

時﨑 1955（昭和30）年ごろまでは、信号機のない県があ

りました。駅の前にひとつついているだけ。それで、信

号機の申請が面白くて「子弟が東京に集団就職しに行く

のに、信号機を守れないと困るので、教育用に補助して

ください」と。

秋山 確か、ひとつの町にひとつの信号をつけるという

のをやったような気がします。

時﨑 本当に一基もないのかな、と思いましたが、なか

ったんでしょうね。それから、道路標示のペイントは石

油缶何個という単位で補助していました。標識には補助

はなされませんでしたが。信号機とペイントの補助だけ

ではなかったでしょうか。本格的には、1966（昭和41）年

の交通安全事業からです。量で補助したというのは。

秋山 そこにたどり着いたということに、興味がありま

す。
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長江 年表をご覧ください。上段は交通状況とか施設か

ら見た区分けです。戦後10年間は占領行政下の道路交通

ということで、ほとんど自動車がありませんでした。そ

の後の15年間は混沌とした状況からモータリゼーション

への転換期ということで、主に二輪車の時代に入りま

す。次がモータリゼーションの光と陰ということで、非

常に良い部分と交通事故という陰の部分が出てきた時代

です。そして1995（平成７）年ぐらいからは、より良き交

通社会の構築というところへ向かっているだろうと思い

ます。下段は保有車両から見た区分けですが、最初の10

年間は自転車の時代です。当時つくられた自動車は三輪

です。「マツダ」「くろがね」「みずしま」という三輪自

動車がありました。四輪車というのは、この時代はほと

んどありませんでした。タクシーなども、1935（昭和10）

年製のダットサンが使われていました。昭和20年代の終

わりぐらいから二輪車が出てきて、1958（昭和33）年には

日本全体で大小合わせて100社を超える会社が二輪車を

つくっていました。そうこうしているうちに、いすゞが

ヒルマンと、日野がルノーと、日産がオースチンと提携

し、四輪車は外車の組み立てから始まりました。トヨタ

だけは独自の四輪車を出しました。

　1958（昭和33）年当時の給料は、理系で12,000円ぐら

い。そのときに250㏄のオートバイが16万円でした。ト

ヨタの観音開きのクラウンは95万円。だから、とてもじ

ゃないけど自動車は夢のまた夢という存在でした。1967

（昭和42）年にはカローラが出てきて、四輪車の時代に入

りました。ですからこの年表では、1965（昭和40）年から

10年間を「四輪車の時代」としています。通常は、四輪

車が増加してくると二輪車が減少傾向に移るのですが、

日本ではそうはならずにその後「共存の時代（第Ⅰ期）」

になります。1976年にホンダが「ロードパル（キャッチ

フレーズのラッタッタが代名詞になった）」という原動

機付自転車（以下、原付）を出したことで原付が増えて、

共存の時代になりました。そして1990（平成２）年ごろか

ら、新たな意味での共存が始まります。現在は排気量の

大きい自動二輪車が増えて50cc未満の原付の数は減っ

ています。日本は四輪車の世界だとお思いでしょうが、

実は二輪車と共存している交通社会です。これはあまり

知られていませんが、欧米に比べると二輪車の数がずい

ぶん多いのです。ですから、東南アジアに行っていろい

ろな話をするときに、日本の考えてきたことややってき

たことが必ず参考になるだろうと思います。

　先ほども述べたように、現在、世界の二輪車の市場が

どんどん広がっているのに、日本の市場というのは縮小

しています。日本の二輪車がちょっと変なのは、規格を

盾に取ってそれを続けようとしていることです。例えば

50ccなんていうものは、現在の世界のどこにも無くて

日本にしかありません。それから400ccや750ccという

規格も日本にしか無いものです。非常に小さなマーケッ

トでそんなことをしているのです。グローバルスタンダ

ードと言われる、世界共通の規格に組み込まれたものが

日本でも使われないと、日本のマーケットは伸びないと

思います。それなのに、いまだに免許区分にしても原付

一種とか原付二種とかいうようなことを言っているの

で、二輪車のメーカーとしてはやりづらいと思います

し、主力はどんどん海外に移ってしまいます。同じこと

が四輪車にもいえると思います。排気量2,000ccという

枠の中で小型車があったのですが、それに対して「３ナ

ンバー」と呼ばれる普通車は税金も高かったのです。そ

の後、排ガス規制の問題から、燃費の良いものがつくら

れるという技術的進歩があり、普通車がずいぶん増えま

した。技術や時代によって規制も変わらなければなりま

せん。法律がきちんと対応していないということは問題

です。

　次の「二輪の時代（1955～1965）」を見てください。二

輪車の時代は圧倒的に二輪のほうが多かったのですが、

1965（昭和40）年になると四輪車が多くなり、死者数も最

初は少なかったのがだんだん増えてきました。「四輪の
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時代（1965～1975）」になると二輪車の数は伸び悩んで、

四輪車がどんどん増えていきます。1970（昭和45）年に

は、交通事故死者数が16,765人となり、第一次交通基本

計画がスタートしました。このときは、交通弱者といわ

れた歩行者の死者数を4,000人以下にするというのが重

要な目標でした。

　「共存の時代（第Ⅰ期）」の1975（昭和50）年から原付一

種が登場してきて、どんどん二輪車が増えました。その

ときに問題になったのが、高等学校におけるオートバイ

の「三ない運動」のようなものをどう取り扱うかです。

そこで、高等学校の交通安全指導資料が刊行されまし

た。先に述べたように、それ以前は、車が増えてきて歩

行者が事故に遭い、これが8,000人ぐらいだったため、

それを半分の4,000人に減らしたいということでした。

これを新聞や雑誌が取り上げたものですから、自分の家

にはまだ車が無いのに「歩いている人たちがけがをする

のが問題だから気を付けよう」と意識するようになり、

死者数が減るきっかけになったのだと思います。とこ

ろが1990（平成２）年ぐらいになりますと、四輪車の運転

者がいろいろな問題を起こすので、初心運転者期間制度

や、取消処分者講習制度が導入されました。それまで、

取消処分を受けた人たちは、停止期間が終わって試験を

受ければまた免許が取れました。しかし取ってみるとま

た事故を起こします。取消処分者に対して、試験を受け

る前に何とか講習を受けさせたいので、そのためのカリ

キュラムをつくってくれないかと言われ、私は二輪車の

カリキュラムをつくりました。

　運転者には自分の価値観、経験から、「運転はこうす

るものだ」という思い込みがあります。「運転とはこう

するものですよ」と教えて、講習が終わるまでは「わか

りました」と言っていても、終わると元の自分に戻って

しまうことがあります。本当にその人が「これではマ

ズイのではないか？」と気付き、変わらないといけませ

ん。だから、気付かせるような教えをすべきです。それ

までの講習は、講師がベラベラしゃべって試験をして終

わりだったのですが、取消処分者講習の講師はなるべく

しゃべらず、逆に参加者にしゃべらせます。そして自分

が今やっている運転について考えさせます。

　日本はあっという間に自転車から二輪車、二輪車から

四輪車との共存の時代に入りました。国によっても違っ

ていますが、ヨーロッパでは四輪車が増えてくると二輪

車が減っていきました。ドイツでは、アドラーというタ

イプライターをつくっていた会社がオートバイをつくり

ました。当時はみんなオートバイに夢中になりました。

ヨーロッパでは四輪車の代わりのオートバイだったので

すが、日本では四輪車と二輪車と自転車を併せて一家で

所有する８輪時代、10輪時代になりました。８輪の内訳

は、例えば学生は、自宅から家の最寄駅までの自転車

と、学校の最寄駅から学校までの自転車とで、２台の自

転車を使っているためです。その結果、自転車の台数は

減りません。

　日本の運転者教育や学校での交通安全教育には歴史が

あり、よくやっています。学校における交通安全教育に

ついては「総合的な学習の時間」に対応して自分たちで

問題解決をさせるような教科もあります。しかし基本的

には、中学・高校での交通安全教育は成功しませんでし

た。いろいろな資料はつくったのですが、学校に送って

も棚に積んで「棚上げ」になっていました。

　日本では、四輪よりも二輪免許のほうが取得できる年

齢が低いため、本格的な交通社会への参加は二輪からと

なります。一部の学校の先生には二輪車の好きな方がい

るので、ホンダがそういう先生たちを集めて研修会をや

って、学校に戻って生徒に教えてもらおうと思ったので

す。十数年やりましたが、先生たちは学校に戻っても何

もしないのです。本来、安全に乗るように指導する機会

をつくるべきなのですが、先ほども述べたようにそもそ

も乗らせないという「三ない運動」などの風当たりが強

くてできなかったというのもあります。日本交通安全教

（二輪）

放置車両
交通巡視員
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育普及協会がそれを引き継いだのですが、二十数年やっ

ても結果的には同じことで、あまり役に立ちませんでし

た。しかし、考え方は非常に良かったので、これからモ

ータリゼーションが発達する国などでの手本にはなると

思います。日本は教育現場の先生方が熱心ではありませ

ん。例えば、幼稚園の先生は子どもたちに自転車を教え

ます。それによって、新しい世界へ誘うわけです。し

かし小学校に上がると、せっかく覚えたのに「低学年は

自転車はダメ」だと言われます。高学年になると限られ

た人は OKになるのですが、通学はダメ。なぜ高学年の

限られた人が OKになるかというと、自転車の安全大会

に出場する選手を養成するためなのです。ただし、生徒

はそれとは関係なく、どんどん自転車を使います。しか

しそのときに親の関与がありません。「気を付けろ」と

か、そういうことしか言いません。ドイツは、親が先頭

に立って子どもと自転車に乗ったり、子どもの後ろにつ

いて自転車に乗ったりすると言われています。日本で

は、あまりそういうのは見たことがありません。

　中学生になると、行動範囲が広がります。しかし中学

校の先生は、「いまさら自転車を……」と言います。昔

は自転車の分解・整備のようなことをやりましたが、そ

れもだんだん少なくなりました。中学生はかなり遠くま

で出掛けていきます。交通参加者、とくに自転車利用者

に対して役立つ交通安全教育を行っておりません。そし

て、中学校では自転車通学が禁止ですが、高等学校にな

ると97％の学校が自転車通学を許可しています。電車通

学もしますから、公共交通機関の使用法などを教えられ

るはずなのに、そんなことは一切しません。高校２年生

になると原付免許が取れます。３年生になると四輪車の

免許が取れます。高校３年間で、自転車から四輪車まで

ドラスチックに変わります。ところが「乗れるのに、い

まさら何を教えるのか」という話になります。交通参加

者として交通社会に入っていくときに、どういうことが

問題なのかを教えません。

　先日、小学校のそばで、通学する生徒の列の中にその

学校の先生の車が突っ込んだ事故がありました。自分た

ちは車を通勤に使っているのに「専門家ではないので生

徒に教えることはできない」と言います。しかし、交通

社会の先輩として、言うことや訴えることはあるだろう

と思います。交通安全の担当者がホームルーム用に一生

懸命資料をつくって先生方に渡すのですが、教えてもら

えないようです。自転車も教えなければ、二輪車も警察

を呼んでお巡りさんにやってもらうと先生たちは職員室

に引っ込んでしまいます。

　二輪車は、通学をするのに使っているところがありま

す。例えば、栃木県や和歌山県や奈良県などは、通学に

利用させています。それ以外は「三ない運動」で「二輪

車はダメ」という話になっています。四輪車のほうは、

３年生の11月ぐらいから免許を取り始めます。早く教習

所に行った人は早く取れるのですが、卒業まで免許証

を学校が預かって保管し、卒業式のときに一斉に免許証

を渡します。それが「三ない運動」以上なのです。ある

校長先生は、「二輪車は仕方がないが四輪車は危ないか

ら、生徒に事故を起こさせないように、そうしている」

と言っていました。そこは聖域なので触れられると困る

のです。昔はそれで良かったかもしれません。昔は自動

車を持っていない家庭も多かったのですが、現在は持っ

ている家庭のほうが多いです。また高校では、進学組と

就職組がありますね。３年生の12月ぐらいから授業が無

いので、就職組の生徒たちは親と一緒に車に乗ってアド

バイスを貰って、慣れてから就職をしたら良いのではな

いかと思います。でも先生は、「みんな一緒にあげない

と不公平だ」という言い方をされます。

　最近ではもう少し変わってきまして、免許は早く取り

ますが運転はしません。ずっとペーパードライバーでい

て、大学を卒業すると「免許を持っています」と就職し

て事故を起こします。学生のときはどこに行くにしても

家族が運転して送ってくれるので、自分で運転する必要

がないのです。家庭の交通安全教育へのかかわりも大切

な一面を持っていると言えます。

　一方で、現実には日本では事故が減りました。まずは

小学校で交通安全教育をしました。当時はまだ自動車を

あまり持てない時代だったので、「自動車は敵」「敵に後

姿を見せてはいけない」「注意しないといけない」と教

えていました。小学生が大きくなると運転者になるので

すが、そのことは考えませんでした。ですから、あくま

でも「歩行者として」事故に遭わない教育を一生懸命し

たのです。そのうちに四輪車が増えてきたものですか

ら、運転者教育が大事だということになりました。この

運転者としての立場の運転者教育は、指定自動車教習所

が担っています。しかし「そもそも運転とは何か」「運

01_05_長江.indd   103 11.3.30   5:34:29 PM

97



104 交通戦争への取り組み～途上国に貢献しうる日本の経験と知見

転免許を取る権利と義務」のようなことから始まりま

す。加えて、最近は事故を起こすと逃げてしまうことに

対して事故を起こしたらどういう対応をしなければなら

ない、ということを教えています。しかし運転というこ

とが何なのか、自動車に乗ったことのない人が、最初に

「使命」などと言われてもわからないわけです。事故を

起こしたらまずはけが人を助けることが大事だし、連絡

をしなければならないと教えるのですが、刑罰が重くな

ると逃げてしまいます。また実際には、ぶつけるとどう

したら良いのかわからないのです。昔はそういうことは

親や先輩たちが教えてくれました。雪が降ったとき、坂

道の下のほうで待っていて１台ずつ上り切ったら次が上

るとか。全部くっついて上ると１台がスリップして横向

きになってしまったらみんなが立ち往生してしまうとい

うことを理解して、みんなで協力しました。そういった

一種のコミュニケーションが、だんだん取れなくなって

きました。

　交通行動というのは、他者対応型行動でコミュニケー

ション行動だと思います。コミュニケーションを取れる

人たちが少なくなってきました。電車でもそうです。出

口にいる人が、降りるのか降りないのかわかりません。

昔はちょっと振り向いたり、降りる人がいたら譲ったり

しました。今は出口に立っていて邪魔なのに、退こうと

もしません。そのようにコミュニケーションがどんどん

悪くなっている中で、交通事故が減るとは思えません。

今、死者数がどんどん減っているのは、救急救命だと

か、車の技術だとかの新たな対応策で減っているのだと

思います。それから、人口が減っているとか、不景気で

あまり車を運転しないとかいうこともあるのかもしれま

せん。基本的に、コミュニケーションがきちんと取れる

社会、秩序ある交通社会でなければ、交通事故は減らな

いだろうと思います。

　確かに、交通安全教育はいろいろなことをやってきま

した。例えば、学校での交通安全教育だとか「総合的な

学習の時間」での交通安全教育をやっていますが、運転

者教育というのは指定自動車教習所のやり方だけです。

それは、素人を運転者に仕立てるための手っ取り早い教

育、短期間で運転者に仕上げるための教育なので、「取

りあえずこうやりなさい」ということをやっています。

余計なことは言わない、という形でつくり上げていま

す。しかしそのフォローアップがありません。フォロー

アップといえば、初心運転者期間制度だとか最初の免許

更新講習だとかですが、これも功を奏しているかはわか

りません。とくに全指連（全日本指定自動車教習所協会

連合会）でやっている企業研修のように、既に免許を持

っている人たちに対する再教育がなかなかうまくいきま

せん。

　運転者は、その運転経験から運転行動をどんどん変化

させます。初めて車を運転するときは、隣に指導員が乗

っているから運転できるのです。だから指導員がいなく

なると怖いので、免許を取って最初の半年間は恐々と慎

重に運転します。だんだん慣れてくると、スキルを見せ

びらかすような運転をします。初心者マークを見つけ

てヒョイヒョイと追い越したり。そして、年を取ると昔

取ったきねづかで「こんなことはできる」と思うのです

が、実際にはできません。経年変化があるのですが、人

間はあくまでも自分の一番良いときのことを基準にしま

す。何歳まで運転できるかを聞いてみると、60歳ぐらい

の人だと「せいぜい70歳まで、だけど自分は75歳までは

大丈夫」と言います。これが、70歳の人だと「80歳ぐら

いまで、だけど自分は85歳までは大丈夫」と、だんだん

上がっていきます。

　人間は自分の経験の範囲で考えます。自分なりに経験

を積んで、認知・判断・操作の形をつくってしまった人

たちに、「それはまったく違う」と教える必要がありま

す。運転は密室の中で自分だけでやりますから、自分が

やっていることが正しいと思うわけです。しかし運転者

教育、とくに再教育に関しては、複数の人間が１台の車

に乗って、交互に運転させます。「どうしてこういう運

転をするのか？」をみんなでディスカッションさせる

と、自分がやっていることは良くなかったということが

わかります。今、そういうことを一生懸命やっているの

がホンダの交通教育センターです。しかしこれも、何

となく型にはまってしまっています。私がよく言うのが

「脱鈴鹿」。鈴鹿方式は良いのですが、それが広まって安

全運転中央研修所まで行ってしまいました。しかし「脱

鈴鹿」じゃないと、新しい世界を切り開けないので、も

てぎなどでは「脱鈴鹿をやりなさい」と言いました。し

かし、先生が先生然としてしまって、「お金を貰ってい

るから、しゃべらないといけない、見せないといけな

い」となります。

　私はよく「まずあなたが普段やっているとおりにやっ

てください」、次に「今度は私の言うとおりにやってく

ださい。どちらが良いですか？」と、やってから考えて

もらいます。まずどんどんやらせ、やった体験の中から

「これはどう考えたら良いのでしょう？」となるべきで

す。しかし実際はそんな時間は取れません。これが、工

業的教育と農業的教育の違いです。工業的教育というの

は、段階別に全部仕組まれていて、そのとおりにやれば

そうなる。つまりマニュアルです。最近の人は必ず「マ

ニュアルはありますか？」と聞きます。マニュアルで、

あるところまでは非常に早くできます。そして最後に

は、マニュアルがチェックリストになるわけです。全

部チェックして OKだから、「OK」ということになりま
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す。だけど私は「脱マニュアル」で、最初はマニュアル

があるのですが、ある程度できるようになったらやめま

す。その人が自分で別のマニュアルをつくるのが、経験

をさらに進めて進歩するための手法だと思います。

　日本において四輪車の教育を切り開いてきたのが、実

は二輪車のインストラクターです。二輪車のインストラ

クターは、人に教えるときにどうするか。例えば、子ど

もに自転車の乗り方を教えるとき、どうやったら走れる

ようになるか。大概は荷台を持ってやって、声を掛ける

だけです。倒れそうになるとちょっと支えたりはします

が。あとは自分が覚えるだけです。最初はペダルを外し

て足で漕いで、バランスが取れるようになったら片方の

ペダルを付けて漕いでみると、30分で乗れるようになり

ます。基本的には本人にやらせて覚えてもらうしかない

のです。それを、四輪車だと「右に曲がっていっている

からハンドルを左に切って」とか「スピードが出過ぎて

いるからブレーキをかけて」とか、言葉で教えます。で

も、二輪車は自転車と同じで言葉では言えません。やり

ながらだんだんスキルを上げていって、走れるようにな

ってからいろいろな注意をします。四輪車でも、日本自

動車連盟（JAF）と自動車工業会が一緒に講習をやるとき

は、全員が二輪車のインストラクターです。自動車教

習所では四輪車を教えるときに、指導員はまず二輪車の

指導を経験させます。そうすることによって、教習生の

人たちに適した教え方ができるそうです。四輪車しか教

えたことがない人より、二輪車の指導をやった人のほう

が、見るところが違うと言っていました。

　 AT車は右足でアクセルとブレーキの操作をします

が、実際には左足でブレーキを踏むことも大事です。左

足をどうやって使うかということをやらせないといけな

いのですが、それをしません。あとは免許を取ってから

全部自分でやれ、と先送りにしています。府中の交通安

全学校の先生が「最近は左足でブレーキを踏む人がい

るんですね」と言っていたので、「AT車では左足でブ

レーキをかけたほうが、便利だったり早かったりするこ

ともあります」と話しました。みんな、自分の世界に埋

没してしまって、他人もそうだと思い込んでいます。ま

た最近はハイブリッド車が出てきて、エンジンが止まっ

たからといってハンドルが重くなることはありません。

また、バッテリーが上がったときにどうすれば良いか。

ほかの車からチャージすれば良いのかといえば、そうで

はありません。車はどんどん変わりますので、運転者も

新しいことを覚えていかなくてはいけません。教えても

らうだけではなく、自分で勉強することも大事なことで

す。そういうことを、運転者の免許更新時講習でできれ

ば良いのですが、交通の教則だけを扱っています。また

現状では、ゴールド免許を持っている人のほうが、情報

が入りにくいのです。ゴールド免許の人はあまり運転し

ない人が多いので、情報を得られません。また更新年数

が長いため情報を得る機会である免許更新時講習が少な

いのです。どんどん科学技術が進歩する中で、そういう

ことを考えなければなりません。今後に向けての課題だ

ろうと思います。

　いずれにしても、教育というのは相手があってのこと

です。10年前までの教育が良かったから今もそれで良

い、というのではなく、今に生きる人たちがどんな生活

習慣で育ったのかを踏まえて教育を変えていかなければ

いけません。交通安全対策の中で教育を取り扱う際も、

「日本はこうやって成功しました」というのでは、細か

いところが陳腐になって、今の時代では通用しないこと

が出てきてしまいます。その一番の問題が学校での交通

安全教育です。20歳になったときに、「交通安全教育を

受けましたか？」と聞いても、「ああ、お説教ね」と言

われます。「学校の交通安全教育はお説教」という認識

です。これはマズイです。

　中学生や高校生になって自転車で通学して良いことに

なっても、ヘルメットをかぶらないといけません。だか

らかぶるのですが、値段が高いからといって安物を買う

ので、汚くて格好が悪い。例えば乗馬のキャップ、あれ

は３万円ぐらいするのですが、あれだったら進んでかぶ

りたがります。だけどヘルメットはかぶりたがりませ

ん。しかも、横断歩道では自転車を降りて押して渡らな

いといけないのですが、その横を大人が自転車に乗った

ままスーッと渡ってしまいます。「なぜ自分たちには、

やらなくても良いことをやらせて、大人はやらないの

か」となります。交通安全教育は、「大人が子どもに押

し付けて、大人は勝手なことをしている」と認識されま

す。緑のおばさんもそうです。緑のおばさんは、安全に

子どもたちを横断させないといけないのですが、旗をパ

ッと上げて「ハイ、渡りなさい、渡りなさい」と言いま

す。子どもたちに自分で大丈夫だと見極めて渡らせて、

何かあったときにはお手伝いをするのが本来の意味だと

思いますが、「お金を貰っているのだから安全に渡らせ

ないといけない。私がいるときだけは、きちんと渡らせ

よう」とするのです。みんなでこれをすると、人を育て

る教育ができません。

　教育は、「育み教える」ことです。最初のうちは、一

方的に覚えることです。例えば、「あ」という字はどう

やって書くかとか「１+１=２」とか、理屈はどうあれ

覚えるしかありません。だけどだんだん、自分で考えて

いかなくてはいけません。大学でも、教え込んだり覚え

たりしなければならないこともありますが、自分で考え

ることが必要です。教師は学生がまったく気付いていな

い良いところを、一生懸命おもてに出してあげることも
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教育のひとつです。小学校から大学までそれぞれにこの

ことが当てはまります。それを、「私の言うとおりにや

りなさい」とか、入学試験でも「過程がどうであれ、結

果が合っていれば良い」という感じです。交通規制も、

変えた当初はまごつきますが、だんだんスムーズになり

ます。そうするとほかの場所が混雑します。それでまた

違う場所を規制します。そうすることによって、戸惑い

はあるのですが注意するようになります。同じ道を同じ

ように通っていると、思い込みで運転してしまいます。

白石 自動車技術がどんどん発達してきて、既に運転免

許を持っていても、新しいことがどんどん出てきます。

新しいことに対応できるモノの見方というのを養ってい

かないといけないですね。

長江 やはり、人生は一生勉強だと思います。３Eの中

の“Education”（教育）は非常に大事だと思います。私

は「アリバイ的教育はダメだ」と言っています。「私ど

もはこういう教育を受けさせました」と言われても、

それがどういう効果を発揮しているのか、ということで

す。「これをやりました」というのが今までの教育です

が、それではダメで、経年変化を見ながら継続して教育

していかないといけません。それには、交通教育センタ

ーでも履歴を取っておいて、１回目の人なのか、２回目

３回目のリピーターなのかを把握して、「この前はこう

いうことをやったから今日はこういうことをやろう」と

いう形でつながっていかないとダメだろうと思います。

しかしこれは、どこもやっていません。全部通り一遍

で、アリバイ的教育になっています。「その人のための

教育」でなければいけません。

　高校生を対象にした実験的研究をしたものをまとめ

て、住友海上福祉財団の創立10周年のときの記念論文

に応募して、賞金100万円と総理大臣賞をいただきまし

た。高等学校の先生たちがどうしてもやってくれないの

で、インストラクターや学会員と、道から外れたような

高校生たちを集めてやりました。参加した一番のワルは

その後、子分を集めて「道路をきれいにしよう」と道路

のゴミを拾ってきれいにした、ということがわかりまし

た。やはり自分たちも何かしなければならない、と思っ

たようです。一種の「気づかせ」で、気付かせること、

考えさせることが大事です。

白石 先生にとっては、交通安全教育というより、人間

教育ですね。

長江 そうです。交通安全教育は基本的には人間教育で

す。良い社会をつくるには、秩序ある交通社会をつくれ

ば良いのです。秩序があるということは、学校教育の理

念で「豊かな心を持ち、自ら考え自ら行動できる人間を

育てる」と言っていますが、そのとおりだと思います。

白石 ただ、今は世の中が便利になりすぎて、ありがた

さをなかなか感じられなくなっています。人間教育をや

ろうと思っても、うまくいかないのではないでしょう

か。

長江 高校生を集めてそれをやったのです。鈴鹿に連

れて行って、バイクに乗せました。バイクといっても

50cc。そうしたら「嫌だ、こんなの。もっと良いバイク

に乗りたい」と言うのですが、それで砂利道を40分間、

休憩なしで走らせました。インストラクターは生徒の中

に入って走りました。やる前にインストラクターが「そ

れは無理です。疲れてしまいます」と言っていました

が「それで良いんだ」と。最初のうち、高校生はみん

な「ダサいバイクだ」などと言いながら走っていたので

すが、そのうちに目つきが変わってきました。自分たち

はひっくり返るんです。だけどインストラクターは同じ

ように走っていて、何も声を掛けません。それで40分た

って「ハイ、休憩」となったら、インストラクターが全

員にジュースを配ったりします。そうすると、ジュース

を貰うときの態度が違うんです。人間は非常に単純で、

自分にできないことをできる人は「すごい」と感じま

す。しかもその人たちは自分たちと同じように疲れてい

るはずなのに、自分たちの面倒を見てくれるのです。

寝るときも、インストラクターの人たちが部屋まで見に

来て「おやすみなさい」と声を掛けながらその辺を片付

けて、それから寝ます。それで朝は早く起きて待ってい

ます。そういうのをきちんと見ているんです。そうする

と、「この大人は中途半端じゃないな」「このインストラ

クターは大変なものだ」ということがわかるので、途端

に変わります。そういう体験をさせないとダメです。き

れいごとだけをやっているだけではダメです。

　学校では、「集合」というのも訓練しません。だか

ら、「集合」と言ってもバラバラですぐには集まりませ

ん。「右向け右、番号」なんて言っても、「何だ？ これ

は。体育会系か？」なんていう言い方をするのですが、

実はそういうことがなおざりにされています。先生に対

しても友達感覚で、話し方が全然違います。しかし教師

と生徒は、もちろんそこに信頼関係があるにしても、一

線を画すところがないといけません。そういうことがき

ちんとわかっていないと思います。

白石 こういう時代になったからこそ、先生としてはど

のようなアドバイスをいただけますでしょうか。

長江 東京の二輪車クラブを集めて教習をするときは、

「皆さんがいつもやっていることをやってください」と

言います。やる内容は私が考えますが。いつものとおり

にやって、その後で私の言ったとおりにやってもらいま

す。それで「どちらが良いと思いますか？」と聞きま

す。私は採点もやらずに、見学している人たちが採点係

になります。例えば「スラロームを時速５kmで走って
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ください」と言います。５km、10km、15kmとやって

いきますが、採点係は「時速10kmと言ったのに９km

しか出ていないな」「時速15kmと言ったのに12kmしか

出ていないな」とわかります。しかし本人はきちんと時

速15kmで走っているつもりです。採点係が乗るときは

自分も計測されているのですが、そんなことは忘れてい

ます。最後にデータを見せて、「あなた方の限界はどこ

にありますか？」と聞きます。帰るときにはみんな大

概、「よく今まで死なずに乗ってこられたな」と言いま

すね。

白石 自分のことは自分で発見させろということです

ね。

加藤 インストラクターはインストラクターであって、

教育のプロではないですよね。教育側から交通安全教育

へのブリッジはあるのでしょうか。

長江 それが無いのです。だからそれは、インストラク

ターに任せているのです。一応、教育の理論体系のよう

なものはあります。しかし具体的にどう伝えるかという

ノウハウはありません。だから、教えるほうは本にこう

書いてあるからこう言おう、ということだけです。

福田 昔、うちの研究室の助手が、千葉県内の13の小学

校で交通安全教育を記録してきて比較をしたのですが、

学校ごとにやり方がまったく違っていました。使ってい

る教科書は同じなのですが、警察と PTAと先生と交通

安全協会の四者で、誰が主導しているかも学校ごとにか

なり違います。中には先生が非常に熱心にやっている学

校もありますが、概して生徒の数が多い大規模な学校は

何もできません。熱心にやっているのはたいてい、生徒

数が50人ぐらいの、田舎の小さな学校です。やはり、エ

ンジンになるような方が一人でもいて、その方が頑張っ

ていると良いのですが、その方がいなくなってしまった

ら終わりという感じです。

長江 教育システムができていません。交通安全教育と

いうのは生活安全、災害安全の最後なんです。まずは日

常生活の中で出合うことへの安全教育をやらなくてはい

けません。それから、めったに起こらないけど起こった

ときにどうするかという津波や地震などの災害について

は、防災の日に避難訓練をします。これは功を奏してい

て体で覚えます。一方、交通安全は体で覚えるほどやっ

ていません。先生方は「これはわれわれの領域ではな

い」と言います。交通安全を一生懸命やっても、点数に

も何もなりません。評価の対象になりませんから。

　新潟県の燕三条にある工業高校が、日本交通安全教

育普及協会の指定校に選ばれました。そこの先生が来

て、「うちはこんなことをやりました」と発表されまし

たが、そのときに「長江先生が新潟に来られてお話しさ

れたことが非常に役に立ちました」とおっしゃっていま

した。私は「ほかの先生の協力を得るためには、生徒に

知ってほしいことを書いてコピーして、よろしくお願い

しますと言って配ったほうがいい。そうすれば、自然に

みんなが関心を持ってホームルームでもやってくれるは

ずだ」と言ったことがあるのですが、その先生はそれを

やったのです。そしてそれに乗ってきたのが、生徒だっ

たらしいのです。その工業高校は悪いので有名で、その

学校があるからその土地が悪くなると言われていたよう

です。それが、年間の交通事故が少なくなったとか、違

反が少なくなったとかいうことで、新潟県から表彰され

たのです。表彰されたときに、生徒たちは「自分たちの

学校の評価は低いが、交通安全に関しては一番だ」と言

って帰ってきたそうです。そのおかげで出席率は良くな

ったし、遅刻は減ったということでした。それで万々歳

かと思ったら、一番困るのは先生方で、生徒の違反は少

なくなったのですが、先生の違反は相変わらず多いので

す。つまり一番の問題は、同僚の先生方が協力しないこ

とです。

福田 「気づかせ」教育をやるのには、手間がかかりま

す。自転車で校外に出てやっている小学校がいくつかあ

るのですが、これは PTAの協力など相当な人数の応援

を得て、外でやっています。普通は、体育館に線を引い

てお巡りさんが来て終わりです。ですから外でやるのは

せいぜい、小学校に在籍する６年間のうち１回が精一杯

です。

長江 学校で全部を教えるのは無理です。当然、親にも

参加してもらうことが大事です。オートバイ通学をして

いる学校がありますが、その事故率は非常に低いので

す。通学中の事故は少ない。遊びで乗っている事故が多

いのです。

加藤 交通安全教育の熱心さは、場所によって違うと思

いますが、熱心な地域とそうでもない地域とで、事故率

は変わりますか。

長江 オートバイの「三ない運動」をやっている所で

は、逆に事故率なんて調べません。「うちは認めていま

せんから」と。許可している所では、許可している人の

分だけ事故率を調べています。隠れて乗っている人の分

は調べていません。

福田 千葉県のある団地で、交通安全教育をしたいと子

どもたちを集めて県警にも協力を仰いでやったのです

が、大変でした。全員の親から同意書を集めないとでき

ないんです。

長江 なぜ学校でオートバイの「三ない運動」をやる

かといいますと、親からの要望があるからです。「学校

でオートバイを許さないようにしてくれ」と言うので、

「三ない運動」があるわけです。中には PTAの偉い人が

「オートバイなんて要らない。子どもたちは勉強をしな
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ければならないのに、オートバイなんかで遊びほうけて

いたらどうしようもない。だから“三ない運動”をしよ

う」と言って、やる所もあります。ところが、それを破

るのも親からです。子どもが「オートバイに乗りたいか

ら学校をやめる」と言うと、「それじゃあ、内緒で買っ

てあげる」と親が与えます。そうやって「三ない運動」

崩しも親がやるのです。

　神奈川県では、交通戦争のときに各地で討論会をやっ

て、最終的にはテレビ神奈川で結論を出しました。その

ときに「親としては子どもがオートバイに乗るのは非常

に心配。したがって、買うときも親がついて行って店員

といろいろな話をして買った。乗るときも、最初は親

が前を走って子どもがその後ろを走らせた。次に子ども

に前を走らせて親がその後ろを走った。そうしたら、な

かなかよくやるので、今は一人で乗せている」という親

がいました。そういう親は本当に自分の子どもの命が大

事だし、他人に迷惑を掛けてほしくないと思っているか

ら、そうするのです。オートバイに乗っている学生も、

親を後ろに乗せると緊張すると言います。そういうこと

が大事なのです。高速道路での二人乗りのときにもこの

話をしました。皆さんは「二人乗りを許可すると、乱暴

な走りをして危ないのではないか」と言うので、「二人

乗りになるとブレーキが利かなくなるし、動きが遅くな

る。後ろに人を乗せていると慎重になる」と実験し、そ

のとおりだったので二人乗りが許可になりました。６カ

月たって、高速道路での事故が３件あったのですが、そ

れらはすべて資格の無い人が運転していました。免許を

取って１年未満は二人乗りができないのですが、事故は

そういう人たちだけで、結局は死者はゼロでした。

　「教育の機会均等」と言いますが、高等学校では「進

学組」と「就職組」とでは違います。落ちこぼれもいま

す。それぞれの生徒に合わせてやれば良いのではないで

しょうか。全生徒にする必要はないのです。受験勉強に

必死になっている人に「オートバイに乗れ」と言っても

無理な話です。「総合的学習の時間」のようなことは、

その人の生き方を変えることにつながると思います。教

えてやるのではなく、自分で考えさせて、先生たちはそ

のコンサルティングをするという立場であれば良いと思

います。

福田 時代とともに教育するやり方が変わっていくとい

うお話でした。1970（昭和45）年に16,000人以上が亡くな

ったところから「安全指導の手引き」などができたとい

うことでしたが、当初は学校で交通ルールを教えること

は役に立ったのでしょうか。

長江 そのときは「自動車は敵だ」という筋書きでやり

ました。そうすると車を持っている人と持っていない親

御さん同士で争いになりました。昭和40年代だと思いま

すが、「うちの町では時間を決めて通行止めにして、車

を通さないようにしたい」という話が持ち上がりまし

た。でも、車を持っていて商売をしている人は反対しま

して、学校の中で諍いが起こりました。

福田 タイなどで調べると、立派な教本があって配られ

ているのですが、学校の先生に聞いても「知らない」と

言います。日本と同じで、立派な教材はあっても使われ

ていません。

長江 ドイツでは、まず指導者教育をします。日本では

それがありません。人口が減ってきて高齢化社会になる

と、ますます若い人たちにきちんと育ってほしいと思い

ます。そのためには、今まで以上に教育に手間暇をかけ

ないといけないのではないでしょうか。さもないと、

日本全体の活性化が図れません。四輪車の免許でも、取

るまでは教えるけど取ったら知らないということではな

く、きめ細かいお手伝いをするべきです。

福田 タイにホンダが Safety Driving Centerを持ってい

ますが、あそこにいるインストラクターはものすごく上

手です。一瞬にして生徒の視線をくぎ付けにして話を聞

かせるのがうまいです。

中村 1970年代に交通事故がぐっと減ったとき、交通安

全教育で良かったところはどこでしょうか。

長江 基本的には設備が良くなりました。それから教育

が良くなりました。自動車学校も良くなりました。二輪

車の事故は、きめ細かくやったら減っていきました。今

度は四輪車が大変だということで四輪車に力を入れて、

二輪車はなおざりになりました。そうすると、新しく二

輪車の免許を取った人は昔と同じような事故を起こすよ

うになりました。ですから、新しく免許を取る人たちに

も、基本的な教育は同じようにきちんとやらなくてはい

けないのです。

中村 自動車学校が良くなったという意味は、教え方な

のですか。

長江 そうです。制度も実施されましたし。

秋山 欧米には日本の自動車教習所の仕組みは無いので

すが、日本でそういうものをつくり上げた動機というの

はどういうものですか。戦後、免許制度ができたとき

に、誰かが発案したのでしょうか。

長江 実は自動車学校は戦前からありました。尾久自動

車学校などは古くからありました。もうひとつは軍隊で

す。軍隊で免許を取った人が出てきました。当時、一般

の人は自動車には乗れなかったのですが、兵隊に行くと

軍の中で学校に通わせます。第一次世界大戦、第二次世

界大戦のときにヨーロッパで増えたのがオートバイのラ

イダーです。兵隊に行った人がオートバイを覚えて、帰

ってきてからも乗るようになりました。戦争にはそうい

う効用もあるのです。
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秋山 指定自動車教習所の仕組みは、日本人の感性に合

っていたのではないかと思います。東南アジアでも、そ

の仕組みは合っているのではないかと思うのですが、日

本での最初の動機づけは何だったのだろうと思います。

長江 日本には昔から道場があります。寺子屋もありま

す。明治維新になって、八幡製鉄所をつくるときにドイ

ツから技師を呼びましたが、職工は全国から鍛冶職人を

集めました。大量生産はできませんが確かな技術を持っ

ていたので、大量生産に結び付ける技術がわかれば良か

ったのです。それから、日本では金のほうが値打ちが

あったのですが、外国では銀のほうが値打ちがありまし

た。日本が開国するにあたって、借金をしないでできた

のは幕府がためておいた蓄財です。戦後、新しい国を興

そうとすると借金をしますが、日本は自前の財力ででき

ました。

白石 教習所の制度も、制度さえつくれば自然にできた

のですね。

長江 習うからにはちゃんと習いたい。それに合わせて

学科試験や実地試験の充実を図っていきました。

秋山 私は1964（昭和39）年に免許を取りましたが、ある

意味ではステータスシンボルでした。自動車を持ってい

るわけではありませんから。そのうち年を取ったら車を

持てるかな、とは思いましたが。交通工学を勉強してい

て、運転しないといけなかったので、真剣でした。構造

の試験もありました。わかっていないと車が止まったら

修理できないので、必需でした。

長江 中国では25年ぐらい前、免許を取るのに学科試験

に受かってから実技を120時間やらないといけませんで

した。だからすごく上手なのですが、「そんなに要らな

いはずだ」と私は言いました。しかし「これは日本の軍

隊のやり方だ。これで良いと思っている」と言われま

した。本当に上手でした。当時の中国のドライバーは、

職業運転者なのです。今から４年前に北京に行ったとき

には新しい道路交通法が施行されていて、私用車も許可

するようになっていました。そうしましたら、北京の警

察で「事故を起こすのはまずタクシー」と言っていまし

た。歩行者が優先になったため、今までは止まらなかっ

たのが急に止まるので後ろから衝突するのです。また、

「次に女性ドライバー」と言っていました。あまり訓練

しないで免許を取る人たちが増えたのです。

　中国では、警察が強いので、警察の言うことは聞くで

しょう。しかし、自己主張の強い人たちですから自分た

ちでやるのは難しいと思います。したがって、日本で成

功したからといって、日本流を「これが良い」と押し付

けるのは絶対にダメです。日本の援助は ODAでも何で

もモノの援助ですが、それではダメで現地の人を育てな

いといけません。それで JICAが変わり３年計画になっ

たのですが、まだ３年では足りません。だんだん現地で

できるようになってきていますが、もっと良いのは現地

の若手を日本に連れてくることです。彼らが母国に帰る

と、きちんと発言するようになります。ハノイの警察、

ホーチミンの警察、それぞれがいろいろと言うのです

が、いざ国の役人が来ると沈黙してしまいます。でも、

日本で研修した人は確実にものを言うようになります。

そういう意味ではやはり変わります。変えるのであれ

ば、やはり若い人が良いです。

白石 ベトナムでの交通事故の増え方は、日本と似たと

ころがあるのですか。

長江 基本的にはデータベースがありません。それがい

つ起きた事故なのかもわかりません。調書のようなもの

をきちんと取ってやっていけば、やれないことはないと

思いますが。

秋山 いくら言っても、それを何に使うのかという感覚

がわからないのです。それをどうやって伝えたら良いの

かと思います。

長江 池田勇人が総理大臣のときに、国民所得倍増計画

が閣議決定されました。それに関連してこれからの日本

は車社会になるから何が問題になるのかが研究されてい

ました。答えはアメリカを見ればわかります。当時はア

メリカを見て、「頑張ればああなれる」となったのです

が、だんだん日本が一流国になってきて、何を頑張れ

ば良いのかわからなくなってきました。だから、新しく

「こういう方向に行こう」と提案する人が現れないとダ

メなんです。日本はモノマネの国だと言われますがそう

ではなく、エンジニアは要求さえ出してもらえばそれを

クリアできるのです。

福田 タイなどではデータベースが必要なことはわかっ

ていて、どうやってつくれば良いかもわかっています。

フォーマットがあっても地方の警察にはそれが普及して

いません。地方ではお巡りさんが大学ノートに書いてい

ます。一番の問題はお金が無いことです。皆さんにいろ

いろとお話を伺って一番驚いたのは、日本ではものすご

い額の予算がついたことです。

長江 変な話ですが、やはりお金が無ければできませ

ん。

秋山 経済成長とタイミングが合ったのです。

福田 今日お話を聞いて、日本では二輪車の事故がこん

なに多いのかとあらためてショックを受けました。日本

は二輪車の数が多くて、欧米では少なくなっています。

その一方で日本では変な基準が残っています。私は交通

の需要予測を教えているのですが、二輪車の交通需要予

測はまったく教えたことがなくて、教科書にも書かれて

いません。信号機でも、二輪車を感知しているものは世

界中にほとんどありません。アジアでも二輪車が増えて
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いますし、日本の経験がどれだけ生かせるでしょうか。

長江 法規でも何でも、やはり四輪車が主体で二輪車は

付け足しです。道交法でも二輪車には「ここを走れ」と

いう規定がありません。だから勝手に走っています。そ

ういう中で、警視庁は駒沢通りで二輪車専用レーンをつ

くりました。そうしましたら、四輪車が渋滞している所

を二輪車が飛ばしていきますからぶつかります。それで

やめました。規制は規制でやるのですが、広報がされて

いないのです。

　欧米では、数は少ないのですが二輪車を敵視していな

いです。遊びの道具と捉えています。日本のほうが、制

約があります。

福田 むしろ、日本での二輪車の問題があることを反面

教師にして、アジアのことを考えたほうが良いですね。

長江 シンガポールの自動車学校では、日本とは違うや

り方をしています。どういうことをしているかを調べる

と良いです。日本でできないことを向こうでやっている

はずです。

秋山 自分でも葛藤があるのですが、自分で経験してい

ないことを「こうやったほうが良いです」と言わざるを

得ない。あんなに二輪車が走っているのを、日本では経

験していないですから。教育の問題も、技術の問題も、

ずれているところがあります。向こうの人から「教えて

ください」と言われても、教えるものが無いのです。

長江 それは、一緒に考えれば良いのです。向こうの人

にしゃべらせて、向こうの人に全部つくり上げさせたほ

うが良いのです。日本の経験を「教えてあげます」とい

うやり方はやめたほうが良いです。私が一貫してやっ

ているのは、「日本はこうしてきました」と言うことで

す。その良いところも悪いところも全部話します。

　ベトナムでは、小学校で先生がシートベルトの話をす

るのですが、まったくシートベルトをしたことがない人

が、模型を持ってきて「シートベルトをしないとダメ

だ」と言うわけです。家に車が無い生徒も多いのです

が、一生懸命聞いています。そういう意欲だけはあるの

です。それをどうやって後押ししていくか。日本では交

通安全というのは後から出てきたもので、生活安全、災

害安全のほうがずっと定着しています。だから古い先生

は「交通安全なんて知らないから、新しい人がやればい

い」と言います。それがいけないのだと思います。むし

ろ古い人間のほうが、新しくできたものに率先して取り

かかる姿勢が無いとマズイと思います。

　ベトナムに行ってものすごくびっくりしたのは、あれ

だけ二輪車が走っていて、逆走するのがいるんです。だ

けど誰も止まらないで走りながらよけていきます。だけ

ど四輪車がどんどん出てくると危ないです。二輪車だけ

の世界なら良いのですが。

秋山 歩道の上も走ります。反対車線も走ります。だけ

どよく考えてみると、われわれは歩道の上を自転車で走

ります。自転車で右側通行もします。だから、自転車的

な感覚でいるのではないかと思います。そういう目線で

見てあげないと、「危ない」とか「ダメだ」とか言って

も、彼らは当たり前の話だと思っているのでしょう。し

かし四輪車時代になったときに、どうなるのかと思いま

す。

　私の若いころもそうでしたが、警察の幹部も二輪車で

動いていますから、考えているのは四輪車を運転したこ

とがない人たちなんです。だから、いくら話しても四輪

車のことはわからないのです。四輪車は職業ドライバー

で、タクシーの運転手や公用車の運転手です。最近よう

やく富裕層がマイカーを持ち始めましたが。

中村 そうすると、お巡りさんたちに四輪車の体験をさ

せれば良いのでしょうか。

秋山 私も途中でそれに気が付いたのです。交通工学を

一生懸命話していて、「日本ではこうやって交差点を直

した」などと言っても、わからないのです。二輪車の頭

なので混乱するのです。

長江 警察にも公用車があって、それを運転することが

あれば良いのですが。交通安全教育は、なかなか引き継

がれていきません。もう一度整理して、受け手に合わせ

て教育を施していったら良いのではないかと思います。
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1. TU 交通規制

1. 経緯と目的 

1960年代に始まった自動車交通の増加は、1970年代に入ると、幹線道路の混雑を

避けて、生活道路へ通過交通が迂回する現象が多くなり、生活道路での交通事故が

大きな課題となった。また、直接住民の生活に影響を及ぼす排ガス、騒音など、交

通公害に関心が高くなり、自動車交通と生活空間の調和へ対策の必要が要請される

ようになった。この要請に対応して、東京都内で警視庁が生活道路から通過交通を

排除するために実施した交通規制が「TU交通規制」である。

2. 内容

当時米国で実施されていた「ラドバーン方式」に代表されるように、幹線道路、

準幹線道路、地区内道路というように街路網が段階的に構成され、その段階に応じ

て交通がアクセスすることが理想であるとされた。しかしながら、東京における既

成市街地では、自然発生的に市街地が構成された地域が大部分であった。このよう

なことから、既成街路網を前提として、都内の各地域についての通勤通学などの生

活パターンと交通の実態を精査のうえ、通過交通の影響が多い幹線道路に囲まれた

１㎢程度の地区を選定したうえで、地区内の道路網を一方通行や右折禁止といった

交通規制を組み合わせ、街路網が「T」の突きあたりや「U」の行き止まりのよう

1971（昭和46）年の交通戦争ピーク時に、ようやく「第

一次交通安全緊急整備五箇年計画」で安全施設改良の予

算がつきました。その中身はまず信号機の増設、それか

ら幹線道路だけに重点を置くのではなく、裏通りの子ど

もの遊び場、スクールゾーン・生活ゾーンの総合的な規

制。これらが歩行者・子どもの事故防止に非常に効果的

であったと思います。 （佐藤　脩氏　 p.12）

裏通り対策と子どもの交通事故防止のための「TU作

戦」です。「TU」とは、車が裏通りに入るとそのまま突

き抜けられず、突きあたりで左か右に曲がらないといけ

ない（T）。あるいは裏通りに入っても Uターンして元

の道に戻らなければならない（U）。というように、通過

交通を抑制するために交通規制を行いました。

（佐藤　脩氏　 p.13）

学童の安全を守るスクールゾーン規制が、都市総合交

通規制のはしりかもしれません。1968（昭和43）年に、

飛騨川で観光バスが転落して死傷者が出ました。交通情

報が悪かったのもありますが、そういう規制も重要じゃ

ないかという話がありました。一方、大気汚染がありま

した。警視庁でも、交差点で警察官が倒れるということ

がありました。当時の国会で、社会党の土井たか子さん

が「誰が一番被害を受けているのですか？ 歩行者です

か？ 車ですか？」と質問したら、警察庁交通局長が「い

いえ、警察官です。警察官が交差点に立っていて、一番

被害を受けています」と答えたら、キョトンとされたと

いう笑い話があります。

警視庁の津田交通部長はなかなか積極的な人で、TU

規制だとかいろいろなことをなさいました。ひとつのブ

ロック地域から車を幹線に追い出してそこの平穏を守ろ

う、という思想でされたのですが、なかなかこれも難し

いことです。規制というのはなかなか難しくて、地元が

納得しないとできません。 （時﨑賢二氏　 p.75）

インタビュー参照
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になるように実施して、地区内を通過しにくくし、地域内に必要な交通は確保する

こととした。この交通規制の形態を象徴的に表す表現として、TU交通規制と名付

けたものである。

TU交通規制はその後、全国的に実施された「都市総合交通規制」のモデルとな

り、現在各地で行われている「生活ゾーン交通規制」として定着した。また、その

考え方は自動車交通と歩行者を共存させる「コミュニティーゾーン」につながって

いる。

また、同じころ、時間を限定して自動車交通を通行止めにして、学童の通学時間

帯に学校周辺の道路を歩行者専用にする「スクールゾーン」や、商店街で特定の時

間帯だけ自動車の通行規制を行う方法が行われている。この場合、地域内での通行

が必要な場合はあらかじめ警察に申請し、発行されたステッカーを表示して運行し

ている。

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

東京は約400年前に当時の行政の中心都市としてつくられた都市であり、既成市

街地として当初のまま推移している地区が数多く存在している。この中にあって、

1970年代になり自動車交通が急激に増加した結果、幹線道路から住宅、商店街など

の細道路に通過交通が入り込み、交通事故や環境の悪化などの障害が目立ち始め

た。そこで、警視庁は交通規制によって通過交通を排除する方式を採用した。本来

は都市計画として、街路網の段階構成を図るべきであるが、既成市街地では即応す

るのは困難であり、緊急的な措置として取り上げたものである。その結果、生活ゾ

ーンとして各都市に定着した。

この考え方の根本は、生活圏として明確な地域割りをしたこと、実態を調査し問

題点を把握したうえで住民とよく意見を交換したこと、どうしても必要な自動車は

ステッカー表示によって除外したことがあげられる。

図１　高島平地区規制内容
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2. 交通事故統計原票

1. 概要 

交通事故については事件処理として、ほかの刑事事件などとともに統計的にも扱

われてきたが、1960年代になって自動車交通が急激に増加した結果、交通事故の発

生が社会問題となり、警察庁は1963（昭和38）年に「死亡・重傷事故統計原票」作成

を開始するなど統計業務の導入を始めた。この時期は各都道府県警察に「交通事故

分析官」制度がつくられ本格的に交通事故分析をしながら、対策を検討する先駆け

となった。なお、「交通事故分析官」については東京、大阪など中核都市を持つ都

道府県で建設省と人事交流が図られた。1966（昭和41）年、コンピューターによる交

通事故統計分析が図られるようになり、警察庁から「交通事故統計事務取扱要綱」

が出されて全国統一の交通事故統計が取られるようになった。その後、時代の変遷

につれ、多様な事故要因を分析するため、調査項目に変化があるが、基本的にはこ

のとき作成した原票が原型となり、交通安全教育、道路の改良、取り締まりなど、

いわゆる３Eの推進のため活用されている。一方では1992（平成４）年に交通事故総

合分析センターが設立され、その調査・分析データは自動車業界など民間関係機関

も含めた多様な機関で活用されている。

2. 交通事故統計原票の活用

統計原票の活用は多方面からなっているが、ひとつの例として交通事故発生図を

日本では1947（昭和22）年から免許制度が出来上がっ

ており、行政処分もありました。けれども各都道府県で

バラバラに行っていたので、全国同等の基準化を図り、

免許制度の統合を確立しました。また交通事故統計原票

も早くからつくりました。それから交通切符制度をつく

り、交通違反の即決制度では、赤切符（交通切符）の３枚

目を統計作業にすぐ回るような工夫をして、それを手作

業でデータ化しました。さらに、軽微な違反については

交通反則制度（青切符を適用）ができ、昭和50年代から併

せて点数制を導入して運転者管理システムを構築しまし

た。

 （佐藤　脩氏　 p.14）

このころから、交通事故の分析というのが台頭してき

ました。安全施設の設置前・設置後の調査と統計を盛ん

にやって、データをずいぶん集めました。何をやったら

一番効果があるかとか、どういう設備でやったら良いか

というのを統計から割り出します。警察が信号機を建て

れば良いのか、道路管理者が交差点改良をすれば良いの

か、一時停止の標識だけで間に合うのか、そういうこと

を事細かにやりました。各県からずいぶん資料を集めま

したが、集計するのが大変でした。それで、建設省も一

緒にこういうことをやっていこうではないかということ

で、事故分析官を各県に配置しました。あまり小さい県

にはいませんが、中ぐらいから大きな県には、分析官と

して建設省から技官を出してもらって、２年ぐらい出向

します。その分析官が、事故が起こると現場に飛んで行

って現場を調査して「ここは何をしたら良いか」を計画

して上申する。そういう風潮が定着してきまして、これ

でいこうということになりました。

（時﨑賢二氏　 p.74）
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あげることができる。

交通事故の発生を図面上に記号で示すことにより、交通事故の発生を目視で確認

でき、道路構造や交通信号の状況と合わせて、交差点の改良が実行できるほか、安

全教育、取り締まりなどにも活用できる。当初は手書きでなされていたが、近年は

コンピューター技術の発達により、自動的に作図できるようになり各方面で活用さ

れている。なお、この記号は国際的にも共通の記号である。

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

近年のコンピューター技術の進化により交通事故統計は極めて容易に活用できる

ようになっている。

しかしながら、それは１件ごとの交通事故を丁寧に観察することから成り立つも

のである。それは、交通事故が複雑な要因によって発生するからである。日本で

は、コンピューター技術が無い時代から、ここで例示した「交通事故発生状況図」

を丹念に作成し、分析する「交通事故分析官」が存在していた。それが、結果的に

コンピューターによる分析をするようになっても役立っていると判断される。した

がって、交通事故統計原票をつくると同時に、交通事故の分析対策に応用する人材

の育成が重要である。

図１　交通事故発生状況図（例）
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3. 道路交通情報センター

1. 概要 

1961（昭和36）年、急激に悪化した交通渋滞に対処するために、警視庁に交通情報

の収集と提供を行う「警視庁交通情報センター」が設立された。これは、一方では

1964（昭和39）年に予定されている東京オリンピックにも対応する目的も持ってい

た。当時の情報収集は電話、無線など人力によるものであり、また情報の提供もラ

ジオによる情報提供と電話による応答によるものだった。

その後、信号制御にコンピューターを適用したシステムが導入されるとともに、

交通情報の収集提供が自動化されることになり、1970（昭和45）年ごろから全国主要

都市で、交通管制システムとして信号制御と交通情報の提供を行う仕組みが構築さ

れ、「交通管制センター」もしくは「交通情報センター」として運用されるように

なった。また、これと同じ時期に高速自動車国道や都市内高速道路が整備されて、

それらの交通情報の収集提供がそれぞれの道路の管理者により行われるようになっ

た。

これらを一元化して、全国を共通に情報提供する組織として、1970（昭和45）年、

㈶ ｢日本道路交通情報センター｣ が設立されている。この組織は、交通管理者（都

道府県警察）と道路管理者から情報の提供を受け、ラジオ、テレビ、インターネッ

トなどを通じて交通情報を提供している。

日本道路交通情報センターがどのような環境のもとに

設置されたのか、というご質問があらかじめあったもの

ですから、慌てて矢代理事長に資料を送ってもらいまし

た。私の記憶を掘り起こしてみますと、設立の一番のき

っかけは1968（昭和43）年の飛騨川事故です。国道41号

線上に土砂が崩壊・堆積し、突っ込んだバスが転落して

死傷者事故が発生しましたが、当時は利用者に対して情

報を伝える手法がまったくありませんでした。したがっ

て、道路交通に関して警察の交通規制の情報や道路工事

による通行情報を出すべきじゃないか、との声が上がり

ました。さらに1970（昭和45）年に大阪万博が開催され

周辺道路が大混雑するだろうから、利用者に対して渋滞

情報などを出さないとダメだろうとの意見があり、その

前にも警察庁と建設省が各々でやってはいたのですが、

1970（昭和45）年１月１日に大合併して、設立したのが

今の日本道路交通情報センターの生い立ちです。

（三谷　浩氏　 p.37）

1957（昭和32）年ごろ、警視庁に交通情報センターを

つくりました。都内で渋滞が増えてきたので、渋滞情報

を流したり渋滞統計を取ったりしようということになり

ました。当時の渋滞情報というのは、確か“信号待ち”

でした。「現在、この交差点は信号待ち○回です」とい

うことで、今のように何 km並んでいるということでは

ありません。近所に派出所がある所は良いのですが、な

い所では近所にあるタバコ屋の人にときどき見てもらう

よう頼みました。そのころから、地点感応式の信号機と

か、ループコイル式の感知器を道路に埋めて情報を取る

とかが、段階的に進行していきました。

（時﨑賢二氏　 p.72）
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2. 警視庁交通情報センター

1960年代になり、東京は急激に自動車交通が増加し、交通渋滞や交通事故が緊急

の課題となってきた。また、1964（昭和39）年にオリンピックの開催が予定されてい

た。このような状況を背景に警視庁では1961（昭和36）年、都内の交通状況を一元的

に管理するため「交通情報センター」を開設した。主要20路線を対象に警察電話を

主体とした情報の収集とラジオによる広報で、もっぱら人力によるものであった。

1962（昭和37）年、政府の交通関係閣僚懇談会において、東京と大阪に「交通情報セ

ンター」の設置が決議され、翌年サティックシステムとして「交通渋滞報知器」を

伴う半自動の情報収集機器を伴う「交通情報センター」が正式に開設された。

「交通渋滞報知器」は都内主要交差点340カ所に設置された。現場活動の警察官が

定時に交通状態を確認し、機器に付いているあらかじめ決められた渋滞度のボタン

を押すと、専用電話回線を通して交通情報センターに自動的に表示されるもので、

その状況をラジオの交通情報で放送するとともに、電話により問い合わせに応じる

という仕組みであった。同様なものが大阪でも設置されたが、1965（昭和40）年以降

コンピューターの発達により、信号制御の高度化と相まって交通管制システムとし

て人口10万人以上の都市に「交通管制センター」として設置され現在に至ってい

る。

警視庁交通情報センターも、1966（昭和41）年、銀座地区での感知器による交通情

報の自動収集とコンピューターによる信号制御の実験システムを経て、規模と制御

論理などを確立させながら、1974（昭和49）年、交通管制センターとして正式に発足

し、その後情報収集や交通制御の技術革新を加えながら、現在では極めて重要な役

割を果たしている。各都道府県の「交通管制センター」も同様な状況にある。

3. 日本道路交通情報センター

1965（昭和40）年ごろから、日本においては高速道路網が形成されるようになり、

広域的な交通情報の提供が大きな課題となってきた。とくに1968（昭和43）年「飛騨

川バス転落事故」を契機として、異常気象時の交通情報提供の重要性が取り上げら

れ、また1970（昭和45）年大阪で実施された万国博覧会の交通処理の教訓として、広

域的な交通情報の必要性が指摘された。この状況を踏まえ、1970（昭和45）年に警察

庁と建設省共管の㈶日本道路交通情報センターが設立された。

日本道路交通情報センターは都道府県警察の「交通管制センター」からの交通情

報や、高速道路各会社、国道、都道府県道などの道路管理者からオンラインで道路

と交通の情報を受け、広域情報を主体として TV、ラジオなどの放送に提供するほ

か、最近ではインターネットによる情報の提供やカーナビゲーションへの情報提供

を行っている。

4. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

急激に自動車交通が増加したとき、日本ではまず、交通情報の把握を即時に行う

必要が出てきた。そのために、情報提供手段として、先行して普及してきたラジオ

放送を活用することを採用した。また、情報収集手段として、現場で活動している

警察官による監視を活用した。この方式は、その後コンピューターなどの発達によ

り、短期間で終了したが、そのときに交通整理をする警察官の情報がその後の信号

制御などの技術に相当貢献している。これは、担当している人間が、毎日の勤務の

中から課題を見つけ、対策につなげるというサイクルが自然に発生した成果であろ

写真１　警視庁サティックシス
テム（渋滞報知器）
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う。また、現場活動している警察官の中からその後交通管理の中枢となって、現在

に至る技術の発展に貢献した人材が輩出している。

このようなことから、高度な機器の導入をいたずらに図ることよりは、担当者の

感覚を高めることに主眼を置いた方が、効果的であると考えられる。

さらに、日本道路交通情報センターで交通に関するすべての情報を一元的に把握

するようになった。

これは単に日常的な交通状況の把握のみではなく、大地震などの災害発生時や、

国際会議など大規模な催しものの実施などに際し、広域、かつ長期的に統一した情

報を提供するという意味で極めて有効であり、交通管理の枠を超えて、とくに都市

経営の大きなポイントになり得ると考えられる。
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4. 交通安全施設整備と道路財源

1. 交通安全施設

交通安全整備事業は、事業別に以下の２つに大別される（「交通安全施設等整備

事業の推進に関する法律」第二条３項、1966（昭和41）年公布）。ひとつは、都道府

県公安委員会が行う①信号機、道路標識または道路標示の設置と②交通管制センタ

ーの設置である。いまひとつは、道路管理者が行う以下の事業である。①横断歩

道橋（地下横断歩道を含む）、②応急措置として行う歩道もしくは自転車道、③「道

路標識」（ルート番号等を用いた案内標識の設置や歩行者用の地図標識）、④防護さ

く、⑤街灯その他政令で定める道路の付属物および⑥区画線などである。交通安全

整備事業の財源も事業主体別に、国―道路特定財源（現在は一般財源化）と地方自

治体―交通安全対策特別交付金勘定に大別できる。

2. 交通安全整備事業の財源

2.1　道路整備特別会計・道路特定財源
交通安全整備の支出は２つの特定財源から充当される。国の会計は財政法第13条

に基づいて一般会計と特別会計に区分されているが、特別会計は憲法と財政法のい

ずれにおいても一般会計と同様に扱われる。また、一般会計から特別会計への繰り

入れもあり、両者の独立性は完全ではない。特別会計が一般会計と異なるのは、区

分経理の対象となる歳入出の内容が規定されることである。そのもとで道路特定財

源とは、道路整備特別会計（のちに社会資本整備事業特別会計の中の道路整備勘

定）において道路整備という特定の歳出への充当を定められた特定の歳入を指す。

特定財源制度の長所は、①受益者や原因者に直接負担を求める、一般財源に比べ

て受益と負担に乖離が生じないこと、②懐妊期間の長い道路投資に対して安定的な

財源を確保できることにある。短所は、①財政硬直化のおそれがあること、②歳入

超過の場合、浪費や余剰が生じる可能性があることである。しかし、一般財源も同

様の短所が指摘され、定性的な基準に基づく制度比較自体が容易ではない。

特定財源制度のもとでは道路利用者に使用料としての数種類の税が課される。

これは道路整備の受益者がその費用を負担するという受益者負担の発想に基づいた

制度であり、アメリカの連邦道路信託基金にならって創設されたとされる。日本は

2009（平成21）年３月にこの制度を廃止し、４月より道路財源が一般財源化された。

交通安全事業の財源について（中略）。一部は交通反則

金も充てられますが、道路管理者の事業は道路整備五箇

年計画の一環として実施していますので、後で悪名高く

なった道路特定財源によります。 （三谷　浩氏　 p.36）

インタビュー参照
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2.2　道路特定財源（国の事業）
道路財源を交通安全施設に投入する根拠法は、1966（昭和41）年に公布された「交

通安全施設等整備事業に関する緊急措置法」であり、同法は2003（平成15）年３月の

改正によって「交通安全施設等整備事業の推進に関する法律」となった。国が関与

する対象は、交通事故の発生状況や交通量などの基準に基づいて指定される「とく

に交通安全を確保する必要があると認められる道路」であり、ここで実施されるの

が「特定交通安全施設等整備事業」である。都道府県公安委員会および道路管理者

は、事業の実施計画を作成しなければならない。国は道路管理者が一般国道、都道

府県道および市町村道で実施する特定交通安全施設等整備事業については２分の１

を負担し、道路管理者が政令で定める通学路に該当する市町村道で実施する交通安

全事業については10分の5.5を地方公共団体に対して補助する。 

2.3　交通安全対策特別交付金勘定（地方自治体の事業）
交通反則通告制度については別項で説明される（「26.交通違反通告制度」を参

照）。反則金がこの制度に基づいて導入され、それを原資として道路交通安全施設

の整備費が交付されている。対象は、政令で定められた地方公共団体が単独で行う

道路交通安全施設の設置および管理に関する経費である。

具体的には、信号機、道路標識、横断歩道などが対象となり、特別会計の原則に

基づいて安全施設という使途が規定されたのは、1983（昭和58）年度以降である。

それ以前、一般会計で行われていた経理が「当分の間」「交付税及び譲与税配布金

特別会計」で行われることになったからである。「交付税及び譲与税配布金特別会

計」は、1954（昭和29）年に地方交付税と地方譲与税制度の創設にともなってできた

特別会計である。所管は内閣府、総務省および財務省であり、2009（平成21）年度

決算額において歳入は798億7,622万円、その大半を交通反則者納金が占める（738

億6,430万円）。これは当初予算に比べ51億9,183万円のマイナスになっており、その

理由は「反則者納金が予定より少なかったこと等」（財務省平成21年度特別会計決

算参照書）である。歳出は交通安全対策特別交付金が738億664万円で、大半を占め

る。これも反則者納金の収入が少なかったために45億7,5241万円減となった。

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

交通安全対策とその効果をみれば、反則金の特定財源化と道路特定財源の利用の

意義が認められる。国の財源制度は、交通安全施設も道路空間の一部であるため、

受益者負担による国による整備事業が妥当であることを物語っている。また、ロー

カルな交通安全施設は交付金勘定から、比較的大規模な事業は道路財源から拠出す

るという分担も、受益と負担の範囲を定めるうえで参考になろう。

参考文献

国土交通省道路局「交通安全のための道路行政」
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財務省「特別会計のはなし」（平成22年版）

　 http://www.mof.go.jp/jouhou/syukei/tokkai2207.htm

財務省　予算・決算関連文書・データ

　 http://www.mof.go.jp/jouhou/syukei/syukei.htm
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5. 全国交通安全運動と全日本交通安全協会

1. 全国交通安全運動の目的と組織

全国交通安全運動は、交通安全思想の普及啓発あるいは普及徹底を目的とした

事業のひとつである。起源は国家地方警察本部が決定した全国交通安全週間実施要

綱に基づき、1948（昭和23）年12月10日から１週間にわたって実施された全国交通安

全運動に求められる。運動は1952（昭和27）年に春季と秋季の２回開催となり、1954

（昭和29）年に交通安全週間に代わり、交通安全運動の名称が用いられるようになっ

た。1961（昭和36）年に秋季全国交通安全運動を秋の全国交通安全運動とし、翌年の

春の運動以来、1960（昭和35）年の閣議決定により設置された交通対策本部が実施要

綱を定め、運動が実施されている。1976（昭和51）年に交通対策本部が春と秋の運動

期間を指定し、現在に至る。この中では PRのためのパレードなどが各地で実施さ

れている。
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それまでは「道路は車が走るためにある」という時代

が続いてきましたが、これからは「人優先を大事にしよ

う」という考え方が生まれ、東京の銀座通りをはじめい

くつかの繁華街の道路で歩行者天国を始めました。

（佐藤　脩氏　 p.21）

交通安全運動をやると守るのでとても良い、という話

です。だからといって、外国でもそうなるかというと、

わかりませんが。確かに交通安全運動を実施している期

間は事故が減ります。

（片倉正彦氏　 p.62）

インタビュー参照

図 1　直近10年の全国交通安全運動期間中の交通事故

『交通安全白書』より抜粋、作成

02_キーワー�.indd   122 11.3.30   3:55:26 PM

114

 p.15）  p.56）



123第２章

2010（平成22）年秋の全国交通安全運動の実施要綱は以下のとおりである。

①  目的：「広く国民に交通安全思想の普及・浸透を図り、交通ルールの遵守と正し

い交通マナーの実践を習慣付けるとともに、国民自身による道路交通環境の改

善に向けた取組を推進することにより、交通事故防止の徹底を図ること」

②  期間： 2010（平成22）年９月21日（火）から30日（木）までの10日間であり、2008（平

成20）年以降、交通事故死ゼロを目指す日として９月30日（木）が指定されている。

③  主催は関係省庁（１府９省）、地方公共団体（都道府県・市区町村）および関係

民間団体（14団体）、協賛は関係民間団体（150団体）である。

④  全国重点は、⑴夕暮れ時と夜間の歩行中や自転車乗用中の交通事故防止（とく
に、反射材用品等の着用の推進）、⑵すべての座席のシートベルトとチャイルド
シートの正しい着用の徹底および飲酒運転の根絶である。なお、安全運動の重

点は５～８項目あったが、1969（昭和44）年以降、２～３項目に絞られるように

なった。

図１には直近10年の全国交通安全運動期間中の事故発生件数、死者数および負傷

者数の推移を示している。いずれの件数、人数も減少傾向にあることがわかる。ま

た、春と秋の間で大きな差異は認められないが、2001（平成13）年から2002（平成14）

年、2002（平成14）年から2003（平成15）年および2008（平成20）年から2009（平成21）年

の間でトレンドの逆転が認められる。

2. 財団法人 全日本交通安全協会

2.1　沿革
㈶全日本交通安全協会は各管区の交通安全協会、都道府県交通安全協会および地

区交通安全協会の中央組織と位置付けられる。この組織は全国交通安全運動の共催

機関のひとつであり、交通安全思想の普及や交通事故防止のための安全対策を推進

するために創設された。

本格的な自動車交通時代の到来とともに交通事故への関心が高まり、各地で交通

安全協会が設立された。そして、経済活動が活発になると自動車交通が広域化した

ため、交通事故の防止策を全国で統一して実施する必要に迫られ、1950（昭和25）年

に日本交通安全協会が設立された。当時の会員は都道府県交通安全協会、大都市安

全協会、国家公安委員会および警察関係者であった。1955（昭和30）年に警察組織が

都道府県単位に統合されたため、交通安全協会もそれにあわせて都道府県単位に編

成され、日本交通安全協会の構成員となった。それでもなお、交通事故は急増する

一方であり、道路交通法の制定とあわせて1961（昭和36）年に㈶全日本交通安全協会
が設立された。

設立趣意書には、交通事故の防止と交通秩序の確立という目的を達成するため、

交通環境の整備と行政機関による適切な措置のほか、「国民一人ひとりの交通道徳

を高める」ことがもっとも根本的な問題であるとされている。そこで、「国民各層

の理解と協力による一大国民運動を展開することが必要」とされ、国民の声を国民

運動に組織化するための中核体としてこの組織が設立された。

2.2　事業
この協会は設立以降、多様な事業を実施しており、全国交通安全運動の共催のほ

か、現在も継続されている主な事業として以下のものをあげることができる。

①  交通安全国民運動中央大会の開催：1961（昭和36）年以降毎年１月に開催されて

おり、分科集会（地域・家庭部会、交通安全教育部会および企業部会）と本会

議からなる
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② 交通栄誉賞と緑十字賞（金賞と銀賞）の制定

③ 交通安全年間スローガンと交通安全ファミリー作文の募集と普及

④ 交通安全教育推進誌『人と車』の刊行

このような交通安全活動に1960年代の大学紛争が少なからず影響を与えたとされ

る。保良（1978）では具体的な記述こそないが、こうした事業には CR（community 

relations）活動として、住民との紐帯の構築という考え方が色濃く反映されている

と指摘している。次節では、このようなイズムに基づく交通安全活動を紹介するこ

とにしよう。

3. 交通安全と広報

3.1　レコード
1970～80年代には東京交通安全協会が企画、後援して交通安全の PRソングがレ

コード化された。ここでは、交通安全協会がかかわった３枚のレコードを紹介す

る。写真１は1977（昭和52）年に警視庁が協力してコロムビアレコードから発売され

た石川さゆり「ゆずりあい」（藤公之介作詞、新井利昌作曲）である。写真２は警

視庁が三波春夫に依頼し、三波自身の作詞でテイチクから発売された「交通安全音

頭」（安藤実親作曲）と「交通安全でろれん音頭」（猪俣公章作曲）である。音頭も

のの歌謡曲は現在、ほとんど目にしなくなったが、戦前から戦後にかけ、盆踊りや

祭りなどの行事ではそれをかけて踊る習慣が定着しており、一定の需要があった。

そのため、流行歌手の多くは会社の企画で吹き込みしているし、このレコードにも

踊りの振り付けを図解した紙が入っている。写真３は、全日本交通安全協会が後援

に回ったレコードで、詳細は不明である。

こうした取り組みもレコードの社会的影響力の大きさゆえに実施された。けれど

も21世紀以降、100万枚以上を売り上げたレコード・CDはほとんどなく、 この方法

も歴史になったかもしれない。石川さゆりは、1976（昭和51）年秋の全国交通安全運

動のポスターに採用され、そのうちの１枚が大評判となった。彼女の初のヒット曲

である「津軽海峡冬景色」は1977（昭和52）年１月に発売されており、コスト制約が

理由とはいえ、起用したキャラクターも的を射た企画であった。

3.2　交通安全年間スローガン
全日本交通安全協会は1965（昭和40）年に警察庁、総理府および毎日新聞社の後援

を得て全国から公募し、翌年春の全国交通安全運動に使用した。最優秀作には内閣

総理大臣賞が贈られるが、「ブレーキは早めに !　スピードは控え目に」（運転者向

け）、「もう一度　よく見て渡れ　手をあげて」（歩行者向け）、「世界の願い　交通

安全」（一般向け）が最初の受賞作となった。

以来、毎年公募が続けられており、同協会のホームページによれば、これまでに

同協会に寄せられたスローガンは約1,000万点にのぼるという。1967（昭和42）年の

「とび出すな　車は急に止まれない」（子ども向け）や、1973（昭和48）年の「せまい

日本　そんなに急いでどこへ行く」（運転者向け）は今日でいうところの流行語と

なった。また、1971（昭和46）年からは最優秀作スローガンを入れた交通安全ポスタ

ーデザインが公募され、これまでの応募は約30万点にのぼっている。

こうしたスローガンにも時代背景が反映されており、スピードをはじめ、飲酒

運転、車間距離、シートベルト、ヘルメットといった安全運動の重点が含まれてい

る。ちなみに、2010（平成22）年度のスローガンには、運転者向けには携帯電話が題

材となっており、歩行者・自転車利用者には二輪車の反射材の喚起を、子どもには

二輪車のライト、ブレーキおよびヘルメットの確認を促すものとなっている。

写真２　東京交通安全音頭 
（三波春夫　1983年）

写真１　ゆずりあい 
（石川さゆり　1977年４月）

写真３　虹に向かって 
（白瀬ゆみ　1976年）
JAF主催、NHK・全日本交通安全協
会後援

図２　「ピーポくん」
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3.3　シンボルマスコット
 各都道府県警にはマスコットがある。その中でひときわ有名になった「ピーポ

くん」（図２）は警視庁のシンボルマスコットとして1987（昭和62）年に発表された

ものである。名前の由来は people と policeの頭文字をとったもので、ポスターの

みならず、さまざまなキャラクターグッズが販売されている。

4. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

全国交通安全運動はいわば官製の運動であるが、期間中における事故の減少か

ら、その効果は認められる。その手段は警察による取り締まりの強化だけではな

く、メディアなどの広報を効果的に使うことが有効であることが日本の例は示唆し

ている。同時に、この運動は各都道府県の警察や交通安全協会が工夫して自らの地

域に適した運動を展開した結果、地域に定着したことによって実効性が高まったの

である。交通事故の原因や状況には地域差があり、地方が応用できる枠組みを形成

することが途上国においても求められる。

参考文献

全日本交通安全協会ホームページ　 http://www.jtsa.or.jp/

内閣府ホームページ　 http://www.cao.go.jp/

広島県警察本部交通部（1988）『交通安全運動事典』

保良光彦（1978）『交通警察の基礎的考え方―交通秩序確立のために』（警察時報社）

第４章
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126 交通戦争への取り組み～途上国に貢献しうる日本の経験と知見

6. ノークラクション

1. 騒音問題と大阪・東京

「ノークラクション運動」は騒音防止運動の一環として始まった市民運動のこと

で、1958（昭和33）年３月に大阪では「町を静かにする運動」、５月に東京では「交

通騒音防止運動」として本格的に開始された。最初に運動の成果をあげたのが大阪

であり、その後、運動は東京をはじめ各地に拡大した。

戦後、騒音の最大の発生源は電車や自動車の警笛であったが、それは法定行為で

もあった。1953（昭和28）年の道路交通取締法施行令では、「安全な運転のために必

要な場合を除き、警音器を鳴らさないこと」としながら、追い越しや徐行の際の安

全確認のために警笛を使用するよう規定していた。しかも、1951（昭和26）年施行の

運輸省令では道路運送車両の保安基準として音の大きさも規定していた。例えば、

「警音器の大きさは、その自動車の前方２メートルの位置において90ホン以上115ホ

ン以下であること」（第42条）となっていた。この背景には、電車や自転車に加え

自動車が急増したにもかかわらず、日本の道路事情は極めて劣悪であり、警笛によ

る安全確認が必要と考えられていたことがある。

2. 大阪の「町を静かにする運動」

1956（昭和31）年、大阪府警本部が中之島周辺と東区の一部を、翌年、幹線道路付

近にある140病院の周辺50m以内を静粛運転地域に指定し、道路標識も設置した。

十分な成果は得られなかったが、府警本部は警笛使用状況の調査などの地道な作業

を続けた。その結果、1957（昭和32）年「１月～11月までに聴問に付した交通事故

194件のうち警音器の不吹鳴が主原因」となる事故は皆無であり、付随的な原因と

なるものも20%にあたる38件にすぎなかった。こうして、ドライバーが無意識に警

笛を使用し、それが習慣になっているという結論が導かれ、府警本部は基本的に警

笛吹鳴の義務を過失の立証手段として使用しないこととし、検察庁の了解を得た。

ここで、警笛の乱用を積極的に取り締まり、別の安全確認や徐行の義務を加重する

という抑制手法に関する合意が形成された。

さて、1957（昭和32）年の『リーダース・ダイジェスト』にある記事が掲載され

た。そこにはアメリカ・テネシー州メンフィス市の騒音防止運動の成功例が記され

ていた。それを読んだ大阪府警察本部長はメンフィス警察署長に資料の送付を依頼

1957（昭和32）年に東京でアジア競技大会が行われる

直前になって、運転者の間に「外国の人たちが大勢来る

のに、今のままではみっともない」という意識が生まれ

たのだと思います。マスコミの呼びかけもあって、運転

者が一斉に自粛し、騒音が収まりました。

 （佐藤　脩氏　 p.16）

インタビュー参照
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し、同本部がその資料を翻訳して「騒音除去方策」という小冊子を1958（昭和33）年

１月に発行した。これはいわば啓蒙活動の一環として実施された。

大阪市と大阪府警本部は協議を重ね、まず、交通騒音のうち自動車の警笛のみを

運動の対象とし、その後、府警本部が運動実施要領を策定した。実施に当たって以

下の３つの組織が設置された。関係行政機関をメンバーとする“町を静かにする運

動”連絡協議会、運輸関係団体をメンバーとする警笛騒音追放協力会および市民団

体等をメンバーとする“町を静かにする運動”推進本部である。そして、学校教育

と社会教育を通じて市民への浸透もはかられた。市は1958（昭和33）年度に500万円

の環境対策費を計上し、積極的に広報活動を展開した。運動の初期の目的はクラク

ション騒音の追放と歩行者の交通マナーの向上にあった。

警笛数は実施当日におよそ半減し、10日後には４分の１程度、そして１カ月後に

はおよそ10分の１になった。大阪市立大学が１カ月後に行った市民へのアンケート

でも９割以上が運動の継続を求めるなど、市民には好意をもって受け入れられた。

「警笛止めて注意と徐行」というスローガンを打ち出し、「運転手さんありがとう大

会」や児童や生徒への運動の普及と徹底を目的として作文絵画作品のコンクールが

開催された。

3.「交通騒音防止運動」

東京では1953（昭和28）年11月に騒音防止条例が制定され、翌年１月１日から警笛

自粛運動が実施された。実施区域は日比谷―大手町―日本橋―江戸橋、新橋一丁目

―虎ノ門―警視庁を結ぶ地域に限られており、十分な成果を収めたとはいえなかっ

た。

東京都騒音対策委員会の決定に基づき、1958（昭和33）年５月１日から交通騒音防

止運動が都民運動として実施された。特別区域内を騒音防止実施区域とし、祝田

橋、日比谷、銀座２丁目などがノークラクション道路に指定された。交通従業者の

理解と自主的協力に基づいて運動を実行し、広報活動によって実効性を高めるとい

う考え方は大阪と同様である。東京の運動が大阪と異なるのは、警音器とともに機

関排気音が対象とされたこと、大阪が警音器の抑制を前面に出したのに対し、無理

な追い越し、通行区分違反、割り込み運転および歩行者の不適正な道路横断などの

運転マナーの是正も運動の目的に明記されたことである。

4. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

運動が成功した理由はひとつではない。まず、警察がクラクションの原因を追究

し、取り締まりではなく、指導を強化してクラクションの抑制にあたったことであ

る。このことは、大阪のモデルとなったメンフィスが逮捕や科料によって抑制に成

功したこととは対象的であった。第二に、官民協力のための広範な組織を設置し、

広報活動を通じて運動を市民に浸透させたことである。なぜなら、歩行者や自転車

の運転者も交通ルールを守らなければ運動の実効がないからである。第三に市民の

支持が高まったことで、参加団体がより積極的に運動に協力するという好循環が生

まれたことである。途上国における世論喚起のためにも広報活動が重要であること

が示されている。

クラクションの抑制によって自動車は無理な追い越しができなくなり、歩行者の

注意力も向上した。市民運動の結果、交通事故が減少したが、交通安全の実現には

運転者と歩行者双方の交通マナーの向上と秩序の確立が必要であることを示してい

る。
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参考文献

大阪市“町を静かにする運動”推進本部編（1959）『大阪の誇り―騒音防止の１年

―』大阪市行政局

大阪市公文書館所蔵資料

警視庁報12（1958年５月６日付）

冨永誠美（1993）『交通安全への道』勁草書房

閑話休題～社会のパーセプションの表象としての歌謡曲

「演歌」の語源は社会に対する批判歌に求められ、それが歌謡曲の原点だとされ

る。明治から昭和初期の演歌師たちは社会風刺や批判をこめて怒鳴るようにして語

（歌）った。歌謡曲が流行歌（はやりうた）であるならそこに世相が反映される。人

びとの支持がなければ、流行歌とはならないからである。

これまでの歌謡史を振り返ると、人びとの暮らしと密接な関係をもつ交通機関や

交通現象を対象にした作品は少なくない。ここではそのようなひとつのエピソード

を紹介する。

田端義夫「ノークラクション」

作詞・曲・編曲　田端義夫（1958年発売、SPレコード）

ノークラクション　ノークラクション

街の空から　虹かけて　恋のドライブ　風の中

貴方と私の　心のクラクション

鳴らさなくても　判るじゃないか　判るじゃないか

青い空　白い雲　赤い花とで　君と僕とは　ノークラクション　クラクション　

ノークラクション　ノークラクション

花のネオンが　星座なら　銀座　楽町　両えくぼ

あのビル　このビル　ハイウェイ

恋の細道　楽しじゃないか　楽しじゃないか

若い街　甘い風　熱い仲では　君と僕とは　ノークラクション　クラクション

（ポリドールレコード　Ｊ－1001）

この作品の作者は田端義夫で、彼は1957（昭和32）年末にテイチクを退社し、ポリ

ドールレコードに復帰した。復帰第一作が「ノークラクション」（A面）「淋しき野

郎ども」（B面）であった。当時、「ノークラクション運動」が展開されており、田

端がこのような社会情勢から曲想を得たのは間違いない。ニ長調の軽快な青春歌謡

ではあったが、歌詞も平凡で、ロカビリー全盛の時代にこの作品はほとんど売れな

かった。

彼は改造バスに専属バンドを乗せて全国のイベント会場を回った。その中に警視

庁も含まれており、最後は警視総監から感謝状を受けた（田端義夫後援会ニュース

No.350、写真は1977（昭和52）年のもの）。

流行歌に歌われるほど交通が社会問題となった。まさしくこれは経済成長の副産

物であり、人々が注目したのは、副産物としての外部不経済が無視できないほど大

きくなったからである。途上国にもやがてそのような日が来るに違いない。これは

社会のパーセプションの成熟というべきか。交通安全対策の効果はこうした社会情

勢によって大きくなるのではないだろうか。資料提供　田端義夫後援会
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7. 交通施設の評価

1. 道路事業の評価 

新規の個別の道路事業は事前調査・検討段階、準備段階、着工、事業着手、完

成・供用という手順で進められる。準備段階における事業の経済的効率性を計測す

るのが費用便益分析である。道路整備の場合、with と without（整備実施と整備さ

れない場合）を比較し、整備にともなう費用と便益の増分を比較する。分析の結果

は便益（事業から算出されるもの）と費用（事業に対する投入）の比率（便益B /
費用C）で示される。なお交通安全施設等整備事業は歩行者専用道路や自転車専用
道路などと同様に、便益の金銭的計測が難しいため、対象事業とはなっていない。

標準的な事業期間を超える場合、感度分析が実施されることがある。これに加

え、当該事業の目的と地域の実情に応じて必要な事業の影響が評価される。具体的

には、自動車や歩行者への影響と社会全体への影響であり、前者は渋滞対策、事故

対策、歩行空間の安全性や快適性の向上および災害対策という観点から評価され

る。こうしたプロセスの後、都道府県あるいは政令市や第三者委員会等の意見を聴

取し、事業採択の可否が判断される。

2. 費用便益分析

1998（平成10）年に『道路投資の評価に関する指針（案）』が策定され、マニュアル

となった。それが2008（平成20）年に改訂され、現在も広く利用されている。ここで

は、便益帰着連関表に基づいて計測可能で金銭評価のできる３つの便益項目が示さ

れている。それは、（プロジェクトができることによる）走行時間短縮、走行経費

減少および交通事故減少などの社会的余剰に基づく直接効果である。費用として算

入されるのは、工事費、用地費および維持管理費などである。しかし、計測可能で

あっても精度上の問題からここに含まれないものとして、走行の快適性や地域経済

に与える間接効果がある。

間接効果とは事業による需要の創出、新規立地にともなう生産の増加、雇用・所

得の増大、財・サービス価格の低下および資産価値の上昇のような効果で、産業連

関分析によって計測することもできる。しかし、受益範囲の設定や規模に関して議

論があり、分析からは除外されている。

「それで人間が何人助かるの？」という議論が要るで

しょう。そこをどうするのか。交通事故を貨幣価値でど

う見るのかに関しては、日本ではじゅうぶん進んでいま

せん。 （三谷　浩氏　 p.42）

インタビュー参照
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3. 交通事故減少の便益

交通事故減少による便益の増加は、リンクごとに整備されない場合の事故総損失

額から整備された場合のそれを差し引いて算出され、集計される。図１に示すよう

に、事故損失額には運転者、同乗者および歩行者の人的損害額、交通事故により損

壊を受ける車両や構造物の損害額および事故渋滞による損失額が含まれる。

まず、走行台キロあるいは走行台・交差点数から単路、交差点別に人身事故件数

（ア）が求められる。そして人身事故１件当たりの死傷者数が軽傷（傷害）、重傷（後

遺障害）および死亡別に設定され（イ）、それぞれの損失原単位を乗じて人身事故の

人的損失額（ウ）が算定される。原単位に含まれるのは、人身損失額、物的損失額お
よび事業主体の損失額であるが、物的損失額は重度には無関係に一定額が計上され

る。原単位を死亡：重傷：軽傷で比較し、事業主体の損失額（軽傷）を１として相

対評価すると表１のようになる。

次いで物損事故が人身事故に比例して発生すると仮定して物損事故件数（エ）が推

定される。物損事故は車両破損によるもののみを対象とし、件数は車両事故保険資

料から人身事故発生件数の4.03倍発生するとして推定される。こうして物損事故１

件当たりの物的損失額を求め、それを件数に乗じる（オ）。さらに、事故渋滞による

時間損失と走行費用損失が算出される（カ）。（ウ）+（オ）+（カ）から求められる死傷者

１人当たり人身損失額であるが、先進諸国間の比較によれば、死亡については低

く、重傷や軽傷については高めの推計となっている。

4. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

費用便益分析は道路整備に際しての一定の基準であり、プロジェクトの優先順位

を付すためにも必要となろう。また、交通事故減少便益の推計とは人命の価値の計

測といってもよい。そこには、保険制度の整備と自動車利用者へのそれの浸透が不

可欠である。まず、データを整備し、簡便でもよいから命の価値を公表し、安全運

転に対するインセンティブとすることが求められているのではないか。

参考文献

国土交通省道路局都市・地域整備局（2008）「費用便益分析マニュアル」

道路投資の評価に関する指針検討委員会編（1999）『道路投資の評価に関する指針

（案）』日本総合研究所

                                       
 
   
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

（計画条件） 

人身事故１件あ

たり渋滞損失

額（カ） 

交通量 

区間延長 

物損事故件数（エ） 

沿道状況，主要交差点数

車線数，中央帯の有無

人身事故件数（ア）

渋滞による損失額 人身損失額 物損損失額 

物損事故１件あ

たり物的損失

額 （オ） 

人身事故１件あたり 
死亡，重傷，軽傷者（イ）

死傷者別１人

あたり損失額

（表 1） 

人身事故１件

あたり損失額

（ウ） 

交通事故損失額 

図１　交通事故損失額の構成

道路投資の評価に関する
指針検討委員会編（1999）p.62より

表１　人身事故死傷者１人当たり損失
額の内訳
道路投資の評価に関する指針検討委員
会編（1999）p.66より算出

死亡 重傷 軽傷
人身損失額 553.2 164.5 11.3
物的損失額 6.9 6.9 6.9
事業主体の損失額 18.4 4.2 1
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8. 車両安全技術による死者数減少

1. 安全技術成立の経緯 

今日の車両安全技術は、ジョンソン大統領が1966（昭和41）年に制定させた、‘国

家交通および自動車安全法’に始まる。この中で、連邦政府は死傷者を低減させる

ための自動車安全基準を設定し、国家安全プログラムを推進するとした。この米国

法規、すなわち連邦自動車安全基準 FMVSSを合理的に設定・改訂するために準備

され、世界中の自動車メーカーが参加したのが、ESV（実験安全車）開発計画（1970

年）である。各社は ESVスペックに基づいて有償で ESVを試作し開発競争するこ

とになり、その中で今日の大部分の車両安全技術が育まれた。

2. 車両安全技術の概要

この計画に先立ち、連邦政府は ESVスペックを定めるために、1966（昭和41）年

から民間数社に委託して事前調査を進め、自動車メーカーにも早くから第一次の

FMVSS案を提示していた。こうした情報に基づいて、FMVSSをクリアするため

の技術開発が始まった。その技術範囲は①事故予防、②衝突時安全、③事故後対策

の３つに大別されるが、とくに②の衝突安全性能は当時の日本車に大きな影響を与

え、FMVSS対応だけでなく ESV開発などで得られた成果も次々と生産車に適用さ

れた。例えば、衝突エネルギーを吸収しつつ乗員の生存空間を確保する車体構造

や、前方視界を拡大しつつ強度・剛性を確保したフロントピラーなどである。その

他、事故回避性の向上のために操縦安定性を高めるサスペンションやタイヤの改良

に加え、ブレーキング時のタイヤのロックを防ぐ自動制御技術、四輪 ABSなども、

こうした開発の中で完成し、1970年代に続々と世の中に登場することになる。1980

（昭和55）年、日本の自動車生産高は世界一となるのである。

さて当時の日本では２輪車や歩行者の死亡事故も多かったが、米国では乗員の死

者が多かった。シートベルトは乗員保護に最も廉価で効果的であると一般に知られ

ていたため、その装備が1968（昭和43）年の FMVSS208項によって全席に義務付け

られたが、実際の装着率は低かった。

図１　日産の ESVへの取り組み
（『自動車工学全書16』山海堂）

図２　 ABSのシステム構造図（ボッ
シュ、1979）
（『自動車の制御技術』朝倉書店）

02_キーワー�.indd   131 11.3.30   3:55:29 PM

123

1979（昭和54）年に大型貨物車の車両構造基準を強化

してから、かなり減りました。これ以前より、この後の

ほうがいろんな車両の安全整備が進んだと思います。た

だ、普及したかどうかが問題ですが……。

今の ITSだとか UTMSだとかは、本当にできるのか

というのも含めて、そんなことはやらなくても良いので

はないかという気もします。道路産業が儲かりますの

で、ITSにお金を使うのも良いのですが、考える必要が

あります。 （片倉正彦氏　 p.61）

今、死者数がどんどん減っているのは、救急救命だと

か、車の技術だとかの新たな対応策で減っているのだと

思います。 （長江啓泰氏　 p.104）

インタビュー参照
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そこで米国では、シートベルトに代わり、着用動作が要らないエアバッグの装備

などの検討を始めたが、欧州ではシートベルトの着用義務化に向かい、フランスで

は1973（昭和48）年、ドイツでは1976（昭和51）年、スウェーデンでは1975（昭和50）年

から着用が義務付けられ、欧州では着用率が大幅に向上した。

日本では車両保安基準によって、1969（昭和44）年４月以降に生産された乗用車・

小型トラックの運転席に２点式シートベルトの装備が義務付けられた。1973（昭和

48）年からは運転席と助手席は３点式となり、1975（昭和50）年からは後部に２点式

シートベルトの装備が義務付けられ、2012（平成24）年からは全席３点式となった。

なお着用については道路交通法によって1985（昭和60）年から自動車専用道で前席に

義務付けられ、2008（平成20）年からは後部座席も着用が義務化された。

さて、滑りやすい路面でブレーキを踏んだときに車輪がロックすることを防止す

るのが、よく知られた ABSである。車輪はロックすると、横力という横に踏ん張

る力がなくなるため、車両は横滑りする。ABSの目的は車両の操縦安定性の確保

ではあったが手段としては間接的であった。

近年では、車両の横滑りやスピンを直接検知し、運転者がブレーキを踏んでいな

くても、四輪のブレーキを積極的に使って操縦安定性を直接的に確保する電子安定

化装置 ESCも登場している。ESCは ABSの革新的な最終版として欧州と日本で開

発されたが、米国では2011（平成23）年から FMVSS126項として装備が義務化され

るのである。

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

敗戦から再生した日本は1970年代、米国の高邁な自動車安全基準を積極的に生産

車に適用し、1980（昭和55）年に生産高が世界一となった。ところで現在、自由貿易

のもたらす利益は理論的にも否定のしようがない。自由貿易を阻む関税や為替レー

トによってたとえ自国の産業が守られても、それは、自分だけ富んで、ほかの国は

貧しくなるという、いわゆる近隣窮乏化の策にすぎないのである。したがって、途

上国の企業であっても自国の資源を最大限に活用して国際競争の中で優越した製品

をつくることが求められている。

昔時の日本のように、人類社会に貢献し、国際的で先進的な環境・安全基準を、

積極的に自国の政策に取り入れることが重要である。こうして、やがては陳腐化す

る製品の流通を自国品、他国品の別なく阻止し、無駄な開発も防止する。急がば回

れである。最先端の環境と安全を自国から実現するのである。こうした政策と行動

は途上国という目標の定めやすい時期にあるときこそ、好機である。同時に、競争

上不利な産業から優位性をもつ産業への構造転換を促すような経済政策を採用すべ

きである。こうして、自由と責任のある国づくりを目指せば、その目的が自国民の

誇りや民度を高め、結果として産業全体が生まれ変わるだけでなく、安全・安心な

国づくりに貢献する。そして上り坂を上がり切れば、国際社会の成熟した一員とし

て、世界から尊敬されることにもなろう。

図３　フォード ESVのエアバッグ
（『自動車工学全書16』山海堂）

図４　 ABSの制御原理
（参考『自動車の制御技術』朝倉書店）

図５　 ESCの効果
（米国法規 FMVSS126）
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9. シートベルトの着用義務化

1. シートベルトの設置義務

日本国内でのシートベルト着用義務化に先立ち、道路運送車両法に基づく道路運

送車両の保安基準が改訂され、1969（昭和44）年４月１日以降に国内生産される普通

乗用車（定員10人以下、軽自動車を除く）の運転席にシートベルトの設置が義務付

けられた。これに遅れること６カ月後の1969（昭和44）年10月１日以降には軽自動車

の運転席についても設置が義務付けられた。1973（昭和48）年12月１日以降の生産車

には助手席、1975（昭和50）年４月１日以降の生産車については後部座席の設置が義

務付けされた。

ベルトの固定方法としては、当時は、腰部で固定する二点式が一般的であった

が、腰部に加えて胸部も固定する三点式シートベルトの普及に併せて1975（昭和50）

年４月１日以降の生産車の運転席、助手席については、（オープンカーなどの一部

を除き）基本的に三点式シートベルトを設置することとされている。1987（昭和62）

年３月１日に運転席、助手席の例外が無くなり、1994（平成６）年４月１日以降は、

後部座席の側面席について三点式シートベルトを設置することとされている。2012

（平成24）年７月以降はすべての座席を三点式シートベルトとすることが定められて

いる。

2. シートベルトの着用義務

乗員へのシートベルトの着用に関しては、日本においては道路交通法により定め

られている。前述の設置義務と相まって1971（昭和46）年６月２日施行の道路交通法

の改定により、運転席ならびに助手席でのシートベルト着用についての努力義務が

交通事故は1970（昭和45）年以降、今日に至るまでど

んどん減っています。この成果は世界中の関係者に広く

知られることになり、（中略）当時フランスの首相秘書官

をしていたクリスチャン・ジロンドウ氏が、「日本では

交通事故を減らすと言っているが、どのような施策で進

めているのか」と外務省を通じて日本の政策を尋ねてき

ました。（中略）フランスは集中的な交通安全対策とし

て、シートベルト着用を徹底しました。昨今は日本でも

後部座席のシートベルト着用も義務化されましたが、フ

ランスではシートベルトをしていないと本当に警察官に

捕まります。私もフランスでやられたことがあります。

それぐらい徹底して、この施策のおかげで事故が減って

いきました。西ドイツでも同様に交通安全対策に力点を

置き、われわれから何年か遅れて急速に交通事故が減っ

ていきました。1970（昭和45）年からの日本の交通事故

削減は、全世界に影響を及ぼしたのではないかと、私は

自負しています。 （三谷　浩氏　 p.37）

シートベルトは1986（昭和61）年に着用を義務化した

ら乗車中の致死率が下がりました。だいぶ前からシート

ベルトはありましたが、みんな装着しませんでした。で

も義務化して装着するようになったら、確かに減りまし

た。 （片倉正彦氏　 p.62）

インタビュー参照
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134 交通戦争への取り組み～途上国に貢献しうる日本の経験と知見

課された。その後、1985（昭和60）年９月１日施行の道路交通法の改定により、自動

車高速道路・自動車専用道において全席でのシートベルト着用が義務付けられた。

翌年の11月１日からは一般自動車道についても義務化された。

2008（平成20）年６月１日からは、一部の特殊な例外を除いて、後部座席について

も着用が義務付けされた。

シートベルトの装着有無による致死率の差については、警察庁の資料などで公開

されているように、SRSエアバッグシステムなど安全装置の普及とも相まって、装

着者と非装着者での致死率に大きな違いが見いだされている。

シートベルト着用義務付け後の装着率については、JAF（日本自動車連盟）と警

察庁が着用状況全国調査の定点観測を実施している。近年の日本におけるシートベ

ルト着用率の年次変化は、図２のようになっている。2008（平成20）年の後部座席の

装着義務化に伴い後部座席の装着率が向上していることが顕著であるが、運転席、

助手席と比べるとまだ低いのが現状である。
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図１　シートベルト着用有無別致死率の推移

図２－１　一般道におけるシートベルト着用率

数値出典（図２－１～２）
JAFシートベルト着用率データ
http://www.jaf.or.jp/eco-safety/safety/
data/driver.htm

出典
平成22年中の交通死亡事故の特徴及び
道路交通違反取締状況について
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3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

シートベルトによる死傷率の減少効果が非常に出ていることがわかる。シートベ

ルトの普及段階として、日本では、まず車両へのシートベルトの設置義務付けを先

行し、その後、シートベルトの装着を努力義務とし、最終的に装着義務付け、罰則

規定の実施といった段階を踏んでいる。加えて、乗車頻度や衝突障害を受ける度合

いに応じて、運転席、助手席、後部座席と装着義務付けの対象を拡大させている。

定期的な交通安全教育や免許書き換え期間などのシステムが確立していない環境下

では、段階的な義務化実施は、周知期間などの位置付けならびに、ドライバー自身

への装着の習慣化を発生させる上で重要と考える。

その他のシートベルト関連法令：（乗用車について）

1987（昭和62）年３月１日　 運転席・助手席に ELRシートベルトの設置を義務付け

1994（平成６）年４月１日　 座席ベルト非装着時警報装置（初期警報）の設置を義務 

付け

2000（平成12）年４月１日　 ６歳未満の幼児の乗車についてチャイルドシート使用義

務化

2005（平成17）年９月１日　 再警報装置（シートベルト・リマインダー）の設置を義

務付け

2012（平成24）年７月１日　 ISOFIX対応チャイルドシート取付具の設置を義務付け

図２－２　高速道におけるシートベルト着用率
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136 交通戦争への取り組み～途上国に貢献しうる日本の経験と知見

10. 初心運転者期間制度

1. 初心運転者期間制度

初心運転者には、周囲の運転者に対して初心運転者標識（通称、若葉マーク、初

心者マーク）を前後の視認性の高い部分（地上高0.4－1.2m以内）に掲示する義務

がある（図１、1972年に道路交通法により導入）。

周囲の運転者は、初心運転者標識を掲示している車両を保護する義務があり、幅

寄せや割り込み（やむを得ない場合を除く）などの行為をしてはいけないと定めら

れている。

しかし、受け身的な保護だけでは、初心運転者の違反、重大事故などの抜本的な

抑制にはならないこともあり、1990（平成２）年３月６日に道路交通法の一部改正で

は、９月１日から初心運転者期間制度が施行された。

初心運転者期間制度は、普通免許、二輪免許ならびに原付免許について、免許の

種類ごとに取得後１年間を初心運転者期間とし、その間に、違反を犯した場合一律

の基準（合計点数３点以上、ただし、１回の違反３点に達した場合は除く）に該当

した者に講習が実施される。実施期間は、公安委員会から通知を受けた翌日からの

１カ月以内に限られる。この講習も受講は任意であるが、受講しない場合、該当免

許に関して再試験となる。また、講習後に一定の基準にあらためて達した場合は、

再試験になる。

また、初心運転者期間の初心運転者とは、該当免許種別に対する違反にとなるた

め、原付の免許を既に取得しており、あらためて普通免許証を取得した場合、あら

ためて取得した普通免許に対する違反点数がカウント対象となる。

初心運転者期間に免停がある場合には、その停止期間は、初心運転者期間には含

まれず、停止期間を除いて１年間が初心運転者期間となる。

2. 初心運転者期間制度の講習内容

この講習は、該当者が一定の違反点数を累積した結果実施される。従って、実施

内容は、免許取得後の熟練度の未熟さならびに、交通参加者としての安全意識や危

険予知能力の不足を補完する意味合いが高い。次の表に、講習項目ならびに講習内

図１　初心運転者標識
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1990（平成２）年ぐらいになりますと、四輪車の運転

者がいろいろな問題を起こすので、初心運転者期間制度

や、取消処分者講習制度が導入されました。それまで、

取消処分を受けた人たちは、停止期間が終わって試験を

受ければまた免許が取れました。しかし取ってみるとま

た事故を起こします。取消処分者に対して、試験を受け

る前に何とか講習を受けさせたいので、そのためのカリ

キュラムをつくってくれないかと言われ、私は二輪車の

カリキュラムをつくりました。

（長江啓泰氏　 p.102）
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容を示す。

講習時間は、一日で実施できる７時間（原付免許は４時間）に設定されており、講

習を受講しなかった際の運転免許センター等での学科・実技の再試験に比べて、軽

い様に設定されており、義務ではないが、受講を促す形態になっている。

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

免許を取得して、熟練してない段階での運転は、運転操作に対するスキルととも

に、周辺環境などへの適合能力も低く、とっさの判断がつかない場合がある。その

ため、初心者段階で講習制度をつくることで、あらためて運転者自身の価値観を考

え直し、経験不足な部分を見つめ直すことができる効果が期待される。そのため、

押しつけタイプの講義ではなく、自分自身が問題点を発見できるような「気づか

せ」教育となるよう参加者にしゃべらせる機会をつくらせることが大切である。

免許を取得して、自分の意志で運転を開始したばかりの初心運転者は、運転経

験不足が要因となる予測・判断不足や誤操作、複雑な運転環境での情報の取得不足

などに陥りやすい。この際、実際の混合交通内での運転が怖いという感覚が芽生え

て、運転から遠ざかり免許は保有しているが、ほとんど運転はしないペーパードラ

イバーになることも見受けられる。日本では、免許取得後最初の免許更新時には、

無事故無違反であっても、初回更新者講習という枠組みで２時間の講習を受けさせ

ることで、そのような運転から遠ざかっているドライバーも含めて免許取得後の継

続的なケアを進めている。

車両の運転は、行動範囲を広げる、自分のスケジュールに併せて行動できる、多

くの荷物を輸送できるなど、非常にプラスとなる点がある。講習において自らあら

ためて振り返らせるとともに、運転者に良い意味での自信を持たせる内容とするこ

とも大事である。

講習項目 講習内容

安全運転意識の向上 ⑴ 運転意識の改善の必要性

⑵ 運転適性検査

所内コースにおける運転演習 ⑴ 運転技能の補正

⑵ 危険の予知・危険の判断の実地訓練

路上における運転演習 ⑴ 運転行動の観察

⑵ 他の交通に対する配慮

⑶ 路上運転についての話し合い（原付特別訓練）

危険予知訓練 ⑴ 安全運転ディスカッション

⑵ 危険の予知・判断能力の向上

新たな心構え ⑴ 効果測定

⑵ 新たな心構えの確立

⑶ 総合講評

表 1　初心運転者講習の内容
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138 交通戦争への取り組み～途上国に貢献しうる日本の経験と知見

11. 免許保有者への再教育

1. 免許保有者への再教育の機会

日本では、免許取得時の運転者教育の大部分は、自動車教習所が担っている。そ

の一方で、免許取得後の継続的な教育は、取消・停止処分ならびに違反者などが講

習などを受ける対象以外は、主として免許更新時における年齢および過去５年間の

違反経歴などから区分された講習の受講義務が担っている。定期的な免許更新シス

テムが構築されていても、日本の場合には、実質の身分証明書の代わりとして免許

証を保有している場合も見受けられ、形骸化している部分もある。

講習の内容で、近年工夫されつつあるのは、既に免許を保有し実際の交通環境下

での運転をしている人が対象であるため、自分の思い込みから来る運転スタイルに

対して見つめ直させ、規範となる運転スタイルに矯正する部分があげられる。過去

には、講習映像を一方的に視聴させるなどの受け身の講習が多かったが、危険条件

の画像を用いたヒヤリハットのディスカッションなどが活用されている。

以下では、法定講習と任意講習に分けて代表的なものを示す。

2. 法定講習

更新時の法定講習は、免許取得後に交通法令などが新しくなったり、道路交通

の状況が変化した場合、その変化に応じた安全運転などを運転者に理解・周知する

機会を得るとともに、あらためて個々の安全知識・意識を高めて交通時の防止を図

ろうとするものである。その形態は、年齢および過去の違反経歴などにより講習が

分類される。基本的な考えは、無事故無違反の優良運転者に分類される免許保有者

は、地元の警察署などで30分ほどの簡単な講習となる優遇措置がある。それ以外の

初回更新や違反者場合には、免許センターなどに出向き２時間の講習を受ける。こ

のことにより、運営面でも実施場所の確保ならびに同一条件下での講習効果向上を

狙っている。

2.1　優良運転者講習
免許の継続経過年数が５年以上で、基準日前の５年間が無事故無違反な場合に

人間は自分の経験の範囲で考えます。自分なりに経験

を積んで、認知・判断・操作の形をつくってしまった人

たちに、「それはまったく違う」と教える必要がありま

す。運転は密室の中で自分だけでやりますから、自分が

やっていることが正しいと思うわけです。しかし運転

者教育、とくに再教育に関しては、複数の人間が１台の

車に乗って、交互に運転させます。「どうしてこういう

運転をするのか？」をみんなでディスカッションさせる

と、自分がやっていることは良くなかったということが

分かります。 （長江啓泰氏　 p.104）

インタビュー参照
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は、相当期間にわたり優良運転の継続の実績があると考え、優良運転者講習とな

り、30分ほどの道路交通法令の改正などが中心の講習となる。

2.2　初心更新者講習
免許を取ってから最初の更新までは事故率が高いため、無事故無違反であっても

初心更新者講習として法改正の知識や運転者の心構え、義務と行った運転者の資質

の向上に関することや安全運転に必要な知識について２時間の講習を実施する。

2.3　高齢者講習
違反有無とは関係なく、更新時に70歳以上となる場合は、高齢者講習を受ける必

要がある。これは加齢により身体的能力の低下や判断能力の低下などについて本人

に自覚してもらい、一層の安全運転を心がけることを目的にしている。

その内容は、運転適正指導に加え、車両を用いた運転指導また座学では、交通事

故の特徴などもあらためて学ぶ。内容や時間は75歳以上、75歳未満で異なり２時間

30分から３時間程度である。

3. 任意講習

免許更新時に70歳未満の場合では、ドライバーのために講習を希望する地域、職

場、団体等の代表者からの申請手続き（有料）に基づき、公安委員会が認定した民

間教育機関の講師を派遣して実施している任意の講習（いわゆる出前講習）、更新

時講習の代わりとなる講習として自動車教習所などの民間教育機関が実施する「公

安委員会認定の代替講習」、また、70歳以上でもシニア運転者講習、チャレンジ講

習、特定任意高齢者講習（簡易）などの任意講習を受けることで、更新時の法定講

習が免除されるシステムもある。

4. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

免許センターなどでの更新システムが確立されている場合、上記のような形態を

とり、定期的かつ強制的に情報提供などをすることが可能である。とくに、違反

歴、運転歴、年齢などのデータを一元管理し利用すると、優良運転者への優遇措置

の付与による、違反運転の抑止効果も期待できる。また、上記に併せて、1994（平

成６）年からは優良運転者の免許有効期間を通常の３年間から５年間へ延長する優

遇措置とともに免許証自体の表面にゴールドの帯（通常は水色、初回更新前は若草

色）の表示となり、視覚的にも明示され、所有することに対する優越感なども感じ

られるように工夫されている。

一方で、更新時講習や従業員講習への参加者のモチベーションによりその効果が

変わることがあげられる。すなわち、任意講習で自分を研鑽しようと安全講習施設

の講習に参加する運転者には非常に高い効果が期待されるが、通常の更新時講習の

様に規定時間を我慢していれば免許が更新できるといった意識で参加するなど、日

本においても問題視されている部分である。また、単なる無事故・無違反により選

別した場合、ペーパードライバーとの区別が難しい一面もある。

また、講習時にドライバー自身の運転スタイルをあらためて認識させるため（気

づかせ教育）には、前述のように個別のスタイルを明らかにする講習カリキュラム

の構築と、各免許更新場所におけるインストラクションができる人材の育成が重要

となる。
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12. 運転講習制度

1. 講習制度の歴史

日本の運転講習制度は、2011（平成23）年現在、取消処分者講習、停止処分者講

習、違反者講習および初心運転者講習など主として違反をした対象者に受講する講

習と免許保有者への再教育の位置付けをもつ免許更新時に行う更新時講習、高齢者

講習などが実施されている。

講習ごとに、受講の義務付けならびに受講内容の区分、選択などが細かく分類さ

れている。

講習については、1947（昭和22）年に自動車取締令が一部改正された際に、免許停

止処分者に対する講習制度を設けられた。当時は、講習受講は強制とされていた。

1960（昭和35）年の道路交通法の公布により、免許制度の整理統合とともに、処分が

政令で定める基準によることとなり、免停処分者講習も強制（受講命令処分）から

運転者の任意となった。このとき、従来の講習は公安委員会が実施していたが、公

安委員会が委託したものが実施することに変更された。

1990（平成２）年９月１日に施行された道路交通法の一部改正では、取消処分者講

習制度、初心運転者期間制度が開始された。1998（平成10）年10月１日に施行された

道路交通法の一部改正により高齢者講習、違反者講習が導入され現在の形態がほぼ

完成した。

次項以下では、取消処分者講習、停止処分者講習ならびに違反者講習について述

べる。

2. 取消処分者講習制度

取消処分者講習制度とは、運転免許の取り消し処分を受けた場合（初心者運転講

習を除く）、または６カ月間を超える期間の運転の禁止処分を受けた場合、欠格期

間を経過し、再び運転免許試験を受けようとするときには、試験を受ける過去１年

以内に公安委員会が行う「取消処分者講習」を受講しなければならない。

この講習制度が導入されるきっかけは、取り消し処分を受けたものが再び免許を

取った後に違反を起こすケースが多かったためであり、再び免許を受けようとする

1990（平成２）年ぐらいになりますと、四輪車の運転

者がいろいろな問題を起こすので、初心運転者期間制度

や、取消処分者講習制度が導入されました。それまで、

取消処分を受けた人たちは、停止期間が終わって試験を

受ければまた免許が取れました。しかし取ってみるとま

た事故を起こします。取消処分者に対して、試験を受け

る前に何とか講習を受けさせたいので、そのためのカリ

キュラムをつくってくれないかと言われ、私は二輪車の

カリキュラムをつくりました。

 （長江啓泰氏　 p.102）

インタビュー参照
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際、運転技能や交通ルールに加えてカウンセリングといったメンタル面やグループ

ディスカッションなどを通し、コミュニケーションや自己・他己を理解することで

免許再取得後の違反・事故を未然に防止することを目的としている。

受講内容は、実車での指導が含まれるため、普通自動車免許の取消処分者講習

は、仮免許を取得したうえで受講するシステムとなっている。

講習の受講時間は、２日連続で、７時間（１日目）、６時間（２日目）の合計13

時間の講習を受けることとなっている。

3. 停止処分者講習

停止処分者講習は、免許の停止または保留などの行政処分を受けた者に対して行

われ、取消処分者講習と異なり義務ではない。この講習を受講すると、停止処分期

間が短縮される。

その講習内容は、運転適性検査の実施と指導、自動車等による運転の適性診断と

指導、プロジェクターを使用した講義などであり、講習の終わりに教育改善効果を

測定する考査が行われ、その成績により停止処分期間が短縮される。

下の表は、停止処分講習の種類と短縮される日数であり、表からわかるように、

最大で停止期間の半分の日数が短縮される（150日以上の場合には、半分以下）。

講習の種類 停止期間 短縮日数 講習時間

短期講習 30日 短縮日数20日から29日間 １日（６時間）

中期講習 60日 短縮日数24日から30日間 ２日（10時間）

長期講習 90日 短縮日数35日から45日間 ２日（12時間）

〃 120日 　  〃　 40日から60日間 〃

〃 150日 　  〃　 50日から70日間 〃

〃 180日 　  〃　 60日から80日間 〃

4. 違反者講習

運転免許をもつ者が一定の「軽微」な違反行為をし、ある一定基準に該当するこ

ととなった者に対する講習であり、該当基準が免許停止の行政処分対象となってい

るため、この講習を受けなければ免許停止処分を受けることになる。

違反者講習の該当者は、免許停止の行政処分対象者のうちで、下記の要件が当て

はまる。

・免許の累積点数が６点になっている

・累積の内容が基礎点数３点以下の軽微な違反行為である

・ 過去３年間の間に、違反者講習や点数制度による免許の行政処分を受けたことが

ない

停止処分者講習との違いとしては、停止処分者講習が行政処分の停止処分を受

けた後に行われるのに対し、違反者講習は、行政処分が行われる前に実施されるた

め、行政処分としての前歴は計算されない点があげられる。

その講習内容は、受講する側で２つのコースから選択できるようになっており、

社会参加活動すなわちボランティア活動を含む講習と、社会参加活動を含まない講

習がある。社会参加活動は、主として交通安全に対する内容となっており、歩行者

の安全通行のための補助誘導、交通安全の呼び掛け、交通安全チラシを配るなどの

広報啓発、カーブミラーの清掃等の道路上の環境整備や放置自転車の整理・撤去の

補助などがあげられる。
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5. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

上記のように、違反者に対する講習も、その対象によりランク分けされており、

講習内容の差別化ならびに受講者数の適正化、合理化が進められている。実施に当

たっては、免許・違反に関係するデータの一括集約・管理、処分対象者に適したカ

リキュラムの構築が必要となる。なお、違反者講習にあるように、講習を受ける側

にとっての選択肢を設けることで、受講者側が参加しやすくなるメリットがあげら

れる。

また、職業運転手などが停止処分を受けて業務上の運転をすることができず、失

職することなども想定して、その間の一般生活を視野に入れて、停止期間を失業手

当の最大受給期間の６カ月と同等期間になっているのも特徴である。前述した講習

による期間短縮制度、停止処分を予防する段階的講習制度などと相まって、一般生

活に負荷がかからないように、単なる交通違反の枠を超えて、社会生活にマッチン

グするシステム構築が望ましい。
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13. 「気づかせ」教育

1. ３E

交通事故は、「車」「道路」に潜むリスクが、車を運転したり、歩行者という交通

参加している「人」の危険な行動をきっかけに現実になることによって発生すると

いう考えにおいて、構成要素である「車」「道路」ならびに「人」のうち、人に対

する交通安全対策の手段分類の代表例である。

警察による交通安全対策を考える上でも用いられており、それぞれ「交通管理・

交通工学的手法（Engineering）」「法の執行（Enforcement）」「教育（Education）」の

英単語の頭文字が Eとなることから「３E」として取りまとめられている。

私はよく「まずあなたが普段やっているとおりにやっ

てください」、次に「今度は私の言うとおりにやってく

ださい。どちらが良いですか？」と、やってから考えて

もらいます。まずどんどんやらせ、やった体験の中か

ら「これはどう考えたら良いのでしょう？」となるべき

です。しかし実際はそんな時間は取れません。これが、

工業的教育と農業的教育の違いです。工業的教育とい

うのは、段階別に全部仕組まれていて、そのとおりにや

ればそうなる。つまりマニュアルです。最近の人は必ず

「マニュアルはありますか？」と聞きます。マニュアル

で、あるところまでは非常に早くできます。そして最後

には、マニュアルがチェックリストになるわけです。全

部チェックして OKだから、「OK」ということになりま

す。だけど私は「脱マニュアル」で、最初はマニュアル

があるのですが、ある程度できるようになったらやめま

す。その人が自分で別のマニュアルをつくるのが、経験

をさらに進めて進歩するための手法だと思います。

（長江啓泰氏　 p.104）

インタビュー参照

この中の「教育」では、ほかの項目にあげてあるように、運転者教育、道路利用

者教育ならびに安全運転管理などが含まれている。

図１　警察における３Eをベースとした交通安全対策の全体構造
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144 交通戦争への取り組み～途上国に貢献しうる日本の経験と知見

2. 日本における交通安全教育

免許取得時ならびに免許取得後の講習などのほかに、教育機関や警察、地域活

動、自動車関連企業、関連団体などが連携し実施している。その形態は、以下のよ

うな素材や形式を用いている。

・ 映像・資料：事故現場ほかの実写、再現ドラマ、アニメーション、新聞記事など

による事故の恐ろしさの再認識や交通ルールの説明など。

・ 講義：事故データや画像などを具体的な事故事例を用いた説明と意見交換を通し

て交通安全意識を向上させる。

・ 実技・実習：学校などでの交通安全教育では、校庭や体育館に模擬交通環境を再

現し、主として低学年に対しては、道路の歩き方や信号の渡り方など基本的な交

通ルールと交通マナーを体得させる。また、ダミー人形などによる模擬交通事故

を再現することで、車両の制動特性など、走行車両の持つ危険性について認識さ

せるなどの手法が用いられている。

実際に車両を運転する年齢に対しては、シミュレーターなどを用いた実際の運転

場面などを例に、潜在的危険の発見・ディスカッション（写真１）を行ったり、試

験路において、車両のスキッド体験や危険回避訓練などから車両の物理運動限界を

認識するとともに、余裕をもった安全運転の重要性を認識することなどが試みられ

ている。

教育機関の講師を派遣して実施している任意の講習（いわゆる出前講習）、更新

時講習の代わりとなる講習として自動車教習所などの民間教育機関が実施する「公

安委員会認定の代替講習」、また、70歳以上でもシニア運転者講習、チャレンジ講

習、特定任意高齢者講習（簡易）などの任意講習を受けることで、更新自の法定講

習が免除されるシステムもある。

とくに、近年では、押しつけ教育ではなく、まず本人の考えで実行した場合とイ

ンストラクター指示のとおり実施して比較することで、その違いを自ら認識し、そ

の説明を納得した上で自分の考えを変えさせる「気づかせる」手法が多く導入され

ている。近年、この手法の拡大は交通安全教育だけではないが、押しつけ教育で

は、その場での表面的な理解だけで効果の持続性がない傾向がみられる。また、主

体的に問題解決に取り組む姿勢を持たせることで、本人の交通安全に対する興味レ

ベルを上げる効果が期待される。

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

インタビュー本文にあるように、マニュアルを整備することは、大量の受講者に

対して組織的にかつ効率的に進める上では有効である。しかし、マニュアル一辺倒

の押しつけ教育になると、個人により考えが異なる運転者に対して適切な効果が得

られない部分がある。

したがって、実技講習のように個人に対してインタラクティブなカリキュラムに

することが望ましい。とくに、個人の性格により運転行動や交通安全意識のレベル

は異なってくるため、限られた時間で、その癖や特徴を見いだし、本人に自覚させ

るには、インストラクターの訓練・レベリングも非常に重要である。定期的な指導

者に対する講習会などで、ロールプレーイングなどの手法を用いて教官が受講者の

立場になり、いかに気づかせるかを逆の立場から体験するなどの取り組みも有効で

ある。

写真１　気づかせ教育に利用するこ
とができる「Honda動画 KYT（危険
予測トレーニング）」

02_キーワー�.indd   144 11.3.30   3:55:32 PM

136



145第２章

14. 二輪車の取り扱い

1. 日本の道路交通における二輪車の位置付け

日本において、1950年代から1960年代は、二輪車が中心の道路交通社会であっ

た。その後、四輪車の普及により国内の道路交通社会は、一気に二輪と四輪が共存

する時代に移行して現在に至っており、自転車も加わり、アメリカのような四輪車

が中心の社会とは異なった交通環境が確立されている。

自動二輪車は、車両の技術発展・道路環境改善により、戦後に比べて飛躍的な走

行性能向上があり、一方日本では、二輪、四輪ならびに自転車の混合交通に加えて

ユーザーニーズに併せステップスルーのスクータに代表される多様なカテゴリーの

登場・普及などにより、二輪車の環境は非常に変化し複雑となっている。その時代

ごとの変化に即し、道路規制や免許制度、規格は変化してきた。以下にその代表的

なものをあげる。

2. 道交法

2.1　走行に関する規制
50㏄未満の原動機付自転車（以下、原付）１種は、自転車と取り回しがほとんど

変わらないコミュータビークルとして、スカートを着用していても乗りやすいステ

ップスルータイプのスクータが登場したことや、ヘルメットを収納できるメットイ

ンタイプが登場し、保有台数が増加した。しかし、原付１種は、道交法による最

戦後10年間は占領行政下の道路交通ということで、ほ

とんど自動車がありませんでした。その後の15年間は混

沌とした状況からモータリゼーションへの転換期という

ことで、主に二輪車の時代に入ります。次がモータリゼ

ーションの光と陰ということで、非常に良い部分と交通

事故という陰の部分が出てきた時代です。

 （長江啓泰氏　 p.101）

現在、世界の二輪車の市場がどんどん広がっているの

に、日本の市場というのは縮小しています。日本の二輪

車がちょっと変なのは、規格を盾に取ってそれを続けよ

うとしていることです。例えば50㏄なんていうものは、

現在の世界のどこにも無くて日本にしかありません。そ

れから400㏄や750㏄という規格も日本にしか無いもの

です。非常に小さなマーケットでそんなことをしている

のです。グローバルスタンダードと言われる、世界共通

の規格に組み込まれたものが日本でも使われないと、日

本のマーケットは伸びないと思います。

 （長江啓泰氏　 p.101）

日本では、四輪よりも二輪免許のほうが取得できる年

齢が低いため、本格的な交通社会への参加は二輪からと

なります。一部の学校の先生には二輪車の好きな方がい

るので、ホンダがそういう先生たちを集めて研修会をや

って、学校に戻って生徒に教えてもらおうと思ったので

す。十数年やりましたが、先生たちは学校に戻っても何

もしないのです。本来、安全に乗るように指導する機会

をつくるべきなのですが、先ほども述べたようにそもそ

も乗らせないという「三ない運動」などの風当たりが強

くてできなかったというのもあります。

 （長江啓泰氏　 p.102）

インタビュー参照
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高速度時速30kmがあり、片側３車線以上（右折車線も含む）の場合、二段階右折

（フックターン）しなければならないなど、現状の混合交通流の中では、特異な車

両となっている。最高速度については、規定する当時の車両性能によるところが大

きいが、性能が向上した現在でも引き継がれている。

二段階右折に関しても、複数車線あるところをセンターラインよりに進路変更

することは、速度域の異なる乗用車などとの交錯をすることなどから規制されてい

る。このため、３車線以下でも、交通量や右折車線がないなどから危険な場合に

は、二段階右折をしなければならない場合もあり（図１）、逆に、直行した位置に

スペースがないなど、二段階右折できない場合には、図２の標識とともに小回り右

折する箇所もある。

また、自動二輪車は、免許取得後１年間については、車両の操作や混合交通内で

の走行に習熟する期間として、二人乗りを禁止している。また、高速道路での二人

乗りは2005（平成17）年４月より解禁されたが、運転者が20歳以上で、免許の期間が

通算３年以上などの一般道路よりも高い条件が規定されている。この高速道路二人

乗りに関しては、首都高速など一部の自動車専用道路で禁止されているため、郊外

から首都高速などに接続している高速道路を二人乗り走行してきた際、いったん一

般道に降りることになる現状とである。

2.2　免許制度
日本の二輪車の免許制度は、車両の発展・普及とともに変化してきた。戦後から

現在にいたるまで、市販車両の排気量の増加や性能向上、タイプの多様化により、

排気量区分ならびに AT免許などが増加し、他国に比べても複雑となっている。加

えて、車両に関する車検制度や税制との整合が付いていないことも複雑さを増加さ

せている。

図１　二段階右折

図２　二段階右折禁止

3. 国際化と日本の独自規格

先にあげたように、免許、排気量区分が日本独自の区分となっているため、市

販車両も、国外と国内で異なる排気量クラスが販売されるなどの問題がある。とく

に、現在、普通運転免許証で付帯的に運転することができる50㏄未満の原付（１種） 
については日本独自の規格であり、関係業界からは小型自動二輪車までの免許取得

が簡便になるような要望も出されている。 

排気量 50㏄以下 50超125㏄以下 125超400㏄以下 400超650㏄以下 650㏄超

AT限定なし
免許

原付
普通自動二輪
（小型限定）

普通自動二輪 大型自動二輪

AT限定免許
（４輪 AT限
定でも可）

普通自動二輪
（小型 AT限定）

普通自動二輪
（AT限定）

大型自動二輪
（AT限定）

表 1　日本における二輪車の免許区分
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排気量 50㏄以下
50㏄超
90㏄以下

90㏄超
125㏄以下

125㏄超
250㏄以下

250㏄超
400㏄以下

400㏄超

（参考）
道路交通法

（呼称区分）

原動機付 
自転車

小型自動二輪車 普通自動二輪車
大型自動 

二輪車

道路運送 
車両法

（ナンバープ
レート色）

原動機付自転車 軽自動車
（軽二輪自動

車）
［白］

小型自動車 
（小型二輪自動車）
［白 +緑枠］第一種［白］

第二種乙
［黄］

第二種甲
［桃］

高速道路の 
通行

不可 可

定期点検 
（整備）

不要（制度がない） 必要

車検 不要（制度がない） 必要

4. 二輪車を取り巻く環境

普通自動二輪車・原付は、自転車から本格的に混合交通参加者になる最初のステ

ップであるが、日本国内では、原付免許取得可能年齢が義務教育を終了し就業する

ことを想定して従来16歳であるが、現在、日本国内での高校進学率は96％を超えて

おり、高校在学中に取得可能年齢に達することになる。学校教育では、交通安全教

育も実施されているが、現状として「（バイクを）乗らない」「（バイクを）買わない」

「（免許を）取らない」という1980年代に全国高等学校 PTA連合会により採択された

「三ない運動」が主流となっている。そのため、高校在学中に二輪から隔離されて

いた若者が、卒業後に二輪・四輪により混合交通にいきなり参加するなど、諸外国

と比べると非常に不連続な形態となっている。20歳以下の交通事故死者数も人口の

減少とともに絶対数は減少傾向を続けているが、依然無視できない割合で推移して

いる。

道路環境にしても、日本では、道路整備の際に、歩道ならびに路側帯加えて自転

車道を整備できるスペースが限られる。そのため、原則左側端を走行する原付が路

上駐車車両により進路変更を余儀なくされるなどの問題も顕在している。一方で、

二輪レーンなど、専用レーンをつくる試みもされているが、逆に、交差点付近での

左折車両との交錯による巻き込み事故、商用車の荷さばきスペース問題などから普

及には至っていない。

5. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

時代の推移・変化に応じて規制などの変更を実施していくことは望ましい。先

進国においても、その車両占有率が全く異なる交通環境があるため、自国の現状な

らびに将来像を把握・検討して、「車両」「道路環境」および「教育」をバランスよ

く、かつ整合性を持つことが必要である。そのためには、直接的な関連官庁の部署

だけではなく、経済・医療・関連メーカーまで含めた包括的連携システムの構築が

重要であるといえる。

表２　道路運送車両法による区分
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15. 都電廃止

1. 都電の成り立ち

東京都交通局のホームページによると、都電の歴史は、1911（明治44）年に東京市

が東京鉄道株式会社から路面電車事業を買収し、東京市電気局として開業したとき

にさかのぼる。当時は都電ではなく市電と呼ばれていて、1943（昭和18）年に都制が

施行されてから都電と呼ばれるようになった。ただし都民にこの呼び名が浸透した

のは戦後である。戦前の最盛期は1943（昭和18）年度で、１日利用客数193万人、系

統数も41系統だった。第二次世界大戦でかなりの路線がダメージを受けたが、戦後

速やかに再生され、1955（昭和30）年前後が戦後の最盛期であった（図１）。昭和30

年代になって、自動車交通が増加し、軌道敷内への自動車の乗り入れにより、都電

が渋滞に巻き込まれるようになった。

図 1　戦後最盛期の都電路線図（地下鉄網などを含めベースマップは2008年のもの）

出典
http://upload.wikimedia.org/wikipedia/
commons/thumb/6/6e/Tokyo_toden_
map.png/360px-Tokyo_toden_map.
png
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一方、41系統あった都電が昭和40年代にほとんど廃

止されました。今残っているのは１系統だけです。都電

から地下鉄に変更するという、東京の交通の一大変革期

でした。都電が最高時は毎日160万人も利用して、人々

の足となっていたことはあまり考慮されていません。な

ぜ都電が廃止になったか、誰も反対する人はいなかった

のか調べましたが、廃止に反対という人はほとんどいま

せんでした。というのも、交通渋滞の元凶だったことが

ひとつ。いまひとつは、料金をあまり値上げしなかった

ため都営交通の経営が苦しくなったためといわれていま

す。このような経営的な問題もあり、識者も「都電廃止

やむなし」という意向でした。非常にもったいないと私

は今でも感じています。

（佐藤　脩氏　 p.21）

インタビュー参照

 p.15）
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2. 都電の衰退

当時のわが国の多くの都市で、同じような状況が発生し、道路空間の中で路面電

車が邪魔者扱いされるようになった。渋滞に巻き込まれた電車は、当然ながら速度

も輸送力も低下し、速度の低下により利用者も減少するという悪循環に陥った。都

電も同じ道をたどった。当時、イギリスもフランスも、そしてアメリカも路面電車

を全面的に廃止していたこと、地下鉄の計画が具体化し、新線の建設、開業がはじ

まったことなどと相まって、わが国では、最盛期は60都市以上にあった路面電車の

多くが廃止となった。

都電においては、モータリゼーションに伴う道路混雑の激化から、1959（昭和34）

年に軌道内の自動車走行が認められたことをきっかけに、都電の速度低下、輸送力

低下が顕著になった。その後、図２に示すように利用者数は激減し、都交通局の財

政は悪化していった。そして1967（昭和42）年の交通事業財政再建計画の策定で、当

時の路線約193㎞のうち181㎞を５年間で廃止することを決定した。広島や長崎など
路面電車が都市内で活躍している都市と比較すると、軌道内自動車走行を認めたこ

とが都電衰退の大きな要因のひとつといえる。現在残っている荒川線12㎞は、ほと
んどの区間が道路上にはない専用軌道であること、並行する代替交通手段がないこ

と、沿線の要望が強いことなどが理由で残っている。

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

アジアの途上国大都市で路面電車を有しているところはないので、直接的な関連

はないが、佐藤氏のコメントにあるように人々の足になっている交通手段の意味を

十分に考察することなく政策意思決定をすることへの警鐘となる。多くの大都市で

のパラトランジットと呼ばれる交通手段が果たしている役割の吟味を怠ってはいけ

ない。

図 2　都電利用者数の推移（軌道内自動車乗り入れ許可後）　

出典
東京都交通局ホームページ
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16. 道路構造令

1. 道路構造令とは

わが国において、道路法の規定に基づいて定められた政令である。道路を新設

し、または改築する場合における道路の構造の一般的技術的基準を定めたものであ

り、道路の分類や、分類ごとの構造について、細かく規定されている。わが国にお

ける道路の計画、設計のもっとも基本となるものである。

ただし、実際の計画や設計に当たっては、現地の地形や沿道条件などを勘案しつ

つ、許容範囲の中で柔軟に対処することが重要といえる。

2. 道路構造令の歴史

自動車が徐々に市民生活に浸透してきた大正時代、1919（大正８）年に制定された

道路法に基づいて公布されたものが道路構造令と街路構造令である。おおむね、都

市計画区域内の道路が街路構造令、その他の一般道路が道路構造令の対象とされ

た。その後、何度かの改正を経て1958（昭和33）年に両者は統合されて道路構造令と

なった。従来の道路構造令は地方部として、街路構造令は市街部（1970年からは都

市部）として継承されている。1958（昭和33）年改正の道路構造令では、計画目標

年次設定、道路種類の区分などが新しく取り入れられた。しかしながら、幅員12m

以下の道路では歩道を設けない単断面道路としており、自動車、自転車、歩行者な

どからなる混合交通の有効利用を図ろうという混合交通主義に基づくものといえ、

結果的に歩行者軽視の道路となってしまった点は否めない。1970（昭和45）年の道路

構造令改正で、初めて車線交通主義が取り入れられ、同時に、自転車専用道路、歩

行者専用道路が初めて位置付けられた。

道路構造令はその後も見直しが何度か実施されている。大きなところでは、1974

岐阜県の国道で観光バスが飛騨川に転落し、23人が亡

くなりました。道路構造令が1970（昭和45）年にできま

したが、そのきっかけになりました。こういう犠牲がな

いと、しっかりした取り組みがなされませんでした。

 （佐藤　脩氏　 p.20）

あのころは歩道の整備といっても白線を引いただけの

ものもあり、そもそも歩道の基準も確立されていません

でした。1970（昭和45）年に道路構造令が大改正され、

急速な歩道の整備に適用されました。これも私が担当し

ました。 （三谷　浩氏　 p.36）

交通安全施設等整備事業とは何かということになる

と、安全の観点から、既存の欠陥道路に対する応急的な

改善事業です。そのため、道路の新設事業と補助率が違

っております。このような応急的な処置ですので、必ず

しも道路構造令に規定されている基準に合わない事業も

やることができます。 （三谷　浩氏　 p.39）

道路技術者そのものがそうで、道路構造令に合ってい

れば良い、という考え方です。設計区間でそういうふう

に決められているから、と。

（片倉正彦氏　 p.64）

インタビュー参照
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（昭和49）年改正での環境施設帯の導入、1993（平成５）年改正でのバリアフリーの考

え方の盛り込みに伴う歩行空間の充実、2001（平成13）年改正での、①歩行者や自転

車の通行空間を自動車とは独立に確保すること、②住区内道路において自動車の速

度抑制を目的として必要に応じてハンプや狭さくを設けること、③路面電車の通行

空間と施設を位置付けること、④植樹帯を設置すべき道路の種類を拡大すること、

などの大幅な変更をあげることができる。

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

道路構造令に相当する政令は、ほとんどの国で存在している。当該国の道路交通

の実情や課題を十分に反映できるよう、わが国の歴史でもそうであったように、何

度とない見直し改正が必要となる。とりわけ交通事情の変化の速度が速いことを踏

まえて、適切なタイミングでの見直しが求められる。

また、その運用に当たっては、ローカルな状況に柔軟に対応する姿勢が求められ

る。インタビュー記事の中でも、画一的な政令の運用について批判的な記述が一度

となく登場している。柔軟な運用を実現するためには、現場で図面を作成している

技術者の技術的な訓練の充実が必要となる。

参考文献

日本道路協会（2004）『道路構造令の解説と運用（改訂版）』

新谷洋二編著（2003）『都市交通計画第二版』技報堂出版
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17. 歩車分離

1. 歩車分離とは

空間を面的に捉えたときの動線の分離として歩車分離を言う場合と、同一道路空

間断面における歩道と車道の分離として歩車分離を言う場合がある。ここではイン

タビューの文意に従い前者について述べる。

2. 歩車動線の分離：ラドバーン計画の発表と影響

動線の分離としての歩車分離は、1928（昭和３）年のアメリカ合衆国ニュージャー

ジー州の住宅地ラドバーン地区の開発における道路網計画に始まる。図１に示すよ

うに、住宅地にスーパーブロック（極めて大きな街区ブロックのこと）とクルドサ

ック（車道が行き止まりになっていること）を導入し、各ロット（画地）の片側を

通常の道路、反対側を歩行者専用道路に面するように配置した。歩行者専用道路は

自動車用の道路と平面交差することなく小学校や運動公園にアクセスできる。この

計画案は、世界的に影響を与えた。実際の計画は、財政的事情などから全体の３分

の１ほどが完成したにすぎないが、その後の各国の住宅地計画等に波及していっ

図１　ラドバーン住宅地での歩車分離動線
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交通安全への一番の対策は、歩車分離です。しかしそ

れは本当でしょうか？ 「やれ」とは言っても、そんなこ

とができるのか？ というのが問題です。やるべきだと

は思いますが……。 （片倉正彦氏　 p.56）

インタビュー参照

 p.50）
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た。1963（昭和38）年に英国で発表された「都市の自動車交通」いわゆるブキャナン

レポートにおいても、この歩車分離の考え方が重要視されており、実際、第二次世

界大戦後に始められた英国の公的大規模ニュータウンプロジェクトでも、初期の事

例からラドバーン型の歩車分離動線計画が導入されていた。わが国においても、千

里、多摩、泉北、港北などの公的大規模ニュータウン計画で、歩車分離動線計画が

導入され、そのほかにも大規模な土地区画整理事業などで歩車分離動線計画が導入

されている。

3. ラドバーンその後

アメリカ合衆国では、郊外住宅地の道路網として、ラドバーンと同じくスーパ

ーブロックとクルドサックは導入されたものの、歩行者専用道路までも導入した事

例はみかけない。これは、歩行者専用道路まで導入することで、開発全体に占める

道路面積率が高まり開発ビジネスとしてはうまみがないこと、そもそも歩行者空間

の利用が多くはなく、空間効率の面で問題視されたことなどが理由として推察され

る。既存住宅地において、歩車動線を分離した道路ネットワークを導入することは

極めて難しく、土地区画整理事業によって、あるいは住宅地内の下水河川に蓋かけ

をして歩行者空間を創出することによって、などができる程度である。

既存住宅地での交通安全の問題はどの国でも深刻であり。インタビューにもある

ように歩車分離が望めない中で、1970（昭和45）年にオランダのデルフト市で実験的

に導入されたのが、ボンエルフ（Wonnerf）と呼ばれる歩車共存道路である。デル

フト中央駅の裏手にある、どちらかというと所得の高くない層が居住している地区

において、自動車の走行空間、駐車空間、子供たちが遊び得る空間などを共有する

考え方で、自動車の速度抑制のために、シケイン、ハンプ、狭さくといった、いわ

ゆる物理的デバイスが多用されている。この実験は大きな効果を示すとともに各国

に大きく影響を与えた。わが国のコミュニティー道路、ロードピア事業、コミュニ

ティーゾーンとつながる住宅地の道路交通安全対策関連事業は、この影響を受けた

ものである。ボンエルフの考え方は、オランダやドイツで展開をみせるが、ターゲ

ットはよりシンプルに、住宅地内の自動車交通の速度抑制に絞られてゆき、traf fic 

calming（交通静穏化）という考え方になっていった。近年では、shared spaceと

呼ばれる考え方のもと、意図的に路面標示を取り入れないことによって、自動車運

転者、歩行者双方の安全意識を高め、事故を減らす試みなどが始まっている。

4. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

都市部での安全な歩行者空間の確保は必須の課題である。ラドバーン型の動線分

離が、新規の空間整備において積極的に取り入れられることに期待するとともに、

既存道路空間では、明確な空間分離が求められる。自動車運転者が十分に教育を受

け、取り締まりの仕組みが完備されている状況に至るまでは、歩車共存空間の運用

は難しいと言わざるを得ない。せっかく整備した歩道が、オートバイの走行や自家

用車の駐車で占有されていたり、そもそも歩道上に歩道橋の支柱や配電盤などの占

有物が数多くあることで実質空間が少なかったり、露店などの規制が不明確なため

にその種の店舗で占拠されていたり、そういうことがないにしても、道路維持管理

がおろそかなために舗装状態がひどく歩行が困難であったり、というようなことが

なくなるように、地道な努力で、歩行者が安善に歩ける空間の確保を目指すことが

期待される。
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18. 横断歩道橋

1. 横断歩道橋の定義と歴史

道路を横断する横断歩道の代替措置として整備されるものが、立体横断施設であ

る。道路を地下で横断する場合は、地下歩道、地上で横断する場合には横断歩道

橋、あるいは単純に歩道橋と呼ばれる。河川などで車両のための橋に並行して歩行

者専用の橋を設ける場合があるが、これは横断歩道橋とは言わず人道橋と呼ぶ。

日本も車社会を迎えたと言われ始めた昭和30年代半ば、自動車に不慣れな児童が

交通事故に巻き込まれる惨事が頻発し、交通戦争という言葉が生まれた。19世紀初

頭に登場したパリのセーヌ川に架かるポン・デザールのような優雅な貴族たちの社

交場としてではなく、歩行者の安全第一をうたった橋として横断歩道が頭上に持ち

上げられた。

全国の交通事故死者数が年間１万人を超えた1959（昭和34）年、５年後の東京オリ

ンピック開催が決まり、建設ラッシュに伴う道路の往来は急速に危険な様相を増し

た。交通量の激増による安全性の低下に対応するため、東京都は同年11月に学童擁

護員制度、通称「緑のおばさん」をスタートさせて児童の保護に当たらせた。しか

し遺憾ながら人の目が遍く行き届いたわけではない。歩行者と自動車を立体的に分

離することが不可避の策と考えられるようになり、歩道橋を誕生させるに至る。

1963（昭和38）年、大阪駅前に日本初の横断歩道橋が完成したとの記録があるが、

それは梅田歩道橋と呼ばれた橋のようで、既に撤去されている。東京では同年の９

月、品川の五反田駅前に都内初の歩道橋が架設された。

実はこれらより４年早く、日本最初の歩道橋は誕生していた。愛知県名古屋市に

程近い、西枇杷島町で通学途中の小学生が尊い命を失う交通事故が起き、地元住民

の切望により架けられた陸橋が日本の歩道橋の嚆矢となった。歩道橋の言葉自体が

当時はまだなく、学童専用陸橋と称されたというこの歩道橋は、今も現役で最古参

の歩道橋である。1959（昭和34）年、名古屋から岐阜へ向かう旧国道22号に架けられ

た西枇杷島歩道橋。道路拡幅により間もなく架け替えられる定めにある。（愛知県

1983（昭和58）年にはとげぬき地蔵にお参りするお年

寄りも横断歩道橋を渡らなければならないようになりま

した。 （佐藤　脩氏　 p.21）

まず「交通弱者」のための交通環境の改善、整備をし

なければならないことになり、そのことが当時、爆発的

に整備された歩道橋となって出てきたのです。しかしこ

れについては賛否両論がありまして、「日本の街の美観

を一番害するものは、あの醜い歩道橋だ」とか。また、

渡るのにエネルギーを使うのでくたびれる。それで、歩

道橋があるのに下を横断した人がひかれたとか、横断中

の児童が柵に頭を挟んで取れなくなったとかという、ま

ったく考えられない事故もあり、評判が悪かったのです

が、それでも6,000橋ぐらいの歩道橋を整備しました。

しかし歩道橋の整備は進んでも、肝心の歩道の整備はほ

とんど進みませんでした。

（三谷　浩氏　 p.35）

インタビュー参照
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清須市）

昭和40年代ごろから建設され始めた大都市近郊のニュータウンでは、歩行者専用

の道路網を系統的に組み、自動車交通との接点を極力回避する計画的な方策を導入

する試みも実現されるようになった。車が通る橋よりも荷重条件が厳しくない歩道

橋には、さまざまな試みや工夫を導入する可能性があることが認識されるようにな

り、造形的な可能性を意識した設計者が関与する機会も増え、優れたデザインが生

まれる土壌が育まれたことは、歴史の流れとして記憶しておきたい。

その後、歩道橋は全国各地で導入され、歩行者に上下移動を強いる施設は車優先

思想を体現する象徴であるとの批判を浴びながらも、寡黙に人々の横断を支えてき

た。

時代は移り、歩行や上下移動が困難な人々に目を向けるバリアフリーの思想から

展開されたユニバーサルデザイン、そして景観法に集約された街並みへの社会的ま

なざしに後押しされて、撤去される歩道橋が出始めている。

2. 横断歩道橋の導入判断

横断歩道橋を導入するかどうかの判断基準は、道路局通達によって定められる

ところであるが、自動車の交通量、その交通流の速度、横断歩行者需要、そして道

路幅員などの状況によって規定されている。現代ではバリアフリーにかかる条件も

含めて、昇降装置の設置などとあわせて検討されるかたちになっている。もともと

は、交通量が多く、走行速度の速い、幅員25ｍ以上の多車線道路で、横断歩行者需
要も多い場合にのみ設置が認められる、というような発想であったが、交通事故死

者数の激増を受けて、その基準が緩められていく、すなわちより多くの横断歩道橋

が建設されていく流れとなった。

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

途上国の大都市では、現代、右写真にあるように広い幅員道路での横断は頻繁に

みられ、交通事故問題を深刻化させている。せっかく整備された横断歩道橋も、商

売場所として利用され、本来の機能を発揮しきれていない場合がある。

開発途上国だけではないかもしれないが、都市内で、歩行者の動線や動線上のボ

リュームを考慮せずに、自動車の都合だけで広幅員道路を建設している例が少なく

ない。歩行者需要の多い地域の外周部にこそ広幅員多車線道路が建設されてしかる

べきで、横断歩道橋の問題は、都市の土地利用体系、道路網体系など、都市の骨格

づくりなどと連携していくことが望ましい。

参考文献

日本土木工業協会ホームページ　 http://www.dokokyo.or.jp/ce/ce0906/essay.html

新谷洋二編『都市交通計画第二版』技報堂出版
写真１　違法横断者

写真２　横断歩道橋で違法商売
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19. 救急搬送と救急救命士

1. 救急救命士制度

1991（平成３）年以前、わが国の救急医療体制については、受け入れ側の医療機関

の体制はおおむね整備されていたが、搬送途上の医療の確保については十分である

とはいえず、ドクターカー制度の充実と、医師の指示の下に、搬送途上において救

急救命処置を行う新たな資格制度の創設が緊急の課題となっていた。

救急救命士法は、このような現状の改善に向け、新たに救急教令士の資格を創設

し、搬送途上の医療の充実を図ることを目的として、制定されたものである。この

法律は、1991（平成３）年８月15日から施行された。

わが国では、人口の高齢化や疾病構造の変化等により、虚血性心疾患、脳血管疾

患などによる呼吸・循環不全に陥る患者数が急激に増加、また、交通事故の増加と

いう外的要因もあり、救命救急センター等の救急医療機関に搬送される患者数は増

加する一方であった。これに対し、初期、２次および３次の医療機関側の受け入れ

体制は、おおむね整備されていたが、救急車による搬送途上の医療に医師等が関与

することは少なく、救急隊員の実施する応急手当の範囲も限られていたため、搬送

途上の医療の確保は十分であるとはいえず、その充実が緊急の課題とされていた。

一方、あるテレビ局のニュースキャスターが番組で救急医療のキャンペーンを

組み、マスメディアを介して国民に救急医療の現状を紹介して、何が問題点なのか

を訴えるなど、国民世論の高まりを支持するなどの動きもあった。厚生省（当時）

は、1989（平成元）年９月に「救急医療体制検討会」を設置し、救急医療体制全般に

関する検討を行った。1990（平成２）年の同検討会の中間報告では、緊急を要する搬

送途上の医療を確保するためには、医師等が救急用自動車に同乗して直接救急現場

に出動するドクターカー制度の充実と、搬送途上において医師の指示の下に高度の

応急処置を行うことのできる新たな資格制度の創設等が必要である旨が提言された。

また、新たな資格制度（救急救命士）の創設については、自民党社会部会に設置

された「救急医療に関する小委員会」においても検討がなされ、1990（平成２）年11

月小委員長見解として発表された。

これらを踏まえ、厚生省では、新たな資格制度を創設するための「救急救命士

法」案を作成し、1991（平成３）年３月12日の閣議決定を経て、同日国会に提出しま

した。その後、1991（平成３）年４月18日、国会において法案は全会一致で可決され

「救急救命士法」が成立した。

救命救急士制度ができて、救命救急士が増えた1996

（平成８）年ごろから致死率が減っています。最近はもっ

と減っているかもしれません。

（片倉正彦氏　 p.62）

インタビュー参照
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制定背景は以下の７点にまとめられる。

⑴ 急病や交通事故で救急医療機関に搬送される傷病者数が増加

⑵  人口高齢化、疾病構造変化（虚血性心疾患、脳血管疾患等呼吸不全患者の増加）

⑶  交通事故等外的要因等による心肺機能停止状態での医療機関搬送患者の増加

⑷  救急隊が情報を得て現場到着し、患者を医療機関に収容するまでの時間が平均

21.7分（その内情報を得てから現場到着まで5.7分。このとき分は救急医療体制

検討会設立当時の時間）このとき間に医療行為を施し、少しでも多くの傷病者

を救命するため

⑸  救急隊の行う応急処置を拡大し、救急救命士に高度な救命処置をさせること

⑹  救急救命士に高度な救命処置（半自動除細動器による除細動、静脈路確保のた

めの輸液、食道閉鎖式エアウェイ及びラリンゲアルマスクによる気道確保）等

の医療行為実施により救急現場から医療機関までの間、医療の空白をなくす

2. 救急医療制度の現状と課題

救急医療制度は国によって大きく異なる。日本、アメリカ、イギリス、ドイツ、

フランスを比較すると、救急隊員が医療行為を行えないのは日本だけで、他国では

行える。患者の医療機関への搬送という側面と、医療機関から医療を届けるという

側面の違いとも理解できる。

そもそもの救急車の運営においても相違点は多い。アメリカでは多くの都市で救

急車サービスの民営化が進んでいる。民営の場合には、消防、警察との間でチーム

ワーク作業が徹底され、救急の役割は先に述べたとおり、医療を届けるところにあ

る。また、日本以外では、原則的には救急車が有料になっている。

以上からわかるように、救急救命士制度の導入が画期的であったことは間違いな

いものの、その活動を支える救急医療制度にはまだいくつか課題が残っている。

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

救急医療制度は国によって大きく異なるので、一般的な見解は述べづらい。ま

た開発途上国での体制がわが国と比べて遅れているとも限らない。例えば、タイで

は既に民営化が進められており、緊急時にはタクシーと役割分担がなされている。

このタイだけではなくベトナムにおいても救急車の有料化は既に実現している。ま

た、不良住宅地区をはじめ道路インフラ整備が行き届いていない地区を対象に、オ

ートバイによる救急医療活動も展開されている。

オートバイについては、医師の派遣を目的に先進国でも導入事例が多く、わが国

でも群馬県太田市などいくつかの都市で導入されている。救急車よりも１ないし２

分早く現場に到着できており、救命に大きく貢献していると言われている。

開発途上国での交通事故死者削減に資する救急体制を考える場合、とくに低所得

者層を念頭にして、保険制度、医師派遣の仕組み、患者搬送の仕組み、民間と公共

の役割分担、道路上での優先走行の担保の実態といった諸点について、相互の連関

も踏まえて考察することが必要となる。

参考文献

横浜市救急救命士会オフィシャルサイト

　 http://yokohama119.com/page4/seturitukeii.html

写真１　太田市の救急バイク（同市ホ
ームページより）
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20. 指定自動車教習所制度

1. 沿革

わが国における自動車免許制度は、1919（大正８）年に施行された自動車取締令に

よって始まった。その後、 1933（昭和８）年に、 自動車取締令によって自動車運転の

技量証明書による試験免除が制度化された。この当時、自動車教習所は存在してい

たが、統一された基準はなく独自に運営されていた。

自動車練習所制度が初めて設置されたのは戦後のことで、1947（昭和22）年に道路

交通取締法・道路交通取締令が施行されたときであった。その後、現在の指定自動

車教習所制度は1960（昭和35）年に制定された道路交通法によって発足した。このと

きの指定自動車教習所の数は125であったが、現在は約1,340校となっている。

指定自動車教習所は、資格のある指導員が配置され、コースの面積形状および構

造、学科を勉強する教室、教育の内容等が道路交通法の定める基準に適合している

自動車教習所で、公安委員会が指定したものをいう。卒業前に技能検定を実施し、

合格者には卒業証明書を発行する。それによって運転免許試験のうち、技能試験が

免除される。

2. 日本の指定自動車教習所制度の特徴

わが国では毎年、新規の免許取得者の95％が指定自動車教習所を卒業しており、

指定自動車教習がわが国の初心運転者教育の中核をなしているといえる。指定自動

車教習所では、単に運転教育を行うだけではなく、運転者自身が交通ルールを守

り、交通社会人としての自覚と責任を持つよう、安全運転意識の向上も図られてい

かつては各都道府県でバラバラに教習所を管理してい

ましたが、全国統一を図るためと、施設規模の基準、教

習指導員の資格要件などを定めて指定教習所制度をスタ

ートさせました。その基準をクリアして運営している教

習所を「指定教習所」として指定するなど教習水準の向

上を図りました。

（佐藤　脩氏　 p.14）

もっと以前から教習所の運転教習は「公教育」という

視点でドライバーに安全意識（モラル・マナー）をきちん

と教えていたらと思います。

（佐藤　脩氏　 p.25）

運転者教育というのは指定自動車教習所のやり方だけ

です。それは、素人を運転者に仕立てるための手っ取り

早い教育、短期間で運転者に仕上げるための教育なの

で、「取りあえずこうやりなさい」ということをやって

います。余計なことは言わない、という形でつくり上げ

ています。しかしそのフォローアップがありません。フ

ォローアップといえば、初心運転者期間制度だとか最初

の免許更新講習だとかですが、これも功を奏しているか

はわかりません。とくに全指連（全日本指定自動車教習

所協会連合会）でやっている企業研修のように、既に免

許を持っている人たちに対する再教育がなかなかうまく

いきません。

（長江啓泰氏　 p .104）

インタビュー参照
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るのが特徴である。

一方、表１に示すとおり、多くの先進国にも自動車学校は存在するが、ほとんど

法令で定められた技能講習の規定はなく、学科講習も義務付けられていない。

今後、指定自動車教習所に期待される役割に、運転者の再教育がある。短い期間

での初心運転者教育の内容は限られているので、補修的な教習を行っていく必要性

がある。

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

指定自動車教習所の制度は、モータリゼーションが急速に進展した日本におい

て、それまで各県別にバラバラであった免許制度を統一し、多くのドライバーに安

全運転技能および安全運転の知識を、教育する上で非常に大きな役割を果たした。

今後、モータリゼーションの進展が予想される途上国においては、ドライバーも

急増するため初心運転者教育を、あまねく実施するためには、指定自動車教習所の

制度は非常に有効であろう。また、ドライバーの安全運転意識の向上を図る機会も

得られるため交通マナーが確立していない途上国においては、有用な施策である。

ただし、わが国においては、民間の運営としたため行政が教育指導に関して関与

できる度合いが弱くなったなどの欠点も指摘されているので、途上国で導入する場

合には、運営方法を公益法人が行うなど工夫をする余地がある。

表１　自動車学校の比較

日 本 NY 州 イギリス フランス ドイツ

自動車学校 都道府県警察（公
安委員会）が公認
する自動車学校
に入学しなけれ
ば、最初の免許
は取れない

15時間程度の実
地講習が必要と
いわれているが、
自分の車で練習
して試験を受け
ることもできる

民間の自動車学
校で練習するが、
自分の車で練習
して試験にも自
分の車を持ちこ
む人もいる

民間の自動車学
校（auto-ecole）で
運転講習を受け
た後、地元警察
の実地試験を受
ける

学科講習⇒学科
仮検定 (Vortest）
⇒学科本検定⇒
技能講習⇒技能
本検定

練習方法 公道での練習に
は、教習指導員
の同乗が必要

NY州の例
免許保持者同乗
で路上練習可能

“L”と書いた紙
を車に張り、普
通免許所持者の
同乗があれば路
上で練習できる

調査中 公道での練習は、
自動車学校の技
能講習として行
われる

費用 26万円位から
（手数料別）

18～25
ドル /時間

9～13
ポンド /時間

4,000～5,000
フラン

1,000～2,000
マルク

料金
システム

全額前払い制 時間ごとに
支払う

時間ごとに
支払う

前払い制 前払い制

学科 26時限 自分で勉強する
（仏：auto-ecoleでは学科を受けることもできる）

14学科

技能講習 15時限
（オートマは
12時限）

日本のように法令で定められた技能講習規定はない 12時間
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21. 危険区間の選定

1. 交通安全施設等整備事業と危険区間の選定の沿革

1960年代に入り、交通事故および交通事故死亡者数が増加する中、交通安全施設

の整備、拡充が重要となり、重点的、効果的に整備を進めるために、整備すべき危

険区間を選定することが必要となった。1966（昭和41）年に制定された「交通安全施

設等整備事業の推進に関する法律」では、危険区間を選定し「交通安全施設等整備

事業」を実施することを定めている。同法が対象とするのは、都道府県公安委員会

が実施する①信号機、道路標識、道路標示の設置、②交通管制センターの設置の各

事業、道路管理者が実施する③横断歩道橋の設置、④道路標識、さく、街灯などの

道路付属物および区画線の設置の各事業である。同法では、交通事故発生状況、交

通量などの状況から、特に交通の安全を確保する必要があると認められる道路は、

「特定交通安全施設整備事業を実施すべき道路」と指定し、事業費の全部または一

部を国が負担あるいは補助するものとなっている。具体的指定基準は、「交通安全

施設整備事業の推進に関する法律施行規則」に定められており、交通量、交通事故

死傷者数、その他の基準により選定することが示されている。

1996（平成８）年度から始まった「特定交通安全施設整備事業七箇年計画」では、

その主要施策として警察庁および国土交通省により「事故多発地点緊急対策事業」

が実施され、全国の幹線道路において緊急度の高い交通事故多発地点を約3,200カ

所抽出し、重点的に対策が行われている。

なお、同法は、当初３カ年計画であったが、1970（昭和45）年度からは５カ年計画

に、1996（平成８）年度からは７カ年となっている。

2. 事故対策交差点の抽出方法

交通事故の多くが交差点で発生しているが、指摘にあるとおり、道路上の危険区

間の選定に比較すると、交差点の形状がさまざまであることもあり危険箇所の抽出

交通安全事業で一番大事なのは、どのような箇所にど

のような事業を実施するのがベストかを判断することで

す。これが決まらないとダメなので、交通安全事業をや

るべき箇所を決める“危険区間の選定”が最初の課題で

す。日本には今、100万 kmぐらいの道路がありますが、

どの箇所でも交通安全事業をやるわけではありません。

どういう箇所や区間に交通安全事業が必要なのか、例え

ばどの箇所に歩道橋が必要なのかという判断が重要なの

です。 （三谷　浩氏　 p.36）

1966（昭和41）年からの交通安全施設等整備事業に乗

っかりました。区間を決めて、何県では指定道路区間が

どのぐらいで、どのぐらいの事業が必要。信号機をどれ

ぐらい、交差点改良をどれぐらい、歩道をどれぐらいつ

くるかを計画するという形です。これは非常に良い方法

だったと思います。 （時﨑賢二氏　 p.74）
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は難しく、その方法が課題として残されてきた。㈳交通工学研究会では、2002（平

成14）年に道路管理者、交通管理者、民間コンサルタント等が効果的、効率的に交

差点事故対策をできるように「交差点事故対策マニュアル」を策定している。

このマニュアルで示されている対策交差点抽出フローを図1に示す。危険箇所の

抽出は、交通事故数や交通事故などの交通事故関連指標によって把握できる交通事

故発生状況によって行うことを基本としている。しかし、事故件数が多かっただけ

で事故危険度の高い箇所を把握できない可能性があることも指摘しており、利用者

や管理者からの指摘や Safety Audit（安全監査）などを通じて、潜在的に危険性が

高い思われる箇所も含めて抽出することが必要とされている。

また、抽出は１カ所の交差点（点）だけではなく、必要に応じて、路線（線）や

エリア（面）を対象として行う必要性があることも示している。

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

限られた予算の中で有効な通安全施設対策を実施するためには、危険箇所を抽出

し、対策を施す箇所を適切に選定する必要がある。このような危険箇所抽出するた

めには、交通事故データの収集とデータベースの整備が必要不可欠である。

途上国の場合、交通事故に関するデータの収集が十分に行われていないため、ま

ず①交通事故原票による交通事故の適切な記録を行うこと、次に②事故記録に基づ

く交通事故データの収集を行うための制度、仕組みを確立し、交通事故データベー

スを作成すること、その上で③収集した交通事故データを有効に活用し、危険箇所

の抽出と安全対策を実施する箇所の選定を行うことが必要である。また、⑤危険箇

所を適切に抽出するためには、交通量などの交通状況を把握するためのデータが必

要となるので、交通状況に関するデータベースの整備も重要となる。

開発途上国で交通事故データの収集が十分行われていない場合は、⑥住民や道路

利用者から収集するヒヤリ・ハットデータを活用し、危険区間の選定を行うことも

検討すべきである。ただし、ヒヤリ・ハットデータは主観的なデータであり、潜在

的な危険事象も含むため利用に当たっては留意する必要がある。

参考文献

住友一仁「警察が整備する交通安全施設等に関する次期社会資本整備重点計画の策

定に向けて」『IATSS Review』Vo.33, No. 1, pp.78-82

国際交通安全学会交通安全施設整備に関する提言委員会「第４次交通安全施設整

備等整備事業五箇年計画の策定に際しての提言」『IATSS Review』 Vo.11, No. 3, 

pp.31-43

交差点事故対策マニュアル検討委員会（2002）「交差点事故対策マニュアル」（㈳交

通工学研究会）

図１　対策交差点抽出フロー
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22. 交通安全施設等整備計画と社会資本整備計画

1. 沿革と目的

交通安全施設等整備事業は、1966（昭和41）年を初年度とする第一次三箇年計画に

基づきスタートした。この背景にはモータリゼーションの急速な進展に伴い、交通

事故による死傷者数が増加の一途をたどっていたにもかかわらず、交通安全施設の

整備については主として都道府県の責務と考えられ、制度的にも予算的にも国の助

成措置が十分に講じられなかったことがあげられる。このような状況に対処するた

めに、まず ｢交通事故防止の徹底を図るための緊急対策について｣（1965年交通対

策本部決定）により、交通安全施設等の整備と拡充が最優先課題であることが明記

され、1966（昭和41）年、「交通安全施設等整備事業に関する緊急措置法」が制定さ

れたのである。同法は、「交通事故が多発している道路その他緊急に交通の安全を

確保する必要がある道路について、総合的な計画のもとに交通安全施設等整備事業

を実施することにより、これらの道路における交通環境の改善を行い、もって交通

事故の防止を図り、あわせて交通の円滑化に資すること」を目的とし、計画策定、

道路の指定、費用負担について定めている。これにより、国が一定の交通安全施設

の整備について都道府県を計画的に補助する制度が始まった。以降、2002（平成14）

年まで同法に基づき、交通安全施設用整備事業に対する国の補助が行われてきた

が、同年の社会資本整備重点計画法の成立に伴い、同法は「交通安全施設等整備事

業の推進に関する法律」（以下、推進法）に改められ引き続き都道府県に対する補

助が行われている。

2. これまでの経緯

上記以降の整備計画は、1971（昭和46）年までの３カ年計画として設定され、交通

安全対策基本法が制定された1970（昭和45）年以降は、それまでの３カ年計画をいっ

1970（昭和45）年に交通事故死亡者数が16,715人とな

りました。昨今は四千数百人ですから今では考えられな

い数字ですが、とにかく史上最悪の記録で、そのため

「交通安全事業を至急実施すべし」というのが世論でし

た。その少し前、1966（昭和41）年に、３つの“E”のう

ちのひとつ“Engineering”、つまり交通環境を改善する

ために、交通安全施設等整備事業の第一次三箇年計画が

始まりました。 （三谷　浩氏　 p.35）

交通安全施設等整備事業という企画は、私の先々代の

課長補佐が始めました。日本の交通事故で問題なのは当

時「交通弱者」といわれていた歩行者と自転車、この事

故が非常に多いことです。確か当時は、歩行者事故が交

通事故死亡者のうちの35～37％を占め、自転車に乗って

いる人が12～13％。合わせて死亡者の約５割が「交通弱

者」。したがって、まず「交通弱者」のための交通環境

の改善、整備をしなければならないことになり、そのこ

とが当時、爆発的に整備された歩道橋となって出てきた

のです。 （三谷　浩氏　 p.35）
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そう拡充するために５カ年の計画となり、さらに1996（平成８）年に開始された第六

次計画においては、財政構造改革の必要により、事業量（予算）を変更することな

く計画期間が２年延長されて７カ年計画となった。

なお、緊急措置法では、事業費の全部あるいは一部を負担するものを「特定交通

安全施設等整備事業」、それ以外のものを「地方単独交通安全施設等整備事業」と

分けて整備が進められており、補助対象の確定は新たな計画に入る段階でそのつど

見直しが行われている。

3. これまでの主たる変更 

2003（平成15）年から特定交通安全施設等整備事業計画は、計画策定の重点がそれ

までの事業量（アウトプット）から成果目標（アウトカム）に変更された点におい

て従来の事業と大きく異なる。これにより国家公安委員会と国土交通大臣が、都道

府県公安委員会と道路管理者から計画の提出を受け、これに基づき事業量を決めて

いたが、現在では長期計画の提出手続きは廃止されている。

また、対象となる道路についても、従前は交通事故の死傷者率を基準に道路区間

ごとに指定を行っていたが、2003（平成15）年からの計画においては、これに加え生

活道路における安全対策を推進するために市街地内単位面積当たりの死傷者事故発

生件数がとくに多い地区において包括的に指定することとなった。

4. 社会資本整備重点計画

交通安全施設等整備事業については、1966（昭和41）年以降、多発する交通事故を

緊急かつ効果的に防止するため、交通安全施設等整備事業長期計画に即して推進し

てきたが、各種の社会資本整備事業をいっそう重点的、効果的かつ効率的に推進す

るため、2003（平成15）年３月に社会資本整備重点計画法が制定された。同法におい

ては、交通安全施設等、道路、港湾等の社会資本の整備について、従来の事業分野

別の長期計画を統合した「社会資本整備重点計画」を策定することとされ、横断的

な取り組みや事業間連携のさらなる強化が図られた。

なお、主たる項目は以下のとおりである。

① 歩行者等の交通安全の確保

② 幹線道路等における交通の安全と円滑の確保

③ IT化の推進による安全で快適な道路交通環境の実現

5. 第２次社会資本整備計画の内容

現在は、2008（平成20）年度から2012（平成24）年度までの間を計画期間とする第２

次社会資本整備重点計画に即して、同計画に掲げられた成果目標の達成に向け、交

通安全施設等の整備を推進している。

5.1　交通管理
第二次社会資本整備重点計画において、警察による施策と指標は以下のとおりで

ある。

① 交通安全の向上：道路交通における死傷者率（一割削減）

② 歩行者・自転車対策および生活道路対策の推進

　・対策実施地区における歩行者・自転車死傷者事故件数について２割削減

　・主要な生活道路関連経路における信号機等のバリアフリー化率（83％→100％）
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③ 幹線道路対策の推進

　・ 事故危険箇所の死傷者事故抑止率（対策実施箇所における死傷事故件数につい

て３割抑止）

　・信号機の高度化等による死傷事故の抑止（約４万件／年を抑止）

④  交通円滑化対策の推進

　 信号制御の高度化による CO2排出抑制（約46万トン－ CO2／年を抑止）

⑤ 高度道路交通システム（ITS）の推進

5.2　道路管理
（国土交通省）による〈道路整備事業〉において、今後取り組む具体的な施策・

指標は以下のとおりである。

①  道路交通における死傷事故率

　 【約109件／億台キロ（2007年）→約１割削減（約100件／億台キロ）（2012年）】

②  あんしん歩行エリア内の歩行者・自転車死傷事故抑止率

　  【2012年までに対策実施地区における歩行者・自転車死傷事故件数について約２

割抑止】

③  主要な生活関連経路における信号機等のバリアフリー化率

　 【約83％（2007年）→100％（2012年）】

④ 特定道路におけるバリアフリー化率

　 【51％（2007年度）→約75％（2012年度）】

⑤  事故危険箇所の死傷事故抑止率

　 【2012年までに対策実施箇所における死傷事故件数について約３割抑止】

⑥  信号機の高度化等による死傷事故の抑止

　 【2012年までに約４万件／年を抑止】

⑦  信号制御の高度化による通過時間の短縮

　 【2012年までに対策実施箇所において約2.2億人時間／年短縮】

⑧  開かずの踏切等の踏切遮断による損失時間

　 【約132万人・時／日（2007年度）→約１割削減（約118万人・時／日（2012年度）】

⑨  信号制御の高度化による CO2の排出の抑止

　 【2012年までに約46万 t－ CO2／年を抑止】

6. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

わが国では、道路交通安全のための施設整備について、基本的な整備目標と実施

項目を長期的に決め、それをもとに具体的な単年度整備計画を作成した。限られた

投入資源で最大の効果を生むためには、このように、重要と思われる課題に優先順

位をつけて、戦略的に対応することが有効であろう。
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23. 交通安全対策基本法

1. 沿革と目的

第二次大戦後の日本における道路交通の発展とモータリゼーションは著しいもの

があり、それに伴い1970（昭和45）年には、道路交通事故の発生から24時間以内に亡

くなった死者数16,765人を記録するまでになった。このような背景に鑑み、交通事

故の防止は国家的課題として取り組まれることが政府で決定された。これにより

1970（昭和45）年に「交通安全対策基本法」が制定され、国の行政機関、地方公共団

体を通じて必要な体制を確立し、それぞれの役割を明確にするとともに関係民間団

体が一体となって交通安全の諸施策を強力に推進することとなった。

同法はその目的を次のように定めている。

　 ――交通の安全に関し、国及び地方公共団体、車両、船舶及び航空機の使用

者、車両の運転者、船員及び航空機乗組員等の責務を明らかにするとともに、

国及び地方公共団体の背策の基本を定めることにより、交通安全対策の総合的

かつ計画的な推進を図り、もって公共の福祉の増進に寄与すること――

2. 対策内容

「交通安全対策基本法」に基づく安全対策の内容は、以下のとおりである。

① 交通環境の整備

② 交通安全思想の普及徹底

③ 運転者教育の充実等による安全運転の確保

④ 車両保安上の記述基準の改善による車両安全性の確保

⑤ 交通取締りによる交通秩序の確立

⑥ 救急医療体制の整備

⑦ 損害賠償の適正化

⑧ 科学技術の振興

3. 基本計画の展開と事故件数推移

上記の法律に基づいて、1971（昭和46）年から1975（昭和50）年までを期間とする第

1971（昭和46）年の交通戦争ピーク時に、ようやく「第

一次交通安全緊急整備五箇年計画」で安全施設改良の予

算がつきました。その中身はまず信号機の増設、それか

ら幹線道路だけに重点を置くのではなく、裏通りの子ど

もの遊び場、スクールゾーン・生活ゾーンの総合的な規

制。これらが歩行者・子どもの事故防止に非常に効果的

であったと思います。

 （佐藤　脩氏　 p.12）
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一次交通安全基本計画、都道府県交通安全基本計画、市町村交通安全基本計画、つ

いで1976（昭和51）年度から1981（昭和56）年度までの第二次基本計画が策定され、以

降５カ年ごとに交通安全基本計画が策定されている。

これに随伴して、1971（昭和46）年以降、交通事故死傷者数は減少を続け、1975

（昭和50）年には第一次交通安全基本計画で掲げた目標（歩行者の死者数約8,000人

を半減）を達成し、1976（昭和51）年には前年に比べ死者数は微増したものの、10年

目にして8,760人にとどまった。これにより、過去最高であった1970（昭和45）年の

死者数16,765人の半減を目指した第二次交通安全基本計画の目標が達成された。

しかし、1970（昭和45）年代後半から再び増加傾向に転じ、1992（平成４）年を第二

のピークとし、それ以降は減少傾向となり、2002（平成14）年には8,326人となった。

さらに、第八次交通安全基本計画の３年目の2008年には5,155人となったが、これ

は「2010（平成22）年までに、年間の死者数を5,500人以下にする」という計画の目

標を達成するとともに、2009（平成21）年には4,914人と1952（昭和27）年以降57年ぶ

りに5,000人を下回り、９年連続の減少となった。

交通安全基本計画の目標値と実数値は以下のとおりである。
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4. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

国家的規模で対策を実施するためには、国民の合意形成に基づいた「運動」とし

て展開することが前提であるが、そのためにはまず政府が主導となって、法的根拠

となる「対策法」を制定することにより、関係部局と協同する枠組みをつくること

が有効であると思われる。

期間 目標値 実数値

第１次 1971-1975年 歩行者死者数約8,000人を半減　 1975年の歩行者死者数3,732人

第２次 1976-1980年 過去最高であった1970年の交通事故死者数16,765人の半減 1980年の死者数8,760人

第３次 1981-1985年 1985年までに年間死者数を8,000人以下にする　 1985年の死者数9,261人

第４次 1986-1990年 1990年までに年間の死者数を8,000人以下にする　 1990年の死者数11,227人

第５次 1991-1995年 1995年の死者数を年間一万人以下にする 1995年の死者数10,679人

第６次 1996-2000年
年間の交通事故死者数を1997年までに一万人以下とし、
2000年までに9,000人以下とする　

1997年の死者数9,640人、 
2000年の死者数9,066人

第７次 2001-2005年
2005年までに交通安全対策基本法施行以降の最低であった
1979年の8,466人以下とする

2005年の死者数6,871人

第８次 2006-2010年
2010年までに年間の死者数を5,500人以下とし、死傷者数
を100万人以下とする　

2009年の死者数4,914人、 
死傷者数915,029人
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24. 飲酒運転の厳罰化

1. 飲酒運転厳罰化の効果

飲酒運転による交通事故は、過去10年間の推移をみると、2000（平成12）年をピー

クに減少している。社会的機運の高まりを背景とした、2001（平成13）年からの継続

的な飲酒運転厳罰化施策が事故減少に効果を上げたと思われる。

出典
警察庁ホームページ「飲酒有無別の
状況と特徴」

2. 厳罰化の推移

2.1　刑法改正
2001（平成13）年12月施行：「危険運転致死傷罪」（第208条の２）の新設

　 「アルコールまたは薬物の影響により正常な運転が困難な状態で四輪以上の自

動車を走行させ、よって、人を負傷させた者は10年以下の懲役に処し、人を死

亡させた者は１年以上の有期懲役に処する」

背景

1999（平成11）年、東名高速道路で飲酒運転のトラックが乗用車に衝突し、幼い姉

妹２人が焼死した事故でトラック運転手が懲役４年とされ、厳しい刑罰を望む遺族

の意向や世論の高まりが成立の背景にある。増加傾向にある悪質な自動車事故に対

する罰則強化を求める声が、交通事故被害者や遺族から高まったことを受け、2001

（平成13）年の刑法改正により危険運転致死傷罪が新設された。これは交通事故だけ

に適用される刑法で、刑法211条を改正する形で制定された。 従来、交通事故を一

律に「過失」として、業務上過失致死傷罪で処罰してきたが、悪質、危険な運転に
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1996（平成８）年ごろになると１万人を下回るように

なり、その後、2001（平成13）年以降の飲酒運転の厳罰

化、危険運転致死傷罪の制定があって、顕著な減少傾向

が出てきました。飲酒運転については、日本社会の飲酒

に甘い風潮もあって、取り締まりも甘かったようです。

管内の人が酔っ払って何かしても、駐在のお巡りさんが

「次、気を付けろよ」と注意してそれで終わっていたと

いう話を聞いたことがありました。

（佐藤　脩氏　 P.18）

インタビュー参照
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2002年６月改正 2007年９月改正 2009年６月改正

2002年改正以前

〈特徴〉
罰則強化
酒気帯び基準の厳格化

〈特徴〉
罰則強化
飲酒運転幇助行為に対する罰則規
定整備

〈特徴〉
違反点の引き上げ
欠格期間の延長

酒
酔
い
運
転

基準 アルコールの影響により正常な運転
ができないおそれがある状態で運転

継続 継続 継続

罰則 ２年以下の懲役または
10万円以下の罰金

３年以下の懲役または
50万円以下の罰金

５年以下の懲役または
100万円以下の罰金

継続

違反点 15点
免許取消：欠格１年

25点
免許取消：欠格２年

継続 35点
免許取消：欠格３年

酒
気
帯
び
運
転

基準 呼気中アルコール濃度が
0.25mg/L 以上ある状態で運転

呼気中アルコール濃度が
0.15mg/L 以上ある状態で運転

継続 継続

罰則 ３月以下の懲役または
５万円以下の罰金

１年以下の懲役または
30万円以下の罰金

３年以下の懲役または
50万円以下の罰金

継続

違反点 ６点
免許停止：30日

13点（0.25mg/L以上）
免許停止：90日

継続 25点（0.25mg/L 以上）
免許取消：欠格２年

６点（0.25mg/L 未満）
免許停止：30日

継続 13点（0.25mg/L 未満）
免許停止：90日

検
知
拒
否

罰則 ５万円以下の罰金 ５万円以下の罰金（⇒2004年11月
の改正で30万円以下の罰金に引き
上げ）

３月以下の懲役または50万円以下
の罰金

継続

飲
酒
運
転
幇
助

車両提供者 なし なし 「酒酔い」「酒気帯び」とも運転者
と同様の罰則

継続

酒類提供者、
同乗者

なし なし 運転者が「酒酔い」：３年以下の
懲役または50万円以下の罰金

継続

運転者が「酒気帯び」：２年以下
の懲役または30万円以下の罰金

継続

よる死傷事犯は「故意」とし業務上過失致死傷罪（懲役５年以下）に比べ、大幅に

引き上げられた。

2005（平成17）年１月施行

「危険運転致死傷罪」の最長懲役年数の引き上げ

負傷させた場合 ⇒「15年以下の懲役」

死亡させた場合 ⇒「１年以上20年以下の懲役」

2007（平成19）年６月施行

「危険運転致死傷罪」の適用範囲の拡大

「四輪以上の自動車」⇒「自動車」（二輪車、原動機付き自転車も含む）

2.2　道路交通法改正

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

飲酒運転に的を絞った法整備や取り締まり・罰則の強化が途上国での交通事故減

少に果たす効果は、適切に実施されれば日本と同様、高いと思われる。しかし、日

本においても過去にそうであったように、「飲酒運転者への社会的な非難がそれほ

ど高くなければ、規定ができてもその強行性と実効性を担保するための取り締まり

が事実上行われない」（保良、1987）という事態も起こりうる。つまり、「飲酒運転

を無条件に悪として断罪する社会規範意識が育ってきている」（保良、1987）かどう

かが成功の鍵となると思われる。

参考文献

「月刊交通」臨時増刊号　わかりやすい道路交通法の改正要点　平成19年・平成21

年版（道路交通研究会編集　東京法令）

保良光彦（1987）「わが国における飲酒運転取締り・罰則の考え方と推移」『IATSS 

Review』 Vol.13， No.2

平成13年道路交通法改正等の概要

　 http://www.normanet.ne.jp/~ww100016/jouhou/koutuu/H13doukouhou.htm

警察庁ホームページ「飲酒有無別の状況と特徴」

　 http://www.npa.go.jp/koutsuu/kikaku/insyuunten/statistical_chart_table.pdf

警視庁ホームページ「飲酒運転の罰則等」

　 http://www.keishicho.metro.tokyo.jp/kotu/insyu/insyu_bassoku.htm
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25. 免許制度

1. 沿革（外形的な事実）

戦後の自動車運転免許制度は、1947（昭和22）年の道路交通取締法と同年の道路交

通取締令を根拠に各都道府県の行政事務としてスタートした。当初は事故や交通違

反時の免許停止あるいは取り消し処分に都道府県ごとの独自性があった。その後、

1963（昭和38）年１月の「道路交通法違反事件迅速処理のための共用書式」導入まで

の 16年間をかけて、違反時の行政処分を全国統一した。基準統一の背景には、自

動車の普及と交通事故の増大に運転者の質が大きく寄与していると認識されたこと

がある。違反処分基準を全国統一する一方で、「交通戦争」が流行語となった1960

（昭和35）年から年間交通事故死者数が16,000名超のピークとなった1970（昭和45）年

を経て、死者数半減8,000名規模にこぎつけた1980（昭和55）年の20年間に、各々の

運転免許で運転することの許される自動車の種類も数次にわたり見直され、自動車

の種類に見合った運転の技能や法令知識を免許発行に当たって試験している。

また、1947（昭和22）年の道路交通取締法／道路交通取締令（内務省令）以降、二

輪自動車と四輪自動車を区分した免許制度となっている。二輪車は、ほかのいずれ

かの運転免許を持つことで運転を認める小排気量の二輪車と、ほかの運転免許とは

別個に二輪運転免許を必要とする二輪車に大別される。1960（昭和35）年時点では、

排気量125㏄未満の第二種原付まではほかの運転免許で運転可能。その後1970（昭和

45）年以降はほかの運転免許で運転可能な二輪車を排気量50㏄未満の原付のみに制
限した。別個の二輪運転免許を必要とする二輪車についても、排気量を基準に必要

な免許が区分され、1960（昭和35）年時点では、125㏄以上250㏄未満の軽免許と250

㏄以上の二輪免許、1965（昭和40）年改正により、50㏄以上のすべての二輪車につい
て、二輪免許に一本化、1972（昭和47）年改正により、50㏄以上125㏄未満の小型限
定二輪免許と125㏄以上の二輪免許の２区分、1975（昭和50）年改正により、50㏄以
上125㏄未満の小型限定二輪免許と125㏄以上400㏄未満の中型限定二輪免許と400㏄

日本では1947（昭和22）年から免許制度が出来上がっ

ており、行政処分もありました。けれども各都道府県で

バラバラに行っていたので、全国同等の基準化を図り、

免許制度の統合を確立しました。  （佐藤　脩氏　 p.14）

免許制度は全国統一ではありませんでした。それぞれ

で始めたのを各自治体で管理していました。全国で統一

させるのに何年かかかりました。 （佐藤　脩氏　 p.25）

いまや免許制度も含めて、教育が大切なのではないか

と私は思います。 （片倉正彦氏　 p.58）

自動車の免許制度もそう。東南アジアでも、これは法

律化しないといけないよ、というところまでいっていな

いのではないでしょうか。今どうなっているかというこ

とと、民度に合わせないといけないと思います。

（片倉正彦氏　 p.65）

本当は日本も免許制度をやり直したほうが良いと思い

ます。日本では、一度事故を起こしてもすぐ取れますし

ね。同じ人が何度も事故を起こしています。

（片倉正彦氏　 p.68）

インタビュー参照
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以上の二輪免許の３区分となり、2010（平成22）年現在も排気量50㏄／125㏄／400㏄
を境に４区分の二輪車運転免許が続いている。

1980（昭和55）年以降も、免許制度の見直しは続き、1991（平成３）年には普通免

許に AT限定の区分を追加、1994（平成６）年には「優良運転者免許証」制度が導入

された。これにより、優良運転者の運転免許の期間が延長され、免許更新時の講習

が軽減される例が発生している。また、2009（平成21）年には、75歳以上の運転者

の運転免許更新に際して、運転免許更新時予備検査として「認知機能検査」が導入

され、特定の交通違反があった場合の免許の取り消しを制度化した。二輪免許につ

いても、2005（平成17）年に50㏄以上を対象とする自動二輪免許の３区分それぞれに
AT限定の区分が追加された。

2. 日本の運転免許制度の特徴（何かの考察の背景になるもの）

第一の特徴は、自動車運転の実績を問うことなく、わずかの費用と数時間程度の

講習のみで免許更新が可能であり、運転せず従って違反や事故を起こすことの無い

免許保有者にとっては、実質的な終身免許であること。交通環境の中での安全運転

の実績を求めない運転免許更新制度となっているため、運転する意志が無いまま、

身分証明書の代用品等の目的で取得・更新する例（ペーパードライバー）が増大し

ており、免許保有者数（保有率）と運転者数（率）との乖離が生じる一因となって

いる。本来は運転者を対象としたフォローアップの機会であるべき更新時講習の形

骸化を助長している。

第二の特徴は、違反点数制であり、交通違反や事故にあらかじめ付された点数

を３年間にわたって累計し、その合計点数（累積点数）の多寡に応じて、免許の拒

否、保留および取り消し、停止等の処分を行うことを内容とする制度である。詳細

は別に述べる。

第三の特徴は、指定自動車教習所での教習を経て運転免許を取得する運転者が大

多数であること。詳細は別に述べる。

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

四輪自動車の持つ物理的な破壊力（寸法／質量／速度）、歩行者や二輪車の交通

に容易に流入できる特性を勘案すると、安全運行を行う一定の能力を証明した者に

のみ、運転を許認可する免許制度が有効である。

運転免許制度の導入に当たっては、現実の交通環境で安全な運行に必要となる法

令／構造／運転技能等を総合的に評価して、免許付与の判断を行うべきである。ま

た、運転免許は数年程度を上限とする有期限とし、安全運行に必要な能力と意志の

継続を定期に審査すべきである。運転免許の更新に当たっては、現実の交通環境で

安全な運行ができた事実を判断の主たる要件とし、運転経歴の長さから生じる安全

意識の低下、経時的な運転技能の衰えに起因する安全運行能力の低下についても、

免許更新の判断に加味されることが望ましい。

現実の交通環境で安全な運行ができず、違反もしくは事故に至った場合には、意

欲もしくは能力の不足を補う再教育を適時に行い、運転免許の更新と同様に、安全

運行に必要な能力と意志の継続を審査した上で、運転免許を継続するか撤回するか

を決定すべきである。

事故には至らないものの、何らかの理由で違反を繰り返す運転者を事故予備群と

認識して、早期に再教育等の対策を講じるためには、累積点数制の導入に一定の効

果が期待できる。
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身分証明等、運転以外の用途で運転免許を取得する傾向については、本来の運転

者教育、再教育の希薄化につながる懸念があり、奨励できない。一定期間を超えて

運転実績の無い免許保有者に対しては、新規の免許取得の場合に近い基準で安全運

行に必要な能力と意志の継続を確認して、免許更新の要件とするべきである。

自動車運転免許の区分については、各国の交通状況を踏まえて決定することが必

要であり、二輪と四輪あるいは、二輪四輪各々の車両形態の中で、ある特性を持つ

車両に有意の事故や違反があれば、免許の種類を区分して、必要な安全運行能力の

審査と運転者教育につなげるべきである。
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交通反則通告制度については、刑事処分でなく行政処

分ということで犯罪にはなりません。違反が前科になら

ないので国民に受け入れられました。

 （佐藤　脩氏　 p.14）

それから交通切符制度をつくり、交通違反の即決制度

では、赤切符（交通切符）の３枚目を統計作業にすぐ回る

ような工夫をして、それを手作業でデータ化しました。

さらに、軽微な違反については交通反則制度（青切符を

適用）ができ、昭和50年代から併せて点数制を導入して

運転者管理システムを構築しました。

（佐藤　脩氏　 p.14）

インタビュー参照

26. 交通違反通告制度

1. 沿革（外形的な事実）

道路交通法が施行されたのは1960（昭和35）年12月20日であるが、その翌年である

1961（昭和36）年には約328万件、37年には約444万件と、同法違反の取り締まり件数

は極めて多く、かつ、激増する傾向にあったため、その迅速処理のために、1963

（昭和38）年１月から、「道路交通法違反事件迅速処理のための共用書式」、いわゆる

交通切符制度が導入された。交通切符は、告知票・免許証保管証、交通事件原票、

徴収金原票、取締原票、交通法令違反事件簿等から構成されており、複写式で検察

庁や裁判所において共用できる書類であり、同法違反者の取り締まりに当たる警察

官の書類作成を簡略化して、略式手続きまたは交通事件即決裁判手続きをより迅速

に処理できるようにしたものである。

しかし、その後も同法違反の取り締まり件数は増加し、1967（昭和42）年には約

472万件に達し、導入された交通切符制度をもってしても、激増した道路交通法違

反事件の処理にはかなりの時間と労力を要するなど、国民と国家の双方に不利益な

結果となってきた。また、このような大量の違反者が、その違反の軽重を問わず、

すべて刑罰を科されることは、刑罰の感銘力を乏しくし、刑罰の効果を減殺する結

果となってきた。このような事態は、刑事政策の見地から問題であるだけではな

く、交通の安全は国民の積極的努力によって確保すべきであるとする交通政策の見

地からも好ましくない。こうした問題に対処するため、同法違反のうち、悪質でな

く、かつ、危険性の低い行為については行政機関の通告に基づく定額の反則金の納

付により刑事訴追を行わないこととする制度を新設すること等が必要とされ、1967

（昭和42）年の同法改正によって交通反則通告制度が導入され、1968（昭和43）年７月

１日から施行された。

交通反則通告制度による手続きの流れは、図１のとおりである。
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交通反則通告制度は、車両等の運転者等が行った一定の道路交通法違反を反則行

為とし、反則行為をした者のうち、無免許運転、酒酔い運転等をした者以外の者を

反則者として、警察本部長が反則者に対して行う通告に対し、反則者が反則金を期

日までに納付することによって、成人の反則者は公訴を提起されず、少年の反則者

は家庭裁判所の審判に付されないこととする制度である。

この制度の導入により、反則者による反則行為に対しては、それまでの交通切符

（通称「赤切符」）に代わって、反則切符（通称「青切符」）が使用されることとな

り、交通切符（通称「赤切符」）は、以後、非反則行為に対して使用されることと

なった。反則切符（通称「青切符」）は、交通反則告知書・免許証保管証、交通事

件原票、交通反則通告書、取締原票、告知報告書・交通法令違反事件簿等から構成

されており、複写式で迅速な作成と処理が可能になっている。

交通反則通告制度導入の効果は顕著であった。検察庁における道路交通法違反新

規受理人員が、1967（昭和42）年には約457万人に達していたのが、1968（昭和43）年

には約282万人に、1969（昭和44）年には約144万人にまで激減した。同制度は、導入

当初は成人に対してのみ適用されていたが、1970（昭和45）年８月20日からは少年に

も適用されることとされた。また、1987（昭和62）年４月１日施行の同法の改正によ

って、反則者と反則行為の範囲がそれぞれ拡大され、同制度の適用範囲が拡大され

た。

なお、車両等の運転者による道路交通法違反の取り締まり件数に占める反則告知

件数の割合は、1987（昭和62）年以降毎年90％前後に達しており、1993（平成４）年に

おいては87.8％であった。また、反則金の納付率は、1968（昭和43）年７月１日の交

通反則通告制度発足以後1992（平成３）年まで、95.0％ないし97.1％の高率で推移し

ている。［平成５年犯罪白書］

警察官

警察本部長

告知 違反者

仮納付

出頭せず告
知

通
告

通告セン
ターへの
出頭

公
示
通
告

交
付
通
告

送
付
通
告

報告

納付

仮納付せず

事件終結

事件の裁判所への送致
刑事処分

納
付

通 告

図 1　交通反則通告制度による手続きの流れの概略
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174 交通戦争への取り組み～途上国に貢献しうる日本の経験と知見

2. 日本の制度の特徴（何かの考察の背景になるもの）

交通事故は生命と財産に対する毀損行為であり、刑事処罰が相当な犯罪と認識す

べきである。他方、軽微な交通法規違反は、交通の安全と円滑に対して具体的か

つ現実的な損害を必ず生じるとは断言できない。自動車と自動車運転者の増大は、

交通事故件数を増加させる要因となるべきところ、交通法規違反の取り締まりを強

化することにより、事故の未然防止と事故率の低減に一定の効果を期待できる。ま

た、運転免許保有者に対してのみ、軽微な交通法規違反への罰則を刑事罰とせず行

政罰（反則金）とすることに関しても、免許保有に伴って拡大された注意義務や順

守義務からの逸脱と捉えることが可能である。通告制度は一方で反則金という金銭

的な行政処分であることと同時に、軽微な違反を繰り返す運転者を抽出し、免許の

停止・取り消し行政処分を行う点数制度の基幹となっている。点数制度については

別稿に述べる。納付された交通反則金は、交通安全対策特別交付金勘定の歳入とな

り、交通反則通告を行った都道府県、指定市に交付され、地方単独交通安全事業の

財源となっている。近年の歳入規模は前年度剰余金を除いた純歳入として

2005（平成17）年度 865億円　　　2006（平成18）年度 780億円

2007（平成19）年度 765億円　　　2008（平成20）年度 745億円

2009（平成21）年度 739億円　　　2010（平成22）年度予算 763億円

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

専ら職業運転者によって四輪自動車が運行されている場合には、運転者による交

通法規違反を刑事処罰の対象とすることに問題は無く、安全な運行の意思と能力を

持ち合わせていない職業運転者は、交通事故を惹起する前段階で積極的に刑事処罰

を行い、運転から排除すべきである。非職業的な運転者が日常的な私的移動手段と

して四輪自動車を運行する事象がある水準を超えた場合には、市民生活維持の観点

から、交通法規に違反した四輪自動車運転への制裁措置を見直すことが望ましい。

交通の安全と円滑に実害を生じさせない状況下での軽微な交通法規違反に対して厳

格な刑事処罰を行うことが、市民生活の円滑を阻害する場合には、簡略手続きによ

る懲罰的でない処罰の適用、もしくは運転者再教育による日常的な私的移動手段の

安全向上と継続により、社会的損失を最小化する可能性を検討されたい。

また、自動車交通により惹起される事故等の予防に必要な費用を、交通違反の

反則金を財源として賄うことについて、積極的に市民の理解を求めることが望まし

い。
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27. 点数制

1. 沿革（外形的な事実）

1969（昭和44）年10月１日から導入された、交通違反や事故にあらかじめ付された

点数を３年間にわたって累計し、その合計点数（累積点数）の多寡に応じて、免許

の拒否、保留および取り消し、停止等の行政処分を行うことを内容とする制度であ

る。根拠法令は道路交通法施行令（別表第二、第三）。制度運用開始時の運転免許

保有者2,480万人、３カ年累計の交通違反、交通事故、行政処分の記録1,800万件。

点数制度の開始に先立ち、1963（昭和38）年１月から、「道路交通法違反事件迅速

処理のための共用書式」、いわゆる交通切符制度を導入。1966（昭和41）年10月１日

から「運転者管理システム」を運用開始し、運転免許保有者各々の直近３年間の事

故および違反の記録の蓄積を開始。1968（昭和43）年７月１日から交通反則通告制度

を施行、2010（平成22）年現在も継続稼働中。制度運用の開始以降も、違反点数の新

設、加点、減点を頻繁に行い、身体や財産への危害につながりやすい悪質な違反は

より早く行政処分の対象となる様に点数を改め、一部の違反については、単独の違

反だけでは免許の取り消しとはならず、免許停止にとどめたうえで、日常の交通手

段として運転が不可欠な運転者は、再教育の受講機会を選択できるよう、違反点数

を調整している。

軽微な違反についても、反則金に加えて違反点数を課すことで、免許の停止に一

歩近づくため、反則金だけに頼る場合よりも、再犯に対する抑止効果が高いとされ

ている。

2. 日本の点数制度の特徴（何かの考察の背景になるもの）

累計点数制度を導入したことにより、事故、重大な違反に限らず、交通法規違反

を繰り返す運転者に対して、安全運行の意思と能力を向上させる再教育の機会を制

度化した。反則金制度のみでは、一部の富裕層に対しては効果を期待できないが、

累計点数制度を併用することで、自ら移動する目的で運転する運転者に対して、幅

広く法令を順守させる効果があった。また、免許の取り消し・停止による運転禁止

交通違反の即決制度では、赤切符（交通切符）の３枚目

を統計作業にすぐ回るような工夫をして、それを手作業

でデータ化しました。さらに、軽微な違反については交

通反則制度（青切符を適用）ができ、昭和50年代から併

せて点数制を導入して運転者管理システムを構築しまし

た。 （佐藤　脩氏　 p.14）

ヘルメットは、1972（昭和47）年に一般道で義務化に

なりました。最初は点数を付加しなかったのでなかなか

守ってもらえず、1975（昭和50）年に行政処分１点減点

にしたら、ようやく着用するようになりました。シート

ベルトも同じです。 （佐藤　脩氏　 p.16）

インタビュー参照
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176 交通戦争への取り組み～途上国に貢献しうる日本の経験と知見

だけでなく、再教育受講の選択肢を設けたことで、安全な運行の意思と能力の向上

に寄与した。

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

自動車の運転に際して身体および財産に損害を生じた交通事故において、過失ま

たは故意のある運転者の責任を問うことは無論、それらの損害につながりやすい重

大な交通法規違反をとらえて、免許の取り消しあるいは停止を行うことが公共の福

祉の観点から必要である。また、事故や重大な違反に至る前段階の軽微な違反を把

握することで、運転者の安全運行の意思と能力の不足を早期に検出し、事故の未然

防止につなげる施策として、累積点数制を推奨する。非職業的な運転者が日常の私

的移動手段として四輪自動車を運行する事象がある水準を超えた場合には、市民生

活維持の観点から、懲罰的でない処罰の適用、もしくは運転者再教育による日常的

な私的移動手段の安全向上と維持により、社会的損失を最小化する可能性を検討さ

れたい。また、運転者個々の違反経歴を管理することによって、当該運転者にとっ

て必要かつ有効な再教育の内容と機会が提供されることが、事故の被害損失を受け

やすい交通弱者にとっても、有益である。

国境をまたがって移動する運転者が多数になると想定される国や地域において

は、交通法規・免許の発給基準・「運転者管理システム」そのものを関係諸国間で

一元管理することが望ましい。
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28. 安全運転管理者制度

1. 沿革（外形的な事実）

基準以上の自動車を保有する事業所等における安全運転の確保を図るため1965

（昭和40）年６月、道路交通法改正に伴って創設された制度。

2010（平成22）年現在の基準。自家用自動車（いわゆる「白ナンバー」）を使用し

ている事業所が選任対象。（事業用自動車（いわゆる「青ナンバー」）を使用してい

る事業所が選任するのは「運行管理者」）乗車定員11人以上の自動車１台以上、ま

たはそのほかの自動車５台以上を使用している事業所が対象。（大型・普通自動二

輪車（50㏄を超えるもの）は、１台を0.5台と計算します）

自動車の使用者（事業主等）は、運転者に法令を守らせるなど、いろいろと心を

配る必要があるが、１人ですべてをチェックすることは不可能です。そこで、使用

者に代わって具体的なチェックを行うことを目的として、安全運転管理者を選任さ

せることとしています。（道路交通法第74条の３）

安全運転管理者の義務

⑴ 安全運転管理に関する義務（道交法施行規則第９条の10） 

　 ア　 運転者に対して安全運転確保のため交通安全教育指針に基づく交通安全教

育を行うこと。 

　 イ　 運転者の運転適性、技能及び知識並びに法令等の遵守状況を把握すること。 

　 ウ　自動車の運行計画を作成すること。 

　 エ　長距離、夜間運転時の交替運転者を配置すること。 

　 オ　異常気象時等に安全確保に必要な指示と措置を講ずること。 

　 カ　 点呼等により、運行前点検の実施、飲酒・過労・病気等の確認を行い、安

全運転の確保のため必要な指示を行うこと。 

　 キ　 車両に運転日誌を備え付け、運転者に記録させること。 

　 ク　 運転者に対し、自動車の運転に関する技能、知識等安全運転を確保するた

め必要な事項について指導を行うこと。 

⑵  公安委員会が行う講習を受講すること。（道交法第74条の３第８項等） 

　 ○ 講習は年１回（６時間）。受講手数料は４,200円です。 

1965（昭和40）年に安全運転管理者制度を立ち上げ、

車両５台以上を保有する事業所に管理者１名を選任して

運転者の管理責任を持たせるという制度をつくりまし

た。安全運転管理者については、毎年１回、指定の講習

を受けることが義務付けられています。この制度は中小

事業所の交通事故防止対策に効果が上がっています。

（佐藤　脩氏　 p.14）

安全運転管理者制度というのができました。これも効

果がありました。しかし営業用乗用車の事故率は増えて

います。 （片倉正彦氏　 p.62）

インタビュー参照
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⑶  公安委員会から説明を求められた場合に、必要な報告と資料を提出すること。

（道交法第75条の２の２第１項） 

⑷  業務に関し、自動車の運転者に対して、次の違反を下命または容認しないこと。

（道交法第75条） 

　 ○ 酒酔い、酒気帯び運転　○ 麻薬等運転　　　　○ 過労運転

　 ○ 無免許・無資格運転　　○ 最高速度違反運転　○ 積載制限違反運転 

　 ○ 放置駐車違反

安全運転管理者の選任を怠った事業者への罰則は、事業主個人と法人の双方に

「５万円以下の罰金」となっている。

2. 日本の制度の特徴（何かの考察の背景になるもの）

免許保有者に自動車と運転の機会を提供する可能性のある事業所においては、免

許を保有する運転者当人のみならず、事業主等にも安全運行の責任を負わせ、その

責任遂行を制度的に担保した。制度がもたらした効果についての数値的な検証デー

タは得られていないが、交通事故防止に有効であったと一般的に評価されている。

業務遂行に当たって安全運転を優先すべきことを、事業者・事業主から運転者に

告知発信させることで運転に与える効果。業務の一環として安全運行に向けた運転

者の意識付け強化と能力向上を実施することでの効果。事業者・事業主に運転者の

交通法令違反を管理させることで、安全運転の実績が勤務上の評価等に反映される

期待の効果。などの効果があったと思われる。

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

自動車普及の初期においては、事業の手段として自動車保有するのが通例であ

り、運転免許を保有する運転者本人に加えて、自動車を保有する事業主に対して安

全運行を担保させる二重の安全策を推奨する。事業主の安全運行監督義務を、管理

者の選任義務として具体的に制度化する施策についても推奨する。安全運転管理者

の義務に関しては、各国の社会情勢を踏まえて、追加もしくは削除の要否を判断さ

れたい。
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29. 緑のおばさん／学童擁護員

1. 沿革（外形的な事実）

1959（昭和34）年、東京都労働局が開始した学童生徒対象の交通安全活動。戦争

寡婦母子世帯の失業対策事業として都内732の公立小学校へ1,464人の配置を計画し

た。勤務時間は午前中２時間、午後３時間で、日当は当初315円。1961（昭和36）年

には神奈川県にも配置され、その後各地に広がった。学童の登下校時に交差点等の

交通事故リスクの高い地点で、歩行や横断に当たっての安全確保に効果を果たし

た。交通警察官と異なり、法の執行権を持たず、交通切符（反則金）や取り締まり

は行わない。

2010（平成22）年現在、廃止もしくは無償ボランティアへの委託に切り替えた自治

体も多いが、目黒区では登下校時の交通安全を中心に月間80時間程度の勤務で報酬

115,000円、世田谷区では学校用務員を含めた月間96時間程度の勤務で約100,000円

の非正規職員として募集されている。

2. 日本の制度の特徴（何かの考察の背景になるもの）

交通警官の交通整理と異なり、歩行者、車両の双方に対して強制権や命令権を持

たない啓発であり、交通ルールが予定している優先関係を前提に、交通弱者である

児童生徒の登下校時の安全を向上させる効果があった。具体的には、車両運転者に

対する、被視認性、注意喚起効果。（横断標識だけ＜＜ &おばさん）、コミュニテ

ィーの大人も含めた、安全行動とモラル向上効果。（緑のおばさん &子供が横断歩

道で待っている横で、大人が無謀横断できない）があげられる。児童生徒に対する

教育的な効果に関しては、肯定的な立場からは、単発の座学ではなく、毎日の実行

スクールゾーンの「緑のおばさん」です。1959（昭和

34）年です。このころは子どもの交通事故が非常に増え

ていたので、この制度は極めて有効でした。教育委員会

にも協力してもらいました。東京都が「緑のおばさん」

をアルバイトとして採用しましたが、旦那さんが戦死し

た方を優先しました。そういう形で戦争未亡人の生活を

支持し、子どもたちの事故を防止しました。

（佐藤　脩氏　 p.15）

「緑のおばさん」は、まだ実施しているところもあり

ます。母の会や PTAでも行っています。

 （佐藤　脩氏　 p.26）

緑のおばさんは、安全に子どもたちを横断させないと

いけないのですが、旗をパッと上げて「ハイ、渡りなさ

い、渡りなさい」と言います。子どもたちに自分で大丈

夫だと見極めて渡らせて、何かあったときにはお手伝い

をするのが本来の意味だと思いますが、「お金を貰って

いるのだから安全に渡らせないといけない。私がいると

きだけは、きちんと渡らせよう」とするのです。みんな

でこれをすると、人を育てる教育ができません。

（長江啓泰氏　 p.105）

インタビュー参照
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動に即した安全習慣を幼児期、学童期に定着できた、と評価する向きと、不十分な

教育とする向き、おばさんの啓発効果が及ばない大人は交通規則よりも自己判断で

道路横断するので、通学時間帯をはずれた、おばさん不在の場面では児童、生徒も

周囲の大人の行動を真似て、交通規則よりも自己判断で道路横断する、児童、生徒

に「おばさんが行けと言ったら渡る」習慣をつける実質的な強制であり、児童、生

徒自身が「どうすることが安全か」を考え、実践することに結びつかない、との両

面がある。

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

最小限の費用（腕章もしくは襷／横断旗／警笛と実務講習）で、導入可能であ

り、即効性を期待できる。

実施に当たっては、幼少者への教育的効果を意識し、上位の目的として幼少者

が自ら認知判断行動する習慣付けを銘記するべきである。したがって、学童擁護員

は、即時の危険を抑止する場合のほかは、見守りと手助けを中心に行動する必要が

あり、指導や保護の過剰は慎まなくてはならない。また、幼少者のみ、登下校時の

みを対象にした交通安全行動にとどまらず、大人も含めて場面を限定せずに、地域

住民の日常の交通安全行動が、幼少者が身に付けるべき見本、手本としてふさわし

くなるように、啓発活動の対象を拡大した取り組みへの拡大展開を考慮するべきで

ある。

交通の統制や制御によらない、その社会で合理的と受け入れられている交通の

優先関係の中での弱者の自衛行動であることが重要であり、一人ひとりの交通参加

者が幼少時に身に付けるべき事故回避のノウハウであることを勘案すると、ほかの

特別な背景がない限り、緑のおばさんの専業化、プロ化は推奨しない。完全な無償

ボランティアとして引き受け手がない場合には、若干の報酬を考慮する必要はある

が、報酬のみによって人材確保することには慎重な判断を求めたい。
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30. 科警研交通部設置

1. 科警研交通部設置の経緯と背景

科警研は通称名、正式名称は科学警察研究所。1948（昭和23）年に国家地方警察本

部鑑識課の付属機関として設立された科学捜査研究所が、その前身である。この研

究所はその後1954（昭和29）年に警察庁の付属機関となり、1959（昭和34）年に今の科学

警察研究所の名称に改められる。交通部は、このとき新たに設置されている。交通部

は当初２つの研究室で発足し、1979（昭和54）年に今の３研究室体制になっている。

科警研に交通部が設置された頃の交通社会の情勢は、どのようであったか。その

設置の前年、警察庁では組織の改編が行われている。それまで警備局にあった警ら

交通課の交通関連部門だけを切り離し、新設の保安局の中に交通課として設けたの

である。この改変は、市民生活に直結し世論の関心も強い都市警察的な保安や交通

に対する考慮が従来必ずしも十分でなく、こういった面への中央の指導体制を強化

する狙いからだったと言われている。その翌年（科警研交通部設置の年）には、自

動車の保有台数は267万台に達し運転免許人口も初めて500万人を超えると共に、日

本史上初めて交通事故死者数が１万人の大台を超え10,079人に及んでいる。これを

機に交通事故が社会問題化し、このころから ｢交通戦争｣ の語がちまたを賑わすよ

うになる。さらにその翌年の1960（昭和35）年には、道路交通の基本法なる道路交通

法が制定されている。このような一連の背後事情のもと、科学的アプローチを持っ

て交通警察行政を推進すべく誕生したのが、科警研の交通部だといえる。

2. 交通部の研究者の活動内容

交通部が受け持つ主な研究業務は、交通の特性と管理運用に関すること、交通事

故の特性と交通安全に関すること、ならびに車両や運転者の特性とそれらの安全に

関することなどから構成されている。交通部の研究者は、警察庁からの要望事項な

どを踏まえて年度初めに研究計画を立てしかるべき了承を得た後、研究活動に必要

な経費を公的に調達するかあるいは私的機関の研究助成金に応募するなどして手当

てする。次いで、所要の研究作業を実行に移し結果をまとめる。年度末には、警察

庁はじめ内外の関係者を招き科警研内で催される研究業績報告会で研究者各自が発

1959（昭和34）年、科警研に交通部ができました。科

警研自体ができたのはもっと前、1948（昭和23）年ごろ

です。ようやく交通部ができたので、交通の技術的な研

究をしてもらおうと、警察庁からも「こういう研究をし

てほしい」という要望を出しましたし、交通部の自主的

な研究もありました。 （時﨑賢二氏　 p.72）

お話しさせていただいたり見ていただいたりできるの

は、この科学警察研究所での経験があったからだと思い

ます。 （佐藤　脩氏 p.11）

インタビュー参照
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表し評価を受ける。また、その研究結果の詳細は年に１、２回発行される科学警察

研究所報告交通編に投稿・掲載され公に供される。研究者の活動はこれ以外にも、

内外の関係機関への出向・派遣・留学・出張、内外の学会や会議への出席、内外の

関係誌への執筆等々多岐にわたっている。

これら交通部の活動を支える職員の数は、年により変化する。３研究室体制の場

合、総勢十数名といったところが平均的な姿であり、あまり多くはない。職員のほ

とんどは研究者で占められる。彼らの専門（出身学科）は、土木、交通、電気、機

械、制御、心理などから成り、このほかに警察官も在籍している。

3. 途上国への適用に当たってのインプリケーション

科学警察研究所交通部が、歴史上さまざまな意味において日本の交通の場に相応

の貢献を果たしたことは間違いない。その主な取り組み対象は交通警察絡みの事項

とされる。これには、日本の道路交通行政が交通管理（警察庁）と道路・車両管理 

（国土交通省）との二元的な扱いがなされていることに少なからず関係している。

道路交通の研究機関の取組対象に決まったものがあるわけではない。それぞれの国

の諸事情に配慮する必要がある。可能なら、科警研交通部での扱い領域にプラスし

て、道路本体やその関連施設の計画・設計・建設・管理運用、さらには車両構造に

かかわる範囲まで幅広く取り込み、まちづくりのあり方にも物申せるような道路交

通の総合的な研究機関を目指すのも一考であろう。かたちはどうあれ、この種の研

究機関を一国に設けることの意義は極めて大きいといえる。

研究機関の設置に際し重要なのは、研究者が専門分野を通じて意味あるペーパー

を世の中に発信し続けられるようにするための仕組みづくり、手だて・工夫である。

その第一は、道路交通にかかわる研究機関と行政機関とが常々相談し支え合える

ような緊密で良好な関係づくりに腐心することである。行政機関に付置された研究機

関の場合、このこと「言うは易く行うは難し」である。科警研報告交通編の１巻１号

で、袴田恒夫氏は科警研交通部の立場について“警察庁に付置されている以上、一

般大学や研究機関のように自由な研究課題を選ぶことは所詮かなわず、その研究は

警察目的達成に役立つものでなければならない”と記す。研究の主眼が交通警察の

実務上の問題解決にあることは論ずるまでもない。とはいえ、研究機関と行政機関

との業務形態の違いを各々が重々踏まえたうえでの話である。さもなくば、行政機

関からの要望事項が研究手法に馴染みにくいからと研究者に忌避されたり、今は問

題視されていないがいずれ役立つはずと計画された研究者の思いがかなわなかった

りして、行政官、研究者ともどもに悩み葛藤することになる。このあたりの研究と

行政、両者の距離をうまく調整し収める仕組みづくりがぜひとも必要とされる。

もうひとつは、調査研究のための予算処置についてである。交通は場所、時間、

道路利用者の違いなどにより大きく変動する事象である。それ故、その変動域の中

に事象の特徴的な傾向や特性を見いだすには、多くのデータを収集整理し分析し

なければならなくなる。これが、事実データなしでは交通を語れないとするゆえん

でもある。このためには、それ相応の予算処置（場合によっては複数年度にまたが

る）が欠かせない。また、大規模なデータの収集整理を数少ない研究者が自ら行う

ことはかなわない。そのためにも調査委託が可能な予算処置が不可欠であり、国に

よってはその委託業務をこなす交通コンサルタント会社自体の育成が必要になって

くるかもしれない。

国の行政機関に付置された道路交通研究機関にとって、これら二点に配慮した運

営の仕組みづくりをすることは、結果としてその研究機関の本来任務を果たしやす

くし、国民の負託に応える道につながることだといえる。
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警察行政の理念

福田 まずわれわれの認識が改まったのは、「社会的要

求の高まりは1970年から」ではなく、それよりもはるか

前から交通事故が増えてきて、皆さんがそれを危惧され

ていたということです。「毎日、新聞を見るのが怖かっ

た」というご発言もありました。相当深刻だったのだろ

うと思います。ですから、社会がそれだけのことを求め

たのでしょう。二点目は、資金の獲得がすごかったとい

うこと。３年間で600億円という予算がついたというお

話でしたが、その財源として道路特定財源と反則金制度

の仕組みをつくって、こんなに巨額のお金を持ってきた

ということは、先見の明がありすごいことだと思いま

す。三点目は、事故分析官。警察と道路管理者が連携し

ていたのは、今考えるとすごいことだったのだろうと思

います。四点目が、警察行政の理念。素晴らしいバック

ボーンとしての考え方を提示したことは、見識が高かっ

たと思いますし、すべての対応の仕方の基になっている

気がしました。これは初めて知ったことですし、素晴ら

しいと思いました。この辺りが全体の枠組みとしての話

です。

　具体的な視点でいうと、まず技術については何といっ

ても交通事故データを集めたことです。そしてそれを分

析したこと。事故原票をつくり、また最近では交通事故

分析センター（ITARDA）をつくったこと。たぶん世界

的に見ても、このような組織はないと思いますし、こ

れは日本が誇るべきことだろうと思います。このデータ

があって初めて、三谷さんが言われように危険区間の選

定が可能になって、危ない所を選んで集中的に投資しま

す。「歩道橋は6,000橋ぐらいやった」などです。データ

を取ってそれを分析し、的確に対応すべき所を選んでい

くというやり方で、交通安全施設の整備計画は進んでい

きました。

　それから、全体を通じて感じたのが、非常に現場主義

だったのではないか、ということです。意外と“Try & 

Error”をしているのではないか、ということ。「規制緩

和ができていない」と言われる日本ですが、お話を聞い

ていると、いろんなことを工夫してやってみて、うまく

いかなかったらやめる、という“Try & Error”がなさ

れていると思います。並べて眺めてみると見えてくる感

じがしました。

　次に交通安全教育についてですが、やはり自動車教習

所はすごいということを感じました。一気に広く、運転

技術だけでなく意識やマナーを普及させるのに、教習所

が役立っていたということ。しかしながら、いろんな新

しい知識や意識を皆さんにお伝えできる場でありなが

ら、必ずしもそこがうまくいっていないので残念だと、

長江先生もおっしゃっています。「セミボランティアと

しての緑のおばさん」のお話もありました。ただ、「交

通安全協会が果たした役割」というのを深掘りできてい

なかったと気付きました。社会的交通安全普及活動につ

いては、あとで皆さんからもお話があると思いますが、

結構いろんなことがやられていて、びっくりしました。

　課題としては、交通安全協会をはじめ、この辺りへの

インタビューが欠けていたので、どなたかに聞いたほう

が良かったのではないでしょうか。それから、例えば鈴

木先生が「ヒヤリ地図」づくりを一生懸命普及されてこ

られたことなど、「IATSSが果たした役割」というのを

位置付けたほうが良いのではないかと思います。

加藤 「警察行政の理念」については、佐藤さんが「民

主警察」という言い方をしていました。「戦前とは違う

のだ」ということが原点にあると思います。「いかに警

察が直接関与しないか」ということで交通安全協会など

をつくり、反則金なども直接徴収していません。社会的

運動も、歌手を使ったりして展開していったのは、「警

察行政の理念」がベースにあるのではないかと思いま

す。それは、戦後の行政そのものだと思います。しかし

身近には感じますが、逆に治安維持という面では弱くな

ってしまったのかもしれません。

　社会運動をするときに、警察だけではうまく運動が広

まりません。それで何をするかというと、調査します。

そして実験します。そのデータを持って、「このデータ

があるから、賛同してください」と社会運動にしていっ

て成功しています。ですから“Try & Error”で、そう

いう意味では社会に認識してもらう努力を長期で行っ

て、それが実を結んでいるという気がしました。

　社会の認識が高まり、成熟度が高まり、ようやく「安

全」というもの、「人の命が大切」だということがわか

ったのだと思います。ですから、途上国にいきなり持

って行っても、社会の成熟度が求められます。「命の価

値」の問題だと思います。

福田 やはりクズネッツ曲線のようなものがあるのでし

ょうか。

加藤 あると思います。そうでなければ社会的な運動が

できません。時の運というか、経済成長の副産物が大き

いということがわかった上で、できたのではないでしょ

うか。

秋山 警察は戦後、ちゃんと民間の組織をつくろうと

いう意識だったのだと思います。ですから、交通安全

協会や防犯協会などの、ネットワークをつくっていま

す。警察は情報を集約するのに、市民と何らかの接点が

なければなりません。「交通安全」は一般の人には喜ば

れます。「交通安全」と聞いて嫌がられることはありま

せん。しかし「事件の処理」なんていうのは、抵抗があ
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ります。交通というのは一般の人と接する機会が多いの

で、そういう「警察行政の理念」が、知らず知らずのう

ちにそちらの方向に行き、それがうまくいったのではな

いでしょうか。

　地方の交通安全協会は、地元の名士です。「交通安全

協会の会長」というのは村長さんと同じような立場です

から、責任感が出てきます。なぜ春と秋の交通安全運動

が続くかというと、そういう人たちがやっているからで

す。地方では、金銭面もその方々が負担しています。そ

ういう仕掛けが出来上がったのです。これは日本的なこ

となのか、東南アジアでも通じることなのかはわかりま

せんが、組織のつくり方としてはうまい方法なのかもし

れません。相互扶助といいますか、警察と話をするとき

にも、交通安全協会の立場だと発言に重みが出ます。警

察署長も、交通安全協会の人たちを無視するわけにはい

かないので、きちんと聞いてくれます。

加藤 だから、交通安全運動はローカル色があるのです

ね。

秋山 「信号機はどういう基準でつけているのか？」と

よく質問されます。結局は地元の声、ですからそういう

方々の声なのです。みんなの声を聞くわけにはいきませ

んから。「交通安全協会の誰々が言った」という所から

順列が決まってきます。

白石 私も地元で自治会の役員をしていたことがありま

すが、自治会の役員が交通安全協会のメンバーとして出

て行きます。地方では、その人たちが先頭になって交通

安全運動をすることになっています。交通信号機も、

「どういう交差点に設置しますか？」というアンケート

が自治会に来るので、それを取りまとめるのが協会のメ

ンバーとなった役員です。

秋山 そこにセンスの良い人がいると、非常に良いもの

ができます。

白石 ですから、立派な交通信号機がついてしまうので

す。だいたい２年がかりですが。でも、２年ぐらい陳情

するとついてしまいます。

秋山 当然、警察も選択はします。つくる理由もないの

につくるわけにはいきませんから。

白石 危なそうな交差点、各町内会から同じような意見

が出てくれば、ついてしまいます。だいたいつくのは通

学路です。

日本だからこそできたこと

中村 かなり印象的だったのは、「何もない所で手探り

で頑張った」というお話です。アメリカの教科書がすぐ

使えるわけでもないし、ましてやこんなプロジェクトが

あったわけでもありません。その中で、個人個人がもの

すごく頑張っていらっしゃった、というところ。日本

人の素質でもありますが、社会的な環境の部分もありま

す。でも一番びっくりしたのは、やはりお金です。

秋山 大部分は特定財源です。

福田 ですから、内訳はよくわからないのです。わざと

わからないようにしています。

中村 「お金をかけなければならない」というコンセン

サスがあったわけです。これにはとにかくびっくりしま

した。

福田 今のお金に換算すると10倍以上ですから、すごい

額の予算がつきました。

加藤 ちょっとお聞きしたいのですが、交通安全施設を

道路と一体にすることは当時考えられなかったんですよ

ね。それを一体にする理屈があったのですか？

秋山 基本的には道路の付属施設です。

福田 ガードレールなどと一緒です。

中村 道路構造令は何年かに一度ずつ見直していくの

で、そのときに道路の付属施設の定義が少しずつ変わっ

ていきます。悪く言えば「どさくさ」で、少しずつ入っ

ていきます。それは、日本の法律を変えていく仕掛けと

してはやむを得ないのですが、それを知っていて実際に

動かす人がいたというのがすごいと思います。ですから

かなりすごい人たち、「侍」がいたんですね。

秋山 私が思うに、どうやら数人なんです。数人でも、

お互いに連絡を取り合って決めていたのでしょう。マス

コミにも「交通戦争」と名付けられて、煽られてしまっ

たため、目的がはっきりしていたのです。

白石 アメリカとシンクロしています。アメリカも、交

通事故の累積死者数が150万人を超え、それまでの戦死

者の数を超えました。それで問題になり、ジョンソン大

統領が交通事故撲滅の声明を出しました。1965（昭和40）

年です。

秋山 少なくともお金を確保したというのはすごいで

す。

中村 途上国に貢献し得る話とし得ない話があるので、

そこははっきり言ってしまっても良いのではないかと思

います。

福田 皆さんが「これをこのまま途上国に持って行った

からといって使えるわけではない」とおっしゃっていま

した。

中村 途上国でも国によって若干違いますし、この先変

わるかもしれませんから、決めつけはしませんが、やは

り「日本だからできた」という部分はいくつもあるのだ

ろうと思います。全体としては「人」だと思っていま

す。「人」と「金」ですね。

加藤 それと「時代」。

福田 ボトムアップさせる技術は持って行けると思いま

す。ただ、上の話は中村先生が言われるように引っ張っ
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ていくしっかりした「人」がいないと、なかなかできま

せん。

IATSSが果たしてきた役割

事務局　「IATSS が果たしてきた役割」について先ほど

ご指摘いただきましたが、明らかに言えるのは、例え

ば、道交法改正と政令・省令の改正の契機となるいくつ

かの研究調査を実施したこと、いわゆる国の「五箇年計

画」についての提言などです。とりわけ「五箇年計画」

提言書作成では、当時まったくの夢物語だった多くのこ

とが今日までに実現してきました。今回のインタビュー

の中で話題になったことだけ言いましても、交通事故分

析センターを設置することとか、また、事故原票につい

ては「司法データではなく事故対策用のデータにすべき

だ」ということを、交通管理者・道路管理者に対して粘

り強く提案いただいてきました。

福田 片倉先生のお話で少し触れられてはいますが、論

文のお話が主で、IATSSからそのような提言が出ていた

ということにはあまり触れられていません。IATSSが日

本の交通安全に対して過去に行った提言のリストがある

と良いです。

加藤 こういうプロジェクトがあると、この組織として

次にどういうことを目指すのか、ということを若い人た

ちが共有できます。当時の交通安全対策と、今の時代と

は違うだろうと思います。このようなプロジェクトに

は、IATSSで何かしていかなければならないことをまと

め、それをするための発射台あるいはスタート地点のよ

うなものを定めるというメリットがあります。

福田 IATSSでそういう提言をしたというのは、私たち

は知りませんから、そういうことはどこかに入っていた

ほうが良いのではないでしょうか。

秋山 駐車に関しても、結果的にはそうなってきまし

た。

中村 このプロジェクトの対象は昭和40年代ですよね。

IATSSの設立が1974（昭和49）年です。もともとの設立の

背景にはそういうことがあったと思いますから、直接

の交通戦争の話とはタイミングがずれますが、その後

IATSSがやってきたことにつながっている、という言い

方をすれば良いと思います。

　あと、途上国といわず、日本の若手研究者や役人にも

これを読んでほしいです。インタビューさせていただい

た方々のときと、今霞が関にいる方々とでは、意識が違

うという感じがします。仕方がないことですし、責めて

はいけないのですが、今こんな大胆なやりとりはまっ

たくできていません。三谷さんがおっしゃっていました

が、かなり侃々諤々議論したんですよね。今は腹を割っ

た議論もしないし、省益・庁益を守るだけです。

福田 当時の日本で交通安全に取り組んだ方々は、国を

背負っているという意識が強かったのだと思います。そ

ういう方が今の役所にはいなくなってしまいました。

秋山 これをまとめて、きちんと戻さないといけませ

ん。何も新しいことではなく、昔からやっていることだ

とわかってもらえば良いのです。

中村 昔はできていたのですから、できなくてはいけま

せんし、やってほしいです。

加藤 「一般財源化する」ということは、昔よりやりや

すくなったはずです。でも難しくなったというのはおか

しな話です。

中村 われわれはそういうことを１年間かけて確認でき

ました。

福田 そういう仕組みをつくって入れ込んでしまったの

は、すごいことです。

加藤 これはぜひ本にして、一般の方にも読んでもらい

たいです。

アジアへのインプリケーション

関根 交通安全教育についてですが、教習所の役割は大

きかったと思います。その後、企業や第三者機関でも交

通安全教育を行ってはいるのですが、そこまでインタラ

クティブにつながっていないのが問題です。警察が積極

的に音頭を取っておらず、自主性に任せました。五箇年

計画で地方に落とそうとしているのですが、それがかえ

って悪循環になったのだと思います。交通戦争からの流

れの中で、違う階段を上ってしまったのだと感じます。

民間に任せられるところは任せようという大きな考え方

は良いのですが、うまく回らなくなっているところは誰

かが音頭を取らなければならないと思います。

　また“３E”で考えたときに、法整備の仕組みの中で

の触れ方が足りなかったので、その辺りの取りまとめを

どうすれば良いのかな、と思います。うまくいっている

部分もうまくいっていない部分もありますから。

福田 「うまくいっていない部分」というのも、「アジア

へのインプリケーション」という意味では重要です。

「何がうまくいっていないのか」がわかると良いです。

教習所は法人にしたほうが良かったのではないか、とい

うお話もありました。ただ、出発点で民間の組織がたく

さんあったためできなかったのでしょう。まったくない

国で始めるのであれば、第三セクターを立ち上げて運営

するというやり方もあるのかもしれません。

加藤 これからアジアが経済発展していけば、命の価値

は高まりますよね。一人あたりの GDPが高くなれば、

命の価値も高まります。そうすると、自然と「命を守ろ

う」ということにならないのでしょうか。

中村 経済成長しても、途上国の二重構造は変わりませ
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ん。高所得の人たちの所得が上がっても、低所得者層は

まだまだ存在します。それから、宗教的にも命の考え方

が違います。

加藤 よく「イスラム圏は、貧しいから命を投げ出す」

と言われますが。

中村 ２つは重なっていて、低所得者層の上に宗教がか

ぶさっています。ですからボトムアップが進んでいけ

ば、加藤先生が言われるような話になるのかもしれませ

ん。しかしどう見ても、真ん中から上はグーッと上がっ

ていきますが、下を上げるようなことをしていません。

経済政策が、ボトムアップをどうやっていくか、でしょ

う。

加藤 そうすると、マクロレベルの話になりますね。日

本はそうしてきたのでしょうか？ 日本では、GDPが

伸びると格差が縮まっていきました。

中村 戦後の高度成長で、ボトムが上がっていきまし

た。でも、今の東南アジアではどこでも、真ん中から上

が上がっていきます。ボトムはボトムで別に回ってい

て、そこで完結しています。このプロジェクトでは、

「途上国がどうあるべきか」まで言うのか、途上国がど

ういう状態でも「交通はこうあるべき」と言うのか、そ

こが難しいところだと思います。要するに、われわれが

途上国の経済政策や産業育成論まで言うのか。もちろん

言いたいことはたくさんあるのですが、言い過ぎるとそ

ちらで規定されてしまいます。５年、10年のオーダーで

ものを言うのであれば、「せめて、交通のここと、ここ

と、ここぐらいは必要なのではないですか」という言い

方をする。そのときにはたぶん、所得の再分配はできて

いなくて、ようやく自動車産業が進み出したとしても、

われわれの期待までいっていないかもしれません。それ

でもやることはあるでしょうし、人材育成の根っこはつ

くっておかなければならないでしょう。そこの言い方が

カギになるだろうと思います。「このプロジェクトで何

を学んだ」というのは良いのですが、その後の「アジア

へのインプリケーション」となると、そこだと思いま

す。

グローカライゼーション

白石 自動車の技術は、市場に引っ張られます。1966

（昭和41）年に、アメリカで「国家交通並びに車両安全

法」ができた途端に、日本はそれに合わせて自動車を改

良し始めました。結局、志が高かった国がイニシアチブ

を取ることになり、日本も西ドイツも良くなりました。

次の時代はどうなるのかを考えたときに、市場はアメリ

カではなく中国やインドになります。宗教色の強い国も

ターゲットに入ってきます。そこでわれわれの間でも、

「車のつくり方を変えよう」という議論が出ています。

「その国に合った車があるだろう」と。もっと簡単に移

動できて、コストを徹底的に安くつくれる車があると思

います。車自体が変わってきますから、安全や環境への

考え方も変わってくるのではないでしょうか。とくに

ASEANの国々は、自発の自動車産業ではありません。

輸入したものを自分たちでつくり上げるのか、どこから

か借りて来るのか、違う市場に向けて新たなものをつく

り出すのかでも違います。今までのわれわれの経験を、

もう少し読み替えてあげないといけません。「ITSは本

当に必要あるのか？」という議論もありました。先進国

の考え方でいくと、どこまでも知能化技術が発達して、

何でもセンシングできてぶつからない車になります。し

かし、そんなものはいらない国があるかもしれません。

車をもっと軽く、安くすることのほうが重要だとか、も

っと違う考え方が出てくるのではないかと思います。そ

ういうことを考えていただきたい。

事務局　ご当地主義的な、細分化した安全の違いみたい

なものと、EUのように高い水準で合わせる法規と仕様

の統一と、大きく２つあるような気がするのですが、そ

こら辺のすみ分けはどうなのですか？ ２つの大きな潮

流があるような気がします。

白石 人間がどういう筋道を通って成熟していくか。基

本的人権、「人間社会の一人ひとり大事な命」というの

は変わらないと思います。それをどういう形で守ってい

くか、価値観の違いです。そこは変えられないと思い

ます。ヨーロッパのように古い歴史があって、「自由な

ら、その権利と義務」をうまくバランスさせながら来た

国と、宗教に頼ってその世界の中で平和に生きてきた国

では違うと思います。そこのところが難しいと思いま

す。それをわれわれは技術として提供していかなくては

ならないわけです。その国その国で、国情に合わせてい

くしかない。その国、コミュニティーによって、変わっ

た技術がいるのではないかと思います。

加藤 「グローカライゼーション」ですね。

白石 個人個人の命を大切にしていくという方向は必ず

正解だと思います。個人の自由を守るというのは、どん

な人にもあると思います。そこに行きつくとは思います

が、道筋は違います。ですからうまくやっていかないと

失敗します。どこかの国に合わせたら足を取られるとい

うこともあると思います。

加藤 法体系も違いますからね。

福田 「交通安全について」だということを隠して、い

ろいろな国でアンケートを採ると、例えばタイでは全員

が交通事故を起こしたことを自慢するそうです。「百何

十 km/hぐらいで飛ばしていてひっくり返った」とか。

普通の人でも事故を起こしていない人はいなくて、それ

をみんなが自慢するように言うそうです。でもインドで
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はそういう感じ方がまったく違います。それは気候も関

係しているでしょう。タイではパッと雨が降ると路面が

滑ります。そういうのが怖いと思いますが、雨ばかり降

っているような国では怖いとは思いません。どういうこ

とを危ないと思うかは条件によって変わってきます。タ

イでは歩道が穴だらけで、私たちは足を取られそうで危

ないと思うのですが、タイ人は誰もそう思いません。そ

れが当たり前なのだと思っているのです。「安全」は状

況によって変わります。

　ベトナムでは、自転車で生活していたところに突然オ

ートバイや自動車が入ってきました。そのギャップがで

きていると思います。自転車だけの状況での彼らなりの

「安全」があったのに、それが突然ずれるわけです。同

じようにやっていると事故に遭ってしまいます。

中村 オートバイまでは、同じ交差点横断で対処できま

した。それで自動車も同じようにすると、訳がわからな

くなってしまいます。

秋山 前から皆さんがおっしゃっているように、「日本

のままを、ハイどうぞ」ではなく、「日本の経験の中か

ら、使えるものは使ってください」ということですよ

ね。その国の人たちが、オートバイなり自動車が入っ

てきて「危ない」という感覚を持たないといけません。

それで「日本ではどうやっていたのか？」となったとき

に、口伝えと本があるのとでは違いますから、その視点

でつくらないといけないと思います。

福田 現地に行って、信号機もない線も引いていない交

差点に立って、私たちは「何をしたら良いか？」と聞か

れてもわかりません。でも秋山さんや木戸さんは「あそ

こをああすれば良い」とすぐ言えます。

秋山 でもやはりそれは、日本流です。

福田 これからは、そういうことを知らない世代の人た

ちがやっていかなくてはいけません。その中でこういう

資料があって、日本は「こういうときには、こうした」

という辞書のようになれば良いと思います。

秋山 当時の日本でも、われわれはアメリカの文献を読

まされました。でも「日本には、これは合わない」とい

うことも言っていました。それを今度は向こうの人たち

が、気が付かないといけません。

中村 例えばベトナムで「秋山さんや木戸さんがこう

言ったから」ではなく、「これはそうだ、でもこれは違

う」と考えることが大事ですよね。

白石 車の衝突安全性能も、アメリカの場合は車対車の

安全から考えて衝突安全性能をつくりますが、道路に穴

があってひっくり返るということであれば、そういう車

にしないと安全とはいえません。昔、アメ車を日本に持

ってきたときに、日本の道路事情に合わなくてよくサス

ペンションが壊れたそうです。逆に日本車をアメリカに

持って行くと、ハイスピード過ぎて合わない。今の日本

は、アメリカ並みかアメリカ以上に舗装が良くなりまし

た。そうするとヨーロッパ並みの車で良いのです。で

も、アジアではそうはいかないかもしれません。違う要

件があるのかもしれません。でも、全部高いレベルに合

わせてしまったら、大変高い車になって、誰も手が出せ

なくなってしまいます。

　しかし安い車をつくって失敗した国もあります。車が

壊れると修理しないといけません。修理できないと、み

んなに飽きられます。壊れるが修理できる車がいいの

か、なども考えなければなりません。ある程度壊れるこ

とを前提にして車をつくるのか。修理しやすいようにつ

くるのか。だから、技術は変わっていくと思います。

　例えば中国では、電動バイクが奥地でたくさん走って

いるわけでしょう？ 奥地では、完全な電動のほうが都

合が良いわけですよね。四輪が走れる道はそんなにない

わけですから。そうすると、四輪にこだわらず「移動手

段」として考えなければならないのかもしれません。技

術は国情に合わせてやっていくしかないと思います。

関根 当時の日本では、自動車の性能の向上が段階的で

したが、今のモータリゼーションを受け入れるといきな

り高い性能の車が入ってきます。当時と比べるとかな

りギャップが大きいです。例えば原付一種でも、昔は

30km/hぐらいしか出なかったので制限速度を30km/h

に決めましたが、今はもっとスピードが出ます。

白石 中国では固定電話を経ないでいきなり携帯電話に

なってしまいました。そうすると、自動車なんてどうな

るかわかりませんね。道路がないうちに、車がドッと入

っていくことも考えられないことではありません。

関根 国によってアレンジをお任せしないと。

白石 ただ、基本になる考えは何なのかというと、「命

を守る」とか「安全」とか「環境を守る」とか、そこが

まずあるでしょう。でもどうやってやるか、です。それ

は車の場合ですが。

今後に向けて

福田 ユーザーの想定としては、援助に行く方、とくに

若い人たちが使えるようにしたいです。JICAのプロジ

ェクトも、今後はウガンダとかキルギスとか、中央アジ

アやアフリカで行われるようです。そういう、何も無い

所で「何をするんだ？」と言われても、何をしたら良い

かわかりません。

秋山 そのときに、「日本は何をしたか」というのはひ

とつのきっかけになります。

福田 日本の道路に、中央線や停止線がなかったという

のを、私は知りません。子どものころからありますか

ら。それがなかったときに、日本ではいったいどうした
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のか。秋山さんにお聞きしましたが、消防のホースを中

央線の代わりに置いたということです。日本でもやった

のですから、向こうでも実験的にできます。

加藤 ということは、そんなに高い技術はいらないとい

うことですね。

福田 お金をかけなくてもできることからやっていかな

いと、できっこありません。向こうは地方自治体にお金

はありませんから、いきなり信号機はつきません。その

ときに、どこから始められるかをわれわれも知りたいの

です。木戸さんから言われたのは、「まず交差点、停止

線」。それだけでも事故は減ります。

白石 先日テレビで見ましたが、地方自治体でお金がな

い所は道路をつくれないので、材料を供給して農家の

方々がつくるようです。

福田 タイでもわれわれが「ヒヤリ」をしたら、１年後

にはハンプがついていました。お金を出し合って自分た

ちでつけたのです。「ヒヤリ」をしたときに、一番危な

いと指摘があった交差点に自分たちでつけました。ほか

につけた所もあったのですが、朝起きたら無くなってい

たようです。前の家が「なぜ自分の家の前につけるん

だ。ガタガタしてうるさい」と言って、取ってしまった

そうです。

秋山 ハノイで分離帯をつくったら、一夜にして取られ

てしまったことがあります。向こうのトップが「ダメ

だ」と言ったので全部取られてしまいました。理屈も何

もないので、喧嘩にもならない。そういうこともあるの

で、「なぜ分離帯が必要なのか」がわかるようにしない

と。「これをすればこれだけ良くなる」とか、「これだけ

事故が減る」とかきちんと説明できないものですから、

一晩のうちに取られてしまいました。「あの人が言うな

ら仕方ない」という感じです。さらに上の人に言って、

また一晩のうちに元に戻しましたが。

福田 そういうレベルの話から高度なことまで、いろい

ろあると思います。どれがということではなく、「お金

がなくても、こういうことはできる」。そういうことが

たくさんあるほうが良いですね。

加藤 施策メニューの提示ですね。

福田 「どれが良い」ということではなく、オプション

が並んでいるというのが良いと思います。

秋山 全部読まなければわからない、ということではな

く、引き出せるものが良いです。この次のステップがあ

ると、IATSSとして皆さんに使っていただけるものにな

ると思います。

03_まとめ.indd   190 11.3.30   3:56:33 PM

180



非売品

交通戦争への取り組み

～途上国に貢献しうる日本の経験と知見

報 告 書

発行日　平成23年 3 月

発行所　財団法人 国際交通安全学会

　　　　東京都中央区八重洲 2 - 6 -20　〒104-0028

　　　　電話/03（3273）7884　 FAX /03（3272）7045

許可なく転載を禁じます。



平成22年度 研究調査報告書

交通戦争への取り組み
～途上国に貢献しうる日本の経験と知見～

報 告 書

International Association of Traffic and Safety Sciences  
財団法人 国際交通安全学会

平成23年3月

国
際
交
通
安
全
学
会

（財）

平
成
　
年
３
月

23

交
通
戦
争
へ
の
取
り
組
み

〜
途
上
国
に
貢
献
し
う
る
日
本
の
経
験
と
知
見
〜
　
　
　
報
告
書



 
 
    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     現在と同じ
      

        
     1
     1
     1
     602
     352
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsCur
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 313.17, 66.28 幅 21.28 高さ 17.23 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         51
         CurrentPage
         52
              

       CurrentAVDoc
          

     313.1718 66.2764 21.2835 17.2295 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     4
     31
     4
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     現在と同じ
      

        
     1
     1
     1
     602
     352
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsCur
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 全ての偶数ページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 73.99, 61.21 幅 32.43 高さ 19.26 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Even
         51
         AllDoc
         52
              

       CurrentAVDoc
          

     73.9856 61.2088 32.432 19.2565 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     163
     192
     191
     96
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 全ての奇数ページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 563.00, 59.09 幅 32.50 高さ 21.50 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Odd
         51
         AllDoc
         52
              

       CurrentAVDoc
          

     563 59.09 32.5 21.5 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     186
     192
     190
     96
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 573.64, 58.17 幅 19.26 高さ 26.35 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         51
         CurrentPage
         52
              

       CurrentAVDoc
          

     573.6415 58.1684 19.2565 26.351 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     5
     192
     5
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   DefineBleed
        
     範囲: 現在のページ
     要求: 裁ち落とし周囲に 36.85 ポイント
     表示領域の外に裁ち落とし: いいえ
      

        
     0.0000
     1
     0.0000
     36.8504
     0
     0
     0.0000
     Fixed
            
                
         Both
         245
         CurrentPage
         255
              

       CurrentAVDoc
          

     36.8504
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     1
     192
     1
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   DefineBleed
        
     範囲: 現在のページ
     要求: 裁ち落とし周囲に 36.85 ポイント
     表示領域の外に裁ち落とし: いいえ
      

        
     0.0000
     1
     0.0000
     36.8504
     0
     0
     0.0000
     Fixed
            
                
         Both
         245
         CurrentPage
         255
              

       CurrentAVDoc
          

     36.8504
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     2
     192
     2
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   DefineBleed
        
     範囲: 現在のページ
     要求: 裁ち落とし周囲に 36.85 ポイント
     表示領域の外に裁ち落とし: いいえ
      

        
     0.0000
     1
     0.0000
     36.8504
     0
     0
     0.0000
     Fixed
            
                
         Both
         245
         CurrentPage
         255
              

       CurrentAVDoc
          

     36.8504
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     3
     192
     3
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   DefineBleed
        
     範囲: 現在のページ
     要求: 裁ち落とし周囲に 36.85 ポイント
     表示領域の外に裁ち落とし: いいえ
      

        
     0.0000
     1
     0.0000
     36.8504
     0
     0
     0.0000
     Fixed
            
                
         Both
         245
         CurrentPage
         255
              

       CurrentAVDoc
          

     36.8504
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     191
     192
     191
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   DefineBleed
        
     範囲: 現在のページ
     要求: 裁ち落とし周囲に 36.85 ポイント
     表示領域の外に裁ち落とし: いいえ
      

        
     0.0000
     1
     0.0000
     36.8504
     0
     0
     0.0000
     Fixed
            
                
         Both
         245
         CurrentPage
         255
              

       CurrentAVDoc
          

     36.8504
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     3
     192
     3
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   DefineBleed
        
     範囲: 現在のページ
     要求: 裁ち落とし周囲に 36.85 ポイント
     表示領域の外に裁ち落とし: いいえ
      

        
     0.0000
     1
     0.0000
     36.8504
     0
     0
     0.0000
     Fixed
            
                
         Both
         245
         CurrentPage
         255
              

       CurrentAVDoc
          

     36.8504
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     2
     192
     2
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 229.50, 285.59 幅 14.06 高さ 10.13 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
            
                
         Both
         22
         CurrentPage
         162
              

       CurrentAVDoc
          

     229.5002 285.5894 14.0625 10.125 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     191
     193
     191
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 全てのページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20110415173103
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     252
     498
     None
     Up
     0.0000
     0.0000
            
                
         Both
         129
         AllDoc
         132
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     595.2756
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     1
     193
     192
     193
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     現在と同じ
      

        
     1
     1
     1
     602
     352
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsCur
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     現在と同じ
      

        
     1
     1
     1
     602
     352
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsCur
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 現在のページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20110415173103
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     252
     498
     None
     Up
     0.0000
     0.0000
            
                
         Both
         129
         CurrentPage
         132
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     595.2756
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     18
     197
     18
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 現在のページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20110415173103
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     252
     498
     None
     Up
     0.0000
     0.0000
            
                
         Both
         129
         CurrentPage
         132
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     595.2756
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     20
     197
     20
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 現在のページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20110415173103
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     252
     498
     None
     Up
     0.0000
     0.0000
            
                
         Both
         129
         CurrentPage
         132
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     595.2756
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     23
     197
     23
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 現在のページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20110415173103
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     252
     498
     None
     Up
     0.0000
     0.0000
            
                
         Both
         129
         CurrentPage
         132
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     595.2756
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     57
     197
     57
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 現在のページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20110415173103
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     252
     498
     None
     Up
     0.0000
     0.0000
            
                
         Both
         129
         CurrentPage
         132
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     595.2756
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     58
     197
     58
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 現在のページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20110415173103
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     252
     498
     None
     Up
     0.0000
     0.0000
            
                
         Both
         129
         CurrentPage
         132
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     595.2756
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     59
     197
     59
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 現在のページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20110415173103
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     252
     498
     None
     Up
     0.0000
     0.0000
            
                
         Both
         129
         CurrentPage
         132
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     595.2756
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     61
     197
     61
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 現在のページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20110415173103
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     252
     498
     None
     Up
     0.0000
     0.0000
            
                
         Both
         129
         CurrentPage
         132
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     595.2756
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     62
     197
     62
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 現在のページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20110415173103
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     252
     498
     None
     Up
     0.0000
     0.0000
            
                
         Both
         129
         CurrentPage
         132
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     595.2756
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     63
     197
     63
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 現在のページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20110415173103
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     252
     498
    
     None
     Up
     0.0000
     0.0000
            
                
         Both
         129
         CurrentPage
         132
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     595.2756
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9c
     QI+ 2
     1
      

        
     64
     197
     64
     1
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base





